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                   開会 午前１０時００分 

○議長（横田久俊） これより、平成26年小樽市議会第３回定例会を開会いたします。 

 直ちに、本日の会議を開きます。 

 本日の会議録署名議員に、濱本進議員、新谷とし議員を御指名いたします。 

 日程第１「会期の決定」を議題といたします。 

 お諮りいたします。 

 本定例会の会期を、本日から９月22日までの20日間といたしたいと思います。 

 これに、御異議ございませんか。 

              （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 御異議なしと認め、さように決しました。 

 日程第２「議案第１号ないし第30号」を一括議題といたします。 

 まず、議案第１号ないし第29号について、市長から提案理由の説明を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

              （中松義治市長登壇）（拍手） 

○市長（中松義治） ただいま上程されました各案件について、提案理由の概要を申し上げます前に、

私は来春の市長選におきまして、再選を目指すことといたしましたので、報告させていただきます。 

 平成23年の春に小樽市長に就任させていただいて以来、これまで３年４か月、市政を担う中で、財政

の健全化をはじめ、企業誘致や観光振興の推進などを通じて地域経済の活性化に精力的に取り組んでま

いりましたが、少子化を含めた人口問題、公共施設の耐震化や防災対策など、小樽にはまだ解決すべき

幾多の課題が山積しており、課題解決に向け、さらに取組を進めていくことがみずからの責務であると

考えました。 

 今はまだ任期半ばであり、まずは残された在任期間に全力を傾けてまいりたいと考えております。 

 それでは、各案件について提案理由の概要を説明申し上げます。 

 初めに、議案第１号から議案第５号までの平成26年度各会計補正予算の主なものといたしましては、

一般会計では、平成25年度に国や道などから超過交付となった国庫支出金等の返還金を計上したほか、

税・社会保障・災害対策分野における情報連携のための社会基盤となる、いわゆるマイナンバー制度の

システム整備事業費、来年４月１日からの生活困窮者自立支援法施行により実施が義務づけられる自立

相談支援事業のモデル事業費、福祉バスの老朽化に伴う新車購入経費、ＰＭ2.5など市内の大気汚染状況

を常時監視するためのシステム整備事業費、本年10月から定期予防接種に追加される水痘ワクチン及び

高齢者の肺炎球菌ワクチンの接種に伴う費用などについて、所要の経費を計上いたしました。 

 また、本年度の普通交付税の交付額が決定したことから、予算額を上回る分について所要の補正を計

上いたしました。さらに、平成25年度一般会計の決算剰余金である繰越金の２分の１を財政調整基金へ

積み立てるとともに、25年度の決算状況なども踏まえ、庁舎建設資金基金へ積み立てることとし、所要

の補正を計上いたしました。 

 これらに対する一般会計の財源といたしましては、地方特例交付金、地方交付税、国・道支出金、財

産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入及び市債を計上し、以上の結果、一般会計における補正額は

歳入歳出ともに６億2,137万8,000円の増となり、財政規模は569億8,073万1,000円となりました。 

 次に、特別会計及び企業会計について説明申し上げます。 

 国民健康保険事業、介護保険事業及び後期高齢者医療事業において、平成25年度に国や道から超過交
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付となった国庫支出金等の返還金などを計上いたしました。 

 また、病院事業において、債務負担行為として、現小樽病院の解体工事費及び駐車場整備工事費を計

上いたしました。 

 次に、議案第６号から議案第20号までの平成25年度各会計決算認定などについて説明申し上げます。 

 一般会計につきましては、歳入総額601億8,428万3,954円に対し、歳出総額は598億9,777万9,662円と

なり、翌年度に繰り越すべき財源を控除した実質収支は２億8,639万2,292円の黒字となり、これを翌年

度に繰り越すこととし、決算を了したところであります。また、前年度の実質収支を考慮した単年度収

支は１億2,973万6,158円の黒字、実質単年度収支は４億4,375万9,396円の赤字となりました。 

 平成25年度は、歳入では、特別交付税が予算を下回ったものの、歳出では、職員給与費、生活保護費

などにおいて不用額が生じたことなどにより、実質収支は黒字となりましたが、財政調整基金の取崩し

額等を考慮した実質単年度収支は赤字となったところであり、依然として厳しい財政状況にあります。 

 なお、地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく平成25年度の健全化判断比率等についてで

ありますが、実質赤字比率と連結実質赤字比率は、算定の結果、平成24年度と同様に比率自体が計上さ

れないこととなりました。実質公債費比率は13.7パーセント、将来負担比率は88.4パーセントとなり、

いずれも早期健全化基準を下回るとともに、平成24年度と比較しますと、実質公債費比率は同率、将来

負担比率は5.2ポイント改善されました。 

 また、病院事業などの公営企業に係る資金不足比率につきましても、算定の結果、平成24年度と同様

に比率自体が計上されないこととなりました。 

 次に、平成25年度において実施した主な事業について、第６次小樽市総合計画の「まちづくり ５つ

のテーマ」に沿って説明申し上げます。 

 まず、「心豊かに学び、地域文化をはぐくむまち（生涯学習）」の分野では、児童・生徒が音読に意

欲的に取り組むことや家庭への一層の普及を図ることなどを狙いに、読み方や声を工夫して競い合う第

１回小樽音読カップを開催したほか、手宮地区統合小学校の校舎建設工事の着手と、山手地区統合小学

校の校舎建設に向けた基本設計を行うとともに、桜小学校の耐震補強工事及び大規模改造工事を行いま

した。 

 また、新光・オタモイ二つの学校給食共同調理場を統合し、新たな共同調理場として建設工事を進め

てきた小樽市学校給食センターが完成し、平成25年８月から供用を開始いたしました。 

 ２点目の「ともに支え合い、安心して健やかに暮らせるまち（市民福祉）」の分野では、奥沢保育所

の新園舎建設工事が完了し、平成26年４月から供用を開始したほか、銭函保育所の老朽化に伴い、新た

に子育て支援センターを併設した保育所として改築するための実施設計などを行いました。 

 また、地域医療の関連では、市立病院看護師宿舎跡地に建設を進めていた新夜間急病センターが完成

し、平成25年７月から供用を開始したほか、新市立病院につきましては、本年12月の開院に向け本体工

事を進めてまいりました。 

 ３点目の「安全で快適な住みよいまち（生活基盤）」の分野では、東日本大震災を契機とした防災対

策の強化としまして、町会等で行う避難訓練等で活用可能な津波浸水想定映像ＤＶＤの作成、市民や観

光客の迅速で的確な避難を図るための津波注意喚起標識板の設置、町会等への防災ラジオの配付を行っ

たほか、避難所の環境整備を促進するため、非常用食糧等の計画的な配備や市内９か所の社会福祉施設

と協定を結んだ福祉避難所の機能確保のための備品配備を行い、災害時に安心して生活ができる体制の

構築を進めました。 

 このほか、消防救急無線のデジタル化に対応する高機能消防指令センターの整備が完了したほか、消
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防署長橋出張所に災害対応特殊水槽付消防ポンプ自動車を配備しました。 

 ４点目の「人・もの・情報が交流する活力あるにぎわいのまち（産業振興）」の分野では、本市への

企業立地を促進するため、平成24年度に東京で開催した企業立地トップセミナーを平成25年度は大阪で

開催したほか、小樽市企業立地促進条例を改正し、新たに本市に進出する企業や既存企業に対する支援

制度を拡充いたしました。 

 また、本市観光の新たな魅力づくりを進めるため、小樽観光振興公社が所有する観光船の老朽化に伴

う新造船を目的とした増資に対する出資を行ったほか、北運河地域の観光の将来像などを示した北運河

および周辺地域観光戦略プランを策定いたしました。 

 このほか、大型クルーズ客船の寄港に対応するため、昨年度に引き続き、勝納ふ頭の整備を行いました。 

 ５点目「自然とまちなみが調和し、環境にやさしいまち（環境保全）」の分野では、小樽市環境基本

条例の具体化を図るための環境基本計画策定作業として、基礎調査や市民アンケート等を行ったほか、

小樽市公園施設長寿命化計画に基づき、老朽化した公園の木製遊具の更新や小樽公園の測量及び実施設

計を行いました。 

 そのほか、依然として厳しい本市の雇用情勢に鑑み、市独自の雇用対策事業をはじめ、北海道の基金

を活用した緊急雇用創出推進事業を行うとともに、地域経済活性化等推進資金基金を活用し、地域の雇

用維持・創出及び地域経済活性化に資する各種事業を行いました。 

 また、平成25年１月に閣議決定された国の日本経済再生に向けた緊急経済対策の取組の一つとして、

24年度補正予算に計上され、本市へ交付された地域の元気臨時交付金につきましては、25年度に行った

建設事業の財源として活用したほか、26年度中に行う建設事業の財源として活用するため、新たに基金

を設置し、一部積立てを行ったところであります。 

 次に、予算と決算の対比について、その主なものを説明申し上げます。 

 一般会計の歳入につきましては、地方交付税が約１億4,139万円、国庫支出金が約１億2,335万円、繰

入金が約８億2,671万円、市債が６億8,090万円減収となり、歳入総額では約16億4,082万円の減収となり

ましたが、このうち約7,795万円については、翌年度繰越事業の財源であり、平成26年度に歳入される予

定となっております。 

 歳出につきましては、翌年度への繰越事業分を除き、約18億4,926万円の不用額を生じましたが、この

主なものといたしましては、民生費では扶助費の減などにより約７億8,843万円、教育費では学校給食共

同調理場建設事業費の減などにより約２億1,060万円、職員給与費では職員手当等の減などにより約２億

1,019万円の不用額を生じました。 

 次に、特別会計のうち主な会計について説明申し上げます。 

 まず、国民健康保険事業につきましては、歳入総額175億7,419万8,866円に対し、歳出総額170億9,875

万2,463円となり、差引き４億7,544万6,403円の剰余金を生じました。この剰余金のうち２億1,044万

6,533円は、国・道支出金が超過交付となったものであり、平成26年度に返還するものであります。 

 住宅事業につきましては、歳入・歳出総額ともに12億3,126万6,661円となりました。主な事業といた

しましては、市営住宅改善事業として、塩谷Ｄ住宅及び新光Ｂ住宅54、55、56棟の外壁等改修工事を行

ったほか、北海道から移管を受けた若竹住宅１号棟の耐震・リモデル工事などを行いました。 

 介護保険事業につきましては、歳入総額138億6,411万5,684円に対し、歳出総額138億6,294万5,241円

となり、差引き117万443円の剰余金を生じました。 

 なお、国・道支出金及び支払基金交付金の交付不足額9,958万728円については平成26年度に追加交付

され、超過交付となった5,795万1,306円は平成26年度に精算いたします。 
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 後期高齢者医療事業につきましては、歳入総額20億369万1,107円に対し、歳出総額19億6,970万7,857

円となり、差引き3,398万3,250円の剰余金を生じました。この剰余金のうち3,224万5,780円は、平成25

年度の後期高齢者医療保険料のうち後期高齢者医療広域連合へ納付未済となったもので、平成26年度に

同広域連合へ納付するものであります。 

 なお、土地取得事業会計につきましては、土地開発基金の廃止に伴い、平成25年度末をもって廃止い

たしました。 

 次に、企業会計について説明申し上げます。 

 病院事業につきましては、一般会計繰入金などの増により、平成24年度に比べ収益が増加し、単年度

資金収支は7,218万2,489円のプラスとなり、25年度末資金過不足額も、22年度から引き続きプラスを維

持しております。 

 内容について説明いたしますと、予算額に対し、収益的収支におきましては、収入は入院収益の減な

どにより１億9,786万1,297円の減収となり、支出では材料費の減などにより２億4,067万3,940円の不用

額を生じました。 

 資本的収支におきましては、収入は企業債借入れや道補助金の減などにより16億478万2,000円の減収

となり、支出では建設改良費の継続費逓次繰越額として15億9,688万5,000円を翌年度へ繰り越すことか

ら、不用額は2,011万5,676円となりました。 

 また、平成25年度末の地方財政法上の資金不足を解消するため、一般会計から財源を繰り入れ、公立

病院特例債を全額繰上償還いたしました。 

 なお、６億375万3,306円の当年度純利益を生じたことにより、当年度未処理欠損金は46億4,498万4,006

円となり、同額を翌年度繰越欠損金として処理する予定であります。 

 水道事業につきましては、予算額に対し、収益的収支におきましては、収入は給水収益の増などによ

り4,197万８円の増収となり、支出では人件費などで9,201万576円の不用額を生じました。 

 資本的収支におきましては、収入は企業債借入れの減などにより2,266万9,339円の減収となり、支出

では建設改良費などで4,741万7,327円の不用額を生じました。 

 なお、４億2,253万8,933円の当年度純利益を生じたことにより、全額を減債積立金として処分する予

定であります。 

 下水道事業につきましては、予算額に対し、収益的収支におきましては、収入は下水道使用料の減な

どにより302万1,817円の減収となり、支出では維持管理費などで１億2,285万7,463円の不用額を生じま

した。 

 資本的収支におきましては、収入は企業債借入れの減などにより１億7,956万652円の減収となり、支

出では建設改良費などで6,803万9,785円の不用額を生じました。 

 なお、３億7,062万7,405円の当年度純利益を生じたことにより、当年度未処理欠損金は85億8,476万

1,417円となりますので、同額を翌年度繰越欠損金として処理する予定であります。 

 産業廃棄物等処分事業につきましては、予算額に対し、収益的収支におきましては、収入は産業廃棄

物等処分手数料の増などから8,154万7,998円の増収となり、支出では維持管理費などで105万8,052円の

不用額を生じました。 

 資本的収支におきましては、支出の建設改良費で９万5,000円の不用額が生じました。 

 なお、6,452万9,050円の当年度純利益が生じたことにより、全額を利益積立金として処分する予定で

あります。 

 続きまして、議案第21号から議案第29号までについて説明申し上げます。 
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 議案第21号資金基金条例の一部を改正する条例案につきましては、防災・減災の対策を推進するため

の事業の資金を積み立てるため、新たに防災・減災対策事業資金基金を設置するものであります。 

 議案第22号山林基金条例の一部を改正する条例案につきましては、天神３丁目所在の山林の一部の売

却に伴い、地積を変更するとともに、所要の改正を行うものであります。 

 議案第23号手数料条例の一部を改正する条例案につきましては、戸籍の電算化に伴い、磁気ディスク

から出力される戸籍記載事項証明等についても従前どおり手数料を徴収できるようにするため、所要の

改正を行うものであります。 

 議案第24号手数料条例及び薬事法施行条例の一部を改正する条例案につきましては、薬事法の一部改

正に伴い、所要の改正を行うものであります。 

 議案第25号総合福祉センター条例及び福祉医療助成条例の一部を改正する条例案につきましては、母

子及び寡婦福祉法の一部改正に伴い、所要の改正を行うものであります。 

 議案第26号児童発達支援センター条例の一部を改正する条例案につきましては、児童福祉法の一部改

正に伴い、さくら学園において行う事業を新たに追加するとともに、所要の改正を行うものであります。 

 議案第27号特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例案につきま

しては、子ども・子育て支援法の制定に伴い、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関

する基準について定めるものであります。 

 議案第28号家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例案につきましては、児童福祉

法の一部改正に伴い、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準について定めるものであります。 

 議案第29号市営住宅条例の一部を改正する条例案につきましては、オタモイＧ住宅のうち昭和41年度

に整備された50戸のうち24戸及び43年度に整備された45戸の合計69戸並びにオタモイＧ厚生住宅を用途

廃止するほか、所要の改正を行うものであります。 

 以上、概括的に説明申し上げましたが、なにとぞ原案どおり御可決賜りますようお願い申し上げます。

（拍手） 

○議長（横田久俊） 次に、議案第30号について、提出者から提案理由の説明を求めます。 

              （「議長、８番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ８番、川畑正美議員。 

              （８番 川畑正美議員登壇）（拍手） 

○８番（川畑正美議員） 日本共産党を代表して、議案第30号小樽市非核港湾条例案の提案理由を説明

します。 

 1945年８月６日、広島市が世界最初の原子爆弾の惨禍を経験し、９日には長崎市にも投下されました。 

永遠の平和を確立しようという広島・長崎市民の願いを世界の人々に伝え、世界的行事に発展させた平

和祭典が行われてきました。 

 今年の世界大会開催時点での原爆死没者の累計は、広島被爆では29万2,325人、長崎被爆では16万5,409

人にもなります。被爆69年に当たる2014年の平和記念式典は、被爆死没者への追悼とともに、核兵器廃

絶と恒久平和の実現を願って、６日に広島市、９日には長崎市において世界大会の平和式典が開催され、

平和宣言を世界に向けて発表しました。 

 今年の広島市長の平和宣言は、「加盟都市が6,200を超えた平和首長会議では世界各地に設けるリーダ

ー都市を中心に国連やＮＧＯなどと連携し、被爆の実相とヒロシマの願いを世界に拡げます。そして、

現在の核兵器の非人道性に焦点を当て非合法化を求める動きを着実に進め、2020年までの核兵器廃絶を

目指し核兵器禁止条約の交渉開始を求める国際世論を拡大します」と呼びかけ、また、「核保有国の為
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政者の皆さんは、早期に被爆地を訪れ、自ら被爆の実相を確かめてください。そうすれば、必ず、核兵

器は決して存在してはならない「絶対悪」であると確信できます。その「絶対悪」による非人道的な脅

しで国を守ることを止め、信頼と対話による新たな安全保障の仕組みづくりに全力で取り組んでくださ

い」とうたっています。これは今の核兵器問題の中心点を明らかにしているものではないでしょうか。 

また、平和宣言は、政府に対して、「唯一の被爆国である日本政府は、我が国を取り巻く安全保障環

境が厳しさを増している今こそ、日本国憲法の崇高な平和主義のもとで69年間戦争をしなかった事実を

重く受け止める必要があります。そして、今後も名実ともに平和国家の道を歩み続け、各国政府と共に

新たな安全保障体制の構築に貢献するとともに、来年のＮＰＴ再検討会議に向け、核保有国と非核保有

国の橋渡し役としてＮＰＴ体制を強化する役割を果たしてください」と訴えています。日本国憲法第９

条が国連憲章と比較して恒久平和主義をさらに発展させているのは、広島と長崎のような惨害をこの地

球上のどこにも起こしてはならないという願いが込められているからです。その日本国憲法第９条を破

壊しようというのが集団的自衛権であり、広島、長崎の平和の願いに真っ向から逆らうものです。 

 今年の原水爆禁止世界大会での広島決議の広島からのよびかけと長崎決議の長崎からすべての国の政

府への手紙は、被爆70年に当たって核不拡散条約再検討会議が開かれる2015年を核兵器のない世界の達

成という合意を実現する決定的な機会にしようと訴えています。 

 原水爆禁止日本協議会は、世界大会の広島総会で、自治体首長を含めた410万4,911人の核兵器全面禁

止のアピール署名をアンゲラ・ケイン国連軍縮担当上級代表に手渡し、核兵器全面禁止の国際的な運動

を大きく励ましています。 

 小樽市議会にとって、非核神戸方式の実現に向けた神戸市民と神戸市会の粘り強い運動の継続を学び

取ることが大切であります。 

 1957年、神戸市会は、全世界の人々と相携えて恒久平和の実現に邁進する平和都市であることを宣言

し、1975年には核兵器積載艦艇の神戸港入港拒否に関する決議を行っています。決議内容は、入港を希

望する艦船に、神戸港管理者である神戸市長に対して核兵器を搭載していないことを明らかにする非核

証明書の提出を義務づけたものです。 

 1975年以降の神戸港に入港した外国艦船は、カナダ、オーストラリア、フランス、インド、イタリア、

スウェーデン、チリなどがありますが、全て非核証明書を提出しています。1983年８月に、イギリス空

母インヴィンシブルを旗艦とする機動部隊の入港について、外務省から神戸市長に照会がありました。

市は、条件付承認をするために非核証明書を求めたところ、軍事機密のためとして提出を拒みました。

その後、11月５日に、再び外務省を通じて、入港の取りやめの通知があり、入港しておりません。そし

て、米軍艦船については、1975年の市会決議以後、一切入港の申請がありません。 

 また、神戸市会は、1983年、人類共通の念願である真の恒久平和に向けて、日本の国是である核兵器

を持たず、つくらず、持ち込ませずの非核三原則が完全に実施され、全ての核兵器が廃絶されることを

強く希求した非核平和都市に関する決議を行っています。 

 小樽港では、今年７月18日に、アメリカ海軍の揚陸指揮艦ブルーリッジが寄港しました。米軍艦船の

小樽港寄港は、1961年から数えると75隻目になります。小樽市長は従来から、「入出港時及び接岸時の

安全性」「商業港としての港湾機能への影響」「核兵器搭載の有無」の受入れ判断の三つの条件に基づ

いて入港を認めています。しかし、米軍は、日本に寄港する艦船に核兵器を搭載しているかどうかは、

これまでも一切明らかにしていません。 

 日本共産党は、2000年の早い時期に、アメリカの国立公文書館での調査で、1960年１月の安保条約調

印の際に結ばれた米国政府の一連の秘密解禁文書を入手し、不破哲三前議長が2000年の党首討論で、こ
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の資料を基に核密約の真相の徹底調査を政府に求めました。不破前議長は、1960年１月６日、日米両国

政府代表の間で取り交わされた討論記録が核密約であり、日米安保条約と不可分の一部をなしているこ

とをアメリカ側の公文書で立証し、それ以後、この密約に基づいてアメリカが核兵器を積んだ艦船を事

前協議なしに日本に入港させ、積載艦船の母港を日本に置くことまでやってきたことを、アメリカ側の

公文書で示しました。 

このときの政府の対応は、アメリカが秘密開示したという文書に日本政府は関知しない、密約など存

在しないと紋切り型の答弁に終始しました。政府の調査では討論記録の存在を認めながらも、核積載艦

船の事前協議なしの日本寄港を認めたものと読むのは、アメリカ側の一方的解釈であって、その解釈を

日本側に明らかにした形跡はないとしています。 

しかし、討論記録では、核兵器を搭載している米軍艦船の日本の領海と港湾への立入りは従来どおり

続けられ、事前協議の対象にはならないとされています。したがって、米軍艦船は、この密約の下に当

然のように日本の各地に寄港しているのであります。日本の外務省も、核兵器を搭載していないことを

我が国政府として疑っていないなどと曖昧で無責任な対応をとり続けています。 

この状態を解決するためには、討論記録の密約文書を破棄しなければなりません。 

 一方、密約文書と一体となっている日米安保条約の下で、神戸市会は、1975年に核兵器積載艦艇の神

戸港入港拒否に関する決議を、1983年には非核平和都市に関する決議を行っています。 

 小樽市議会では、1982年６月28日に核兵器廃絶平和都市宣言を行っています。この宣言には、「核兵

器の廃絶、使用禁止は、もっとも緊急な課題であり、日本国民は、世界唯一の被爆国民としてこれを積

極的に実現する崇高な責務をおっている。小樽市は、わが国の非核三原則が完全に実施されることを願

い、すべての核保有国に対し、核兵器の廃絶と軍縮を求め、核兵器廃絶の世論を喚起するため、ここに

核兵器廃絶平和都市となる」と核兵器廃絶を明快にうたっています。本市の核兵器廃絶平和都市宣言の

趣旨にのっとり、非核神戸方式の先例に学び、小樽市民の平和と安全・安心のために、核兵器を積載し

た艦船が入港することのないように非核港湾条例の制定を求めるものです。 

 議員皆様の賛同をお願いしまして、提案説明といたします。（拍手） 

○議長（横田久俊） 日程第３「休会の決定」を議題といたします。 

 お諮りいたします。 

 議案調査のため、明９月４日から９月７日まで４日間、休会いたしたいと思います。 

 これに、御異議ございませんか。 

              （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 御異議なしと認め、さように決しました。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

                   散会 午前１０時４５分
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                   開議 午後 １時００分 

○議長（横田久俊） これより、本日の会議を開きます。 

 本日の会議録署名議員に、吹田友三郞議員、松田優子議員を御指名いたします。 

 日程第１「議案第１号ないし第 30 号」を一括議題といたします。 

 質疑及び一般質問を一括し、これより会派代表質問を行います。 

 あらかじめ申し上げます。 

 代表質問に当たっては、質問通告の大項目の順で質問を行い、再質問、再々質問がある場合は、それ

ぞれ一括質問で行うことといたします。 

 それでは、通告がありますので、順次、発言を許します。 

              （「議長、24 番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 24 番、山田雅敏議員。 

              （２４番 山田雅敏議員登壇）（拍手） 

○２４番（山田雅敏議員） 自由民主党を代表して質問を行います。 

 我が国を取り巻く地政学的環境は刻々と変化しており、特に石油資源を依存する中東地域では紛争が

絶えず、石油製品の高騰を招いています。また、アフリカ大陸を発症起源とするエボラ出血熱や直近の

デング熱など、発症過程や感染経路のよくわからない病症への対応や、地球温暖化による異常気象と言

われる環境の変化、特に今までに経験したことのない豪雨による土砂崩れや河川の増水による住居への

冠水など、国レベルでの防災対策が急務となってくると同時に、一方で、少子高齢化による労働力不足、

諸外国への先端技術の流出対策など、10 年、20 年先を見据えた教育を含めた戦略的政策が必須と考えま

す。 

 本市にあっても、経済振興や福祉の充実に向け、特に女性の社会進出に伴う子育てや教育環境の整備

など、多くの課題が山積する中、市民要望をセレクト、抽出し具現化する強いリーダーが必要です。そ

こで、１期４年を完結した後も、中松市長の市政運営に期待するものです。 

 最初に、７つの重点公約の達成状況についてお伺いいたします。 

 昨年２月 27 日、中松市長任期の折り返しとなる平成 25 年度市政執行方針で、小樽の発展のため、ま

ちづくりに全力を注ぐと述べられ、８月 29 日、定例記者会見で、来年の市長選に再選を目指し立候補す

る意向を正式に聞きました。今定例会でも改めて市長選再出馬について述べられ、意欲ある決意と思い

ます。中松市長の意気込みをお聞かせください。 

 次に、就任当初から７つの重点公約についてお伺いいたします。 

 私の認識では、１、観光の充実、グローバル化時代の国際観光への挑戦、商工業の振興、雇用創出に

よる若者の定着については、インバウンドの復活、石狩湾新港地域の企業誘致は努力が実ってきていま

す。２、稲一再開発については、取得開発業者が決定し、掖済会病院新築移転とサービス付き高齢者向

け住宅の新築が発表されました。３、26 年度の新市立病院開業については、順調に施工工事が進み、今

年 12 月１日の開院予定です。４、学校統廃合や給食環境などの教育環境の整備については、手宮地区統

合小学校校舎の完成、山手地区統合小学校の候補地が決定、学校給食センターの稼働が開始されており

ます。５、保育所や民間の保育への支援など子育て環境の整備については、奥沢・銭函等の保育所整備

が図られています。６、高齢者や障害者が安心して暮らせる支援体制については、市内介護施設の充実、

障害者が地域で暮らせる環境が整いつつあります。７、財政再建については、他会計からの借入れなど

があるが、実質収支が黒字化されたなど評価するものです。 

 市長が考える「市民力を生かした「活力あるおたる」の創造」へ努力したことや、市政執行でやり残
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しがあれば、お聞かせください。 

 次に、２期目に向けた政策課題についてお伺いいたします。 

 ８月 29 日には、札幌市長が引退表明をいたしました。報道によると、この 11 年間で公約の大半は実

現でき、年齢的なことや３期を区切りとして政治家を引退することなどを明らかにしました。 

 私は、日ごろより中松義治市長の行動力や折衝力、社交性、お酒の強さには一目も二目も置いている

ものです。でも、健康のためには少しはお酒は控えてください。 

 この項目では、２期目に向けた政策課題について重要項目をお聞かせの上、課題や対策などお聞かせ

ください。 

 次に、新たな財源と電気料金の値上げによる本市への影響についてお伺いいたします。 

 大阪府高槻市では、屋根貸し事業が今年度から始まりました。内容は、国の再生可能エネルギー固定

価格買取制度を利用し、設置場所を持たない事業者にもシステム導入を促す狙いがあります。市内小・

中学校や公民館などの屋根を貸し出し、売電収入の４パーセント以上を使用料収入として、年間約 60

万円の収入を見込んでいると聞きます。私は、以前に、予算の複数年度管理やネーミングライツ、行政

コスト、ふるさと納税など、新たな財源について質問してまいりました。本市でも小規模な太陽光発電

設備が見られますが、この屋根貸し事業について本市のお考えをお聞かせください。 

 次に、北海道電力による電気料金の値上げについて伺います。 

 現在、北海道電力が国に申請している電気料金改定が仮にそのまま認可された場合、市への影響とし

て年額約２億円の負担増になるとの新聞報道が８月 29 日にありました。 

 本市が北電と交わしている高圧、低圧の契約について、それぞれの主な施設や設備とその年間の影響

額及び値上げ後の金額をお示しください。 

 次に、市施設の照明に関連してお聞きいたします。 

 近年、技術や量産化が進み、ＬＥＤ照明が格段に高品質、低価格になり、初期投資の費用を捻出でき

れば、多くの企業が電気料金を抑えたいと考えています。市建設部の試算では、40 ワット相当の明るさ

で蛍光管とＬＥＤを比較すると、約５割の経費節減になるといいます。町会が躍起になって街路灯をＬ

ＥＤ化するわけは、ここにあるといえます。 

 この項最後に、本市でも、この政策は早急に取り組む必要があると考えます。御所見をお聞かせくだ

さい。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

              （中松義治市長登壇） 

○市長（中松義治） 山田議員の御質問にお答えします。 

 ただいま、市長公約と新たな政策課題への対応について御質問がありました。 

 初めに、７つの公約の達成状況等についてです。 

 まず、市長選再出馬に向けての意気込みのお尋ねにつきましては、私はこれまで３年４か月市政を担

う中で、財政の健全化をはじめ企業誘致や観光振興の推進などを通じて、地域経済の活性化に精力的に

取り組んでまいりましたが、少子化を含めた人口問題、公共施設の耐震化や防災対策など、解決すべき

課題が山積しております。市民の皆さんの負託を受け、２期目の市政を担うことになれば、それらの課

題解決へ向け、市民の皆さんとともに知恵を出し合い、全力で取り組んでまいりたいと考えております。 

 次に、「市民力を生かした「活力あるおたる」の創造」へ努力したことにつきましては、市民力を生
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かしたまちづくりの土台となる自治基本条例を、市民の皆さんの御意見を伺いながら制定いたしました。 

 地域経済の活性化に向けては、企業誘致や観光振興の推進に取り組むとともに、安心・安全で住みや

すい環境整備に向けては、新市立病院の建設や保育所の建替え、自然災害についての体制を強化したほ

か、教育環境の充実に向けては、校舎の耐震化や改修を推進するなど、公約の実現に向け努力してまい

りました。 

 また、真の財政再建に向けては、道半ばでありますことから、引き続き取り組んでいく必要があると

考えております。 

 次に、２期目に向けた政策課題についてですが、重点項目やその課題、対策につきましては、我が国

全体が本格的な人口減少社会を迎え、今後、本市を取り巻く状況はさらに厳しさを増していくと思われ

ることから、人口減少に歯止めをかけるための対策が必要であると考えております。また、公共施設の

耐震化や防災対策、そして真の財政再建へ向けた取組など、いずれも早急に対応していく必要がありま

すが、まずは残された在任期間に全力を傾けてまいりたいと考えております。 

 次に、新たな財源と電気料金の値上げによる本市への影響についてですが、いわゆる屋根貸し事業に

つきましては、一般的に太陽光発電により売電事業を行う民間事業者に対して、国の再生可能エネルギ

ー固定価格買取制度による買取り期間である 20 年間、公共施設などの屋上や屋根部分の貸付けを行うも

のであり、契約を行った民間事業者が事業継続ができなくなった場合の設置した設備の処理をどうする

か、また契約期間中の建物の建替えが制限される、冬期間の積雪対応をどうするかなどの問題点がある

と認識しております。 

 次に、北海道電力の電気料金値上げの影響につきましては、まず高圧で受電する契約の主な設備・施

設といたしましては、水道局庁舎を除いた上下水道関連施設で年間影響額約 6,000 万円、値上げ後の金

額約３億円、市役所本庁舎で年間影響額約 400 万円、値上げ後の金額約 2,100 万円と試算しております。 

 また、低圧で受電する契約の主な設備・施設といたしましては、ロードヒーティングで年間影響額約

6,500 万円、値上げ後の金額約３億円、市所有分の街路灯で年間影響額約 600 万円、値上げ後の金額約

3,500 万円と試算しております。 

 次に、市施設の照明のＬＥＤ化につきましては、省エネと経費節減の両面から、いずれは取り組むべ

き課題と認識しておりますので、ＬＥＤ化のメリットやデメリット、初期投資の財源や費用対効果、技

術的課題、ＬＥＤ以外の他の省エネ照明の可能性、その改修のタイミングなど、多方面から研究してま

いりたいと考えております。 

○議長（横田久俊） 次に、第２項目めの質問に入ります。 

              （「議長、24 番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 24 番、山田雅敏議員。 

              （２４番 山田雅敏議員登壇） 

○２４番（山田雅敏議員） 次に、危機管理についてお伺いいたします。 

 最初に、日本海地震による津波被害についてお伺いいたします。 

 ８月 26 日、国の有識者検討会が、北海道から長崎県の 16 道府県 173 市町村で想定される津波の高さ

と到達時間を初めて公表し、地震の規模はマグニチュード 6.8 ないし 7.9 と想定されました。この時期

に発表したのは、日本海の津波は詳しい実態が不明なため、昨年１月から国土交通省と内閣府、文部科

学省の合同検討会が国としての統一見解を初めてまとめたと聞きます。 

 本市でも、本年度中に避難計画を作成し、来年度から地域防災計画に組み入れようと準備していたと

聞いております。今回示された小樽市における津波の最大津波高をお聞かせください。 
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 そこで、本市の津波避難計画の策定をやり直すと聞き、多岐多様な方面が変更されると考えられます。

道防災会議地震火山対策部会の地震専門委員会では、４年前にまとめた日本海側の津波浸水予測をシミ

ュレーションに１年かけ、見直すと聞きます。津波避難計画がどの程度遅れるのか、内容についてもお

聞かせください。 

 また、蘭島・塩谷地区、祝津・高島地区、手宮を含めた港湾地区、銭函地区別に過去の津波ハザード

マップと比べ想定よりも高く早い津波で、今までの対策と比べて変更点や新たな課題があればお聞かせ

ください。 

 次に、防災教育についてお伺いいたします。 

 平成 25 年度に検討を進めてきた防災教育推進のあり方に関する有識者検討委員会による提言を踏ま

え、今年度道が取り組むもので、防災教育にかかわる機関や企業、地域の方々などで構成するほっかい

どう防災教育協働ネットワークが設置されたと聞きました。 

 そこで、本市にも協力企業があると聞きます。６月に設立されたほっかいどう防災教育協働ネットワ

ークを構成する機関、企業等をお聞かせください。 

 また、防災教育ポータルサイトやフェイスブックからの情報発信や防災教育モデルテキスト、ＤＶＤ

の普及に努めるとともに、地域で防災教育を担う市町村職員や地域防災マスター等を対象とした研修会

の拡大に努めると聞きます。 

 そこでお聞きしますが、今回、取り組む防災教育の情報発信で、イベント、テキスト、データベース

など、どのようなものがあるのかお聞かせください。 

 この項最後に、防災教育の担い手として、人材教育について本市の状況、研修についてお聞かせくだ

さい。 

 次に、土砂災害警戒区域についてお聞きいたします。 

 ８月 28 日早朝、電話で町会内にある住宅の急傾斜地について周知をしたいという相談を受け、後日、

町会役員と国の基準による危険斜面に建つ住宅地の指定について説明を受けました。 

 話は変わりますが、８月 20 日に起きた広島市の土砂災害では、９月１日現在、死者 72 名、不明者２

名に上り、改めて御冥福をお祈りいたします。いまだ被災地では１万 2,600 世帯、約３万人を対象に避

難勧告が長引く中、解除は容易ではないと聞きます。 

 この土砂災害警戒区域の指定に当たり、道が道内でも調査したと聞きます。本市では運河のある縁で

災害時相互応援協定をしている自治体があると承知していますが、ある市民からは、近隣である札幌市

と救援協定を行い、相互援助の提案が議会に寄せられています。 

 まず、この調査の過程や市町村の状況をお聞かせの上、本市の状況をお聞かせください。 

 土砂災害には、地滑り、急傾斜地の崩壊、土石流の３種類があると聞きます。今回、広島市で起きた

土砂災害では、土と硫黄のまざったにおいがした、土のにおいや生木や草のにおいが強くしたなど、ふ

だん感じることのない兆候があったと聞きます。 

 土砂災害警戒情報についてお聞きいたします。 

 まず、どの部署がどのような状況のときに発表するのか、また解除する時期や状況もあわせてお聞か

せください。 

 この気象情報に応じ市町村は、土砂災害警戒情報を参考として３段階の情報を出さなければならない

と聞きます。具体的にこの情報が出た場合、市民はどのような行動をとらなければならないのか、段階

別にお聞かせください。 

 住民は、ふだんから自分が暮らす地域の危険性を把握し、大雨が予想される際には、早めに避難する
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ことが重要と考えます。 

 この項最後に、自治体においては、市民から前兆現象に関する通報を受けることがあるとは思います

が、市民の方が防災情報を迅速かつ正確に把握するために、防災ラジオは有効であると考えますが、現

在の配付状況はどのようになっているのか、お聞かせください。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

              （中松義治市長登壇） 

○市長（中松義治） ただいま、危機管理について御質問がありました。 

 初めに、津波対策についてですが、まず日本海における大規模地震に関する調査検討会が推計した小

樽市に到達する津波の最大津波高については、市街地などの平地で 3.9 メートルと推計されております。 

 次に、津波避難計画の策定の時期などにつきましては、現在、本市では北海道が行った平成 22 年度の

シミュレーションに基づき、津波避難計画を作成中であり、避難区域の設定や沿岸地域の津波到達時間

や最大遡上高を記載し、津波の発生から終息までの間、市民の生命、身体の安全を確保することを目的

とした内容としておりました。しかし、日本海における大規模地震に関する調査検討会が推計した沿岸

での津波高が高くなったことから、今後、北海道が行うシミュレーションの成果と照合する必要がある

ため、計画の策定時期は平成 27 年度以降と考えております。 

 次に、今までの津波対策からの変更点や新たな課題につきましては、調査検討会が発表した報告書を

参考に北海道が行う日本海沿岸における津波シミュレーション及び被害想定によって、小樽市内の各地

区における津波遡上高や到達時間の詳細が判明することとなりますことから、これらを踏まえて対策の

変更点などについて検討を進めてまいりたいと考えております。 

 次に、防災教育についてですが、まず、ほっかいどう防災教育協働ネットワークを構成する機関・企

業につきましては、札幌市などの地方自治体のほか、民間企業や気象台などの団体が 39 機関、個人で参

加されている方が 10 名となっております。 

 次に、ほっかいどう防災教育協働ネットワークが取り組む事業につきましては、ポータルサイトほっ

かいどうの防災教育のほか、フェイスブックページ、メールマガジンを活用した情報発信、ショッピン

グセンターやイベントスペースにおいて、楽しみながら災害から自分の家族や地域を守る知識や知恵を

学べるイベントを開催する計画となっております。 

 次に、防災教育の担い手としての人材育成につきましては、本市は、北海道市町村職員研修センター

が行う防災・減災対策研修、北海道が行う危機管理に関する研修や、市町村職員研修所で行われる防災

と危機管理研修などにも防災職員を参加させ、研さんを重ねております。 

 次に、土砂災害警戒区域についてですが、まず調査の経過と道内市町村の状況につきましては、北海

道が道内市町村全体を調査し、平成 15 年３月に土砂災害危険箇所１万 1,898 か所を公表しました。この

うち、1,416 か所が平成 26 年８月末までに土砂災害警戒区域として指定されております。 

 また、本市の状況は、土砂災害危険箇所が 519 か所あり、平成 18 年から 26 年８月までに 179 か所が

指定されております。 

 次に、土砂災害警戒情報についてですが、この情報は、大雨による土砂災害の危険が高まったときに、

市町村長が避難勧告等を発令する際の判断や自主避難の参考となるよう、都道府県と気象庁が共同で発

表するものです。また、土壌内の水分量を示す土壌雨量指数が低下し、土砂災害の発生のおそれがなく

なったときに解除されるものであります。 
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 次に、市が土砂災害警戒情報を参考として市民に対して避難を促すために発令する情報等につきまし

ては、避難準備情報、避難勧告、避難指示があり、避難準備情報の段階では、気象情報に注意を払いな

がら、避難するための準備を行い、高齢者など避難に時間を要する方は避難を開始していただくことに

なります。また、避難勧告の発令があった際には、強制力はありませんが、市民には避難行動をとって

いただくこととなり、避難指示は被害の危険が切迫したときに発令するもので、避難勧告よりも拘束力

が強く、的確な避難行動が求められます。 

 次に、防災ラジオの配付状況につきましては、災害時における防災情報を迅速かつ的確に収集し、町

会長又は防災にかかわる役員から住民の方への情報連絡や子供たちの命を守る避難行動に活用していた

だくため、平成 25 年度は町会及び公立保育所に 177 台配付し、本年度は私立保育所及び私立幼稚園など

に 70 台の配付を予定しております。 

○議長（横田久俊） 次に、第３項目めの質問に入ります。 

              （「議長、24 番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 24 番、山田雅敏議員。 

              （２４番 山田雅敏議員登壇） 

○２４番（山田雅敏議員） 市内経済の活性化に関連してお伺いいたします。 

 最初に、北海道新幹線開業について何点かお聞きします。 

 ＪＲ北海道では、先月、函館駅コンコースにおいて、平成 28 年３月開業予定の北海道新幹線模型を展

示していました。この模型は先頭車両の 20 分の１のモデルで、大きさは約１メートルのものです。函館

近郊の人々にとっては、開業が近いことを感じさせ、函館を観光などで訪れた人は、今度は新幹線で来

ようという気持ちにさせられるのではないかと感じています。 

 また、平成 25 年６月に北海道がまとめた試算では、北海道新幹線新函館北斗－札幌間の建設工事によ

り、約２兆 6,000 億円の経済波及効果が見込まれ、また雇用創出効果は約 20 万人に相当する効果が見込

まれていると聞いています。 

 新函館北斗－札幌間では、道南の村山トンネルの工事が始まっております。いよいよ道民の夢が現実

味を帯びてまいりました。 

 そこで、お伺いいたします。 

 小樽商工会議所の北海道新幹線建設促進小樽期成会が、一昨年、北海道新幹線有効活用ワークショッ

プを立ち上げ、本年６月に提言書を作成し、市長に手渡されました。この提言書には、一つ目には「新

小樽（仮称）駅と小樽駅および小樽港をできる限り短時間で結ぶ」、二つ目に「新駅舎の有効活用を考

える」、三つ目に「高速道路を活用した二次交通を充実させる」、四つ目に「少ない土地に効率の良い

駐車場を整備する」、五つ目に「周辺自治体の業務・観光の中継基地化を図る」、六つ目に「将来の新

幹線通勤を想定した住宅地の提供」という六つの着眼点が記載されていますが、私は、この中で小樽市

及び周辺自治体の活性化や人口対策のためには、五つ目の周辺自治体への業務、観光の中継基地化を図

ること、六つ目の将来の新幹線通勤を想定した住宅地の提供は定住人口の増加が考えられますので、こ

ういうことが重要であると考えています。市では、こういった活用方策が記載された北海道新幹線建設

促進小樽期成会の提言書を今後どのように取り扱うのか、お考えをお示しください。 

 次に、北海道新幹線開業効果の波及拡大のための取組についてですが、北海道では新函館北斗駅開業

時の１日の最大来道人数を運行本数 17 本、一両編成定員 731 人として、約１万 2,500 人と推計していま

す。単純に年間 365 日を掛けると約 450 万人にも上り、新函館北斗駅の開業効果は大きいものと考えま

す。この開業効果を小樽をはじめ後志に波及させるために、まず新幹線開業の認知を広める必要がある
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と考えております。その上で小樽をＰＲし、新函館北斗駅まで来た人がそこから帰るのではなく、小樽

を経由し、札幌や道東等への観光に足を延ばしてもらう、また逆に道東などから小樽を経由し、新函館

北斗へ行っていただく必要があると考えています。黙っていては道南地域だけに開業効果がとどまって

しまいます。 

 そこで、お伺いいたします。開業効果を普及させるためには、小樽市はどのような取組をすべきか、

お考えをお示しください。 

 次に、平成 21 年から毎年開催されている小樽商人塾についてお伺いいたします。 

 起業を目指す人にとって、５回の講義で経営の基本、心構えが何であるかを習得でき、このセミナー

を受けた人で起業に失敗した人は少ないと聞きます。開業準備を日本政策金融公庫の調査で詳しく説明、

開業からの経過年数で生き残りできるかがわかり、近年の開業者に占める女性の割合は 15 パーセント前

後で推移していると聞きます。私は、小樽経済が元気になるためには、もっと多くの若い起業家を育て

なければならないと考えています。現在、さまざまな機関の講師を活用していますが、今後は自己分析

や他己分析、受講者同士の模擬練習や先輩起業家による講演などパワーアップを期待するものです。こ

の小樽商人塾の講義の内容や来年度以降の課題等をお聞かせください。 

 次に、道の駅についてお伺いいたします。 

 平成 26 年７月 28 日、「「道の駅」の新しい姿を考える栃木県「道の駅」シンポジウム」が開催され

ました。一般道の利用者が立ち寄るトイレ、休憩施設として生まれた道の駅は、現在 1,030 か所を数え、

この施設自体が目的地になり、地元野菜の直売や高齢者の買物支援サービス、観光資源を生かして人を

呼ぶ中、地域ごとに仕事を生み出す雇用創出や経済活性化へと独自の進化を遂げていると聞きます。本

市でも道の駅設置の議論は幾度となく行われてきたと認識しています。 

 最初に、道の駅の登録要件をお聞かせの上、庁内で検討された今までの主な論点などお聞かせください。 

 雇用創出や経済効果に対する地域の期待が高まっています。本年８月28日、第１回登録証交付から 20

年の節目に、新たな取組が国土交通省から支援策を含めて発表されました。発表された施策の目的と主

なポイントや選定の流れをお聞かせください。 

 私は、市内で二つの場所に可能性があると考えています。一つは、今後、整備される第３号ふ頭基部

の建物に整備されること。もう一つは、忍路水車の会が運営している農産物直売所が立地上、交通の要

衝と考え、ここに可能性があると考えます。 

 この項最後に、国土交通省が発表したこの施策には、機能や運営方法など難しい問題もありますが、

先ほど申し上げた２か所に対する本市のお考えをお聞かせください。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

              （中松義治市長登壇） 

○市長（中松義治） ただいま、市内経済の活性化に関連し、御質問がありました。 

 初めに、北海道新幹線開業効果についてですが、まず北海道新幹線建設促進小樽期成会の提言書の今

後の取扱いにつきましては、本市では北海道新幹線新小樽（仮称）駅周辺まちづくり計画を策定いたし

ますので、今年度実施するワークショップや来年度実施予定のまちづくり計画策定会議の中で、この提

言書などを基に議論を深めていきたいと考えております。 

 次に、新函館北斗駅の開業効果を小樽・後志に波及させるための本市の取組につきましては、開業効

果の波及拡大には、２次交通網の強化や情報発信などが必要ですが、本市だけではなく、オール後志で
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取り組むことが重要であると考えております。これらの取組を本市も含めたオール後志で実施するため、

北海道後志総合振興局が北海道新幹線しりべし協働会議を設置しましたので、今後この会議の中で具体

的な取組について協議していきたいと考えております。 

 次に、商人塾についてですが、今年度開催した内容につきましては、創業の心構えから事業計画作成

までの講義を３回、マーケティング関連の講義を２回の合計５回実施しております。来年度以降につき

ましては、受講者を対象としたアンケート調査によりますと、起業者の体験談や事例紹介、受講者間の

交流といったカリキュラム内容の充実、開講期間や講義時間の設定などの課題等があることから、今後、

講師派遣元の独立行政法人中小企業基盤整備機構と協議しながら、受講者にとりまして、より効果的な

内容で実施してまいりたいと考えております。 

 次に、道の駅についてですが、まず道の駅の登録要件につきましては、大きく三つの基本的な機能を

有する施設であることが求められており、道路利用者のための休憩機能として、駐車場、トイレ、電話

が 24 時間利用できること、道路利用者が地域の方々のための情報発信機能として道路情報や観光情報な

どを提供すること、道の駅を接点に活力ある地域づくりを行うための地域の連携機能として、例えば地

場産品の販売など、さまざまなサービスを提供する施設であることが挙げられております。 

 また、本市におけるこれまでの検討につきましては、仮に道の駅を設置するとした場合、幹線道路に

面した一定規模の用地の確保、利用者や採算性の維持、他の施設との競合など、これらの課題について

議論を進めてきたところであります。 

 次に、国土交通省から新たに発表された支援策を含む施策の目的と主なポイントにつきましては、地

域創生の拠点形成を目的に機能強化を図る先駆的な道の駅の取組をモデル箇所として選定し、国土交通

省のほか、関係省庁が連携して総合的な支援を行うとされております。その対象となるのは、外国人観

光客に対応した案内や移住に必要な情報提供などの機能も整備することで、地域外から活力を呼ぶゲー

トウェイ型と産業振興や地域福祉、防災などの機能も整備することで地域の元気をつくる地域センター

型の道の駅の新設又はリニューアルとされております。 

 また、選定の流れにつきましては、各地方整備局等からの推薦を受け、企画内容の審査を経て選定す

るとされております。 

 次に、設置場所として御提案のあった市内２か所の可能性につきましては、国土交通省の採択基準に

よりますと、道の駅は主要な幹線道路に設置することが条件となっておりますことから、議員がお考え

の２か所での設置は現状では難しいものと考えられます。 

○議長（横田久俊） 次に、第４項目めの質問に入ります。 

              （「議長、24 番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 24 番、山田雅敏議員。 

              （２４番 山田雅敏議員登壇） 

○２４番（山田雅敏議員） 次に、安心・安全な市民生活に向けてお伺いしてまいります。 

 最初に、空き家の活用についてお伺いいたします。 

 本年７月 29 日、総務省が平成 25 年度の住宅・土地統計調査の結果を発表し、全国の空き家数は過去

最多の 820 万戸で、５年前の前回調査から 63 万戸増加いたしました。原因は、子供の独立や高齢人口の

増、固定資産税の軽減措置、治安や防災面などの問題があると聞きます。 

 現在、355 自治体が何らかの対策条例を施行し、住宅促進のため空き家バンクへ 374 市町村が登録制

度を導入していると聞いています。 

 厚生労働省では、低所得高齢者の住まいの確保のため、空き家を活用するモデル事業を今年度から始
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めました。国土交通省も、一定の条件の下に建築基準法の政省令を緩和して、空き家をグループホーム

などに転用しやすくする方針と聞きます。 

 今年６月から京都市では、戸建てや長屋建ての空き家を留学生の住まいや地域の居場所に活用する場

合、補助金を出すと聞きます。東京都世田谷区の空き家の活用では、全国一の賃貸・売買契約 247 件が

成立、公益目的で空き家を利用する企画を公募するなどして、７月 29 日までにはさらに 20 件契約が増

えたと聞きます。 

 このように空き家の活用にはさまざまな施策があり、本市でも参考にすべきと考えます。見解をお聞

かせください。 

 次に、おたるドリームビーチの道路整備等についてお伺いいたします。 

 ７月、海水浴帰りの女性４人が死傷した事故のあった道路について、中松市長は、７月 28 日の定例記

者会見で、今年度は車両の通行止めは行わなかったが、来年度以降については札幌市や協同組合と検討

するとおっしゃいました。安全対策については、通行止め、一方通行、歩道の整備、ガードレールの設

置など、関係機関を交え協議が必要と考えます。８月 29 日には、現場道路の一部が国有地や民有地に隣

接していることから、道路の拡幅、歩道の新設を考えるに当たって、各関係者と協議していくとお聞き

します。次期の利用までに何らかの対策を望むものです。今後のスケジュールなどお聞かせください。 

 また、海水浴場で有名な江ノ島、湘南海岸ほかでは、喫煙・飲酒の禁止、大音量の音楽、入れ墨の露

出などの禁止に取り組んでいる海の家経営者や自治体関係者がいると聞きます。 

 この項最後に、これらについて本市のお考えをお聞かせください。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

              （中松義治市長登壇） 

○市長（中松義治） ただいま、安全・安心な市民生活に向けての御質問がありました。 

 初めに、空き家の活用についてですが、国などの施策を参考にすべきとの御意見につきましては、現

在、本市におきましても空き家バンク制度を運用しておりますが、空き家の活用は人口対策や危険空き

家対策などにもつながるものと考えております。今後、空き家対策等を検討する中で、これらの事例も

参考にしてまいりたいと考えております。 

 次に、おたるドリームビーチの道路整備等についてですが、まず今後の関係機関との協議スケジュー

ルにつきましては、来季の海水浴場開設までに安全確保の対策が図られるよう、できるだけ早く関係機

関や協同組合との協議を進めてまいりたいと考えております。 

 次に、海水浴場での喫煙、飲酒、大音量の音楽などの規制の取組につきましては、今のところ本市で

は海水浴場でのこれらの規制は考えておりませんが、今後とも警察、海岸管理者である北海道や各海水

浴場組合とも緊密な連携を図りながら、風紀の乱れなどの是正について取り組み、安全で快適な海水浴

場の運営が行われるよう、努めてまいりたいと考えております。 

○議長（横田久俊） 次に、第５項目めの質問に入ります。 

              （「議長、24 番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 24 番、山田雅敏議員。 

              （２４番 山田雅敏議員登壇） 

○２４番（山田雅敏議員） 次に、女性の活躍の推進について何点かお伺いしてまいります。 

 本市でも人口対策庁内検討会議が設置された、人口減少対策の環境整備についてお伺いいたします。 
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 本年５月、政府の経済財政諮問会議の有識者会議「選択する未来」委員会は、日本経済への提言とし

て、50 年後に１億人程度の人口目標を掲げ、70 歳までを働く人と位置づけ、女性の活躍も不可欠とした

中間整理をまとめました。「選択する未来」委員会のまとめについて主な内容をお聞かせください。 

 同じく５月、民間の有識者でつくる日本創成会議が、2040 年には全国の半数に当たる 896 市区町村で

20 歳から 39 歳の女性が半減し、将来消滅する可能性があるとする人口推計を公表、道内はその８割が

該当するといいます。 

 ７月 15 日には、全国知事会が少子化非常事態宣言を採択、北海道は年内にも人口減の取組指針を作成

すると聞きます。 

 私も、この人口問題を考える上で、女性が仕事をしながら子供を育てられる環境の整備が重要と思い

ます。そこで、本市の対策についてお聞かせください。 

 次に、女性の管理職登用についてお伺いいたします。 

 男女雇用機会均等法は、昭和 60 年に成立、翌 61 年に施行、企業に対して採用や昇進、職種の変更な

ど、男女で異なる取扱いを禁じています。 

 最初に、本年７月施行規則改正でどのような点が明記されたのか、お聞かせください。 

 昨年４月、安倍首相が女性の登用について上場企業は最低１人の女性役員登用をと呼びかけたことで

広がり、厚生労働省の賃金構造基本統計調査によると、民間企業（100 人以上）で昨年は 7.5 パーセン

トと聞きます。首相は、女性の活躍推進を成長戦略の中心の一つに位置づけており、平成 32 年までに指

導的地位に占める女性の割合を 30 パーセントにするという数値目標を掲げています。また、７月 13 日、

来年度に採用する国家公務員の３割以上を女性とする考えを示しました。 

 総務省のデータによる女性の就職希望者は、全国に 328 万人いると聞きます。一般に女性の雇用促進

に関連して育児・介護休業法の活用や男女の役割分担の意識改革など、女性が働きやすい環境の整備に

ついてどのような点が進んでいないと考えられるのか、お聞かせください。 

 今、注目される女性を含めた中間管理職向けの研修プログラムがあると聞きます。メンター制度につ

いてお聞かせください。 

 内閣人事で省庁幹部の女性が倍増したと聞きます。本年４月から道庁では、観光振興監、上川総合振

興局長、宗谷教育局長、保健福祉部次長など高橋知事が女性職員を重要ポストへ、札幌市では課長職に

女性７人を登用したと聞きます。 

 報道では、一般行政職における本市の女性管理職の登用状況は、道内主要都市の中で最も低いと聞き

ます。本市において女性登用率が低い理由はどこにあるとお考えですか。 

 また、今後の女性登用に向けた施策をお聞かせください。 

 次に、女性勤労促進についてお伺いいたします。 

 平成 24 年の総務省統計局の調査では、全国平均で製造業の女性就業者の比率は 11.3 パーセント、道

内では 7.3 パーセントと聞きます。道は今年度第２次産業に女性を誘う、ものづくり「なでしこ」応援

プロジェクトをスタートさせ、男の職場と見られがちな製造業への女性就労を応援すると聞きます。 

 最後に、この取組の目的や活動、啓発をお聞かせの上、本市の直近の製造業における女性就業状況に

ついてお聞かせください。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

              （中松義治市長登壇） 
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○市長（中松義治） ただいま、女性の活躍推進について御質問がありました。 

 初めに、人口減少対策としての環境整備についてですが、まず「選択する未来」委員会の中間整理の

主な内容につきましては、現状のままでは人口急減、超高齢社会が到来することが確実であるとした上

で、流れを変えるための未来への選択として、50 年後に１億人程度の人口を保持すること、創意工夫に

よる新たな価値の創造により経済成長を続けること、年齢、性別にかかわらず能力を発揮することのほ

か、個性を生かした地域戦略や文化、公共心など、社会の土台を大切にすることについての考え方がま

とめられているものと承知しております。 

 次に、女性が仕事をしながら子供を育てられる環境の整備につきましては、保育環境では保育所やフ

ァミリーサポートセンター、放課後児童クラブの運営などの事業があり、就労環境では男女共同参画の

推進を図るため、ワーク・ライフ・バランスの考え方の普及などにも努めているところであります。 

 次に、女性の管理職登用についてですが、まず男女雇用機会均等法施行規則の改正点につきましては、

間接差別となり得る措置の範囲の見直しや、性別による差別事例の追加、セクシュアルハラスメントの

予防、事後対応の徹底等、コース等別雇用管理についての指針の制定であります。 

 次に、女性が働きやすい環境の整備について進んでいない点につきましては、厚生労働省の報告書に

よりますと、仕事と子育てなどの家庭生活を両立させるための支援、男性の働き方やそれを取り巻く職

場の慣行に対する意識改革、子育て等のために離職した方への再就職支援などが挙げられております。 

 次に、メンター制度についてですが、この制度は厚生労働省が人材育成のために推奨しているもので、

女性職員の活躍を促進するために有効な方法とされています。具体的には、上司ではなく豊富な知識と

職場経験を有した先輩職員が後輩職員との対話を通じて、職場内での悩みや問題解決の相談役となって

後輩職員の育成をサポートしようとするものであります。 

 次に、一般行政職の女性管理職への登用についてですが、本市において女性管理職が少ない理由とし

ては、管理職への昇任年齢層に占める女性の職員数が少ないことも要因の一つではと考えておりますが、

近年、採用者に占める女性の割合も高くなっておりますので、他都市で行っている女性のキャリアアッ

プやリーダー養成のための研修会への参加を進めながら、職員の能力や経験に応じて適材適所の考え方

に立った女性の管理職への登用を図ってまいりたいと思います。 

 次に、女性の勤労促進についてですが、ものづくり「なでしこ」応援プロジェクトにつきましては、

今年度の北海道の新規事業であり、道内経済を支えるものづくり現場への女性の参画促進を目的として、

職場見学会をはじめ、既に活躍している女性を紹介するＰＲ冊子の作成や配布など、製造業のイメージ

アップ等に取り組んでいるものであります。 

 また、製造業における女性の就業状況につきましては、御指摘の比率については国の労働力調査によ

るものであり、標本数４万世帯からの調査結果であります。 

 一方、直近の「平成 24 年経済センサス－活動調査」は、ほとんどの企業や産業を調査対象にしており、

本市の製造業の従業員 8,700 名のうち、女性は 3,800 名で 43.7 パーセントとなり、全道や全国に比べて

高い比率になっております。 

○議長（横田久俊） 次に、第６項目めの質問に入ります。 

              （「議長、24 番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 24 番、山田雅敏議員。 

              （２４番 山田雅敏議員登壇） 

○２４番（山田雅敏議員） 教育に関連してお伺いいたします。 

 最初に、全国学力・学習状況調査についてお聞きいたします。 
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 全体的には全国の学力が向上してきているが、道教育委員会が平成 23 年度に掲げた目標は達成できま

せんでした。この中で道教委の立川宏教育長は、目標に届かなかったのは残念だと語っています。しか

し、６教科で改善が見られ、全国との差が縮小した点を評価し、来年度の学力調査では全教科で全国平

均以上を目指すと聞きます。 

 今回の学力調査から学校別の結果を市区町村教育委員会が公表できるようになったと聞きます。本市

の判断をお聞かせください。 

 佐賀県武雄市教育委員会では、ホームページで学校別平均正答率を公開予定であり、子供たちの学習

環境に関する調査結果や分析も掲載すると聞きます。大津市教育委員会では、正答率を数字ではなく、

傾向をチャートで示すといいます。埼玉県鶴ヶ島市教育委員会では、全国平均を上回ったなど、文章で

表記するといいます。 

 都道府県教育委員会では、市区町村教育委員会の同意が得られた場合、学校別の成績を公表できると

聞きます。今回一緒に行われた質問紙調査では、漢字や語句の基本を定着させる授業や計算問題の反復

練習をする授業をよく行った学校の割合が、小・中学校とも全国平均を上回ったと聞きます。また、長

時間ゲームをする児童・生徒の割合は依然高く、勉強時間が全国平均以下で、あわせて今後の課題と聞

きます。 

 お尋ねします。 

 本市の児童・生徒のテレビやゲームをする時間について児童・生徒質問紙調査の結果はどのような傾

向にあるのか、お答えください。 

 今回初めて携帯電話やスマートフォンでのメールやインターネットの使用時間を尋ねましたが、どの

ような傾向にあるのか、お知らせください。 

 あわせて、ニュース番組や新聞を読む児童・生徒の傾向もお知らせください。 

 この項目最後に、学校質問紙調査における道教育委員会が推奨する朝読書等の各学校の取組状況をお

知らせください。 

 次に、北海道家庭教育サポート企業等制度についてお伺いいたします。 

 この制度は、家庭教育を支援するための職場環境づくりに取り組む企業等と北海道教育委員会が協定

を結び、相互に協力して家庭教育支援の一層の推進を図るための制度と聞きます。具体的な企業の取組

や教育委員会の支援策をお聞かせください。 

 また、未来を担う子供たちのために、職場の子育て環境づくりや学校・地域行事へ協力する企業等が

市内で 16 あると聞きます。北海道で締結企業は何社あるのですか。 

 また、後志管内の主な特徴的な取組についてお聞かせください。 

 次に、本年秋から政府の教育再生実行会議で検討される最大の改革が、小学校から高校までの六・三・

三制の見直しと聞きます。1947 年に学校教育法として施行され、60 年が経過した今、子供の発達や思春

期の早期化が進み、小１プロブレム、中学校進級を機に問題行動を起こす中１ギャップが学校で深刻化

していると聞きます。 

 まず、本市の中１ギャップなどの状況をお聞かせください。 

 同会議では、このような問題に対応してアメリカの子供の発達の早期化に合わせた五・三・四制に変

換した事例などを検証し、小・中一貫教育を導入し９年間のカリキュラムを独自に四・三・二に区切る

東京都品川区の視察などを進めてきたと聞きます。対策として、就学前の体験入学や小・中学校のギャ

ップを小さくする工夫が、いじめや不登校の減少に有効と聞きます。本市が対応されている事例をお聞

かせください。 
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 次に、社会教育施設についてお伺いいたします。 

 国は、東京オリンピック招致が決まったことにより、スポーツ庁を新設する検討を始めたと聞きます。

北海道庁は、平成 30 年の平昌冬季オリンピック・パラリンピックと 32 年の東京夏季五輪・パラリンピ

ックの各国選手団の事前合宿誘致に向けて、道内 179 市町村を対象に行った意向調査の結果を発表しま

した。これによると、受入れ希望は今年５月時点で 42 市町村に上り、７月中には合宿誘致を希望する競

技、宿泊施設を記した冊子をつくり、東京の約 190 ある外国大使館に発送し、意見を聞き、五輪誘致に

向けた改良、誘致につなげると聞きます。 

 そこで、道がまとめた道内の状況と、現在、本市では、改修された陸上競技場を本州の大学が利用し

ていると聞くことから、社会教育施設ほかでのオリンピックを見据えたスポーツ合宿誘致について、当

面の考えや今後のスケジュールをお聞かせください。 

 関連して、札幌市内の多くの施設を管理・運営している一般財団法人さっぽろ健康スポーツ財団は、

昨年、照明設備のＬＥＤ化の試験導入を清田区体育館温水プールで実施し、節電効果について調べた結

果が出ました。近年、大型ＬＥＤ照明の開発に伴い、低価格化が進み、節電効果を考慮すれば、設備投

資分は数年で回収できる見込みと聞きます。 

 最後に、本市でもさまざまな公共施設がある中、従来の照明器具がＬＥＤ灯と置きかわった場合、節

電効果が高く、体育館やプールなど社会教育施設の公費負担の減少につながります。見解をお聞かせく

ださい。 

 再質問を留保し、質問を終わります。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 教育長。 

○教育長（上林 猛） 山田議員の御質問にお答えいたします。 

 ただいま、教育に関連して御質問がありました。 

 初めに、全国学力・学習状況調査についてですが、まず学校別の公表につきましては、教育委員会で

は昨年度から市民への説明責任を果たすことが大切であるという観点から、市内の小・中学校全体の平

均正答率を数値で公表し、今年度も同様の方向で分析等の作業を進めております。本年度の調査結果に

ついて文部科学省から市町村教育委員会の判断で学校別の結果を公表することができる旨、通知があり、

これまで以上に各学校における学力・学習状況調査の結果についての説明が求められる状況となってお

ります。 

 教育委員会としては、学校別の調査結果を公表することは考えておりませんが、各学校においては、

在籍する児童・生徒の保護者に自校の平均正答率と学習状況及びその対策などについて説明する責任が

あるものと考えており、各学校にはその方向で準備を進めるよう指示をしております。 

 次に、本市の児童・生徒のテレビゲームなどをする時間についての傾向でありますが、児童・生徒の

学習状況調査については現在分析中でありますので、速報値でお答えしますと「テレビゲームなどを４

時間以上している」と答えた児童・生徒の割合は、小学生では約 15 パーセント、中学生では約 20 パー

セントであり、全道、全国の数値を大きく上回る結果となっております。本市では、携 10 運動などの取

組を通して、やや改善の傾向は見られるものの、依然として中学生では５人に１人が４時間以上ゲーム

をしている状況は極めて憂慮すべき事態であり、緊急な対応が必要でありますことから、現在、校長会

と具体的な改善方策について協議を進めているところでございます。 

 次に、携帯電話やスマートフォンでのメールやインターネットの使用時間についての傾向であります
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が、この設問は今年度初めて行う調査項目であり、前年度と比較することはできませんが、「１時間以

上使用している」と答えた児童・生徒の割合は小学生では約 20 パーセント、中学生では約 60 パーセン

トであり、いずれも全道、全国より相当高い傾向が見られることから、このことについても、現在、校

長会と対策について協議を進めているところでございます。 

 次に、テレビのニュース番組やインターネットのニュースを見たり新聞を読んだりする児童・生徒の

傾向についてでありますが、ニュース番組については「よく見る」「時々見る」と答えた児童・生徒の

割合は、小学生では約 84 パーセント、中学生では約 80 パーセントと、小・中学生とも全道、全国とほ

ぼ同様の数値となっております。また、新聞については、「ほぼ毎日読んでいる」「週に１回から３回

程度読んでいる」と答えた割合は、小学生では約 28 パーセント、中学生では約 26 パーセント、いずれ

も全道、全国よりも高く、小樽の子供たちはよく新聞を読んでいるという傾向となっております。 

 次に、朝読書などの一斉読書の各学校の取組状況についてですが、小学校では「毎日行った」「週に

複数回定期的に行った」と答えた学校が 50 パーセントで、全道、全国より 10 ポイント程度少ない状況

となり、中学校でも 50 パーセントと全道、全国より 30 ポイント程度少ない状況となっております。 

 一方、家庭において「１時間以上読書をする」と答えた児童・生徒は、小・中学生ともに全道、全国

よりも高く、また「全く読書をしない」と答えた児童・生徒も減少しており、読書習慣の面での改善が

図られているものと受け止めております。 

 次に、北海道家庭教育サポート企業等制度についてでございますが、まず本制度の具体的な取組につ

いてでありますが、企業の取組としては、職場の子育てについての環境を整えることや学校行事への参

加を促進すること、子供たちの職場見学や職業体験へ協力することなど、企業として子育てや家庭教育

を支援する取組を積極的に行っております。 

 また、道教委としては、ホームページに企業名を挙げ、その取組を掲載することや、家庭教育に関す

る啓発資料を企業の従業員に配付するほか、従業員の研修に講師を派遣するなどの支援を行い、行政と

企業が相互に協力して家庭の教育力を高める取組を行っております。 

 次に、道教委と協定を締結する企業数についてでありますが、８月 25 日現在、北海道全体で 1,705

社となり、後志管内では 55 社、小樽市内においては 16 社となっております。 

 また、後志管内の特徴的な取組としては、本年２月に倶知安町で開催された雪トピアフェスティバル

に協賛企業として参画し、スレッドリレー体験などの実践的な事業を展開するほか、協定締結企業間の

ネットワークを図ることを目的とする組織を立ち上げ、家庭教育を支援するための職場づくりに関する

情報交流を行っていると承知しております。 

 次に、中１ギャップについてですが、まず中学校になじめず不登校などが急増すると言われる、いわ

ゆる中１ギャップについての本市の状況につきましては、中１ギャップとして件数を調査したことはご

ざいませんが、参考までに小学校６年生と中学校１年生の過去３年間の不登校の児童・生徒数の状況で

申し上げますと、平成 21 年度の小学校６年生の不登校数は４名であり、その学年が中学校１年生になっ

た段階では 15 名と約 3.8 倍となっております。平成 22 年度の小学校６年生の不登校数は１名であり、

その学年が中学校１年生になった段階では 10 名と、約 10 倍となっております。平成 23 年度の小学校６

年生の不登校数は５名であり、その学年が中学校１年生になった段階では６名と 1.2 倍となっており、

年度によって多少の差はありますが、中学校１年生になって不登校が増加している傾向が現れておりま

す。 

 次に、本市における小１プロブレム、中１ギャップへの対応についてでありますが、今年の小・中学

校の入学に当たっては、全ての学校で体験入学を実施しており、小学校では学校行事に幼児を招き、低
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学年の児童と交流することや幼稚園や保育所の教諭や保育士と小学校の教職員が意見交換などを行って

おります。中学校では小学生が中学校の授業を参観したり、授業を実際に受けるなどの体験入学を行っ

ております。また、小・中学校の連携の取組としては、小学校においては中学校の教員が小学校に出向

いて音楽や外国語活動の出前授業を行ったり、中学校においては小学生が入学する前に部活動を体験す

る取組など、小・中学校のスムーズな接続を心がけ、中１ギャップの解消に努めております。 

 次に、社会教育施設についてでありますが、まず北海道が本年５月に行った平成 32 年東京オリンピッ

クに向けた合宿受入れ調査についてでありますが、合宿誘致を希望している市町村は 40 市町村、パラリ

ンピックのみ合宿誘致を希望している市町村は２市となっており、また平成 30 年平昌オリンピックに向

けた合宿誘致を希望している市町村は 27 市町村となっております。本市におきましては、この調査の後、

合宿誘致に必要な条件や競技施設の状況などについて調査検討を行った上で、本年７月にセーリング競

技、サッカー、陸上競技の３種目について、北海道に対し合宿誘致の希望を申し出たところであります。

なお、今後、北海道から宿泊施設の状況や交通アクセス、またスポーツ医科学の施設の状況など、詳細

な状況について確認があると聞いております。 

 最後に、社会教育施設の照明器具のＬＥＤ化についてでありますが、一般的にＬＥＤ化することによ

り消費電力の軽減が図られると聞いておりますが、社会教育施設の利用目的による利用効果の問題や設

備更新による初期投資、対費用効果などの課題があることから、今後、他都市の状況について情報収集

するなど調査を行ってまいりたいと考えております。 

              （「議長、24 番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 24 番、山田雅敏議員。 

○２４番（山田雅敏議員） ３項目について再質問をしたいと思います。 

 まず、先ほど７つの公約の部分で活力ある創造ということで、市民力を生かした部分を聞かせていた

だきました。この答弁の中で市長は、自治基本条例についてそれを生かしたうんぬんということでお話

を受けました。私は昨年、自治基本条例の制定にもかかわりましたが、まだまだ市民に浸透していない

部分があるのかなという思いがあります。今後この自治基本条例を生かしたさらなる市長が考える活力

ある創造へ努力していただけるようお願いしたいのですが、その点をまず聞かせていただきたいと思い

ます。 

 ２点目です。女性の管理職登用については、やはり絶対数が少ないということでお話を受けました。

その部分では少ないなりに適材適所にするということですが、女性ですから体力的な部分、また能力的

な部分、また本当に市が考える部分があると思います。適材適所ということを言われましたので、その

部分をもう少し詳しく聞かせていただきたいと思います。 

 最後に、今回の学校質問紙調査では、家庭での新聞を読む時間が全国平均よりは多いという答弁を教

育長からいただきました。その部分が本当に身になっていればいいと思うのですが、新聞を読む方が多

いということで、新聞によって生徒が学校の勉強に対してどのようにためになっているかということを、

もう少し具体的にこの調査でわかるかというところをお聞かせ願いたいと思います。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

○市長（中松義治） 山田議員の再質問にお答えします。 

 最初に、「市民力を生かした「活力あるおたる」」という中で、私の答弁といたしましては、自治基

本条例を制定したということで、これは制定するまでに、至るところで市民の皆さんにいろいろな御意
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見を聞きながら制定をしたということでございます。これは本年４月から施行したわけでございますの

で、これからこの自治基本条例を基に市民の皆さんと協働した大きな活力あるまちづくりを進めていき

たいということを考えておりますので、御理解をいただきたいと思います。 

 次に、女性の管理職の登用でありますけれども、一般職で言うと、私が市長に就任したときに、女性

を部長職に登用させていただきました。それから、今年度、平成 26 年度の人事においても、課長職２名

を登用させていただいたところであります。今後とも、来年度以降も含めてやはり適材適所、そういう

人材を配置していきたい、このように思っておりますので御理解いただきたいと思います。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 教育長。 

○教育長（上林 猛） 新聞を読む小・中学生が多いという状況は、まだ詳しい分析ができていません

が、近年、学校の授業に新聞を活用するという展開が全道的にも非常に多くなってきておりますので、

その影響もあるのかどうか、その辺の分析はまだこれからです。ただ一般論として子供たちが読書に親

しむことが多くなってきたという傾向がありますので、そういう意味では活字を追うということに少し

なれてきているとは思っていますけれども、その辺の分析は、この後、細かな分析をした結果、御報告

したいというふうに思っています。 

              （「議長、24 番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 24 番、山田雅敏議員。 

○２４番（山田雅敏議員） 詳しいことは、この後の予算特別委員会でやりますので、これで終わりま

す。 

○議長（横田久俊） 山田議員の会派代表質問を終結し、この際、暫時休憩いたします。 

休憩 午後 ２時２８分 

―――――――――――――― 

再開 午後 ３時００分 

○議長（横田久俊） 休憩前に引き続き、会議を再開し、会派代表質問を続行いたします。 

              （「議長、20 番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 20 番、中島麗子議員。 

              （２０番 中島麗子議員登壇）（拍手） 

○２０番（中島麗子議員） 日本共産党を代表して質問します。 

 初めに、集団的自衛権の閣議決定について質問します。 

 ８月 15 日、平成 26 年度の戦没者追悼式が小樽市民センターで行われました。正面左手には、「いく

さ場の かの地にきみは 倒れども 帰りて見よや ふるさとの山」と詠まれた短歌が掲げられ、この歌を

詠まれた小樽市戦没者遺族会の豊島辰男会長は、この戦争で敬愛する二人の兄を失ったみずからの戦争

体験を語りました。 

 小樽市関係者の戦没者数は、北海道連合遺族会によると 3,476 人です。祭壇に献花する遺族の皆さん

の姿は、69 年の年月がたっても、今なお肉親を亡くした悲しみが終わっていないことを強く印象づける

ものでした。 

 しかし、７月１日、安倍政権は、歴代政権が憲法上禁じてきた集団的自衛権の行使の容認を柱とした

解釈改憲を閣議決定しました。憲法第９条の下、海外での武力行使は許されないという従来の政府見解

を 180 度転換し、海外で戦争する国への道を開くものです。こうした憲法改定にも等しい大転換を一遍

の閣議決定で強行することは、立憲主義を根底から否定するものです。 
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 閣議決定された後も国民的な反対の声が広がっており、集団的自衛権行使容認に反対あるいは慎重な

対処を求める意見書を可決した地方議会が７月１日以降も増え続け、８月 12 日現在で閣議決定前 157

議会から 190 議会に増えています。 

 小樽市議会は、平成 25 年第３回定例会で、集団的自衛権行使を容認する憲法解釈変更に関する意見書

を賛成多数で可決しています。 

 閣議決定後の各報道機関による７月の世論調査では、安倍内閣の支持率が５パーセント前後下落し、

全ての報道機関の調査で軒並み 50 パーセントを割り込みました。 

 ８月２日付けの北海道新聞に掲載された全道世論調査では、「日本が戦争に巻き込まれる不安を感じ

るか」という質問に対して、82 パーセントが不安を感じると答えており、年代別では、20 代 92 パーセ

ント、30 代 89 パーセントと、若い世代で高い結果でした。 

 このように、国民の反対が広がっている集団的自衛権行使の閣議決定については、市長として国に撤

回するよう求めます。見解をお聞きします。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

              （中松義治市長登壇） 

○市長（中松義治） 中島議員の御質問にお答えいたします。 

 ただいま、集団的自衛権について御質問がありました。 

 集団的自衛権の行使容認については、防衛や外交に関することであり、地方自治法上、国の専管事項

であると認識しておりますので、一自治体の長として、国にこの閣議決定の撤回を求めることは考えて

おりません。 

 しかしながら、このたびの憲法解釈の変更については、これまでの歴史的な経過から考えても、国会

での議論はもとより、国には国民に対ししっかりと説明責任を果たしていただきたいと考えているとこ

ろであります。 

○議長（横田久俊） 次に、第２項目めの質問に入ります。 

              （「議長、20 番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 20 番、中島麗子議員。 

              （２０番 中島麗子議員登壇） 

○２０番（中島麗子議員） 財政問題についてお聞きします。 

 初めに、国内総生産、ＧＤＰの大幅下落について、市長の見解をお聞きします。 

 2014 年４月から６月期の国内総生産は、東日本大震災以来のマイナス、個人消費は 20 年来最大の落

ち込みとなりました。ＧＤＰは、消費税増税前は 6.1 パーセント増でしたが、増税後は 6.8 パーセント

減へと急激に落ち込んでいます。個人消費は、前期と比較すると 5.0 パーセントも減りました。前回の

消費税増税時と比べて、実質賃金は大幅に低下し、非正規雇用の拡大などで、国民の暮らしが逼迫して

います。可処分所得が減る中で物価が上がり、国民は消費を引き締めざるを得ません。この上、さらに

消費税率を 10 パーセントに引き上げれば、国民の暮らしと日本経済へのマイナスははかり知れません。 

 しかし、甘利明経済再生担当大臣は、過去の消費税引上げと比較しても正常と、経済同友会の長谷川

代表幹事は、10 パーセントへの消費税税率引上げは予定どおり実施すべきと言っており、国民生活がど

うであろうと消費税増税実施の姿勢です。 

 中松市長は消費税増税の小樽市民への影響をどう考えているのか、予定どおり消費税を 10 パーセント
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にすべきと考えるのか、お聞かせください。 

 今年度の普通交付税等ですが、当初予算では、普通交付税 152 億 1,800 万円、臨時財政対策債が 22

億 6,600 万円、合計 174 億 8,400 万円でした。平成 25 年度当初予算に比較して、４億 1,200 万円の減額

でした。第１回定例会の市長提案説明では、市税の伸びが期待できない、実質的な地方交付税の減少が

見込まれるから、一般財源歳出削減に努めたと厳しい財政運営を示されました。しかし、７月の決定額

は、普通交付税と臨時財政対策債合計で、当初予算比５億 1,677 万 8,000 円の増額でした。過去５年間

のこれら二つの当初予算と決定額の比較をお示しください。 

 実際には、この数年来、当初予算を下回ったことはありませんから、市民サービス抑制の理由にして

いるのではありませんか。予算額を超えた分については、財政調整基金に積み立てると言いますが、市

民サービス対策が優先です。 

 第２回定例会で我が党をはじめ各会派から提案された街路灯に関する助成制度については、検討して

いきたいとの答弁でした。北海道電力の電気料金値上げが提案されています。経済界、道民、多くの反

対の声が上がっていますが、何らかの値上げが実施されたなら、街路灯電気代にも影響が出ます。市の

試算では、ＬＥＤに切り替えたら電気料金が 70 パーセント削減になり、普通交付税も予算を上回って交

付されるのですから、来年度に先送りすることなく、今年度にでも実施するよう考えるべきです。お答

えください。 

 昨年第４回定例会で、我が党の川畑議員は、福祉灯油実施を求め、質問しました。昨年 11 月の家庭用

灯油小売平均価格が 100 円 91 銭と高額が続いているのに、国や北海道の財政的支援がないことを理由に

して、市は実施しませんでした。今年８月の調査では 104 円 57 銭で、さらに値上がりしており、今年４

月からの消費税率引上げもある中、今後も電気料金値上げなどが続けば、市民の負担は増大します。今

年こそ福祉灯油を実施してください。答弁を求めます。 

 次に、北海道電力の電気料金値上げについてです。 

 今回の値上げは昨年９月の値上げの２倍を超える大幅なもので、全国の電力会社で原発停止後２回目

の値上げ申請は北電だけです。申請どおりに値上げされた場合、市の支出は今年度半年間で約 9,000 万

円の増となります。年間支出としては、約２億円増加する見込みで、その内訳としては、市道のロード

ヒーティングで 6,500 万円、市役所本庁舎分として 400 万円増になるということです。昨年の電気料金

値上げ以降、どのような対策をとってきたのですか。 

 新聞報道では、市はこれ以上の節電は難しい、他の部分で歳出を削れないか検討せざるを得ないと述

べています。ふれあいパスの市民負担増を実施したばかりですが、さらに市民サービス削減を進めると

いうことなのか、お答えください。 

 値上げの理由は、今回も泊原発の再稼働の遅れを挙げており、泊原発が再稼働すれば電気料金はもと

に戻すとさえ言っています。再稼働に向けて、規制委員会の基準にパスするための経費 1,600 億円も含

めた電気代値上げで、まさに原発再稼働のための電気料金値上げです。各地の説明会のやりとりでは、

再稼働がさらに遅れるときの再々値上げの含みすら残しています。 

 ５月に福井地裁は、関西電力の大飯原発３、４号機運転差止め判決を下しました。多数の人の生存に

かかわる権利と電気代の高い低いの問題をてんびんにかけること自体、法的に許されないと述べていま

す。 

 小樽市民の安全と安心を守る立場である市長として、次期市長選挙に再度立候補を表明した立場から

も、北電に対して申請を取りやめるよう申し入れてほしいと思いますが、どうですか。 

 あわせて、原発そのものを廃止すべきと考えますが、市長の御意見をお聞きします。 
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 財政問題の最後は、平成 25 年度決算についてです。 

 平成 25 年度は、24 年度に引き続き、他会計・基金からの借入れをせず、財政調整基金を取り崩して

予算化しましたが、最終的には実質収支、単年度収支は黒字となりました。平成 24 年度は黒字であった

実質単年度収支は４億 4,376 万円の赤字にはなりましたが、財政調整基金は一般会計歳出不用額により

取崩しをやめ、残高は 17 億 6,400 万円です。さらに、今回、普通交付税が当初予算額より増額した分も

財政調整基金の取崩しの縮減に使うと言いますが、第３回定例会補正後の財政調整基金は幾らになるの

か、お答えください。 

 市長は、真の財政再建を目指していると述べていますが、市長の目指す財政再建とはどういうことか、

お示しください。 

 平成 16 年度以来、ゼロだった財政調整基金、減債基金でしたが、22 年度から実質収支が黒字になり、

財政調整基金への積立てが始まっています。予算作成時は当てにしたい財政調整基金ですが、市民サー

ビス削減推進では問題です。一般会計では、予算現額に対して不用額の割合は約３パーセントですが、

主なものについて説明してください。 

 国民健康保険事業特別会計の収支では、４億 7,500 万円の黒字です。昨年度に続いて黒字決算になっ

た理由について説明してください。保険料が高すぎたのではありませんか。 

 平成 24 年度から国民健康保険事業運営基金を設置していますが、今年度黒字分を含めると、基金残高

は幾らになりますか。 

小樽市国保は 2001 年度 33 億 8,700 万円あった累積赤字を、高い保険料を設定して意図的に不用額を

残す手法で、2010 年度に解消しました。今後、基金額を多額に残していくべきではありません。本年第

１回定例会の我が党の予算修正案では、国保世帯１世帯当たり、保険料 5,000 円引下げに１億 689 万

5,000 円を計上しました。１万円の引下げでも２億 1,300 万円ほどです。基金額を増やさず、国保料引

下げを実施すべきです。市長の見解をお聞きします。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

              （中松義治市長登壇） 

○市長（中松義治） ただいま、財政問題について御質問がありました。 

 初めに、ＧＤＰ大幅下落に関連し、消費税増税の市民への影響と見解についてですが、消費税増税は、

真に国民が将来を託し得る持続可能な社会保障制度を国が責任を持って確立していく必要があり、その

財源を安定的に確保するためには欠かせないものと考えております。一方で、消費税増税により、市民

の家計や生活に一定程度の影響があるものと考えております。国は、景気動向等を見極めながら、消費

税増税の実施方法や実施の判断について、慎重に検討を進めるとしておりますので、動向を見守りたい

と考えております。 

 次に、普通交付税平成 26 年度分についてですが、まず過去５年間の普通交付税と臨時財政対策債の合

計額の比較につきましては、21 年度決算額は当初予算額と比較して４億 6,504 万円、3.0 パーセントの

増、22 年度は５億 3,653 万円、3.1 パーセントの増、23 年度は 7,056 万円、0.4 パーセントの増、24 年

度は７億 225 万円、3.9 パーセントの増、25 年度は４億 8,518 万円、2.7 パーセントの増となっており

ます。 

 次に、当初予算における普通交付税等の減を市民サービス抑制の理由にしているのではないかとのこ

とにつきましては、当初予算編成における地方交付税と臨時財政対策債の予算計上額については、国か
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ら示される地方財政計画を参考に積算しておりますが、限られた情報の中で見込むことが困難な要素も

あることから、結果として予算額と決定額に差額が生じているものであり、御理解いただきたいと思い

ます。 

 次に、街路灯に関する助成制度の今年度の実施についてでありますが、現在、新たな助成制度の創設

に向けて検討を行っている段階であり、今年度内に実施することは難しいものと考えております。 

 次に、福祉灯油の実施につきましては、灯油価格が急激に高騰した場合に、他都市の状況や国と北海

道からの財政支援の動き、また本市の財政状況を総合的に勘案し、判断することとしております。 

 現在も灯油価格が高どまり傾向にあるほか、電気料金値上げの影響もあり、市民生活が圧迫されてい

ることは承知しておりますが、依然として本市の財政状況は厳しく、国等からの相応の財政支援がない

中で、本市が単独で実施することは困難であることを御理解願いたいと思います。 

 次に、北海道電力電気料金値上げについてですが、まず昨年の北電の値上げ以降の対策につきまして

は、本市では、経費削減の観点から、既に 10 年以上前から節電の取組を進め、昼休みの消灯、エレベー

ターの使用自粛、冷蔵庫の撤去、蛍光管の間引きなどを進めてまいりました。特に、一昨年の平成 24

年には、電力需給逼迫による計画停電のおそれもあったことから、勤務時間中の執務室の部分的な消灯

やパソコン周辺機器の小まめな電源オフなど、できる取組を徹底し、以後、継続しているところであり

ます。 

 また、ロードヒーティングにつきましても、従前同様、気象状況に応じた効率的な運転に努めてきて

いるところであります。 

 次に、さらに市民サービス削減を進めるのかとのことにつきましては、現時点では北海道電力の電気

料金値上げは国から認可されておらず、実際の影響額は不透明な状況にありますが、実際に値上げとな

れば市財政に与える影響は大きく、節電だけで賄いきれるものではないと考えますので、さらなる効率

的な行財政運営に努めなければならないと考えております。 

 次に、北電に対する申請取りやめの申入れについてですが、北電による再値上げが行われれば、家計

や企業活動が圧迫されることが想定されることから、再値上げが行われないことが望ましいことは言う

までもありません。一方、火力発電所の燃料費などが増加する中で、再値上げを行わないことにより、

道内において電力の安定供給に支障を来すことだけは避けなければならないと考えております。このこ

とから、電気料金については、北電の財務状況や電力供給の問題を総合的に勘案する必要があり、単に

再値上げをしないよう北電に要請することは、現時点では考えておりません。 

 次に、原発そのものを廃止すべきということにつきましては、原子力発電所については、安全性の確

保が最優先であり、その上で国の責任において「電力需給」「社会、経済への影響」などを踏まえ、総

合的に判断すべきものと考えております。 

 次に、平成 25 年度決算についてですが、まず財政調整基金の残高につきましては、25 年度末の残高

は 17 億 6,400 万円ですが、これまでに 26 年度当初予算編成の際の財源対策として約８億 9,100 万円、

第２回定例会の補正予算の財源として約 5,100 万円、合計で約９億 4,200 万円を取り崩す予算を計上し

ております。今定例会では、平成 25 年度で生じた決算剰余金の２分の１相当の約１億 4,300 万円を積み

立てるほか、７月 25 日に普通交付税の交付額が決定され、予算額を上回ったことから、補正予算の財源

に充てるとともに、財源不足対策である財政調整基金の取崩し額を約３億 4,500 万円減額する予算を計

上しており、今定例会後の基金残高は、25 年度末よりも約４億 5,400 万円減の約 13 億 1,000 万円とな

ります。 

 次に、私の目指す真の財政再建につきましては、再び赤字決算に陥らないよう、今後の中・長期的な
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収支を見極め、毎年度の予算編成時において他会計などからの借入れに頼ることなく財源不足の解消を

図り、一般会計が本来の意味での収支バランスをとることとあわせて他会計などからの借入れを完済す

ることと考えております。 

 次に、不用額の主なものにつきましては、民生費で生活保護費の扶助費で約３億 8,700 万円、教育費

では新共同調理場建設事業費で約１億 2,800 万円、商工費では中小企業等への制度融資に伴う貸付金で

約 6,000 万円、土木費では第３号ふ頭岸壁改良事業費で約 4,400 万円となっております。 

 次に、国民健康保険事業特別会計の平成 25 年度決算が黒字になった理由についてですが、保険給付費

の平成 25 年度上半期の支出額が平成 24 年度の上半期と比べ大幅に上回ったため、年度末に３億 5,000

万円程度不足が見込まれたことから増額補正しましたが、下半期で見込みほど伸びず、結果的に約３億

円の不用額が生じたことや、共同事業拠出金が予算よりも１億 1,000 万円の減額となったことが、主な

要因と考えております。したがいまして、不用額を前提に保険料を高く設定したものではありません。 

 次に、基金残高についてですが、今回、補正予算を計上していますとおり、歳入では平成 25 年度繰越

金と国の交付金の追加交付分を合わせて５億 1,761 万円、歳出では国、道への返還金が２億 1,045 万円

ありますので、その分を差し引いた３億 716 万円を基金に積み立てることとしております。したがいま

して、積立て後の残高は３億 955 万円となる予定であります。 

 次に、基金額を増やさず保険料引下げを実施すべきとのことですが、基金の設置目的は国民健康保険

事業の健全な運営を確保することであり、保険給付費に不足が生じた場合などに、その財源に充てるこ

とを基本としております。今後は、医療費の増加とともに、制度改正等による収支への影響も考えられ

るため、引き続き一定額の積立ては必要と考えており、保険料の引下げに充てることは難しいものと考

えております。 

○議長（横田久俊） 次に、第３項目めの質問に入ります。 

              （「議長、20 番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 20 番、中島麗子議員。 

              （２０番 中島麗子議員登壇） 

○２０番（中島麗子議員） 次に、子ども・子育て支援新制度について質問します。 

 提案されている議案第 27 号及び第 28 号の条例案は、小樽市独自に暴力団排除を盛り込んだだけで、

内閣府令及び厚生労働省令に定めるとして、具体的な条文も内容も記されておらず、内容がわかりませ

ん。今、市民、とりわけ子育て世代が注目している子育て支援の条例が、読んでもわからないのでは問

題です。通常の条例と同じように、条文ごとに記載したものを提案すべきです。初めに、この点をお答

えください。 

 2015 年４月から、子ども・子育て支援新制度が本格的に実施される予定になっています。新制度は介

護保険をモデルにしており、最大の特徴は、これまでの市町村の責任によって保育を提供する現物給付

の制度を改め、利用者と事業者の直接契約を起点にする現金給付の仕組みに変更したことです。 

 新制度では、保育所、幼稚園、認定こども園などの施設型のほかに、新たに定員 19 人以下の地域型保

育が導入されますが、規模が小さいことを理由に、従来の保育所などに比べて、国基準の緩和が持ち込

まれ、その結果、施設、事業によって保育に格差ができることになりました。 

 初めに、保育認定です。新制度では、保育利用者は認定を受けて保育利用時間を決めることになり、

標準時間 11 時間と短時間８時間保育に分かれます。子供を預ける時間は各家庭の都合やその日の仕事に

よって変動しますが、一人ずつの子供の利用時間をどのように把握するのか、保育時間が違う子供が同

じクラスにいるとき、職員配置やクラス運営に影響がないのでしょうか。 
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 また、標準時間保育と短時間保育の子供を一人ずつ登園時間を確認して延長保育時間の対応をするの

でしょうか。短時間保育の子供が時間延長したために、標準時間保育の保育料金を上回るような心配は

ありませんか、お聞きします。 

 次に、認定の方法ですが、本年９月１日、市内の保育所の入所児童数は 1,427 人です。このうちの継

続利用を希望する方と、さらには新年度の入所希望者の認定が必要です。認定の手続はいつどのように

進めるのか、市民への周知方法も含めてお知らせください。 

 また、新制度へ移行する幼稚園園児の認定についてもお知らせください。 

 次に、保育士配置です。国の家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準では、小規模保育事業は

Ａ型、Ｂ型、Ｃ型と３タイプありますが、保育士配置は、Ｂ型は保育士を２分の１以上とし、Ｃ型は保

育士の配置は必要とせず、研修を受けた者でよしとされています。居宅訪問型保育事業では、深夜１人

の保育者による保育も想定されるのに、保育士資格は必要とせず、保育の経験がなくても事業ができる

となっています。現在は認可外保育施設の職員配置でも保育者のおおむね３分の１以上が保育士とされ

ているのに、新制度において国の補助金を投入する施設の基準で無資格者配置を認めるのは問題です。

小樽市は国の基準どおりにすると言いますが、現行保育の後退ではありませんか。 

 給食基準は、３歳未満児から外部搬入が認められており、このときは調理員配置もなしです。しかし、

現在は３歳までの子供たちに自園給食が義務づけられており、市内の全ての認可保育所で３歳まで実施

しているのに、なぜ新制度で２歳までに引き下げるのか、子供たちの味覚が形成されるこの時期に、外

部搬入方式ではどうしても味つけが濃くなります。 

 小樽市として配置基準上の保育者は全て保育士とし、給食は現行どおり３歳まで自園方式にして調理

員を配置すべきと考えますが、市長の見解をお聞きします。 

 また、設備基準では、乳幼児を２階以上の建物で保育することを認めていますが、保育の場は原則１

階に設置すべきではありませんか、お答えください。 

 保育料です。国の基準では、保育の質の向上を図る上で特に必要と思われる経費の上乗せ徴収や、日

用品や文房具など実費徴収が、保護者同意の上で認められています。上乗せ徴収や実費徴収は一律徴収

になり、低所得者の負担が多くなる心配があります。保育料そのものに含め、別の徴収をするべきでは

ないと考えますが、いかがですか。 

 また、これまでは保護者の収入によって保育料が決定されましたが、新制度ではさらに保育時間で違

うことになります。保育時間による違いはどのくらいになりますか。 

 現在でも、国の基準の保育料は大変高額なため、ほとんどの自治体が独自に保育料を引き下げて設定

しています。新制度の保育料は現在でも高すぎる国の保育料基準を引き下げて適正化し、自治体負担を

軽減することが第一であり、現行を上回る保育料基準に引き上げるべきではありません。市長の御意見

をお聞きします。 

 小樽市には新制度においても保育料の引下げ、あるいは現行同様の基準を維持するよう求めますが、

市長はどのように考えていますか。 

 新制度が始まっても、幼稚園や認可外保育施設が新制度に移行するかどうかは、それぞれの判断で現

行どおりに継続することもできます。市内の幼稚園等の意向調査を実施したと聞きますが、市内の幼稚

園のどれくらいが新制度に移行する予定でしょうか。 

 来年度予算の日程もありますから、市全体の新制度移行の事業所数や児童数はいつごろまでに把握す

る予定なのか、お聞かせください。 

 現在の認可外保育施設は、新制度の基準に該当すれば、補助金を受けて家庭的保育事業等として運営
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することができます。認可外保育施設の新制度への移行希望については、把握していますか。 

 現在の市内の認可外保育施設数と、そのうち市の補助金支給施設数、補助金額を平成 25 年度決算でお

知らせください。 

 新制度に移行しない事業所は現行どおりということですから、認可外保育施設に対しては、本市でも

現行どおりに市の補助金を継続すべきと思いますが、いかがですか。 

 他に小樽市としてこれまで独自に実施している保育士配置や保育所地域活動事業への補助金交付、障

害児保育に対する助成などについては、新制度に移行しても継続して子育て支援を続けてほしいもので

すが、市長の見解をお聞きします。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

              （中松義治市長登壇） 

○市長（中松義治） ただいま、子ども・子育て支援新制度について御質問がありました。 

 初めに、条例提案についてですが、確かに議案第 27 号及び第 28 号の条例案につきましては、一部独

自規定と厚生労働省令の読替えを盛り込んだほかは、内閣府令又は厚生労働省令に定めるところによる

としております。今回のような条例の内容は、政省令で従うべき基準として定められている事項が多い

こともあり、他都市では政省令どおりの条文をそのまま規定しているものが多く見受けられる状況にあ

ります。このような中で全国的に見ますと、今回提案の条例案のように、簡略化したものが見られるよ

うになってまいりました。この条例案のメリットとしましては、立案事務の効率化が図られること、政

省令そのままの引用と比較し、本市独自の規定が明らかであることなどが挙げられることから、他都市

の条例も参考にした上で提案したものであります。御理解をいただきたいと思います。 

 次に、保育認定についてですが、まず子供の利用時間の把握につきましては、国は保育短時間認定の

子供の保育利用時間については、保育所ごとに例えば９時から 17 時までといった一律の時間帯を設定す

るとし、その時間帯以外の利用については延長保育として取り扱う旨の考え方を示しておりますので、

子供の登園又は退園時間によっては延長保育となる場合もあり、現在と同様、保育士が時間を確認する

こととなります。 

 また、保育所の職員配置やクラス運営への影響につきましては、現在もフルタイムやパートタイムな

ど、保護者の就労状況により子供の登園又は退園時間が異なる中で保育を行っておりますので、新制度

においても大きな影響はないものと考えております。 

 次に、登園時間の確認と延長保育時間への対応につきましては、保育所が設定した保育短時間の時間

帯以外の利用は延長保育となりますので、保育士が子供の登園時間及び退園時間を確認することになり

ます。保育短時間の子供の延長保育利用により、保育標準時間の保育料を上回ることも想定されますの

で、今後、このような点を含めて検討すべきことと考えております。 

 次に、今後の認定手続の方法、時期につきましては、これまで新規、継続のいずれの入所手続につい

ても１月から行っておりますが、現時点では、同様の時期を想定しつつ、事務手続の詳細について検討

しております。周知の方法につきましては、広報おたるや市のホームページなどで御案内するとともに、

現在、保育所を利用されている方については、施設を通じて周知してまいりたいと考えております。 

 また、同様に新制度に移行する幼稚園の利用者につきましても認定が必要となりますので、該当する

施設とよく協議の上、利用者への周知を行い、事務手続を進めてまいりたいと考えております。 

 次に、保育士配置についてですが、職員配置につきましては、国は、多様な地域の保育事業からの円
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滑な移行を想定し、小規模保育事業の３類型を設けたものであり、子ども・子育て会議などでの議論を

踏まえ、多様性を重視した制度創設を図ったものと認識しております。 

 給食及び調理員配置につきましては、新制度においても原則としており、一定の条件を付した上で連

携した保育所、幼稚園等からの外部搬入を認めているものでありますので、各事業者において責任を持

って給食が提供されるものと考えております。 

 また、保育の場は原則１階にすべきとのことでありますが、設備等に関する基準において、必要な要

件を満たした上で２階以上での保育が認められていることから、１階に限られるものではないと考えて

おります。 

 次に、保育料についてですが、まず上乗せ徴収や実費徴収は保育料に含めるべきではないかとのこと

でありますが、国は、上乗せ徴収を教育・保育の質の向上を図る上で特に必要な対価について保護者に

負担を求めるものとし、実費徴収を教育・保育施設の利用において通常必要とされる経費で、保護者に

負担させるものとしており、いずれも保育料に含めることは適当でないと位置づけております。 

 また、保育時間による保育料の違いにつきましては、国が現在示している仮の利用者負担の上限額に

よりますと、保育短時間が保育標準時間の約 98.3 パーセントと設定され、月額で比較しますと、階層に

よりゼロ円から 1,600 円までの差となっております。 

 次に、国の保育料の基準につきましては、自治体において独自軽減を図っている実態があることから、

その負担を軽減するためにも、現行水準より低く設定されることが望ましいものと考えております。 

 また、新制度における本市の保育料につきましては、今後、検討してまいります。 

 次に、小樽市独自支援の方向についてですが、まず国や北海道による既存施設に対する意向調査につ

きましては、いずれも本市を通じて各施設へ調査票を配付、回収し、北海道へ送付したものであります

ので、本市として回答内容は把握しておりますが、未確定の内容が多いこともあり、また国及び北海道

においてどのように公表するかということについては、示していないものであります。 

 また、市全体の新制度移行の事業所数や児童数把握につきましては、新年度予算の関係もありますの

で、予算編成時期に間に合うよう把握してまいりたいと考えております。 

 次に、認可外保育施設の新制度への移行希望につきましては、特に把握はしておりません。 

 また、市内の認可外保育施設数は、休止中の事業所施設１か所を除き 15 か所であり、平成 25 年度に

運営費補助を行った施設は３か所で、補助金額は合わせて 480 万円であります。 

 また、認可外保育施設に対する今後の補助の継続につきましては、現在、国が進めている新制度の内

容や新制度移行後の財政負担のあり方などとともに検討が必要であると考えております。 

 次に、本市が独自に実施している補助金交付等の継続についてですが、これらのことにつきましても、

新制度の補助事業の内容や財政負担のあり方などとともに検討が必要であると考えております。 

○議長（横田久俊） 次に、第４項目めの質問に入ります。 

              （「議長、20 番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 20 番、中島麗子議員。 

              （２０番 中島麗子議員登壇） 

○２０番（中島麗子議員） 次の質問は、カジノ問題です。 

 ８月 20 日、厚生労働省研究班調査では、パチンコや競馬などのギャンブルに依存し、やめられない病

的ギャンブラーが全国で推計 536 万人になると発表しました。成人全体の 4.8 パーセントで、男性が 8.7

パーセント、女性が1.8パーセントです。研究班が昨年７月、約4,000 人に面接調査を実施した結果です。 

 海外の同様の調査では、アメリカ 1.6 パーセント（2002 年）、香港 1.8 パーセント（2001 年）、韓国
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0.8 パーセント（2006 年）で、日本の割合は高いと指摘されています。その理由は、パチンコやパチス

ロが身近な場所に普及している影響ではないかとしています。 

 秋の臨時国会で本格審議されるＩＲ推進法案が成立した場合、さらにギャンブル依存症が増加するこ

とが心配されますが、この調査結果について、市長の感想をお聞きします。 

 研究班では、対策として、「啓発と予防教育、治療や社会復帰のシステムづくりが必要だ」としてい

ますが、現在、ギャンブル依存症に対する国の対策はどのようになっていますか。 

特にギャンブル依存症については、今回、国の実態調査が実施されましたが、治療や予防の取組、道

内の治療機関の実態についてお聞きします。 

 あわせて、国の調査結果を小樽市に当てはめると、ギャンブル依存症は何人ほどになりますか。 

 私は、今回、ギャンブル依存症について、市内の石橋病院の白坂知信院長に会ってお話を伺いました。

白坂院長は、小樽精神保健協会アルコール薬物専門部会長をはじめ多数の役割をお持ちです。最近、北

海道警察署長会で講演した依存症の講義に基づいて説明をしてくれました。ギャンブル依存症は脳の病

気であり、性格や個人の意思の問題ではない、依存症とは身体的、精神的、社会的に自分の不利益、不

都合になっているにもかかわらず、それをやめられずに反復し続けている状態で、脳が利益そのものに

反応し、確実な報酬よりリスクを伴った報酬に強く反応するといいます。また、僅差で外れて大きなス

リルを感じて、次回に期待することで快楽を感じてドーパミンという物質が分泌されますが、何度も繰

り返すことで快楽を感じる細胞の感度が下がり、ドーパミンの分泌量が減少し、満足感を得るためには

さらに刺激回数を増やしていくといいます。石橋病院では、年間を通して毎月５人ほどのギャンブル依

存症患者の入院があるそうです。訪問した８月時点では、パチンコ依存症や競馬依存症の方が入院中で、

１億 5,000 万円を失ったバカラ依存症の方も通院していると聞きました。 

 カジノ依存症に対して、本人が行かなければいいのだと言う方もいますが、その統制がとれなくなる

のが依存症という病気です。また、小樽はお金がない人ばかりだから、カジノがあっても行かないとの

意見がありますが、ギャンブル依存症に陥る人間の心理は同じで、性別、身分、社会的地位は関係なく、

金持ちは金持ちなりに、貧乏人は貧乏人なりに依存症になるということです。 

 市長は、第２回定例会の我が党の川畑議員の質問に対して、ギャンブル依存症については把握してい

ないと答弁しています。この際、白坂院長をお呼びして、できれば議会と共同でギャンブル依存症の学

習会を開催してはいかがでしょうか。 

 日本にはパチンコ店が１万 2,000 軒、店内に設置されているギャンブルマシン総数は 460 万台、世界

中のマシンの６割を占めます。既に、ギャンブル依存症の発生率が世界的に高いことも明らかになりま

した。ここにさらにカジノ解禁でギャンブル施設を増やすことは、依存症対策が不十分な中では、社会

的問題を拡大するばかりです。欧米の研究では、１人の病的ギャンブラーの周囲で８人から 10 人が精神

的・物理的被害を受けているとされています。依存症を増やしていくカジノ誘致はやめるべきです。改

めて市長の見解をお聞きします。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

              （中松義治市長登壇） 

○市長（中松義治） ただいま、カジノ問題について御質問がありました。 

 初めに、厚生労働省研究班が発表したギャンブル依存症の調査結果につきましては、詳細な内容が公

表されていないため、新聞報道で見た限りでありますが、小樽市保健所へのギャンブル依存症に関する
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相談件数は平成 24 年度ゼロ件、25 年度２件ということからすると、率直な感想として、全国で推計 536

万人、成人全体の 4.8 パーセントという結果は高い数値なのではないかと感じております。 

 次に、ギャンブル依存症に対する国の対策につきましては、現在、特別な対策は行われておりません。

治療としては、アルコール・薬物依存症の治療法でもある認知行動療法などがあり、予防としては、ギ

ャンブルに使うお金を決める、ストレスの発散方法を増やす、また、過度なギャンブルに注意すること

などが重要であると言われております。 

 また、道内の医療機関の数につきましては、６か所程度あると聞いております。 

 次に、報道されている国の調査結果を小樽市に当てはめた場合のギャンブル依存症者数につきまして

は、単純に人口規模で換算いたしますと 5,356 人と推計されます。 

 次に、市議会との共同開催によるギャンブル依存症の学習会につきましては、今後、ＩＲ推進法案が

可決され、次のＩＲ実施法案で示される具体的な依存症対策などの内容も見ながら検討してまいりたい

と考えておりますので、直ちに開催することは考えておりません。 

 次に、カジノを含むＩＲの誘致に対する見解につきましては、法制化されたＩＲはシンガポールなど

世界各国の例を見ましても、第一級のリゾート施設となっており、本市の国際観光推進にも大きな役割

を果たすものと考えます。 

 また、依存症対策につきましては、ＩＲ推進法の法制化を受けて検討されるＩＲ実施法の中で、国に

おいて依存症対応のための機関の創設など、諸外国の先行事例を生かした対策が定められていくものと

考えております。 

 したがいまして、今後とも北海道や関係機関と連携し、ＩＲ誘致に向けた取組を進めてまいりたいと

考えております。 

              （発言する者あり） 

○議長（横田久俊） 次に、第５項目めの質問に入ります。 

              （「議長、20 番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 20 番、中島麗子議員。 

              （２０番 中島麗子議員登壇） 

○２０番（中島麗子議員） 最後の質問です。 

 石狩湾新港港湾計画改訂に関して質問します。 

 石狩湾新港管理組合は、平成 26 年度中に港湾計画改訂を行う予定です。幾つかの項目がありますが、

とりわけ問題なのは、新たなバルク貨物に対応すると称して新規に西地区にマイナス 12 メートルバース

を計画し、その背後地に既に計画されている6.6 ヘクタールの埠頭用地を造成しようとしていることです。 

 我が党は、新規のマイナス 12 メートルバースを建設しなくても、マイナス 14 メートルバースとその

背後地の 4.2 ヘクタールの荷さばき地で、新たなバルク貨物は取り扱うことができると考えています。 

 ３点質問します。 

 １点目に、マイナス 14 メートルバースとその背後地の荷さばき地の利用状況です。 

 平成 24 年と 25 年のマイナス 14 メートルバースの利用状況について説明してください。 

 次に、その背後地には船からおろした貨物の荷役を行う荷さばき地がありますが、そのうち西１号荷

さばき地と西３号荷さばき地の合計４万 2,000 平方メートルについても、平成 24 年と 25 年の利用状況

について説明してください。 

 ２点目です。 

 平成 26 年第２回石狩湾新港管理組合議会定例会での我が党の北野義紀議員の質問で明らかになった
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ように、新たなバルク貨物とは、石材、輸出米、風力発電の輸入機材のことです。 

 最初に、輸出米です。 

現在、北海道から輸出されている道産米は、北海道港湾貨物取扱統計年報によると、１万 5,080 トン

にすぎません。ところが、港湾計画改訂の目標年次の 10 年後から 15 年後には、８倍の約 12 万トンにな

るとのことです。その根拠は、全国の米の生産量から、国内での消費量を差し引いた約 225 万トンが全

部輸出米になるとして、このうち道産米の量を石狩湾新港から輸出している割合で推計したものです。

しかも、食糧支援米は除くとの前提です。全国の米の生産量から国内での消費量を差し引いた約 225 万

トンが全部輸出米になる根拠を説明してください。 

 石狩湾新港における米穀類と輸出米の取扱量についてお聞きします。港湾統計上の貨物の分類では、

米穀類は平成 18 年の５万 358 トンをピークに減少し、平成 25 年は 5,186 トンです。平成 18 年から 25

年までの石狩湾新港における米穀類とその中の輸出米の取扱量の推移について、暦年ごとに説明してく

ださい。 

 次は、風力発電機材についてです。 

石狩湾新港管理組合の説明は、全国の風力発電導入可能量 2,880 万キロワットのうち後志、石狩、留

萌、宗谷の日本海側の割合 15.9 パーセントを乗じ、風力発電の導入可能量を 458 万キロワットと推計し

ています。風車１基の発電規模を 2,000 キロワットとすると、対象地域への導入可能基数は 2,290 基、

耐用年数 30 年とすれば、年間 76 基建設される計算です。これらの機材の年間取扱量は 12 万フレート・

トンになるとのことです。 

 また、管理組合の説明によれば、2,290 基が今後 30 年間にわたって、毎年毎年 76 基分の風力発電機

材が石狩湾新港に輸入されるとのことです。耐用年数を考慮しても、25 年後から 30 年後にまた 76 基の

風車の機材が輸入されるというのであればうなずけますが、これから毎年 76 基分の風力発電機材が取り

扱われるなど、考えられないことです。 

 問題は、このようにあり得ない取扱貨物量を前提に、マイナス 12 メートルバースと背後地の 6.6 ヘク

タールの埠頭用地を 73 億円かけて建設しようとしていることです。これがあり得ないとなれば、風力発

電機材の年間取扱量 12 万フレート・トンは根拠のない貨物予定量となり、マイナス 12 メートルバース

建設の根拠は崩れることになります。 

 このような施設計画に市長は同意するつもりなのか、見解をお聞かせください。 

 ３点目です。 

マイナス 12 メートルバース関連事業に投入される税金 73 億円について伺います。 

 ８月７日の石狩湾新港管理組合議会では、管理者はマイナス 12 メートルバース関連事業の起債償還は

使用料収入を充て、償還期間中の公債費償還額は約 38 億円、使用料収入は約 22 億円で、管理者負担は

約 16 億円になる見込みと答えています。しかし、管理者負担がこの程度で済むのかという疑問がありま

す。マイナス 12 メートルバースのバース及び荷さばき地、それぞれの起債償還額と使用料収入の見込額

を説明し、管理者負担約 16 億円の根拠を説明してください。 

また、バルク貨物ごとの使用料収入の詳しい内訳を説明してください。先ほど指摘したように、新た

なバルク貨物の取扱貨物量は過大見積りどころではありません。果たして使用料収入をどのように推計

しているのか疑問がありますので、わかるように説明してください。 

 これまで小樽市は、港湾計画改訂に当たって、管理組合からの提案をそのまま受け入れ、過大な港湾

計画を認めてきた事実があります。今回もまた同じように同意するのか、見解をお聞きします。お答え

ください。 
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 以上、再質問を留保して、質問を終わります。（拍手） 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

              （中松義治市長登壇） 

○市長（中松義治） 石狩湾新港港湾計画改訂について御質問がありました。 

 初めに、マイナス 14 メートルバースと荷さばき地の利用状況についてですが、まず平成 24 年と 25

年のマイナス 14 メートルバースの利用状況につきましては、24 年は木材チップを取り扱うチップ船が

17 隻、チップ船以外の船舶が８隻、25 年はチップ船が 14 隻、チップ船以外の船舶が２隻、バースを利

用していると聞いております。 

 次に、西１号荷さばき地と西３号荷さばき地の平成 24 年と 25 年の利用状況につきましては、24 年は

木材チップ船の荷さばきヤードとして使用されたほか、ロシア向けの石材を輸出する際の荷さばきヤー

ドとして、25 年は木材チップ船の荷さばきヤードとして使われたと聞いております。 

 次に、新たなバルク貨物についてですが、まず全国の米の生産量から国内での消費量を差し引いた約

225 万トンの全てが輸出米となる根拠につきましては、今後、我が国の米の消費は、人口減少のほか食

の欧米化により需要の減少が想定されますが、既に北海道をはじめとした我が国の米生産者の一部には、

海外へ販路を求めていく取組が進められており、また今後、日本食への評価から、海外で日本産米の需

要が高まることを想定し、取扱量が推計されていると聞いております。 

 次に、平成 18 年から 25 年までの石狩湾新港における米穀類とその中の輸出米の取扱量推移につきま

しては、18 年は米穀類が５万 358 トン、うち輸出米が１万 1,107 トン、同じく 19 年は２万 8,866 トン、

うち 8,878 トン、20 年は３万 9,628 トン、うち１万 2,416 トン、21 年は４万 7,449 トン、うち２万 2,519

トン、22 年は１万 8,922 トン、輸出米につきましては取扱いはありませんでした。平成 23 年は２万 7,436

トン、うち 13 トン、24 年は２万 6,410 トン、うち１万 402 トン、25 年は 5,186 トン、うち 159 トンと

なっております。 

 次に、今回の施設計画へ同意するのかにつきましては、石狩湾新港管理組合より、バースごとの取扱

貨物量の根拠が示されておりますが、現在、国土交通省北海道開発局、北海道、小樽市、石狩市、管理

組合の担当者で構成する石狩湾新港港湾計画改訂検討部会において、目標取扱貨物量や施設計画の内容

確認を行っております。また、現在、国土交通省港湾局での内容の審査が行われており、その動向を注

視しているところであります。 

 次に、改訂計画費用についてですが、まず管理者負担約 16 億円の根拠につきましては、マイナス 12

メートルバース関連事業が岸壁整備と荷さばき地等の整備から成り、岸壁整備については、起債償還期

間中の公債費償還額は約 19 億円、使用料収入は約９億円と試算されることから、差引き約 10 億円が管

理者負担となると見込まれるとのことであります。また、荷さばき地等の整備については、起債償還期

間中の公債費償還額は約 19 億円、使用料収入は約 13 億円と試算されることから、差引き約６億円が管

理者負担となると見込まれ、これらを合わせて管理者負担は約 16億円と見込んでいると聞いております。 

 次に、バルク貨物ごとの使用料収入の内訳につきましては、風車の輸入では、岸壁の使用料は石狩湾

新港に接岸実績のある大型船舶を想定して、計画貨物量から荷役に必要となる係留時間を基に算定する

と約 3,400 万円、荷さばき地の使用料は荷さばき地の面積に使用料単価と使用時間を乗じて約 4,500 万

円となり、合計で約 7,900 万円の収入が見込まれるとのことであります。 

 また、米の輸出では、同様に算定して、岸壁の使用料が約 900 万円、荷さばき地の使用料が約 1,800
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万円で、合計で約 2,700 万円の収入が見込まれます。 

 以上、二つの取扱貨物の使用料収入の合計は、約１億 600 万円を見込んでいると聞いております。 

 次に、今回の港湾計画改訂に同意するのかとのことにつきましては、先ほどお答えしましたように、

管理組合が示した施設ごとの計画について、現在、検討が行われておりますが、今後は計画の方針や港

湾の能力などを合わせて港湾計画の全体が示されることになります。石狩湾新港が小樽港とともに日本

海側の拠点港湾として発展していくためには、今後も必要な施設整備を進めるべきと考えておりますが、

母体の財政状況、既存港湾施設の利用状況、推計取扱貨物の蓋然性などを総合的に勘案した上で、同意

するか否かの判断を行っていく必要があると考えております。 

              （「議長、20 番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 20 番、中島麗子議員。 

○２０番（中島麗子議員） それでは、再質問を行います。 

 最初に財政問題ですが、北海道電力に申入れはしないとお答えになりました。 

 しかし、今回、北海道電力の電気代値上げに対しては、北海道が８月に影響調査をやっています。道

内の約 1,000 余の企業に対してアンケートを行っていますが、92.3 パーセントの企業で影響があると答

えておりまして、そのうち 24.2 パーセントが「大きく影響する」と答えています。業種別では製造業で

「大きく影響する」と答えた企業が 41.0 パーセント、全体では「価格に転嫁できない」と答えている企

業が４割強でありました。 

 道内の地域経済に深刻な事態を引き起こす心配がある、そういう点では道内の自治体として初めて苫

小牧市が８月 26 日に、根本的に見直すよう、北電に要望書を出しています。 

 市民の代表として、また、地域経済振興を進める市長の立場としても、本当に意見を上げるときでは

ないかと思います。財政難だと言い続けている小樽市こそ、北電に撤回、見直しの声を届けるのが当然

ではないかと思いますが、市長、再度お答えいただきたいと思います。 

 街路灯の問題です。 

助成額を来年度から見直すと言っていますが、今年度は特に計画しないと。しかし、今年度予算は 400

万円、57 団体が 629 件申請して、交付されたのが 207 件です。400 万円の予算の範囲ということになる

と思いますが、とりあえず今年度の交付税は５億円ほど予定より多かった。実際に今年度申請があった

629 件全部を認めたとしたら、小樽市がさらにお金を出す予算は幾らぐらい必要なのか、これを明らか

にしていただきたいと思います。 

 同じように、国民健康保険事業特別会計の決算ですが、保険料が高すぎたわけではないと伺いました。

しかし、市長提案説明では、４億 7,500 万円ほどの剰余金、２億 1,000 万円は超過交付金として来年度

返すと、残額は基金に残るということで、それでは基金総額は幾らになるのか、お答えください。 

 小樽市は、平成 24 年度に、国民健康保険事業運営基金条例を制定しています。国保事業の黒字額処理

が目的です。条例の第５条を見ると、国保事業会計の基金を一般会計に貸し出すことができる、こうい

うことが書いてあります。国保事業会計では国や道に超過交付金を返すことになっていますが、同様に

市民にも返すのが本当ではありませんか。剰余金は基金に積み立てることなく、保険料引下げに回すべ

きだと思います。 

今後、基金の積立額に対しては、一般会計に貸し付ける予定なのか、保険料引下げに回すのか、先ほ

どは回さないと言いましたけれども、この条例を見ると、一般会計に貸し付けることができると堂々と

書いてあるのです。そのためにこの基金条例をつくったのか、もう一回はっきりお答えいただきたいと

思います。 
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 次に、子ども・子育て支援新制度です。 

議案第 27 号及び第 28 号ですが、これを読んで小樽市の保育内容がどのように決められているのか市

民にわかりませんけれども、政省令を参照にして、市民が理解できるようにするためには一体どのよう

に考えているのか、ここのところをお聞かせください。 

 政府が政省令の条項がずれるような改正をしたときには、内容は変わらなくても、市の条例変更のた

めに議会に諮ります。一方、政省令の内容が変わっても、条項番号さえ変わらなければ、市の条例は改

正する必要はなく、市議会に諮られない。これでは小樽市の条例としての意味がありません。国の変更

がそのまま連動して、市議会も認識できない、こういうことになるのではないですか。大変問題がある

提案だと思いますが、再度お答えください。 

 ４月からの新制度に当たっては、現行制度でもいろいろ問題点はありますけれども、最低でも現行基

準を下回らない、それが基本だと思います。しかし、今いろいろ説明を受けましたが、国の基準と同じ

ようにすると、現在より保育の質が後退する、そういうものを感じました。この点は、小樽市の条例で

すから、無資格者は導入しない、給食は現在までと同じように３歳児までは保育所で提供する、市長の

判断でできる中身です。国の法令どおりでは、現行保育の後退になると思いますが、市長はどうお考え

になりますか。この基準どおりにするのか、小樽市としての現行の中身を維持するのか、はっきりお聞

かせください。 

 カジノの問題についてお聞きします。 

 ギャンブル依存症の実態調査をしたことは重要だったと私は思います。小樽でもギャンブル依存症の

方が 5,000 人ぐらいいるという数になると。大変驚きました。 

 問題は、精神疾患なのに、治療・予防対策も取り組まれていない状況です。私もある家族の問題で相

談を受けたケースがありますが、本人がパチンコ依存症で、家計費の全てをパチンコに投入し、借金を

繰り返して家族関係が破綻した、そういう方でした。市長は「いろいろなところのカジノ視察に行って

いますが、心配されるようなことはそんなに感じていません」、このように記者会見でお話ししていま

したが、あまりにも実態を知らないのではないでしょうか。国の調査結果でも大変多くの方がギャンブ

ル依存症であるという実態が出ていて、ＩＲ推進法案が可決されれば国の責任で対策も出されるとおっ

しゃっていますが、こういう医療機関の体制をつくるとなれば、数年単位での医師の教育や施設の準備

が必要です。そういうことの保証があるのかどうか曖昧な中でカジノの開設だけを進めるというのは、

私は納得がいきませんが、どうでしょうか。 

 ギャンブル依存症の実態をしっかりつかんでいただきたい。白坂院長は、いつでも学習会の講師を引

き受けますと、大変好意的でした。法律が決まる、決まらないにかかわらず、正確な知識を理解するた

めにも、積極的に学習会を検討すべきだと思います。いかがでしょうか。 

 石狩湾新港の西地区の新たなマイナス 12 メートルバースの計画ですが、今、御答弁を聞いたとおり、

岸壁の使用料・手数料が９億円、荷さばき地で 13 億円、そういうことで 16 億円の根拠もお示しになり

ました。この使用料・手数料がきちんと入ってくるかどうかが心配だと私は質問いたしました。そうい

う点では、資料で今、説明してもらったとおり、米穀類の取扱量やその中における米の取扱量もどんど

ん減少しているのです。そういう中で、過大な設定をしているのではないかと大変心配です。その分は

全部管理者負担、小樽市と北海道と石狩市が入ってこない分を負担するというのは、既に経験済みです。 

 いただいた石狩湾新港のパンフレットの「概要・経緯」では、平成 18 年に多目的国際ターミナルの核

として西地区でマイナス 14 メートルバースが供用開始と書かれていますが、利用実態は、今、説明のあ

ったとおりです。この利用実態については、当初計画と比べてどのように考えているのか、お聞かせく
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ださい。 

 今後、マイナス 12 メートルバースでも同じようなことが起きるのではないかと心配なので、お聞きし

ております。例えば風力発電ですが、76 基分の発電量、１基 2,000 キロワットとして 15 万 2,000 キロ

ワットを北電に買い取ってもらうことになります。しかし、北電の風力買取り可能量がありまして、平

成 25 年度現在、既に 31 万 6,000 キロワット買い取られておりまして、あと 24 万 4,000 キロワットしか

買取り容量がありません。送電線の関係で決められた内容です。毎年 76 基分輸入されるという計画とは

大きく矛盾すると思いますが、いかがでしょうか、お答えください。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

○市長（中松義治） 中島議員の再質問にお答えいたします。 

北海道電力の値上げの問題、それから街路灯の問題、それからカジノの問題については私から答弁さ

せていただき、残りは担当部長から答弁させていただきます。 

 まず、北電の再値上げの問題でありますけれども、先ほども答弁させていただきましたように、国か

ら認可されていないということが一つあります。 

 それからもう一つ、やはり一番大事なのは電力の安定供給、これだけは確保しなければいけないだろ

うと。停電になってしまうなどということがあってはいけないのではないかと。確かに議員がおっしゃ

るように、それぞれ個人も事業所も値上げの負担は大きいと思いますけれども、私どもとしてはできる

だけ再値上げをしないような形でいっていただければと思いますが、やはり電力の安定供給ということ

だけは確保しなければいけないだろうと、こういう思いでおります。 

 それから、街路灯の問題につきまして、ＬＥＤへの変更については、８月に町会長との会合を持ちま

した。このときも町会長からの質問というか話は、ＬＥＤの問題オンリーでございまして、その中で私

も話をさせていただきました。今年度の実施はなかなか難しいと思うけれども、来年度、平成 27 年度以

降、何とかピッチを上げてスピード感を持って取り組んでいきたいということで、町会長には御了解い

ただいているところでございますので、御理解いただきたいと思います。 

 それから、カジノの問題につきましては、先ほどたまたま全国でギャンブル依存症患者が 536 万人と

いうような推計があるということですから、それを単純に小樽市の人口で割り返して 5,356 人という推

計ではないだろうかということを申し上げたのであって、5,356 人依存症の方がいるということではあ

りませんので、御理解いただきたいと思っております。 

 それから、議員から御提案がありました医師とのそういう話については、先ほど答弁させていただき

ましたように、まだＩＲ法ができていないわけですから、できた上でそういうことにも取り組んでいき

たいと思いますし、何度も申し上げておりますけれども、市民の皆様への説明もしていきたいと思って

おりますので、御理解いただきたいと思います。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 医療保険部長。 

○医療保険部長（藤井秀喜） 中島議員の再質問にお答えいたします。 

 国民健康保険の件ですけれども、基金の件で、保険料の引下げに充てることはできないのかというこ

とで御質問がありました。 

 先ほど、市長の答弁にもございましたとおり、そもそも設置の目的が国保事業の健全な運営を確保す

る、保険給付に不足が出た場合、インフルエンザ等で急に医療費が増えたとき対応するというような、
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そういう目的のものですので、一般会計の他会計からの貸付金みたいな形の性格ではありませんので、

もしものときの一時的な貯金のような性格というふうに考えてくださればよろしいかと思いますので、

保険料の、適正な財政運営に寄与するために設けているものでございますので、引き続きこの部分につ

いては、条例どおりもしものことの部分で積立てはしていきたいと思います。それがまた何らかの、イ

ンフルエンザなど、いろいろなことが出た場合に、翌年度にまた取り崩すということで、保険料がその

ことで大きく上がらないような抑制効果をもたらすということを考えていますので、そのようにして取

り計らっていきたいと思います。 

 ですので、先ほどの答弁にもありますとおり、積立て後の残高は約３億円、３億 955 万円ということ

で、今回の補正で３億 700 万円ぐらいを積み立てるという形で、結果が３億 955 万円になる予定でござ

います。 

              （発言する者あり） 

○議長（横田久俊） 再々質問でもう一回お願いします、もしあれば。 

              （「答弁漏れでないのか」と呼ぶ者あり） 

答弁漏れではないですよね。 

             （「答弁漏れだよ」と呼ぶ者あり） 

一般会計に貸し付けることができるかということですね。その文言がなかったですけれども、どうで

すか。 

             （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 医療保険部長。 

○医療保険部長（藤井秀喜） では、お答えいたします。 

 一般会計に貸し付けることは、理論上はできないことはないかもしれませんが、あくまでもこの基金

の私どもの目的というのは、先ほど言った通常考えられない病気の発生だとか、いろいろな制度の改正

で急に負担をしなければならないというような、激変緩和と言ったら少し言いすぎかもしれませんけれ

ども、そういう部分も含めての貯金ですので、そういう一般会計への貸付けをするということでは考え

てございません。 

              （発言する者あり） 

（「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 福祉部長。 

○福祉部長（三浦波人） では、私からは、保育の質を低下させないようにという再質問についてお答

えいたします。 

 今回、本質問では、例えば現在の認可外保育施設よりも質が低下するのではないかという御質問がご

ざいましたけれども、新制度の中を見ますと、例えば本質問にありました小規模保育のＢ型については、

保育士以外の部分については一定の研修を受けた方というようなことで、現在の認可外保育施設の基準

よりも若干厳しくなっている点、それから小規模保育のＣ型については、家庭的保育者というふうにな

っていますが、この中身をよく見てみますと、保育士あるいは保育士と同等の知識、経験を有する者と

いうような言葉が出てきておりますので、新制度におきましても、一定の保育の質に対する配慮がなさ

れているのではないかと考えております。 

 それから、条例に関しての市民への内容の周知につきましては、今回については、例えば子育て支援

にかかわる市のホームページの部分に国の政省令のリンクを張るといった工夫をするなどしてまいりた

いと考えています。 
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              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 総務部長。 

○総務部長（迫 俊哉） 私からは、議案第 27 号及び第 28 号、それから石狩湾新港についてお答えい

たします。 

 議案第 27 号及び第 28 号の議会との関係についてお尋ねがございましたけれども、今回のこういった

ような立案形式といいますか、規定しようとする内容をできるだけ簡略化した形のつくりというのは、

一般的になりつつあると、他市でもやっているというようなことで聞いております。ただ、議員から、

政省令が改正された場合に、議会の審議もなく、本市の基準も変わっていくのかというようなことにつ

いて御指摘があったわけですけれども、こういった立案方法を採用した場合、政省令の改正があったと

きの議会への情報提供といいますか、そういったことについては、今後、きちんとした形でルール化し

ていく必要があるのではないかと思っております。そのルール化につきましては、今後、議会側とも相

談させていただければと思っているところでございます。 

 それから、石狩湾新港のマイナス 12 メートル岸壁についてのお尋ねがございました。 

私どももこれまで管理組合とは事務レベルで何度か協議させていただいてきてはおりますけれども、

このマイナス 12 メートル岸壁にかかわらず、全体として現行の計画 660 万トンが 1,300 万トン程度にな

るということで説明を受けておりますので、それぞれの施設における取扱貨物量の推計につきましては、

その蓋然性といいますか、実現性といいますか、きちんとした形で説明していただきたいということで

繰り返し話をさせていただいているところでございます。 

 それから、マイナス 14 メートル岸壁の計画値との比較についてお尋ねがございました。 

詳細について、今、資料がないのでわかりませんけれども、低い数字になっているということについ

ては承知しております。推計の取扱貨物量にいたしましても、使用料と手数料にいたしましても、こう

いったものをしっかりと精査していただくよう、引き続き管理組合に対しては私どもとしても要請して

いきたいと考えているところでございます。 

             （「最後はオーケーしているんでしょう」と呼ぶ者あり） 

              （「議長、20 番。答弁漏れがあります」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 答弁漏れですか。20 番、中島麗子議員。 

○２０番（中島麗子議員） 街路灯の関係で、今年度予算 400 万円に対して 629 件申請されました。207

件の交付がされましたが、全て申請どおり交付されるとしたら、小樽市負担はあと幾ら追加になります

かということについて、御答弁がありませんでした。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 建設部長。 

○建設部長（工藤裕司） 数字について、私から答えさせていただきます。 

 総額で 630 万円程度と見込んでおります。 

              （「議長、20 番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 20 番、中島麗子議員。 

○２０番（中島麗子議員） 聞いて疑問に思うことは多々ありますが、ここで全てを質問するわけにも

いきませんので、まず今の街路灯のことを言えば、交付税については予定額を５億円上回る額が入った

わけですから、市民サービスに使ってほしいと私は言っているのですけれども、630 万円、これから制

度改正すると言っているときに、せめて今年度分全部認めて出発したらどうですかと言っているわけで
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す。市長の判断でできる額だと私は思います。そして、来年度から変えるとおっしゃった前向きの答弁

にも追加して励ます中身になりますから、ぜひ今年度分の申請については、当初の予算額は 400 万円だ

ったけれども、認めましょうと、来年度さらに頑張りますと、そういう結果を出してほしいと本当に思

っているのです。市長の権限だと私は思います。そういう話をぜひ市長に直接聞かせてほしいと思って

おります。 

 再々質問については、いろいろ聞くわけにはいかないと思いまして、もう一つだけ、今、総務部長が

答弁された議会と条例の関係です。 

 政省令が変われば、議会に報告するシステムや中身は検討したいとおっしゃいました。それはあり得

ることだと思います。しかし、問題は、議会の議決権は必要としないということなのです。そうなれば、

議会は何の権限もない、そういう小樽市の条例なのです。そういうことがあっていいのですか。私は、

これは大変危険な中身だと思います。数が多いからいいとか、みんながやっているからやるとか、そう

いう問題ではないと思うのです。 

 先ほどの山田議員の質問に対して、自治基本条例の話をしていましたけれども、自治基本条例「第３

章 情報の共有」の第５条、「市は、市民と情報の共有を図るため、まちづくりに関する必要な情報が

生じた際は速やかに、分かりやすく市民へ提供するよう努めます」、第６条「情報の公開」、「議会及

び市は、その保有する情報に関して、市民の知る権利を尊重し、別に条例で定めるところにより、情報

を公開します」、このように書いてあるのです。この条例違反になりませんか。 

 さらに、憲法にある地方自治です。第８章の地方自治、第 92 条、地方自治の基本原則、「地方公共団

体の組織及び運営に関する事項は、地方自治の本旨に基いて、法律でこれを定める」、この地方自治を

ないがしろにする、そういう中身になるのではないですか。私は大変懸念しております。 

 これらについての見解をお聞きして、質問を終わります。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 副市長。 

○副市長（貞村英之） 中島議員の再々質問にお答えいたします。 

 まず１点目に、街路灯の件ですが、630 万円、今年中にできなくはありません。ただ、来年度以降、

今、検討しているものが、今年よりもかなり有利になる検討を行っております。市長が前回の定例会で

答えたとおり、数年で何とか片づけたいという答弁をしたと思うのですが、そうなるとかなりの基数を

集中的にやっていかなければならないということで、町会の負担もかなりになると思うのです。それで、

今、建設部とも話合いをしているのですが、検討しているのは、補助率を上げるなりなんなりしていく

ということになると、来年度以降の補助金のほうがかなり有望なものになるのではないかと。もう一つ

は、補助にするのか、直接やるというのも検討したのですが、直接やると所有権の問題等もあるのでな

かなかできないということで、来年度に送って、しっかりした制度にしていこうということでただいま

検討しておりますので、その辺は御理解願いたいと思います。 

 今すぐその部分をやってくれというのであれば、予算をつけてすることは可能なのですが、いや、そ

れでいいのでしたら可能だと思いますが、少し不公平になると思いますし、町会ともその辺のことはき

ちんと話し合っていきたいと思いますので、御理解願いたいと思います。来年度以降のほうがかなり有

利になろうかと思いますので、御理解願いたいと思います。 

 それから、議会の議決権、条例のつくりの問題だと思うのですが、確かに御指摘のとおり、議会の議

決なくして政省令が変わればそのままなるということで、かなり議会の議決権を奪うということで御指
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摘を受けたのですけれども、今回の法律を受けて検討するにしても、実態がまだつかめない状況がござ

いまして、他市の例を参考にこのような条例をつくったことと思いますが、ただ、今後、市独自のもの

でいろいろ出てくると思います。そのときは新たにどういう条例にしていくのか、その部分だけを抜い

てまた書きかえるのか、そういうことも検討してまいりたいと思いますので、今回の条例については、

飛ばしたという感じの条例になっておりますが、そこら辺のところも御理解願いたいと思います。 

              （発言する者あり） 

○議長（横田久俊） 以上をもって、本日の会派代表質問を終結し、本日はこれをもって散会いたします。 

                   散会 午後 ４時４２分 
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                   開議 午後 １時００分 

○議長（横田久俊） これより、本日の会議を開きます。 

 本日の会議録署名議員に、秋元智憲議員、中島麗子議員を御指名いたします。 

 日程第１「議案第１号ないし第30号」を一括議題といたします。 

 これより、昨日に引き続き、会派代表質問を行います。 

 通告がありますので、順次、発言を許します。 

              （「議長、２番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ２番、千葉美幸議員。 

              （２番 千葉美幸議員登壇）（拍手） 

○２番（千葉美幸議員） 平成26年第３回定例会に当たり、公明党を代表し、質問いたします。 

 2013年は歴史的な株高で、日本経済は３年ぶりに高い経済成長率を実現いたしました。今年度に入っ

てからの消費税増税の影響は、個人消費の動向について回復に時間がかかっているものの、景気は緩や

かな回復基調が続いていると言われておりますが、地域経済にはまだその実感がありません。依然とし

て地方財政を取り巻く環境は厳しいと感じております。 

 本市の平成25年度の決算状況が出ましたが、25年度予算は財政健全化や防災対策、経済・雇用対策な

どを重点的に取り組まれ、一般会計の実質収支は約２億8,600万円の黒字、そして実質収支から前年度の

実質収支を引いた単年度収支は約１億3,000万円の黒字となりました。 

 しかし、このような黒字決算は、財政調整基金の取崩しといった財源対策があってのことであり、財

政調整基金の取崩しなどを考慮した実質単年度収支は約４億4,400万円の赤字となっています。平成24

年度末に約23億3,700万円あった財政調整基金の残高も、平成25年度末では約17億6,400万円に減少して

います。今後も電気料金の値上げや除雪費の追加などが考えられ、それらに対応するためには財政調整

基金の活用が必要になると思いますが、第３回定例会での補正後の財政調整基金残高は幾らとなるのか

お示しください。 

 本市の財政調整基金の役割を認識しながらも、財政調整基金とは別に、災害時などのために一定の金

額を確保する視点や、地方債の繰上償還に充てる財源として積立てするといった庁内議論はどのように

なっているのか伺います。 

 次に、経常収支比率についてです。 

 毎年度経常的に支出される経費に充当した一般財源の額が小さいほど、財政構造が弾力的であると言

われ、経常収支比率はその物差しとも言われています。本市の経常収支比率は過去10年度を見ても高い

状態が続いており、平成25年度は97.2パーセントで、前年度より0.6ポイント改善しました。しかし、非

常に硬直した財政状況に変わりありません。 

 このような財政状況を市長はどのようにお考えでしょうか。 

 比率が高くなっている要因と対応策についても伺います。 

 次に、市税の収入状況と滞納対策についてです。 

 市政を進めていく上で、市税の収入の確保は重要です。市税の収入率は年々減少し、平成21年度78.3

パーセントから、平成25年度は72.9パーセントに低下しております。平成25年度は、調定額が前年度と

比べ１億8,000万円増加しましたが、収入済額は3,000万円減少いたしました。 

 本市の市税収入の現状と課題について、市長の認識をお聞かせ願います。 

 また、本市では、市税収入向上に取り組み、滞納整理を行い、税収の確保及び収入率の向上を図られ

ております。その結果、催告書の発送件数は、平成22年度の２万7,313件から減少し、24年度は前年度よ
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りも現年度収入率、差押えによる市税等への充当額が向上し、滞納している納税義務者数を減らすこと

ができたと聞きます。 

 平成25年度の状況について、24年度と比較してお聞かせ願います。 

 納期内納税者との公平性を確保するため、新たな滞納者を出さない対策についてのお考えもお聞かせ

願います。 

 次に、電気料金の値上げ申請についてです。 

 北海道電力は、経済産業省に認可が必要な規制部門の電気料金値上げを申請しました。これは昨年９

月の値上げからまだ１年もたっていない状況での再値上げの申請です。説明では、泊発電所の再稼働の

時期が昨年９月の料金改定時の想定から大幅に遅れる見通しであることや、火力燃料費の大幅な増加な

どで収支改善がされず、今後、必要な資金調達が困難になるとの理由です。値上げ幅は規制部門と言わ

れる家庭向けが平均17.03パーセント、自由化部門と言われる企業向けは平均22.61パーセントで、北電

は10月からの実施を目指す意向のようです。 

 まず、昨年９月に続いての再値上げについて、市長の御所見を伺います。 

 次に、本市財政に与える影響についてですが、電気料金値上げ後の年間の増加額はどのくらいになる

のか、内訳についても説明願います。 

 また、平成26年度の増加額と補正予算の必要性についてはいかがでしょうか、お聞かせ願います。 

 道が、昨年５月と11月に行った電気料金値上げによる影響予測調査（企業アンケート）では、「経営

に影響がある」と答えた企業は８割程度に及び、利益への影響も「減少する」と答えた企業が５割を超

えておりました。電気料金値上げへの対応・対策について、「今以上の対応・対策はできない」とする

企業も多く、小樽市では、昨年９月の電気料金値上げが一つの要因で電炉メーカーが自主廃業したケー

スも御承知のことだと思います。 

 市長は、今後の市内経済への影響についてどのようにお考えでしょうか、お聞かせ願います。 

 せんだって開催された地区連合町会長と市長と語る会の席上、市長からは街路灯のＬＥＤ化について、

来年度から進めるお話があったようです。電気料金値上げのマイナス要素も加わった今、早期の推進を

お願いするものです。 

 そこで、費用対効果の試算について御説明いただき、設置推進期間をどのぐらいと見込まれているの

か、また、その財源についてもお聞かせ願います。 

 次に、人口対策について伺います。 

 人口減少問題は多くの自治体が同様の課題を抱えており、日本全体において危機感を感じている大き

な問題です。国だけではなく、各自治体においても対策を講じなければ、市民の生活や経済、まちづく

りなどにも影響が生じるおそれがあります。 

 国立社会保障・人口問題研究所が発表した日本の地域別将来推計人口（2013年３月推計）によります

と、小樽市の人口は2010年13万1,928人に対して、2040年では７万3,841人まで減少すると推計されてお

ります。また、日本創成会議が本年発表した指標の中で注目された20歳から39歳までの若年女性人口は、

2010年１万2,937人に対し、2040年では4,404人と大幅に減少すると推計されております。 

 まず、これらの推計についてどのように受け止められているのか、また、本市の人口減少についてど

のように認識されているのか、市長の見解を伺います。 

 人口減少についてはさまざまな要因がありますが、本市の特徴として、過去10年間の人口動態はどの

ように推移してきたのでしょうか。 

 また、主な要因についてどのようなものがあるのかお示しください。 
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 本市においても、これまでさまざまな施策を行ってきましたが、人口減少に歯止めをかけるまでの顕

著な成果は表れていない状況であります。小樽市では人口対策庁内検討会議を設置し、今後、検討が進

められるようですが、他都市でも人口減少対策を喫緊の重要課題として再考し、総合計画の見直しや、

内部組織の中に人口減少対策室の設置や外部委員会を設置し、提言書の策定など、具体的な策定に向け

て動きが出ているようであります。この中では主な内容として、現状の把握、アンケート調査、要因の

分析、施策の提案となっており、取り組むべき課題の整理と実施に当たっての基本方針が掲載されてい

ます。 

 本市でも人口減少に対し、改めて危機意識を持ってこのような具体的な対応をすべきと考えますが、

市長の見解を伺います。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

              （中松義治市長登壇） 

○市長（中松義治） 千葉議員の御質問にお答えいたします。 

 ただいま、総務について御質問がありました。 

 初めに、決算についてですが、まず財政調整基金の残高につきましては、平成25年度末の残高は約17

億6,400万円ですが、これまでに26年度当初予算編成の際の財源対策として約８億9,100万円、第２回定

例会の補正予算の財源として約5,100万円、合計で約９億4,200万円を取り崩す予算を計上しております。 

 今定例会では、25年度で生じた決算剰余金の２分の１相当の約１億4,300万円を積み立てるほか、７月

25日に普通交付税の交付額が決定され、予算額を上回ったことから、補正予算の財源に充てるとともに、

財源不足対策である財政調整基金の取崩し額を約３億4,500万円減額する予算を計上しており、今定例会

後の基金残高は、25年度末よりも約４億5,400万円減の約13億1,000万円となります。 

 次に、積立てを行う基金についての庁内議論につきましては、私の公約の一つである真の財政再建と

は、みずからの歳入に見合った歳出構造の下、年度間の不測の財政需要にも柔軟に対応し得る財務体質

をつくり上げることであり、財政調整基金に一定程度積み立て、不測の事態に備えることが私の言う財

務体質に通じるものであります。 

 そうしたことから、予算編成などの議論の中で財政調整基金の残高を一定程度確保するため、積立て

などを行っているほか、市庁舎の将来的な建替えに向け、市庁舎建設資金基金にも積立てをしております。 

 次に、経常収支比率が高くなっている要因と対応策などにつきましては、本市の財政構造は、歳入は

市税などの自主財源に乏しく、また、歳出は扶助費をはじめとする義務的経費の占める割合が高いこと

から、長らく財政の硬直化した状態が続いていると認識しております。とりわけ、義務的経費の扶助費

において生活保護費が高い水準で推移しているほか、障害者福祉費の増加が著しいことなどが比率を押

し上げている要因の一つであると考えております。 

 また、今後の対応策については、市税や普通交付税など一般財源収入の増加が見込まれない中で、社

会保障の充実などにより、扶助費の増加が想定されることから、この比率を引き下げることは容易では

ありませんが、一般財源の確保と経常経費の節減を図りながら、その改善に向け努力してまいりたいと

考えております。 

 次に、市税の収入状況と滞納対策についてですが、まず市税収入の現状と課題につきましては、調定

額は現年課税分が年々減少しておりますが、滞納繰越分は年々増加しております。また、収入率は現年

課税分については向上しており、おおむね95パーセントで推移しておりますが、滞納繰越分が滞納繰越
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額の増加に伴って低く推移しており、それが全体の収入率を引き下げる原因となっております。このた

め、滞納繰越額をいかに減少させていくかが大きな課題であると考えております。 

 次に、平成25年度の現年度収入率などの状況につきましては、24年度と比較して、現年度収入率は95.3

パーセントで、0.3ポイント向上し、差押えによる市税等への充当額は7,232万円で、351万円の増となり、

滞納している納税義務者数は5,936人で、109人減少しております。 

 次に、新たな滞納者を出さない対策につきましては、納税課では平成24年度にグループ制を導入し、

現年担当と滞繰担当を設け、現年担当においては現年課税者への早期の納税交渉及び滞納整理に着手し、

新規滞納者を増やさないように努めております。 

 次に、北海道電力の電気料金値上げ申請についてですが、まず昨年９月に続く再値上げが行われれば、

家計や企業活動が圧迫されることが想定されますことから、再値上げは行われないことが望ましいこと

は言うまでもありません。一方、火力発電所の燃料費などが増加する中で、再値上げを行わないことに

より、道内において電力の安定供給に支障を来すことだけは避けなければならないと考えております。

北電に対しましては、再値上げに当たり、今後ともできる限り値上げ幅の圧縮に努めていただきたいと

考えているところであります。 

 次に、電気料金値上げ後の年間の増加額とその内訳につきましては、年間の電気料金の増加額は約２

億円と見込んでおり、その内訳として大きなものは、ロードヒーティングで約6,500万円、水道局庁舎を

除いた上下水道関連施設で約6,000万円、市所有分の街路灯で約600万円、市役所本庁舎で約400万円とな

っております。 

 また、平成26年度の増加額は約9,000万円と試算しておりますが、これら試算はあくまでも北海道電力

が申請しているとおり認可を受けた場合の想定であり、実際の増加額はいまだ不透明な状況にあります。

増加額が明確になった時点で現計予算を精査し、不足額が出る場合には補正予算も検討していかなけれ

ばならないと考えております。 

 次に、電気料金が再値上げになった場合の市内経済への影響についてですが、北海道では再値上げに

よる企業経営への影響を今年８月にアンケート調査しており、「経営への影響がある」と予測した企業

が97パーセントを超え、特に製造業では「大きく影響する」との答えが４割を超えており、本市におい

ても同様の状況にあると考えております。 

 市内企業においては、原材料等の価格上昇に加え、昨年の電気料金の値上げの影響をコスト削減など

の企業努力でカバーしているところであり、このたびの再値上げが実施された場合のマイナスの影響は

大きいものと危惧しているところであります。 

 次に、街路灯のＬＥＤ化についてですが、費用対効果につきましては、対象となる灯具の全てをＬＥ

Ｄに切り替える工事費の総額は、今年度申請による平均工事費を基に試算すると約４億7,000万円とな

り、電気料金については想定される灯具の一例を基に試算すると、年間約5,700万円の縮減が見込まれます。 

 また、設置推進期間につきましては、来年度から数年の間にＬＥＤに移行できるようにしたいと考え

ており、財源としては起債の活用を検討しているところであります。 

 次に、人口対策についてですが、まず国立社会保障・人口問題研究所と日本創成会議の推計をどう受

け止めているかにつきましては、推計値は今後何ら人口対策を行わなかった場合を前提にしているもの

ですが、生産年齢人口、特に20歳から39歳の子供を産み育てる世代の減少はさらなる出生数の減少に結

びつくことから、今後の本市人口動態に大きな影響があると受け止めております。 

 また、本市の人口減少に対する認識につきましては、本市の人口は昭和39年をピークに減少が続き、

特に昨年１年間は2,210人と、ここ数年では大きな減少数だったこともあり、まちの活力への影響などか
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ら、改めて人口対策は本市の重要な課題であると認識しております。 

 次に、本市の過去10年間の人口動態の推移と主な要因につきましては、出生数から死亡数を差し引い

た自然動態では、平成16年が806人、25年が1,281人の減少となり、出生数の減少と死亡数の増加により、

475人減少数が拡大しております。 

 また、転入者数から転出者数を差し引いた社会動態では、平成16年が985人、25年が908人減少と、77

人減少数が縮小しておりますが、依然転出が転入を上回る転出超過の状況が続いております。 

転出超過の年齢別状況では、特に20代を中心とした若い世代が大きく減少し、地域別状況では札幌市

への転出超過が大きい状況にあります。本市の人口減少は自然動態と社会動態の減少が相まって歯止め

がかからない状況となっておりますが、近年は社会動態より自然動態の減少数が大きくなっております。 

 次に、人口減少に対し、改めて危機意識を持って具体的な対応をすべきとのことにつきましては、た

だいま答弁いたしましたとおり、人口対策は重要な課題であると認識しておりますので、私が座長とな

り、まずは庁内横断的な人口対策庁内検討会議を立ち上げたところであります。庁内検討会議では、国

勢調査、住民基本台帳人口などの統計資料のほか、出生や雇用に関する指標などを基に、人口減少の要

因やこれまで取り組んできた人口対策の内容について整理したいと考えております。また、人口減少の

要因とこれまでの取組を踏まえ、他都市の事例なども参考としながら、施策の事業案を取りまとめ、そ

の後立ち上げる官民による小樽市人口対策会議での御意見等を踏まえながら、施策へ反映してまいりた

いと考えております。 

○議長（横田久俊） 次に、第２項目めの質問に入ります。 

              （「議長、２番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ２番、千葉美幸議員。 

              （２番 千葉美幸議員登壇） 

○２番（千葉美幸議員） 経済について、初めに小規模企業支援について伺います。 

 人口減少に伴う市場の縮小や海外との競争の激化、経営者の高齢化等、小規模企業を取り巻く環境が

厳しい中にあって、その重要性が見直され、地域経済や雇用を支える存在である小規模企業の振興なく

して経済再生はなし得ない時代となりました。 

 国は、昨年改正した中小企業基本法で小規模企業に対する中小企業施策の方針を位置づけましたが、

これを一歩進め、小規模企業を中心に据えた新たな施策の体系を構築するため、本年６月、通常国会で

小規模企業振興基本法と商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律の一部を改正す

る法律を成立させています。 

 小規模企業とは、商業・サービス業で従業員５人以下、製造業などで従業員20人以下の企業と定義さ

れています。中小企業庁資料によると、2012年２月時点で中小企業・小規模事業者数は約385万者で、う

ち約87パーセントのおよそ334万者が小規模事業者ですが、長期にわたり減少傾向が続いております。 

 小樽市の事業所数の状況についてはいかがでしょうか。小規模事業者数の状況も含め説明願います。 

 また、本市の特徴として、減少数の多い業種とその理由についてどのようにお考えですか、お聞かせ

願います。 

 このたび制定された小規模企業振興基本法は、小規模事業者の意欲ある取組を強力に支援するための

体制を整備し、地域経済活性化事業に結びつけるものと理解しておりますが、事業主の高齢化や後継者

不足が深刻な小樽市では事業を継承できず、ひっそりと廃業や閉店に追い込まれているケースがあります。 

 小樽市では、本市の小規模事業者の実態についてどのように把握されているのか伺います。 

 国の成長戦略における中小企業・小規模企業者政策の具体的な取組が進む中、また自治体では条例の
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制定により中小企業者と市、市民が連携・協働し、中小企業の振興を図ることを宣言するなどしていま

す。また、全国商工会連合会や中小企業家同友会全国協議会でも、条例制定を自治体に働きかけています。 

 住民、企業及び自治体の役割や責務を明確にし、一体となって地域経済の活性化を推進していくこと

を基本とする中小企業振興基本条例の制定について、市長の見解をお聞かせ願います。 

 次は、観光についてです。 

 昨年、日本を訪れた外国人旅行者数は、政府目標であった1,000万人を突破し、約1,036万人となりま

した。また、日本政府観光局が発表した本年７月の訪日外国人は126万9,700人で、単月では過去最高と

なり、既に本年約753万人の外国人が訪日していることから、昨年の年間訪日外国人旅行者数を超えるこ

とは、ほぼ間違いないようであります。 

 この背景には、円安が進んだことや観光ビザの発給要件緩和、格安航空会社の就航・増便などが挙げ

られておりますが、小樽市の観光入込客数も平成25年度、５年ぶりに700万人を超え、外国人宿泊客数が

対前年比で160.2パーセントの７万2,860人の数字から見ても、来樽者数が大きく伸びていることは明ら

かです。今後は2020年の東京でオリンピック・パラリンピック開催が決まった日本への注目が高まる中、

開催効果を北海道、そして小樽市にまで波及させなければならないと考えます。 

 本市として積極的な戦略が必要と考えますが、市長の御所見をお聞かせ願います。 

 2020年、オリンピック・パラリンピック開催までの間、各種国際競技大会の誘致や事前合宿の誘致は

各自治体で既に動き出しており、開催前年にはラグビーワールドカップ2019が日本で行われ、札幌ドー

ムが会場の候補地の一つに挙がっております。そのようなことからも、観光地小樽として外国人受入れ

環境の整備をさらにスピードを上げる必要があると考えます。 

 まず、多言語対応の改善・強化の取組と無料Wi-Fi設置についてでありますが、小樽市内における現状

と今後の課題についてお聞かせ願います。 

 次に、外国人旅行者向け消費税免税制度についてです。 

 ショッピングにおける利便性を向上させ、消費を増加させるため、来月１日より一定の条件の下、全

ての品目を免税対象品目とし、免税手続の簡素化が行われます。国は、平成26年４月１日現在で、全国

に5,777店ある免税店を１万店に増やすことを目標にしているといいます。地方を訪れる外国人が地方な

らではの特産品を免税店で買物ができるように取り組むとされており、食品や化粧品、お酒などが免税

対象になれば消費拡大が期待されます。 

 小樽市では2013年４月１日現在、55店舗の免税店があるようですが、制度改正の内容や許可の取得方

法などについて説明会を開くなど、免税店の拡大に早急に取り組むべきと考えますが、市長の見解をお

伺いいたします。 

 小樽市は、平成15年11月に小樽市観光基本計画策定委員会を設置し、２年余り議論を行ない、小樽市

観光基本計画を策定、平成18年度、計画をスタートしました。本計画は平成27年度までとなっており、

新たな10年に向け、計画の見直しが必要な時期であります。 

 そこで、お伺いいたします。 

 まず、現計画には小樽観光の課題として、六つの事項が挙げられています。これら課題に対しての取

組について、市長はどのように評価、分析されているのか伺います。 

 国は観光立国の実現に向け、訪日外国人旅行者数の目標を大きくし、観光庁が文化庁や農林水産省な

どと連携・強化を図り、新しい取組に向け、動きが活発に進んでいます。国内旅行消費額の９割はいま

だ日本人の国内観光ですが、人口減少が進む中、今後、確実に増えていくであろう外国人旅行者に対す

る施策をさらに進めていく必要があります。 
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 経済波及効果が極めて大きい観光産業ですが、本市の観光施策を進める上でかなめとなる次期小樽市

観光基本計画についてのお考えをお聞きいたします。 

 また、次期計画策定に向けてのスケジュールはどのようになっておりますか、説明願います。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

              （中松義治市長登壇） 

○市長（中松義治） ただいま、経済について御質問がありました。 

 初めに、小規模企業支援についてですが、まず本市の事業所数につきましては、平成21年と24年の経

済センサス調査で比較した場合の民営事業所数は6,597社から5,940社になっており、減少傾向が続いて

おります。そのうち小規模事業者の状況については、増加している業種は医療・福祉であり、減少して

いる業種は卸売業、小売業や宿泊業、飲食サービス業、建設業等であります。 

 また、減少数の大きな業種の特徴といたしましては飲食店や小売業であり、その理由としては、売上

げの減少等により廃業に至ったものと考えております。 

 次に、本市の小規模事業者の実態につきましては、商業においては商店街や市場の空き店舗調査によ

り、実施の把握を行っているほか、製造業等においても関係団体との情報交換などにより、業況の把握

に努めております。その中で、特に商店街や市場においては小規模事業者が多く、人口減少による売上

げの低迷や経営者の高齢化、後継者難などにより、依然として厳しい状況にあるものと考えております。 

 次に、中小企業振興基本条例の制定につきましては、本市においても北海道中小企業家同友会しりべ

し・小樽支部が制定を目指し、活動を進めております。昨年２月からは、市の担当者も勉強会等に参加

し、共通認識を深める中で、本年４月には私も同会役員と面会し、活動状況をお聞きしております。 

 この条例は、地元の経済人らがみずからまちの特性を分析し、地域内の経済循環を高めることが目的

であり、その実現に向けて経済界、市民、行政が協働し、継続的に取り組むことが実効性の高い条例に

するための重要なポイントと認識しております。そのためには、何よりも多くの経済人が参画する状況

や機運が醸成されることが大切なことだと考えております。 

 次に、観光について御質問がありました。 

 初めに、外国人旅行者の環境整備についてですが、まず2020年に開催される東京オリンピック・パラ

リンピックの開催効果を北海道、そして本市まで波及させる積極的な戦略につきましては、本年６月に

観光立国推進閣僚会議が決定した訪日外国人2,000万人を目指す観光立国実現に向けたアクション・プロ

グラム2014の中に国の方針が示されております。市としても、このプログラムに基づき、効果的なプロ

モーションの展開や積極的な情報発信に努めるとともに、外国語観光ガイドの充実などをはじめ、外国

人旅行者の受入れ環境整備などについて、国や北海道との連携を図りながら、早期に取組を進めていく

必要があると考えております。 

 次に、多言語対応の取組と無料Wi-Fiの設置につきましては、まず多言語対応では、現状、英語、韓国

語、中国語の簡体字、繁体字での観光マップを作成しており、これら言語に対応した総合案内板が５か

所、地区案内板が16か所、案内標識が48か所設置されているところであります。平成22年度からは、観

光協会と連携して観光産業に従事されている方々を対象とした語学講座なども開催しております。また、

無料Wi-Fiの現状につきましては、公共施設においては国際インフォメーションセンターのある運河プラ

ザと観光案内所があるＪＲ小樽駅に整備されております。今後も来樽外国人旅行者の状況を見ながら、

多言語対応や無料Wi-Fiの設置など、さらなる外国人対応の充実に努めてまいります。 
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 次に、外国人旅行者向け消費税免税販売制度につきましては、既に商工会議所と観光協会がそれぞれ

の会員に対し、制度改正の概要と説明会の開催について周知を図っているところでありますが、市とし

ても外国人観光客誘致や市内経済の活性化に寄与するものと考えておりますので、制度改正に向けて申

請手続をはじめとした内容をホームページに掲載するなど、情報提供に努めてまいりたいと考えており

ます。 

 次に、小樽市観光基本計画についてですが、まず現観光基本計画に挙げられている小樽観光の課題に

対する取組についての評価、分析につきましては、主なものとして、「国際化、グローバル化への対応

強化」については、国際インフォメーションセンターの開設やマップ、観光案内板の多言語化への取組

などにより、一定程度成果が上がっているものと考えております。 

 一方、「さらなる意識改革の必要性」については、観光客に対する市民意識の向上やオール小樽で観

光振興に取り組む体制づくりなどは、これからも引き続き官民一体となって取り組んでいかなければな

らないものと考えております。 

 次に、次期観光基本計画につきましては、継続課題への対応のほか、札幌市や北後志地域、さらには

道内観光地との広域連携により、北海道観光のブランド力を国内外にアピールし、本道観光の一層の底

上げを図っていく必要があるとの認識を持っており、本市においても、新たな観光資源の開発、整備な

どを進めていかなければならないと考えております。 

 今後のスケジュールにつきましては、現在、商工会議所、観光協会、物産協会、ＮＰＯ法人ＯＢＭと

小樽市で構成する小樽観光戦略会議において、今年度末を目途に体系的な観光戦略構想を取りまとめる

ことになっており、市としては、この観光戦略構想も踏まえて、平成27年度には次期観光基本計画を策

定してまいりたいと考えております。 

○議長（横田久俊） 次に、第３項目めの質問に入ります。 

              （「議長、２番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ２番、千葉美幸議員。 

              （２番 千葉美幸議員登壇） 

○２番（千葉美幸議員） 次に、厚生について、介護保険制度と地域包括ケアシステムについて伺いま

す。 

 内閣府が発表した平成25年度版高齢社会白書では、2012年の総人口に対する75歳以上の割合が11.9パ

ーセントであるのに対して、団塊世代が全て75歳以上になる2025年には18パーセントになると予想され

ています。このような超高齢社会に対応するためには、高齢者が住みなれた地域で生活を継続できるよ

うにするため、介護、医療、生活支援などのサービスを一体で受けられるよう、地域の実情や特性に合

った地域包括ケアシステムを構築することが求められております。国では、第５期介護保険事業計画で

開始した地域包括ケア実現のための方向性を承継しつつ、在宅医療・介護連携等の取組を本格化してい

くとされています。 

 まず、本市が第５期介護保険事業計画で地域包括ケアシステム実現に向け取り組まれた事業等につい

て、効果も含め説明願います。 

 また、小樽市の第６期介護保険事業計画では、地域包括ケアシステム構築に向け、重点的に取り組む

事項について説明願います。 

 地域包括ケアシステムを構築するに当たり、本市の課題についてもお聞かせ願います。 

 本年６月18日、地域包括ケアシステム構築への第一歩となる医療介護総合確保推進法が成立いたしま

した。医療介護総合確保推進法については、成立までの間、国民の負担増やサービス低下を懸念する報

－58－



平成２６年第３回定例会 本会議録 

道もありました。しかし、介護サービスの利用者が増え、介護給付費が膨らみ続けると、その予算を確

保するため、介護保険料や介護保険に投入する税金を補うための負担が増えていくのは明らかであり、

低所得者の介護保険料の軽減措置を拡充する一方で、一定以上の収入のある利用者の自己負担の引上げ

や急増する高齢者に対応するには、施設中心のサービスでなく、在宅サービスに切り替えざるを得ない

ことも事実であります。限りある財源を有効活用し、自治体が住民のニーズに能動的に応えていく、地

域による支え合いの仕組みづくりが重要であると考えます。 

 そこで、何点か伺います。 

 初めに、要支援１・２の軽度者の介護予防給付によるサービスであった訪問介護、通所介護が地域支

援事業に移行されますが、本市のサービス利用者数と主なサービス内容について説明願います。 

 また、今後の進め方についてもお聞かせください。 

 今後、市町村に移行される訪問介護と通所介護ですが、要支援者の多様なニーズを把握し、地域の実

情に応じた取組ができるとされ、地域支援事業の再編成により、効率的なサービスの充実が求められて

おります。 

 本市では、日常生活圏域ニーズ調査や高齢者一般調査なども行われたと認識しておりますが、調査結

果も踏まえ、要支援者の多様なニーズにどのように取り組み、効果的な介護予防・生活支援サービス事

業を提供していくとお考えですか、伺います。 

 次に、総合事業を構成する介護予防・生活支援サービス事業と一般介護予防事業です。 

 栄養改善を目的とした配食や見守り、住民生活の住民主体の介護予防活動、外出支援などの事業は、

今後、利用者が増加すると考えられ、それを担う人材の確保が必要です。今までの議論経過から、本市

ではボランティアやＮＰＯなどの人材が不足していると考えられ、人材確保に向け、提案をさせていた

だいている認知症サポーターの活用や高齢者のボランティアポイント制度など、新たな取組を進めてい

ただきたいと思いますが、市長の見解を伺います。 

 この項の最後に、介護卒業の取組についてです。 

 埼玉県和光市では、市内全ての地域包括支援センターのスタッフ、看護師、理学療法士、ヘルパーが

要支援者一人一人の介護サービス内容を徹底議論し、支援計画をつくっています。毎年およそ４割の方

が要支援から卒業し、自立した生活へ復帰し、市内の介護認定率は2012年9.6パーセントで、全国平均約

17パーセントを大きく下回る効果を上げています。 

 本市でも、要介護状態になった場合も地域で自立した生活が継続できるような支援だけでなく、要支

援から自立へ介護卒業の考え方を取組に反映してはいかがでしょうか、市長の見解をお聞かせ願います。 

 次に、消費者問題について伺います。 

 先月、警視庁から振り込め詐欺被害の発表があり、本年６月までの半年間で268億円、この驚くべき数

字は１日に換算すると１億4,000万円以上の被害が出ていることになります。特に被害が増えているの

は、身に覚えのない有料サイトを利用した料金の支払を求められる架空請求が68億円で、昨年の３倍近

く増加、オレオレ詐欺は80億円で、昨年より７億円増加、金融商品などの取引を名目とした詐欺事件も

後を絶ちません。 

 初めに、本市の振り込め詐欺の被害状況についてです。オレオレ詐欺や架空請求詐欺は、高齢者だけ

でなく若い世代にまで被害が広がっているといいます。本市で把握している平成24年、25年の被害件数、

被害額、被害者の年代についてはいかがでしょうか、状況についてお聞かせ願います。 

 また、被害について主な内容をお示し願います。 

 次に、振り込め詐欺に対する注意喚起等、本市が行ってきた対策についても説明願います。 
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 特に、高齢化が進む本市は、高齢者を狙って詐欺や悪質商法などによる消費者トラブルが多くなって

いるのではないでしょうか。先月受けた相談ですが、ひとり暮らしの高齢者の方が引っ越しのため、見

積りを依頼し、契約をしました。契約金額は10万円、荷物の量や引っ越し先までの距離から、金額につ

いて納得がいかないとお嫁さんから連絡がありました。お話をお聞きしますと、初めは15万円と提示を

してきたそうで、用意できない金額だということを話すと、10万円に安くしてくれたと親御さんは言っ

ていたそうです。お嫁さんが他社に見積依頼をしたところ、４万5,000円でした。もちろんそちらに依頼

し、無事に引っ越しを済ませましたが、最初の契約業者に断りの電話を入れた際の対応などからも、高

齢者を狙った悪質とも言える営業だと感じました。 

 また、高齢者から、しつこい電話セールスにより電話に出るのが怖くなったという声をよく聞きます。

このように密室で起こる被害は、消費者トラブルとして表に出ないケースが多いのではないでしょうか。 

 そこで、本市の消費者トラブルを防止する観点で以下伺います。 

 初めに、身近な消費生活相談窓口として、市役所内に小樽・北しりべし消費者センターがございます。

消費者庁が発足し５年となり、消費者センターの認知度が高まって、相談内容の多様化や相談件数が増

加傾向にあると聞きます。また、近年、高度情報化、グローバル化が急速に進み、消費者生活環境が多

様化、複雑化している中で、子供から高齢者まで、消費者トラブルが全国的に多くなっております。本

市における状況はどうでしょうか。相談件数の推移について、平成21年度からお示し願います。 

 また、年代別の相談状況についてはいかがですか。平成25年度の相談件数でお示しいただき、説明願

います。 

 近年の相談内容、今後の取組と課題について伺います。 

 小樽市ではどのような相談内容が多くなってきているのか、状況についてお聞かせ願います。 

 また、相談の解決に向けて、消費者センターでは他関係機関とどのように連携を図っているのかにつ

いて伺います。 

 小樽市役所内の小樽・北しりべし消費者センターは、平成23年度から定住自立圏内の町村の相談の場

として広域化し、３年がたとうとしております。圏域が広くなったことで、内容もより多様化し、相談

員には専門性や他関係機関との連携、相談者の対応には時間を要するケースもあり、能力や労力が求め

られる時代となりました。消費者庁では、地方消費者行政強化作戦として、相談体制の質の向上が政策

目標として掲げられ、消費生活相談員の資格保有率を75パーセント以上に引き上げることや、相談員の

研修参加率を各年度100パーセントに引き上げる目標も掲げられております。 

 小樽・北しりべし消費者センター相談員の人数について課題はないのか伺います。 

 また、相談員のスキルアップはどのように図られてきたのか、今後の取組もあわせてお聞かせ願います。 

 消費者トラブルといっても、さきにお話しした詐欺や悪質な営業に、食の安全から製品等の苦情に至

るまで問題は幅広く、高齢者だけでなく、若年層や子供が将来消費者トラブルに巻き込まれないために

も、取組が必要と考えます。 

 仙台市では、リーフレットだけでなく、遊びながら地域の歴史も学べる消費者教育教材を作成し、取

組を進めています。本市の若年層や子供たちに対する消費者問題に対する啓発はどのように行われてい

るのか、この項の最後に伺います。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

              （中松義治市長登壇） 
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○市長（中松義治） ただいま、厚生について御質問がありました。 

 初めに、介護保険制度と地域包括ケアシステムについてですが、まず第５期介護保険事業計画で地域

包括ケアシステムの実現に向けて取り組んだ事業とその効果につきましては、新たなサービスとして定

期巡回・随時対応型訪問介護看護や複合型サービスを平成24年度に創設し、高齢者が住みなれた地域で

生活を継続できるよう、介護、医療、生活支援などのサービスを一体的に受けられる体制を整え、一定

のサービス利用が図られております。 

 また、各地域包括支援センターでは地域ケア会議を随時開催し、ケアマネジャーや市職員、介護事業

者など、多職種による個別事例の検討を行い、問題解決に結びつけるなど、一定の成果を上げておりま

す。 

 次に、第６期計画で地域包括ケアシステム構築に向け、重点的に取り組む事項につきましては、国の

ガイドラインにおいて在宅医療・介護連携の推進、認知症施策の推進などの４項目が示されており、本

市といたしましても、これらについて取り組む必要があるものと考えております。 

 次に、地域包括ケアシステム構築のための課題につきましては、医療と介護の連携や、今後、増加が

見込まれる認知症高齢者への対応、多様な生活支援サービスの提供とその実施主体となるＮＰＯやボラ

ンティアなどを含めた受皿の確保など、多くの課題があると認識しております。 

 次に、要支援１・２の訪問介護及び通所介護サービス利用者数と主なサービス内容についてですが、

本年４月の利用実績で申し上げますと、訪問介護が845人、通所介護が856人となっております。また、

訪問介護の主なサービス内容は、食事や入浴などの身体介護、調理や掃除などの生活援助であり、通所

介護では食事や入浴の提供、日常動作訓練などがあります。 

 次に、今後の進め方についてですが、国は、平成29年４月からの地域支援事業への移管を全市町村に

義務づけていることから、それまでの期間は現行の予防給付を続けていきたいと考えております。今後、

課題を整理し、他市の状況なども参考にしながら、地域支援事業への移管を進めてまいりたいと考えて

おります。 

 次に、介護予防・生活支援サービス事業の提供の考え方についてですが、日常生活圏域ニーズ調査で

は、前回の平成23年度の調査に比べ、65歳以上の方々の運動や身体の状況が向上している結果が得られ、

高齢者一般調査では、要介護認定を受けていない方でも認知症予防や介護予防に高い関心があり、また

安否確認や配食、家事援助などのサービスを希望する方が多いという結果が得られました。こうした結

果を考慮しながら、国の示したガイドラインに沿って必要な事業を提供していきたいと考えております。 

 次に、人材確保に向けた新たな取組についてですが、本市の現状としましては、総合事業を担うＮＰ

Ｏやボランティアといった受皿がそもそもないことから、今後、御提案のありました取組も含め、検討

してまいりたいと考えております。 

 次に、要支援から自立に向けた介護卒業に対する見解についてですが、要支援の認定を受けた方が適

切なサービスや支援を受けることによって身体機能が回復し、自立していくことは、御本人にとって非

常に喜ばしいことであると思われますし、本市の介護保険財政にも好影響があるものと考えております

ので、こうした視点でのサービスの提供なども考慮していく必要があると考えております。 

 次に、消費者問題と対応策についてですが、まず本市の振り込め詐欺の状況につきましては、小樽警

察署に確認したところ、平成24年においては被害件数５件、被害額は約245万円、被害者の年代について

は30代から70代、25年においては被害件数４件、被害額は約929万円、被害者の年代については50代から

80代とのことです。また、被害の主な内容としては、ギャンブルに関するにせ情報を提供するものや融

資に伴う保証金の前払をさせるもの、架空請求によるものなどと聞いております。 
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 次に、本市の振り込め詐欺に対する注意喚起等の対策につきましては、市のホームページに還付金詐

欺や悪質な業者情報などを掲載しているのをはじめ、消費生活情報紙「くらしのニュースおたる」の発

行、小樽・北しりべし消費者センター内常設展示室での悪質商法啓発コーナーの開設、消費生活関連講

座や移動消費者教室の開催のほか、市の各種保険料納入通知書の封筒に注意書きを入れるなど、さまざ

まな手段を通じて注意喚起や啓発を行っているところであります。 

 次に、小樽・北しりべし消費者センターにおける本市関連分の相談件数の推移につきましては、平成

21年度は1,232件、22年度1,005件、23年度947件、24年度764件、25年度848件となっております。 

 また、平成25年度における年代別の相談状況につきましては、20歳未満４件、20代41件、30代78件、

40代141件、50代116件、60代163件、70代171件、80歳以上79件、不明55件となっております。 

 次に、増加傾向にある相談内容につきましては、健康食品の送りつけ商法やインターネット通信サー

ビスに関する電話勧誘、貴金属を無理やり買取る押し買いなどであります。 

 次に、他関係機関との連携につきましては、平成17年に市、警察、消費者団体、地域、教育、福祉な

どの関係団体や金融機関などとともに消費者被害防止ネットワークを立ち上げ、情報交換を行うほか、

広報紙を発行して被害防止の啓発に努めるなど、関係団体が連携して消費者被害の防止に取り組んでい

るところであります。 

 また、近年は、認知症の方に対する被害も増えていることから、個別の事案に対し、地域包括支援セ

ンターや介護事業所などと連携して問題解決に取り組んでおります。 

 次に、小樽・北しりべし消費者センター相談員の人数につきましては、平成23年度の広域化に伴い、

相談員を１名増員して６名体制とし、相談受付時間も拡大し、対応しているところであります。 

 また、相談員のスキルアップにつきましては、近年、悪質業者の手口が複雑巧妙化するなど、より新

しい専門的な知識が必要とされることから、専門講師を招いての学習会の開催、国や北海道が主催する

各種研修会等への派遣などを行っており、今後も積極的に相談員の資質向上を図ってまいりたいと考え

ております。 

 次に、若年層や子供たちに対する啓発につきましては、学校などからの依頼に応じ、消費者被害防止

や知識普及のための学習会や研修会に消費生活相談員を派遣する出前講座を実施しており、消費者啓発

を行っているところであります。今後も、教育委員会などとの連携を深め、若年層に対する消費者啓発

の推進に努めてまいります。 

○議長（横田久俊） 次に、第４項目めの質問に入ります。 

              （「議長、２番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ２番、千葉美幸議員。 

              （２番 千葉美幸議員登壇） 

○２番（千葉美幸議員） 次に、土砂災害について伺います。 

 この夏は局地的大雨による被害が多く見られ、先月、広島市や北海道礼文島を襲った局地的大雨は、

たくさんのとうとい命を奪う事態となりました。お亡くなりになられた皆様の御冥福をお祈り申し上げ

ますとともに、被災された方々、そして今なお避難生活を余儀なくされている皆様に心からお見舞い申

し上げます。 

 現地では今なお復旧作業が行われておりますが、このたび、これだけ大きな被害が出た主な要因は、

土砂災害と言われています。広島県は15年前にも30人の犠牲者を出す豪雨に見舞われ、これがきっかけ

で土砂災害防止法が制定されました。この法律は、土砂災害のおそれがある土砂災害警戒区域と住民の

命や建物に著しい被害が生じるおそれのある土砂災害特別警戒区域を、都道府県知事が市町村長の意見
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を聞いた上で区域を指定する流れとなっています。全国の土砂災害警戒区域は７月末時点で約35万か所、

土砂災害特別警戒区域は約21万か所となっており、本市の状況について市民から懸念する声が上がって

います。 

 まず、小樽市の土砂災害警戒区域と土砂災害特別警戒区域についてですが、本市では、本年８月に新

たな指定箇所が増え、土砂災害警戒区域は179か所、土砂災害特別警戒区域は174か所となりました。こ

れらの指定区域に居住されている世帯数と居住者数、事業所などはあるのでしょうか、それぞれお示し

ください。 

 また、指定区域ではどのような対策がとられることになるのか、御説明願います。 

 高度成長期に都市部に人口が集中し、住宅確保のため山を切り開き、宅地が造成されました。３年前

の東日本大震災で、仙台市太白区や青葉区などで大規模な地すべりが発生したように、造成した住宅地

で災害が頻発し、対策が急がれています。現在、危険な造成は禁止されていますが、同法の土砂災害警

戒区域等の指定には都道府県による危険箇所の地形や地質など基礎調査が必要で、多くの時間を要すこ

とや費用の面からもなかなか進んでいないのが現状です。 

 国土交通省の調査点検要領により、都道府県が実施した調査で判明した土砂災害危険箇所は、土石流、

地すべり、急傾斜地の崩壊が発生する場所で、小樽市内には現在519か所あると認識しております。それ

ぞれ土石流危険渓流、地すべり危険箇所、急傾斜地崩壊危険箇所の危険箇所数についてお示し願います。 

 また、近年、小樽市内で起こった土砂災害発生状況についてはいかがでしょうか、御説明願います。 

 このたびの広島市で起こった甚大な土砂災害の要因は、その多くが土砂災害警戒区域に指定されてい

なかったため、避難が遅れた可能性や、居住している地域が土砂災害の危険箇所になっていることさえ

知らなかったと答える住民が多くいらっしゃいました。 

 本市では土砂災害危険箇所の住民への周知徹底は図られていますか、伺います。 

 また、本市で土砂災害警戒区域指定が進んでいない主な理由についてもお示しください。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

              （中松義治市長登壇） 

○市長（中松義治） ただいま、土砂災害について御質問がありました。 

 まず、土砂災害警戒区域に居住している世帯数などにつきましては、区域指定に伴う基礎調査で調査

対象になっているのは家屋数のみであり、土砂災害警戒区域179か所で、2,448棟となっております。 

 次に、指定区域の対策についてですが、警戒区域の指定に当たり、区域内の居住者等を対象に説明会

を開くほか、指定後には土砂災害から住民の生命・身体を保護するため、避難経路、避難所等を記載し

たハザードマップを作成し、配布しております。 

 次に、土砂災害別の危険箇所数につきましては、土石流危険渓流75か所、地すべり危険箇所10か所、

急傾斜地崩壊危険箇所434か所となっております。 

 次に、本市の近年の主な土砂災害の被害状況につきましては、平成19年４月に朝里川温泉スキー場で

融雪による土石流が発生したほか、平成22年８月には低気圧による大雨で市内13か所、平成23年９月に

は台風12号による大雨で市内９か所で土砂崩れが発生しておりますが、いずれものり面や石垣の崩壊な

どによるもので、人的被害は発生しておりません。 

 次に、土砂災害危険箇所の住民への周知徹底についてですが、これまで市民の方が土砂災害危険箇所

を知るには、北海道が作成した土砂災害危険箇所図を市建設部都市計画課で閲覧する方法と、北海道の
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ホームページで確認する方法がありましたが、今回の災害を踏まえ、公共施設内に図面を新たに掲示す

るほか、危険箇所図を閲覧できる北海道のホームページのアドレスを本市のホームページ上に掲載した

いと考えております。 

 次に、本市で土砂災害警戒区域指定が進んでいない主な理由につきましては、土砂災害危険箇所が多

いことから、基礎調査資料の精査、地権者や住民の把握、住民説明会の開催などに多くの時間を要する

ことが主な理由と考えております。 

○議長（横田久俊） 次に、第５項目めの質問に入ります。 

              （「議長、２番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ２番、千葉美幸議員。 

              （２番 千葉美幸議員登壇） 

○２番（千葉美幸議員） 最後に、学校給食における食物アレルギー対策について伺います。 

 去る６月27日、アレルギー疾患対策基本法が公布されました。アレルギー疾患には、ぜんそくやアレ

ルギー性鼻炎、花粉症、アトピー性皮膚炎、食物アレルギーなどがあり、国民の約半数がかかっている

とも言われ、アレルギー疾患に対する研究や知識の普及が課題となっていました。特に、私は食物アレ

ルギー対策について、平成20年に文部科学省が監修して発行された学校のアレルギー疾患に対する取り

組みガイドラインに基づく対応が必要との観点で、何度も議会や委員会で取り上げ、推進をお願いして

きたところです。 

 そうした中、2012年12月、東京都調布市の小学生が給食後に食物アレルギーによるアナフィラキシー

ショックの疑いで死亡した事故が発生し、文部科学省では学校給食における食物アレルギー対応に関す

る調査研究協力者会議を設置、昨年12月に文部科学省が公表した「学校生活における健康管理に関する

調査」中間報告では、公立小・中・高校の調査対象児童・生徒数約1,015万人のおよそ4.5パーセントに

当たる約45万4,000人に食物アレルギーがあり、アナフィラキシー症状を起こしたことのある児童・生徒

数は約５万人で、07年の調査より約３万1,000人も増加しました。少子化が進む中で、何かしらの食物ア

レルギーを持つ子供は、減少するどころか大きく増加し、学校生活における適切な対応が求められてお

ります。 

 そして、今年３月に調査研究協力者会議が取りまとめた最終報告では、調布市で起きた事故について

現状の問題点として、学校給食における食物アレルギーの対応などを示している文部科学省が監修した

ガイドラインに基づく対応が学校現場で徹底されていないことが指摘されています。 

 そこで、伺います。 

 初めに、学校生活管理指導表の活用についてです。 

 小樽市は、これまでアレルギーに関して特筆する場所のない就学時の健康診断票や家庭環境調査票に

より、アレルギー疾患の児童・生徒の把握をされてきましたが、昨年の10月には就学時の健康診断票に

アレルギーの有無を記入する箇所を設けられたことは一定の評価をしております。しかし、一人一人の

アレルギー体質を正確に把握することや、学校全体で情報を共有するにはいまだ懸念があり、学校生活

管理指導表の早急な活用を改めて求めたいと思いますが、見解を伺います。 

 また、現在、学校生活管理指導表の活用を進める上で課題があれば説明願います。 

 次に、食物アレルギーに関する知識や重篤な症状であるアナフィラキシーショックの症状を和らげる

エピペンの使用について、本人のかわりに注射する教職員の研修の必要性についても訴えてきました。

平成25年第３回定例会では、本年７月下旬と８月下旬に小樽病院の看護師を講師に招き、エピペンを処

方されている児童が在籍している小学校３校を対象として研修会を実施したと答弁をいただいておりま

－64－



平成２６年第３回定例会 本会議録 

すが、その後の開催状況や参加人数はどのようになっておりますか、説明願います。 

 次に、アレルギーのある児童・生徒の情報の共有についてです。 

 アレルギーの症状が出た場合の対応は、学校だけでなく、医療関係者や消防機関等との連携体制の構

築が重要であります。今後、関係機関との連携をどのように図っていくとお考えなのか、お聞かせ願い

ます。 

 また、現在、市内各学校ごとに、保護者との面談などで食物アレルギーのある児童・生徒の対応が判

断されていると認識しておりますが、各学校の教職員間の情報の共有や本当に配慮が必要な児童・生徒

の見極め、対応など、他自治体ではマニュアルを策定し、ルール化しております。事故が起きた場合の

備えとして、各自の役割分担などを明確にした本市の実践マニュアルの整備が必要と考えます。教育長

のお考えをお伺いいたします。 

 この項の最後に、学校給食センターにある専用調理室が活用されず、卵アレルギー除去食の提供も行

われていないと聞きます。道教委の指針が先月示されたとお聞きしておりますが、いつから始められる

のか、今後のスケジュールを伺います。 

 また、課題についてはいかがでしょうか、お聞かせ願います。 

 再質問を留保し、質問を終わらせていただきます。（拍手） 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 教育長。 

○教育長（上林 猛） 千葉議員の御質問にお答えいたします。 

 ただいま、学校給食における食物アレルギーについて御質問がありました。 

 初めに、学校生活管理指導表の活用についてでございますが、これまで本市では、就学時健診の診断

票や学校で行われている児童・生徒の家庭環境調査票、家庭訪問などにより、アレルギー疾患の把握に

努めておりました。しかし、本年４月、文部科学省から通知があり、学校給食における食物アレルギー

対応について、学校生活管理指導表の提出が重要であると示されたことから、市教委としては活用する

方向で検討を行っております。 

 学校生活管理指導表の導入に当たっては、アレルギー診断にかかわる医師会との調整や文書料の保護

者負担などが課題となっております。 

 本年９月には、道教委から具体的なアレルギー対策についての指針「学校における食物アレルギー対

応の進め方」が示される状況にありますので、市教委としては、その内容を確認した上で、学校生活管

理指導表の導入に向け、医師会、校長会、ＰＴＡなどと協議を進めてまいりたいと考えております。 

 次に、エピペン使用の研修についてですが、昨年９月以降の実施状況を申し上げますと、12月上旬、

小樽市学校保健会主催の「様変わりする食物アレルギーと緊急時の対応」の講演会には、市内小・中学

校の教職員や学校給食センター職員など合わせて34名が参加し、講演終了後、エピペン使用の実技が行

われました。本年６月、医師会主催の食物アレルギーの対応の研修会が開催され、市内小・中学校の教

職員や学校給食センター職員など12名が参加し、エピペン使用の実技も行われました。また、エピペン

のメーカーが作成した使い方のガイドブック及びＤＶＤを市内小・中学校全校に配付し、校内研修など

で活用するよう指導しております。 

 次に、関係機関との連携についてですが、教育委員会としては、アレルギーがある児童・生徒がアナ

フィラキシーショックを起こした場合の対応について、今後、保護者の同意を得た上で、学校、医療機

関、消防署などの関係機関との情報共有を図るため、その内容や方法などについて協議を進めてまいり
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 次に、実践マニュアルの整備についてですが、現在、アレルギーがある児童・生徒が在籍する学校で

は、既に危機管理マニュアルにその対応についても盛り込まれておりますが、本年９月、道教委から指

針が示されますので、その内容を参考に、全ての学校で危機管理マニュアルが整備されるよう、校長会

を通じ指導してまいりたいと考えております。 

 次に、卵アレルギー除去食の提供の時期についてでございますが、道教委の指針が９月に公表されま

すので、その指針に基づき、２学期中に除去食の提供を開始したいと考えております。 

 なお、提供に当たっては、卵アレルギー除去食の調理作業の確認や対象児童・生徒に確実に届けるた

めの体制の整備などの課題がありますが、今後、校長会などと早急に協議を進め、実施してまいりたい

と考えております。 

              （「議長、２番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ２番、千葉美幸議員。 

○２番（千葉美幸議員） ３点ほど再質問をさせていただきます。 

 初めに、街路灯のＬＥＤ化について質問させていただきました。設置推進期間についても質問させて

いただいて、数年という単位という御答弁だったと思うのですが、その設置推進期間の考え方について、

今後、費用対効果を見ながら年数を考えていくのか、それとも昨日も御答弁がありましたけれども、新

しい制度、何か今までの補助の仕方だとか、今、自治会が、町会が管理している街路灯を例えば市が管

理するだとか、変わる制度内容を見て設置期間を考える方向なのか、その考え方について伺います。 

 それから、土砂災害なのですけれども、先ほど土砂災害警戒区域について、居住されている世帯数、

居住者数等を伺いましたが、家屋数として把握されているということで、これも早急にそこに何名の方

が住んでいるということは把握をされるのかどうか、もう一度確認させていただきたいと思います。今

日も急に雨が降ってきましたけれども、想定外のことが起こる可能性もありますので、今までは区域の

指定は道の管轄だというふうに思っておりますが、市としても危険箇所に住んでいる方が何人で何世帯

いらっしゃるのか、しっかりと把握に努めていただきたいと思いますので、その辺についても、もう一

度御答弁をお願いしたいと思います。 

 それともう一点、先ほど介護について人材不足ということで、認知症の件についても第１回定例会で

質問させていただいたときに、ボランティア等の人材不足、非常に課題が多いというふうに感じました。

これは次期計画に向けていろいろ提案した内容も含めて検討していくということなのですけれども、次

期計画、介護保険制度の計画というのは３年間ということで、長いようで非常に短い期間なので、育成

については非常に心配をしております。具体的にボランティア、その他育成について取組を考えられて

いることがあれば、いま一度御説明を願いたいと思います。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

○市長（中松義治） 千葉議員の再質問にお答えしたいと思います。私からは、ＬＥＤの件について答

弁させていただきます。あとは担当部長から答弁させていただきます。 

 ＬＥＤの問題につきましては、私どもとしては、現在、平成26年度予算で言うと400万円の予算措置し

かしていないわけでございます。先日８月に連合町会の会長と話をしたときに、やはりもう少し予算を

増額してほしいということと、それから何よりも、今回、電気料金が値上がりしているものですから、

街路灯の電気料金を何とか安く抑えたいと、そのためには何とか早くＬＥＤ化していきたいのだという
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ふうに御要望がありました。ただ、今回の整備につきましては町会の負担も出てくるものですから、で

きるだけ町会の負担も軽減していけるようなことができないか、そんなことをいろいろと考えているわ

けでございます。 

 それで、とりあえず今、工事を全部やると４億7,000万円必要でありますけれども、年間5,700万円の

電気料金の節減になるということでございますから、そうするとやはり工事を進めることによって、将

来的なランニングコストである電気料金が早く安くなるだろうと思いますので、できるだけ27年度から

設置を進めていって、できるだけ短期間で行いたいと、こういうふうに思っているところです。ですか

ら、例えば２年、３年という具体的な数字は申し上げられませんけれども、私としては、町会からそう

いう要望があればできるだけそういう形で進めていきたい、このように思っているところでございます

ので御理解いただきたいと思います。まずは、早くしていきたいということでございます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 建設部長。 

○建設部長（工藤裕司） 先ほどの家屋数の関係ですけれども、北海道の基礎調査の中の項目というの

は棟数のみとなっておりまして、それ以外の数字の把握ということになりますと、相当の時間と手間が

かかるということがございますけれども、どういった内容を把握しなければならないのか、それでどう

いった対応ができるのかということも含めまして、今後、検討をさせていただきたいと考えております。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 医療保険部長。 

○医療保険部長（藤井秀喜） 千葉議員の再質問にお答えいたします。 

 ボランティアの育成についての御心配ということでございますが、千葉議員のおっしゃるとおり、３

年間というのは長いようで短いというのは、私どもも同じ考えを持ってございます。現在、市長答弁に

ありますとおり、なかなかボランティアなど核となる受皿がないものですから、そこの育成の部分につ

いては、具体的な道筋などはまだ見えてきていない状況ではございます。ただ、全市町村の義務づけは

平成29年４月ですので、27年度、28年度と２か年ありますので、その中で人材の育成の部分を何とかし

たいということで、27年度にはどういう形ができるか、できれば候補を挙げながら28年度にはモデル事

業的なものをやって、その課題とかを見つけながら、29年度から本格的というのが一つの考え方かとい

うふうには考えてございます。 

              （「議長、２番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ２番、千葉美幸議員。 

○２番（千葉美幸議員） 土砂災害の棟数の把握ですけれども、今回の広島市で起こった土砂災害の状

況等を見ると、やはり実際にああいうことが起こると、何世帯で何人の方が行方不明になっている等、

市町村でしっかりと把握をしなければいけないということを考えると、やはりこれはきちんとした把握、

町会等の協力も得ながら把握するには早急に対応をお願いしたいというふうに思います。これは、お願

いの一つです。 

 それと、先ほどＬＥＤ化について市長から御答弁いただきました。早急にやっていただきたいのは本

当に私も同じ思いなのですが、ＬＥＤの寿命も長いとはいえ、今のところ10年等と言われていて、一気

にやるとまた一気に更新の時期が来るということもあるので、そういうことも含めての検討なのかなと

いう思いで質問をさせていただきましたので、また内容等は予算特別委員会で確認をさせていただきた

いと思います。 

○議長（横田久俊） 千葉議員の会派代表質問を終結し、この際、暫時休憩いたします。 
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休憩 午後 ２時３１分 

―――――――――――――― 

再開 午後 ２時５５分 

○議長（横田久俊） 休憩前に引き続き、会議を再開し、会派代表質問を続行いたします。 

              （「議長、17番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 17番、佐々木秩議員。 

              （１７番 佐々木 秩議員登壇）（拍手） 

○１７番（佐々木 秩議員） 民主党・市民連合を代表し、質問をします。 

 最初に、議案に関連して何点かお聞きします。 

 まずは、財政問題についてですが、2014年度普通交付税配分額が決まりました。後志総合振興局によ

ると、地域経済・雇用対策費の減少などから、管内20市町村の総額は前年度比2.8パーセント減の481億

8,800万円となり、中でも赤井川村では15.7パーセントもの減額となっており、このようなことを見ると、

交付税算定方法の変更によっては大幅な減額になることも想定され、今後、本市においても同様の減額

が心配されるところです。 

 本市においてはこれまで普通交付税は増加傾向でしたが、本年度は前年度に比べると１億7,264万

8,000円減少しています。また、特別交付税も2011年度より減少が続いています。地方交付税は、市税収

入の増加はなかなか見込めない中、歳入の28パーセントを占める重要な財源です。算定方法の変更など、

国のさじかげん一つでの減額は地方自治体に大きな混乱を招きます。安定的な地方財政運営が図られる

よう、地方交付税の同水準の確保、さらには増額を引き続き政府に求めていくべきと考えますが、いか

がでしょうか。 

 次に、市税の収入率についてです。 

 市税収入は、地方自治の意味からも本市財源の根本です。歳入に占める割合も22.5パーセントを占め

ています。しかし、人口減等により、長期にわたって減少が続いています。その中で気になるのが収入

率も年々低下していることです。 

 収入率が低下している主な理由は何ですか。 

 また、市民の皆さんが納税に公平感を持つことは大変重要なことです。収入率を上げるために市の対

応策が必要と考えます。いかがでしょうか。 

 次に、財政調整基金について伺います。 

 平成25年度一般会計の決算は、財政調整基金を約11億6,500万円取り崩すといった財源対策により、実

質収支を約２億8,640万円の黒字としています。一方、前年度23億3,700万円あった基金残高は17億6,400

万円に目減りしています。これは昨年12月に見直された小樽市中期財政収支見通しで示された25年度末

残高見込み14億2,400万円よりも若干多い額になっており、厳しい財政状況の中、御苦労がしのばれます。

ただ、この基金の動きがわかりにくいので、今年度の補正部分も含めて説明をお願いし、結果、第３回

定例会補正後の残高は幾らになるのかお示しください。 

 また、中期見通しでは2018年にゼロ円になる予測でしたが、今後この見通しは変わってくるのでしょ

うか。そうだとすれば、その市財政への影響と今後の財政調整基金に対するお考えをお聞かせください。 

 今年の大雪対策をはじめ、予期せぬ経費の発生に対応する市の貯金がゼロになることは、赤字財政へ

の転落に直結するため、何とか避けるべきと考えます。 

 続いて、26年度補正予算社会福祉総務費の中の生活困窮者自立促進支援モデル事業についてお聞きし

ます。 
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 来年４月１日施行の生活困窮者自立支援法で実施が義務づけられている自立相談支援事業を、道の補

助金を活用したモデル事業として本年11月から実施するとのことです。私たち民主党・市民連合は、本

年７月に佐賀市生活自立支援センターの事業について行政視察をしてきました。本市と同じくモデル事

業として開始し、ＮＰＯ法人に委託して、職員６人体制で実施しておられました。支援内容は、自立相

談支援、就労準備支援、学習支援、生活改善支援で、特に中学生の学習支援に力を入れ、貧困の連鎖を

断ち切ることに力を入れておられます。本市が取り組む自立相談支援についても、専門家による就職相

談等を行い、25年度は相談者数142名の実績を上げていました。ただ、モデル事業のため、やってみて初

めてわかる課題も多いようでした。 

 そこでお聞きします。モデル事業を実施するに当たって、小樽市では生活困窮者の定義、範囲はどの

ように決めますか。 

 また、生活困窮者へのアプローチ方法はどうしますか。黙って待っているだけでは相談者の数は伸び

ないそうです。 

 相談支援員の配置と資格や経験の有無はどうなるでしょうか。相談支援員の経験が実績を大きく左右

すると伺いました。 

 また、市内関係機関との連携が重要です。お考えをお聞かせください。 

 最後に、本年度中の相談者数や支援対象者数、就労数などに目標設定はありますか。来年度の本格実

施に向けてノウハウの蓄積が大事だと思います。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

              （中松義治市長登壇） 

○市長（中松義治） 佐々木秩議員の御質問にお答えいたします。 

 ただいま、議案に関連して御質問がありました。 

 初めに、財政問題についてですが、まず地方交付税につきましては、地方交付税の減額は本市の財政

運営に大きな影響を及ぼすことから、これまでも国に対して必要な地方交付税総額の確保を図るよう要

望してきたところであり、今後とも北海道市長会や全国市長会などを通じて強く要請してまいりたいと

考えております。 

 次に、市税収入率についてですが、まず市税の収入率が年々低下している主な理由につきましては、

現年課税分は向上しており、おおむね95パーセントで推移しておりますが、滞納繰越分が滞納繰越額の

増加に伴って低く推移しているため、それが全体の収入率を引き下げる原因となっております。 

 次に、収入率を上げるための対応策につきましては、これまでの取組として、平成19年度には、これ

まで電話などによる納付催告を中心として取り組んでいたものを、差押えなどの滞納処分を強化する方

針に変更し、21年度には差し押さえた動産や不動産などの換価のため、インターネット公売を開始しま

した。24年度には納税課の組織を係制からグループ制に変更して収納体制の強化を図り、25年度には他

都市との合同公売会への参加や事務所への訪問による強制徴収や自動車のタイヤロックなどを実施し、

収納対策の強化を図ってきたところであり、今後も引き続き収入率向上に向け努力してまいります。 

 次に、財政調整基金についてですが、まず基金の動きにつきましては、平成25年度末の残高は約17億

6,400万円ですが、これまでに26年度当初予算編成の際の財源対策として約８億9,100万円、第２回定例

会の補正予算の財源として約5,100万円、合計で約９億4,200万円を取り崩す予算を計上しております。

今定例会では、25年度で生じた決算剰余金の２分の１相当の約１億4,300万円を積み立てるほか、７月25
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日に普通交付税の交付額が決定され、予算額を上回ったことから、補正予算の財源に充てるとともに、

財源不足対策である財政調整基金の取崩し額を約３億4,500万円減額する予算を計上しており、今定例会

の基金残高は25年度末よりも約４億5,400万円減の約13億1,000万円となります。 

 次に、財政調整基金の市財政への影響などにつきましては、平成27年度以降の財政調整基金の残高見

込みは、現在、中期財政収支見通しの見直し作業を行っており、お示しすることはできませんが、本市

の財政構造は27年度以降の予算編成に当たっても多額の財源不足が見込まれるところであり、何らかの

財源対策を行わなければ収支均衡予算を編成できない状況にあります。今後とも、他会計からの借入れ

などに頼らずに収支均衡予算を編成するためには財政調整基金による財源対策が必要であることから、

引き続き財政健全化の取組を継続し、基金残高の確保に努めてまいりたいと考えております。 

 次に、生活困窮者自立促進支援モデル事業費についてですが、まず本市の生活困窮者の定義、範囲に

つきましては、生活困窮者自立支援法で、「「生活困窮者」とは、現に経済的に困窮し、最低限度の生

活を維持することができなくなるおそれのある者をいう。」と定義づけられており、これを基本に相談

者の生活困窮の要因や困窮の程度を見ながら、具体的な範囲について定めていきたいと考えております。 

 次に、生活困窮者へのアプローチ方法につきましては、モデル事業では対応できる相談者の数が限ら

れますので、市内関係機関から情報をいただき、生活に困窮している方や生活保護相談をした結果、保

護開始に至らなかった方の中からモデル事業の対象者を絞り、支援してまいりたいと考えております。 

 次に、相談支援員の配置と資格、経験の有無につきましては、モデル事業において雇用する相談支援

員は社会福祉士などの資格があり、相談業務の経験のある方を１名配置したいと考えております。 

 次に、市内関係機関との連携につきましては、生活困窮者の自立支援においては、ハローワークをは

じめ、社会福祉法人やＮＰＯ法人などの関係機関と連携は欠かせないものであり、これらの機関に対す

る積極的な働きかけにより情報収集を図るとともに、支援、協力を求めていきたいと考えております。 

 次に、本年度中の相談者数や支援対象者数、就労数の目標設定につきましては、今回のモデル事業は

来年度の本格実施に向けた課題整理や相談支援業務の経験を積むことを目的としているもので、数字上

の目標は特に設定しておりません。 

○議長（横田久俊） 次に、第２項目めの質問に入ります。 

              （「議長、17番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 17番、佐々木秩議員。 

              （１７番 佐々木 秩議員登壇） 

○１７番（佐々木 秩議員） 地域防災について伺います。 

 まず、本市の土砂災害防止対策についてお聞きします。 

 ８月後半、広島県広島市、北海道礼文町で相次ぎ局地的な豪雨により土砂崩れが発生し、多数の住宅

がのみ込まれるなどして、多くの人命が奪われました。日本中でいまだかつてない規模の豪雨の被害が

続いており、今後も局地的集中豪雨は本道も含めて増加傾向にあるそうです。一方で、新たな宅地開発

が進み、土砂災害の発生するおそれのある箇所も年々増加し続けています。自然災害が少ないと言われ

ている本市でも、いつ起きても不思議ではないと考えるべきです。 

 そこで、現在見直し中の市地域防災計画に今回の災害の反省を反映させ、市民の安全をより確実に守

れるよう、幾つか質問をいたします。 

 本市には土砂災害の危険のある区域がほかの自治体に比べても多数存在していますが、いまだに、国

が示す土砂災害危険箇所であるにもかかわらず、土砂災害警戒区域、土砂災害特別警戒区域に未指定に

なっている地点があるとのことです。未指定の理由等は報道されていますが、私がお聞きしたいのは、
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その地域周辺の住民は、たとえ指定されていなくても、実際には自分たちの地域が警戒区域、特別警戒

区域相当の危険な場所だとわかっているのでしょうか。市の対応をお聞きします。 

 市は警戒区域について避難経路などを記したハザードマップを作成していますが、この周知方法はど

うなっていますか。 

 また、その地域の皆さんの避難準備などの防災意識等について調査はありますか。 

 今回の広島市の災害でも、過去に同様の被害がありながら、危険だと思っていなかった、自分のとこ

ろは大丈夫と思い込んでいたようです。あまり災害の発生していない本市の場合、いったん発生すると、

住民も当局側も大きな混乱が予想されます。そうならないための準備を入念に進めておくべきと考えま

す。 

 続いて、実際に災害の発生のおそれがある場合についてお聞きします。 

 本市における避難勧告や指示を出すまでの判断手順を示してください。 

 また、その発令基準はどうなっていますか。 

 また、その判断の材料となるデータや情報は何でしょうか。 

 今回の広島市でも情報データは示されていたはずですが、勧告を出すのが遅れています。その理由は

さまざまあるようですが、同じ轍を踏まないための本市の対応をお聞かせください。 

 今回のように未明の睡眠時に災害に襲われると、被害が甚大になります。本市計画では、こういう事

態に対応しているでしょうか。 

 他県でも始められている予防的避難の考え方も参考になると思います。夜間に大雨が心配される場合、

自治体が夕方から避難所を設け、自主避難を呼びかける方法ですが、たとえ空振りに終わっても、住民

の危機意識を高める効果があるそうです。 

 今回の他地域の大災害から、国や道もこれまでの防災対策にさまざまな変更を考えているようですが、

市の防災体制や見直し中の地域防災計画への反映や見直しはこれ以外で考えておられますか。あればお

示しください。 

 次に、津波避難計画についてお聞きします。 

 先月末に日本海側における大規模地震に関する調査検討会が公表した津波の高さの推計で、本市に押

し寄せる津波は平地最大津波高が3.9メートル、全海岸線最大津波高は6.1メートル、高さ30センチの津

波の到達時間が最短で24分と発表されました。これは2010年の最大津波高予測値3.5メートル程度を大き

く上回る数値です。以前より、最新の予測値が出た段階で浸水予測図の更新等を行うとのことでしたが、

市内の浸水区域の変更やそれによる被害予測、各町会の避難対応の変更や訓練内容等、その他多くの影

響が出てくると思いますが、予測値の変更による津波避難計画への影響や今後の対応についてお答えく

ださい。 

 次に津波等、大規模災害時の観光客への防災対応についてお聞きします。 

 市民をさまざまな災害から守るための防災計画はもちろん大切ですが、本市を訪れるたくさんの観光

客を対象とした防災対応はどうなっているのでしょうか。 

 改めて見てみますと、運河、堺町はいずれも標高５メートル以下で、小樽市を訪れる観光客の大半が

津波浸水区域にいることがわかります。観光客は災害弱者であるという認識が必要です。地の利が全く

ない、知り合いもいません。特に外国人観光客は言葉も不自由です。 

 昨年度、本市の観光入込客数は710万7,700人、このうち一番少ない４月でも１日平均１万3,000人、多

い８月では１日３万人もの観光客が訪れています。災害発生時、少なくてもこの何割かの対応が必要に

なります。 
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 そこでお聞きします。災害発生時の観光客の避難計画、特に津波発生の際のものはありますか。 

 発生時、観光客の皆さんは、実際にどういう動きになると予想されていますか。 

 また、現時点での対応、例えば事前の周知方法、避難誘導方法、発生情報や避難先情報、その後の帰

るための交通手段など情報発信方法、伝達手段はどうなっているでしょうか。 

 今後に向けて、早急に小樽市地域防災計画に観光客の防災対応をのせていくべきです。道外観光地で

は、全国に先駆けて観光客の対応を明文化することで不安を軽減するとともに、イメージアップ効果を

期待しているところもあります。本市もぜひ取り組むべきと考えますが、いかがですか。 

 この項最後に、原子力防災計画について伺います。 

 青森県大間町で建設中の大間原発をめぐり、函館市は、国と電源開発株式会社に対し、設置許可の無

効確認や建設差止めを求める訴訟を起こしました。東日本大震災の前から同様の裁判は全国にあります

が、自治体が原告になるのは初めてです。国はこれに対して、地方自治体の存立を維持する権利を憲法

が保障したものではない、また、自治体は住民ではないから訴える資格がないと主張し、中身の論争に

入らずに訴えを却下するように求めました。本州最北端に当たる大間原発から函館市域までの距離は最

短で23キロメートル、しかも間は津軽海峡で遮るものがないので、事故が起きた際の風向きによっては、

27万5,000人の市民を抱える函館市は、自治体が崩壊するほどの壊滅的被害が現実のものとなります。 

 工藤壽樹函館市長は、「私は、函館のまちを守り、そして市民の安全安心を守るため、万やむを得ず

訴訟を提起いたしました」と、意見陳述の中で述べています。市民の安全や自治体の存続に主体的に決

断し、動き始めている函館市の姿勢について、中松小樽市長はどのような見解をお持ちですか、お聞か

せください。 

 私たちは、原発事故が起きると自治体が機能しなくなる、つまり自治体の命が失われてしまう事態を

目の当たりにしました。地方自治体の存立を維持する権利を今や実体ある権利として扱うべきだと思い

ますが、地方自治体の存立を維持する権利、地方自治権や市の所有権、財産権について、本市の基本的

お考えをお示しください。 

 工藤函館市長の主張を見れば、根底に地方は国が決めたことに無条件に従わなければならないのかと

の問題提起があるのだと感じます。国は、原発から半径30キロメートル圏内の自治体に原発の建設再稼

働の同意権を認めず、一方では避難計画の策定を課しています。自治体の権利を否定しておいて、義務

ばかりを求める国の理不尽さ。今回の場合、原発を具体的な論点としていますが、市長はこの論点で国

と地方の関係性についてどのように受け止められますか、見解をお聞かせください。 

 原子力規制委員会は、九州電力川内原発について、新規制基準に適合するとして、事実上、再稼働審

査合格としました。しかし、審査にかかわって田中俊一委員長は、規制基準による適合性審査を絶対安

全を保証するものではない、再稼働の判断にはかかわりませんと発言。一方、安倍首相は、世界で最も

厳しい安全基準にのっとって規制委が審査し、安全と結論が出れば再稼働を進めていきたいとして、み

ずからは再稼働に関して判断を行わず、政権としての判断責任を曖昧にして、あとは地元同意が整えば

再稼働可能としています。 

 これに対して中松市長は、７月17日の報道では、北電泊原発再稼働について、原子力規制委員会の結

論に基づき、国に総合的に判断してほしい。また、本年第１回定例会、我が会派の斎藤博行議員への答

弁で、泊原発について安全でありますと規制委員会が話し、国もそれについては安全だというふうに認

めました、その上で進めていただきたいと述べておられます。残念ながら、中松市長の思いと違い、規

制委員会は絶対安全とは言っていませんし、国は判断責任を放棄しています。 

 このような状況では、これまで市長が求めてきた泊原発再稼働後の絶対安全は誰も保証していないこ
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とになります。やはり市長としては、北電泊原発再稼働について、自治体の長として市民の安全を守る

ために主体的に判断されるべきではありませんか。その際、即廃炉とは言わなくても、最低限、原発事

故の際のきちんとした市の対応ができるまでは再稼働は認められないと主張できるのではありません

か。見解をお聞きします。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

              （中松義治市長登壇） 

○市長（中松義治） ただいま、地域防災について御質問がありました。 

 初めに、本市の土砂災害防止対策についてですが、まず土砂災害警戒区域等の指定がされていない土

砂災害危険箇所周辺の住民が危険な場所とわかっているかということにつきましては、これまで市民の

方が土砂災害危険箇所を知るには、北海道が作成した土砂災害危険箇所図を市建設部都市計画課で閲覧

する方法と北海道のホームページで確認する方法がありましたが、今回の災害を踏まえ、公共施設内に

図面を新たに掲示するほか、危険箇所図を閲覧できる北海道のホームページのアドレスを本市のホーム

ページ上に掲載したいと考えております。 

 次に、ハザードマップの周知方法や地域住民の防災意識などにつきましては、警戒区域の指定後、区

域内の各戸へ配布するほか、町会で回覧を行うとともに、小樽市のホームページに掲載しております。 

 また、ハザードマップには土砂災害の予兆現象や気象情報に関する内容を記載し、注意喚起に努めて

おりますが、警戒区域内の方への意識調査は実施しておりません。 

 次に、避難勧告等の発令基準などにつきましては、現在の地域防災計画では、災害対策本部長である

私が気象庁と北海道が共同で発表する土砂災害警戒情報のほか、過去の土砂災害の発生状況や予兆現象

などを総合的に分析した上で判断し、避難勧告等を発令することとしております。 

 次に、勧告を出すのが遅れないための本市の対応についてですが、北海道では本年８月に国が策定し

たガイドラインを踏まえ、市町村の参考となるように避難勧告等の判断・伝達マニュアル（案）を作成

しております。これは、土砂災害警戒情報などが発表された場合に市町村が避難勧告等を発令するため

の判断基準を示して、判断が遅れないことに着目したものとなっております。 

 本市ではこの案を参考に、年度内をめどにマニュアルを作成することとしておりますが、この間の災

害には道のマニュアル（案）に準じ、勧告等の発令が遅れることのないよう対応してまいりたいと考え

ております。 

 次に、未明の災害対応につきましては、本市地域防災計画ではその対応についての計画はありません

が、今回の災害を踏まえ、予防的避難の方法など、他の自治体が行っている手法などについて研究して

まいりたいと考えております。 

 次に、今回の災害を踏まえた防災体制や地域防災計画の見直しにつきましては、今後、国においてさ

まざまな角度から今回の土砂災害が検証されると思われますので、その結果を参考に地域防災計画の見

直しを行っていきたいと考えております。 

 次に、津波避難計画についてですが、まず津波の予測値の変更による津波避難計画への影響などにつ

きましては、今後、北海道が作成する津波シミュレーションによって、小樽市内の各地区における津波

遡上高や到達時間の詳細が判明することとなりますことから、これらを踏まえた津波避難計画を新たに

地域防災計画に位置づけてまいります。 

 次に、観光客の避難計画につきましては、現在は多言語表記した津波注意喚起標識などを沿岸地域に
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計画的に設置しておりますが、観光客の避難を目的とした計画は作成しておりません。 

 次に、災害発生時の観光客の動きにつきましては、災害による動揺や地理に詳しくないことから生じ

る不安により、多くの方が的確な避難行動をとれないことが想定されます。 

 次に、観光客に対する情報発信方法や伝達手段につきましては、現時点ではこれらの対応について明

確な計画は整っておりませんが、観光マップへの避難所の表記など、国内外の観光客に向けた対策を検

討してまいりたいと考えております。 

 次に、小樽市地域防災計画における観光客対策につきましては、今後、策定する津波避難計画の中に

国内外からの観光客に対応した内容も盛り込んでいきたいと考えております。 

 次に、原子力防災計画についてですが、まず函館市の姿勢につきましては、函館市においては福島第

一原発事故後、防護対策を講ずる区域が拡大され、函館市が原子力防災計画の策定義務を負うにもかか

わらず、国や事業者から説明などがない中で建設工事が再開されたことは理解しがたいこととして、今

回の提訴に至ったものと承知しております。この建設工事の中止については、北海道市長会でも国へ要

請をしてきたところでありますが、函館市が自治体として全国で初めて提訴に至ったことについて、国

や事業者は重く受け止め、慎重に対応すべきと考えております。 

 次に、地方自治権及び市の所有権の基本的な考え方につきましては、一般論としてお答えしますと、

地方自治法上、地方公共団体には法人格が付与され、特に市町村は基礎的な地方公共団体として、地域

における事務などを処理することとされておりますので、地域のことは地域で決める、いわば自治権は

地方公共団体に可能な限り幅広く認められるべきと考えております。 

 また、地方公共団体は一法人として財産を所有する権利を有しておりますが、その財産に急迫の危険

がある場合には、市民共有の財産という観点からしましても、必要な保全措置をとらなければならない

と考えております。 

 次に、国と地方との関係性につきましては、これについても一般論となりますが、平成12年施行のい

わゆる地方分権一括法により、国と地方との関係は、制度的には対等協力の関係に改められたものと認

識しております。あわせて、役割分担の明確化も図られましたことから、原子力を含むエネルギー政策

は、国の専管事項として、避難計画の策定は地方公共団体の事務として考えられます。 

 次に、泊原発の再稼働についてですが、原発の安全性については、やはり国の責任においてしっかり

判断をしていただくということが必要だと考えており、規制委員会も含め、国が一元的な責任を持って

いるということは当然のことであると考えております。 

 また、本市は原子力防災計画の策定を義務づけられた自治体ではありませんが、地域防災計画の中に

原子力災害対策を盛り込むこととしており、規制委員会で再開する原子力災害事前対策等に関する検討

チームによるＵＰＺ外におけるプルーム通過時の防護措置実施の範囲及び判断基準についての検討結果

なども踏まえ、作業を行ってまいりたいと考えております。 

○議長（横田久俊） 次に、第３項目めの質問に入ります。 

              （「議長、17番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 17番、佐々木秩議員。 

              （１７番 佐々木 秩議員登壇） 

○１７番（佐々木 秩議員） 次に、人口問題についてお聞きします。 

 日本創成会議がまとめた将来推計人口の発表は、特に自治体関係者にとって衝撃的な内容でした。今

年７月末の小樽市の総人口は12万5,875人、20歳から39歳の女性人口１万1,049人ですが、日本創成会議

の推計では、2040年総人口６万6,696人、同年代の女性人口は4,404人となっています。総人口の減少も
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大きいですが、20歳から39歳の女性人口の変化率が2010年と比較してマイナス66パーセントと、出生率

に大きく影響することが指摘されています。 

 また、平成25年小樽市住民基本台帳では、本市の人口は前年比で2,210人の減で、このうち自然減が

1,281人、社会減が929人となっており、減少割合の拡大も気になるところです。 

 しかし、人口問題は今に始まったことではなく、今回初めて気づいたということでもありません。本

市第６次総合計画基本構想でも、将来人口については厳しい状況にあることを認め、その対策は最も重

要な課題の一つとして押さえ、そのために各施策を展開していくことで人口減少を最小限にとどめるよ

う努めるとしています。 

 私たち民主党・市民連合も、日本全体が2008年をピークに人口減少社会に転じた今、将来的に本市の

人口減少も避けられないとの判断に立ち、これを前提にして本市の未来を描くこと、ただし人口の急減

と偏った人口年齢バランスは多大な悪影響を市全体に及ぼすので、これを回避、改善する施策を策定、

実行すること、そして将来、市民が適正な規模のまちで豊かな生活が営める道筋をつけることが今の私

たちの世代の役割だと考えます。 

 まず、来期の市長選に出馬表明をされ、引き続き市政を担われる決意を示された市長は記者会見で、

人口減問題は小樽の最重要課題、全産業にかかわる重要問題と述べられたそうですが、改めて本市の人

口問題についての認識と、この問題に取り組む姿勢や覚悟についてお聞かせください。 

 その上で、前定例会でも表明されていた人口減少の原因や対策を考える人口対策庁内検討会議を設置

されましたが、その具体的な整理・検討内容と、その際の手法等をお示しください。 

 それについては、既存の施策の並べ直しや総花的な羅列では実効性につながらない、これまでの施策

の実効性について検証すること、できればその効果を客観的に表すこと、判断資料として、人口につい

てはビッグデータの活用等で数値や客観的情報による説得力のある結果を提示すること、他市の例ばか

りでなく、地域に根差した本市の独自の視点、工夫等から生まれるこれまでにないアイデア、施策も視

野に入れることなどについて考慮をいただきたいのですが、どうでしょうか。 

 これまで我が会派も、結果として人口対策となるさまざまな提言をしてきました。周産期医療の充実

や子供・子育て支援、子供の貧困対策、教育環境や若者の労働教育、雇用問題、住環境にかかわって空

き家バンクの創設、地域交通、高齢者の足としてのデマンドバスの導入など、これらは人口減少対策と

して、組合せ方によって有効な手だてになると考えています。 

 また、市のこれまでのさまざまな事業についても、その進め方や連携によって、同様若しくはそれ以

上に人口減少対策になり得るものでしょう。 

 ただ、逆に見ると、これまでいろいろやってきている方法でも、人口減に歯止めをかけていないとい

う見方もできます。単なる施策の並べ直しにならないよう、重ねてお願いするものです。 

 続いて、検討会議の中で、今後の施策の方向性をこの会議で取りまとめるとのことですが、先行して

この問題に取り組んだ自治体の例をホームページ等で見ますと、人口問題は数字に表れるのに時間がか

かるのかもしれないのですが、同様の会議で検討して、施策にその結果を反映させるという手法で成功

した例がなかなか見つかりません。効果が表れない理由の一つは、中高年目線の対策ばかりで若い世代

の考えとずれていることが挙げられます。経済面の対策はもちろん重要ですが、それに偏りすぎて、実

際のターゲットである若者世代の生の声に必ずしも一致していないのです。若者のライフスタイルは、

仕事や収入のあるなしだけではなく、文化的側面や友人たちとのコミュニティも大きな要因になります。

職場は札幌でも、住む、遊ぶは小樽ということもあり得るのです。 

 よって、若者の実際の声をしっかりと受け止めて、方向性を定めることが重要と考えます。例えば、
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庁内の若い男性、女性の職員の意見を反映させる仕組みを組み込むことや、成人式を迎える若者に小樽

について意識アンケートを行うこと、さらに人口問題について考え、二十歳の提言をしてもらうなどは

どうでしょうか。今の若者は、社会参画に前向きです。ぜひ、ともに小樽の将来を議論する場を設けて

ほしいと要望します。 

 続いて、庁内検討会議の検討結果を受けて設置される、官民による小樽市人口対策会議について伺い

ます。 

 そのメンバー構成について、経済団体などの民間メンバーとのことですが、そのほかはどういう方を

想定していますか。客観的、専門的にデータや情報、庁内検討結果を扱える小樽市外の専門的知識をお

持ちの有識者や郷土愛のある提言を行える市民、そして若者の代表の参加が重要な鍵になると考えます。 

 また、国や道がこの人口問題について検討を始めています。国は来年度の予算編成でこの問題に対応

していくようですし、道は市町村が参加して地域づくり連携会議での意見聴取や有識者会議の設置など

を始めています。これら国や道の動きと本市の独自の今回の取組の関連性、整合性はどうなりますか。 

 この項最後ですが、総合計画内の将来都市像では具体像まで踏み込んでいませんが、将来人口推計か

ら導かれる本市の将来像、ビジョンがどのようなものになるのか示していくべきです。そこから、まち

の適正な規模に向けて今何をすべきかが見えてくるのだと思います。市税収入減などのマイナス要因等、

限られた枠の中で何をすべきで何ができないのか、自治基本条例に基づき、市民の皆さんとしっかり論

議をしながら決めていくべきと考えます。これらについて市長はどうお考えですか、見解をお聞かせく

ださい。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

              （中松義治市長登壇） 

○市長（中松義治） ただいま、人口問題について御質問がありました。 

 初めに、本市の人口問題についての認識とこの問題に取り組む姿勢や覚悟につきましては、本市の人

口は昭和39年をピークに減少が続き、国立社会保障・人口問題研究所の推計では今後も大きく減少する

ことが見込まれるほか、昨年１年間が2,210人と、ここ数年では大きな減少数だったこともあり、まちの

活力への影響などから、改めて人口対策は本市の重要な課題であると認識しております。 

 このことから、このたび立ち上げた人口対策庁内検討会議の座長は私が務めており、現在、各部に減

少要因の整理や人口対策の検討を指示したところであります。最終的には、民間も含めた小樽市人口対

策会議での御意見等を踏まえながら人口対策を取りまとめ、施策へ反映していくこととしております。 

 次に、人口対策庁内検討会議の具体的な整理・検討内容につきましては、人口減少の要因とこれまで

の取組の整理といたしましては、国勢調査、住民基本台帳人口などの統計資料のほか、出生や雇用に関

する指標などを基に人口動向について分析を行うとともに、これまで取り組んできた人口対策の内容に

ついて整理したいと考えております。 

 今後の施策の方向性や事業案の検討といたしましては、人口減少の要因とこれまでの取組を踏まえ、

他都市の事例等も参考としながら、本市の現状に即した効果的な施策や事業を検討してまいりたいと考

えております。 

 また、その手法につきましては、関係各部で検討した結果を基に議論を深め、庁内会議で取りまとめ

を行うこととしております。 

 次に、人口対策庁内検討会議で整理、検討すべき内容や手法等に関しての御提案につきましては、人
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口減少はさまざまな要因が複雑に関係する複合的なものであり、人口の減少に歯止めがかかっていない

状況の中で、これまで行ってきたそれぞれの取組についての効果を具体的に検証することは難しいと考

えておりますが、人口の減少要因については、できるだけ多くのデータから整理を行い、今後の施策や

事業について、本市の現状や特性を生かした取りまとめをしてまいりたいと考えております。 

 次に、若い世代の意見などの反映につきましては、手法の検討はこれからになりますが、意見や考え

方などをお聞きすることは重要な観点だと考えております。 

 次に、小樽市人口対策会議のメンバー構成につきましては、一般公募の考え方も含めて、今後、庁内

検討会議において検討してまいりたいと考えております。 

 次に、国や道での検討の動きと本市の取組との関連性や整合性につきましては、今後、国では、まち・

ひと・しごと創生本部が中心となり、地方活性化と人口減少の観点から対策が検討され、新年度予算に

向けた調整、取りまとめを行うものと聞いておりますが、本市において活用できる施策などについての

動向をきちんと見ていく必要があると考えております。 

 また、北海道では、今後、人口対策の本部を設置し、市町村との連携を図りながら対策を講じていく

と聞いておりますので、今後は、国、北海道、市町村が連携と役割分担をしながら、人口対策の取組を

進めていくことになるものと考えております。 

 次に、将来都市像やビジョンの提示と、その実現に向けて市民の皆さんと議論しながら決めていくべ

きとのことにつきましては、将来都市像は市民意向調査のほか、地区別や業種別の懇談会などでの議論

を踏まえ、将来的な人口の減少を想定した上で、現在の総合計画においてお示ししているものでありま

す。 

 また、人口問題は産業活動に密接にかかわることでありますので、今回の人口対策を検討するに当た

って、庁内だけではなく、民間の方々の意見を取り入れながら対策を検討することが重要と考え、経済

団体などの民間の方々にも参画していただく、官民による人口対策会議を設置することとしたものであ

ります。 

○議長（横田久俊） 次に、第４項目めの質問に入ります。 

              （「議長、17番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 17番、佐々木秩議員。 

              （１７番 佐々木 秩議員登壇） 

○１７番（佐々木 秩議員） 教育に関して幾つかお聞きします。 

 まず、学校における食物アレルギー対応についてです。 

 学校における食物アレルギー対応の進め方については、今月に入り、道教委の指針の素案が出たとお

聞きしました。教員からは、現場でのさまざまな対応を不安視する声をいただいております。また、小

樽市学校給食センターのアレルギー除去食について、早めの提供を求める要望を保護者の方から伺って

います。その観点からお聞きします。 

 この指針素案の示された理由、意義と、具体的な内容で特徴的なことは何ですか。 

 特に、食物アレルギーを有する児童・生徒への対応については、学校生活管理指導表を提出すること

が義務づけられるようですが、どのようなものなのかお示しください。 

 学校医など医療関係者や消防機関との定期的な協議で、アレルギーを有する児童・生徒の情報を共有

することが求められています。指針素案では、どのような内容になっていますか。 

 学校給食センターでの対応についてお聞きします。 

 アレルギー除去食のうち、本センターでは卵除去食に対応した専用ラインが設置されていることは承
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知していますが、その提供は指針が出てから対応を検討するとのことです。今回、指針素案が出て、検

討すべき点や準備等が明らかになったと思いますが、現段階で示すことのできる点はありますか。 

 学校給食センター内はもちろんですが、学校側の受入れ対応準備等もあると思いますが、どうでしょ

う。 

 また、提供開始時期については、いつごろになるでしょうか。 

 続いて、ＩＣＴ機器の導入について伺います。 

 本年度、市内小学校全校に導入したＩＣＴ機器の一つ、実物投影機は、そのアナログ的な使い方がで

きる点で取っつきやすさが魅力ですし、何よりアイデア次第でいろいろな教育効果が期待できるもので

す。教員を対象とした研修講座も開かれ、活用が期待されるところです。 

 そこで、導入後の活用状況、その効果、児童・生徒の反応、教員の活用上の工夫等についてお聞かせ

ください。 

 また、指導室で活用のための教職員用資料をつくったとお聞きしましたが、概要をお示しください。 

 ＩＣＴ機器活用の今後の展開、新しい機器導入の予定はお考えでしょうか。 

 電子黒板、タブレット等の活用例はあるようですが、本市においては、まず実物投影機の普及と、そ

の映像を映し出すプロジェクター又は今も大半が使用しているブラウン管テレビを画面の大きい液晶テ

レビへの更新を進めるべきと考えますが、いかがでしょうか。 

 ３点目に、教職員の多忙化解消についてお聞きします。 

 ＯＥＣＤが34か国・地域の中学校を対象に実施した国際教員指導環境調査で、日本の教員の１週間当

たりの勤務時間は最長53.9時間、参加国平均では38.3時間だそうです。授業時間は参加国平均と同程度

である一方、課外活動での指導時間が特に長く、事務業務、授業の計画・準備に使った時間は長いとの

ことです。 

 また、海外の教員に比較して、公式の初任者研修に参加している割合が高く、教員間の協力の下、授

業研究の実践や校内研修が盛んに行われており、研修へのニーズが全体的に高いが多忙であるため、参

加が困難な状況にあるという結果です。 

 一方、学級の雰囲気について、「生徒が授業を妨害するため、多くの時間が失われてしまう」「教室

内はとても騒々しい」が、参加国中、一、二番目に低いと良好です。ところが、主体的な学びを引き出

すことに対して自信が低く、ＩＣＴの活用等の実施割合も低いとなっています。 

 このような教員多忙化の実態は、なかなか市民の皆さんには御理解いただけないのですが、おおむね

この調査のイメージや実態は、市内の小・中学校教員大半に当てはまる結果だと私は思います。教員の

多忙化解消は、単に教員の負担軽減のためだけではありません。それにより教員が心身ともに全力で子

供たちに向き合えるコンディションを整えた上で、子供たちにより時間をかけて真剣に向き合い、また

本務である授業に時間と力を注げるようにすることこそ、教員の教育力を向上させる原動力となり、そ

れが今後の教育の土台になると考えます。 

 授業以外のさまざまな課題の解決や指導が望まれ、膨らむ役割と責任、増えない人手、この不均衡に

歯止めをかけないと、早晩、教員も児童・生徒ももたなくなります。やはり本務授業以外の事務や調査、

文書報告、会議、部活動などが多すぎます。多岐にわたる公務に追われると、肝心のいじめなど、迅速

さと細心の注意を要する問題に対応しきれないおそれもあり、本末転倒です。 

 多忙化の原因解消のため、教育委員会が出す学校への依頼文書の精選や事務の効率化などをさらに進

めるべきと考えますが、いかがでしょうか。 

 文部科学省は2012年度、心の病で退職した教員が全国で969人、休職者が4,960人に上ると発表しまし
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た。世界一多忙とされる教員の環境改善の必要性が指摘されていますが、市内の精神疾患の教職員数に

ついて、過去３年分と全教員に占める割合をお示しください。 

 原因は職務との関係ばかりとは限らないでしょうが、その対策は必要と考えます。お聞かせください。 

 年次有給休暇は規定どおり消化されていますか。平均使用日数の変化をお示しください。 

 教員の職業倫理でどうしてもとりづらいのですが、年休休暇行使率向上は市教委や管理職の責任で行

うものと認識していますが、いいでしょうか。 

 これらのことは文部科学省や道教委の対応が求められる部分が多いのですが、市教委の主体的な取組

も重要です。今後の対応もよろしくお願いいたします。 

 最後に、児童・生徒のネット上のプライバシー保護について伺います。 

 約2,260万件の個人情報が外部に漏れたベネッセホールディングスの顧客情報流出事件、そのかなりの

量は子供の個人情報です。情報管理について改めて問われています。 

 小樽市立小・中学校におけるインターネット利用に関するガイドラインがあり、学校から発信される

情報について、児童・生徒のプライバシーは守られていることになっています。市教委のホームページ

からつながる各学校のホームページを見ると、使われている写真等には個人が特定できないような配慮

がされています。しかし、一部個人名がフルネームで載っているなど、若干の注意が必要な事例が見ら

れます。ネットパトロールにかかわる方は、特に中高生の個人情報はその世界では格好のターゲットに

なっているとのことであり、万が一の際、ベネッセなどから流出した情報とこれらを組み合わせると、

特定個人のプライバシーのかなりの部分が暴かれ、一瞬で個人情報がネット上で拡散し、半永久的に消

去できなくなってしまいます。もう一度確認や対応が必要と思いますが、いかがでしょうか。 

 また、問題点として、外部からの訪問者や保護者、関係者、生徒自身が生徒の様子や行事等を写真撮

影し、無意識、無配慮に写真をネット上にアップしてしまう事例や、個人名等の個人情報がたぶん本人

の了解もないまま載っている事例が大量に見られます。これについては、私たち議員もその扱いに気を

つけなければと自戒するところです。 

 そこでお聞きしますが、市教委は、このような状況を把握されていますか。 

 また、学校等において、学校だよりや行事の際の呼びかけや注意喚起等、何らかの対応が必要ではあ

りませんか。 

 あらゆる個人情報の提供を控えようという過剰反応の強まりも懸念されていますが、事子供に関する

個人情報については、これからの長い将来にかかわる問題となるため一層の配慮が必要と考えますが、

いかがでしょうか。 

 以上、再質問を留保し、民主党・市民連合の代表質問を終えます。（拍手） 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 教育長。 

○教育長（上林 猛） 佐々木秩議員の御質問にお答えいたします。 

 ただいま、教育に関して御質問がありました。 

 初めに、食物アレルギー対応についてですが、道教委が学校における食物アレルギー対応の進め方の

指針素案を示した理由と意義についてでありますが、文部科学省は平成20年に示した学校のアレルギー

疾患に対する取り組みガイドラインで求めた対策が浸透していないため、本年３月に都道府県の教育委

員会に対して、より実効性のある食物アレルギー対策を講ずるための指針を示すよう通知を発信、これ

を受けて道教委が指針を作成することで、市町村や学校における取組の徹底を図ることとしたものと承
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知しております。 

 また、これまで市町村や学校によってばらつきがあったアレルギー対応を、指針を示すことで全国同

一レベルの対応が徹底される意義は大きいものと考えております。今回の指針素案の特徴は、医師の診

断に基づく学校生活管理指導表を提出することでアレルギー対策に万全を期することや、アナフィラキ

シーショックなどの緊急時の対応をマニュアル化することで、児童・生徒の安全・安心を確保しようと

するものと考えております。 

 次に、学校生活管理指導表についてでありますが、気管支ぜんそく、食物アレルギー、アナフィラキ

シーなどの病型・治療に関することや、運動・屋外活動・給食など学校生活上の留意点について、医師

が診断に基づき記載するものであります。 

 次に、医療関係者や消防機関との定期的な協議による情報共有についてでありますが、道教委の示し

た指針素案では、教育委員会は学校関係者、医療関係者、消防関係者等の関係者と定期的に協議の場を

設け、市町村の学校の調理場等の施設設備や人員配置、アレルギーを有する児童・生徒の情報について、

関係者間で共有する必要があるとしております。教育委員会としては、アレルギーがある児童・生徒が

アナフィラキシーショックを起こした場合の対応について、今後、保護者の同意を得た上で、学校、医

療機関、消防署等の関係機関との情報共有を図るため、その内容や方法などについて協議を進めてまい

りたいと考えております。 

 次に、食物アレルギー対応に関して現段階で検討すべき点や準備などについてでありますが、現在、

卵アレルギー除去食の検討を行っておりますが、学校給食センターとしては、調理作業の確認や対象の

児童・生徒に届けるための体制整備が課題となっております。 

 また、学校内の体制としては、除去食が対象児童・生徒に確実に届くまでの手順や緊急時の対応マニ

ュアルの整備が課題であり、校長会などと早急に協議を進めてまいりたいと考えております。 

 次に、卵除去食の提供開始時期についてでありますが、道教委の指針が９月に公表されますので、そ

の指針に基づいて、食物アレルギーの対応のための校内の体制整備、学校給食センターでの調理作業の

確認、保護者への説明などの作業を行った上で、２学期中に除去食の提供を開始したいと考えております。 

 次に、ＩＣＴ機器の導入についてですが、まず実物投影機を導入した小学校での活用状況やその効果

などについてでありますが、本年度導入した９校の活用状況は、毎日使用している学校が７校、週一、

二回程度使用している学校が２校であり、いずれの学校も教科を限定せず、どの学年でも使用しており

ます。児童からは「授業がおもしろい」「わかりやすい」などの声が寄せられており、また、教員から

は「指示が明確に伝わりやすく、児童の集中力や定着度に高まりが見えるようになった」との効果が報

告されております。学校の配置台数が１台から２台と限られているため、それぞれの学校で低学年を優

先したり、学年により使用時期の順番を決めたり、使用頻度が高い高学年の階に保管したりするなど、

子供たちの学習内容や使用の状況に応じ、工夫をしているとの報告を受けております。 

 次に、教育委員会で作成した教職員用資料についてでありますが、本市では操作が簡単で学習効果に

すぐれている実物投影機を使って授業改善を行うことにより、児童・生徒の学力向上が期待できるもの

と考え、今年度、各学校で少なくとも１台配置することを基本に実物投影機を導入いたしました。この

教職員用資料は、ＩＣＴ機器の特色について簡単に紹介するとともに、実物投影機を活用した授業の効

果や使用方法について、カラー写真を使い、わかりやすくまとめたものであり、この４月に市内全教職

員に配付しております。 

 次に、ＩＣＴ機器活用の今後の展開と新しい機器の導入についてですが、現在、小樽市では平成25年

度に中学校の校務用パソコンの整備が終了し、引き続き、今年度より小学校の校務用パソコンの整備を
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進め、平成28年度に全ての小・中学校に整備することとしております。 

 また、実物投影機につきましては、昨年度、高島小学校に新しい学校づくりの一環として３台配置し、

授業改善に大きな効果が見られたことから、今年度、全小学校に少なくとも１台の整備を行うこととし

たものであります。 

 今後の展開につきましては、これらのＩＣＴ機器の配置に伴う効果を検証するとともに、教職員の活

用技術の習得を進めながら、新しい機器の導入も含め、整備の進め方について検討してまいりたいと考

えております。 

 次に、実物投影機などの普及とテレビの更新についてですが、実物投影機につきましては、現在プロ

ジェクターとセットで購入し、スクリーンに映し出して活用しております。この実物投影機はブラウン

管テレビへ直接接続して使用できますが、画面が小さく見づらいため、ほとんどの学校ではスクリーン

を活用しております。今回、初めて手宮地区統合小学校の改築にあわせて大型液晶テレビを導入します

が、ここでは実物投影機に接続し、各教室で授業に使用することが可能と考えております。 

 なお、大型液晶テレビの整備につきましては、多額の費用を要することもあり、今後、本市の財政状

況を見極めながら検討してまいりたいと考えております。 

 次に、教職員の多忙化に関連して御質問がありました。 

 まず、多忙化解消のため、教育委員会から学校への依頼文書の精選や事務の効率化についてでありま

すが、市教委の各種調査事務を学校依頼する場合には、学校の負担軽減を図るため、庁内他課で同様の

事務があるかを確認しながら、調査項目を精選するなどの対応に努めております。 

 また、事務の効率化につきましては、平成22年度から年次計画で校務用パソコンを整備しており、現

在、中学校においては、教育委員会と学校の文書伝達をインターネットを活用して迅速化を図るととも

に、校内ＬＡＮによる情報の共有化を進めております。今後、小学校のパソコン整備にあわせ、順次、

事務の省力化を図るなど、教職員の多忙化解消に努めてまいります。 

 次に、本市教職員の過去３年間の精神疾患による休職者数と全教職員に占める割合についてですが、

平成23年度は休職者数９人で、全教職員の1.3パーセントであります。24年度は８人で1.2パーセント、

25年度は７人で1.0パーセントとなっております。 

 次に、教職員のメンタルヘルスに関する取組についてでありますが、まず各学校では、メンタルヘル

スに関する研修会を開催するとともに、生徒指導上の問題や保護者への対応については、校長、教頭を

含め複数で対応することや、管理職が日常、職員の態度の変化に意を配るよう努めております。 

 また、市教委では、教職員の日常の健康管理に関する相談を行うための健康管理医を各学校に配置す

ることや、児童・生徒の指導に当たる教職員が指導上の悩みを抱え込む事例が見られることから、７名

のスクールカウンセラーが各学校を巡回し、相談や助言の体制の整備を行っております。 

 また、道教委では、管理職が教職員の心の健康を適切に保持するための役割や配慮事項を解説した管

理監督者のためのメンタルヘルスハンドブックを全校に配付するとともに、専門医による心の健康相談

を全道８地区で月１回程度行っております。 

 次に、本市の教職員の過去３年間の年次有給休暇の平均使用日数についてですが、平成23年度は13日

と４時間、24年度は14日と7.4時間、25年度は13日と2.6時間となっております。 

 次に、年次有給休暇の使用率向上についてでありますが、道教委の通知に基づき、市教委としても、

毎年、各学校長に連続した休暇の使用促進や年次有給休暇・夏季休暇の使用促進について積極的な取組

を進めるよう通知するなど、年次有給休暇の使用率向上に努めております。 

 次に、児童・生徒のインターネット上のプライバシー保護についてですが、まず小樽市立小・中学校
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におけるインターネット利用に関するガイドラインの内容などについてでありますが、ガイドラインは

平成13年に定め、小・中学校でインターネットを利用する上での留意事項など11条で構成されており、

第７条では個人情報の発信とその範囲が示され、「インターネットを利用した児童生徒及び関係者の個

人情報の発信は、校長が教育活動のために必要と認めた場合に限るものとし、発信された個人情報によ

り本人が不利益を被ることがないよう、必要な対策を講じなければならない。」と定めております。近

年、各学校のホームページには一部個人の名前がフルネームで掲載されたり、個人が特定されるような

写真を使用するなど、ガイドラインにそぐわないものも見受けられますので、今後、校長会を通じ、ガ

イドラインを踏まえ対応するよう、指導の徹底に努めてまいりたいと考えております。 

 次に、外部からの訪問者が児童・生徒を撮影した写真を本人の了解なしにインターネット上にアップ

していることなどへの対応についてですが、教育委員会として、学校行事などにおいて外部からの訪問

者が児童・生徒の写真などを撮影し、それをどのように扱っているかについては承知しておりませんが、

近年、児童・生徒の個人情報がインターネット上に流布され、事件に巻き込まれるなどのケースもあり

ますので、ネットパトロール体験会や情報モラル教室などの機会を捉え、写真などを勝手に掲載するこ

とは著作権や肖像権の侵害につながることなどを伝えるとともに、外部からの訪問者には撮影した写真

などの取扱いに十分注意を促すよう、校長会を指導してまいりたいと考えております。 

 次に、児童・生徒の個人情報に関する一層の配慮についてですが、教育委員会としては、第三者によ

りインターネット上に投稿された写真などが原因で児童・生徒が事件に巻き込まれたり、進学や就職な

どの内定が取り消されたりするなどの将来にわたっての大きな問題となるケースも考えられますので、

個人情報の管理を徹底するよう指導してまいりたいと考えております。 

              （「議長、17番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 17番、佐々木秩議員。 

○１７番（佐々木 秩議員） 何点か再質問をさせていただきます。 

 地域防災に限って再質問をさせていただきます。それ以外については、予算特別委員会でさせていた

だきます。 

 まず、１点目は、土砂災害警戒区域、特別警戒区域相当の危険な場所とわかっているところへの周知

方法はどうなっているかということについての答弁では、閲覧できるようにしていたり、ホームページ

でアドレスを紹介するということでしたけれども、これはもちろん自分のところが危険な場所に相当す

るところだとわかっている人はそれを見ると思うのです。だけれども、そもそも自分のところが危険な

ところだ、特別警戒区域、警戒区域相当の場所だと知らない人は、こういうものを見ようとはしないと

思うのです。 

 ですから、私としては、もう一歩進んで、そういうお宅に訪問するなり、何らかの方法でアクセスし

て、そして直接あなたのところはこういう危険性があるので注意してくださいね、ついてはこういうも

のを見てくださいということが必要ではないかと思いますが、その点についてはいかがでしょうか。 

 ２点目は、避難勧告、避難指示の発令についてお話があって、その中でいろいろな条件があり、情報

や過去の発生状況や予兆現象などを総合的に分析した上でということで答弁がありましたし、現に防災

計画の中には「総合的に分析した」という言葉が入っております。ただ、今回のさまざまな災害を見ま

すと、この「総合的に」の部分が曖昧だということで、判断が遅れて指示を出すのが遅れたという指摘

がされております。この「総合的に分析した」という言葉は、果たして今度の見直しや何かのときにも

やはり入れる必要があるのかどうなのか、その辺についての見解を伺います。 

 ３点目ですが、観光客の避難については、これから考えなければならないということはわかりますが、
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ぜひ考えていただきたいことが１点あります。それは町会においても津波の避難訓練は各地域でやって

いますが、例えば商店街と町会で、特に商店街の組合の皆さんが率先して、観光客を誘導するという視

点の避難訓練をやるというようなことも将来的には必要なのではないかと考えますので、そういうこと

もぜひ視点の中に入れていただきたいという要望が三つ目です。 

 ４点目ですが、これは市長に、原子力防災のところで何か答弁が困難なことばかり聞いているようで

申しわけなかったのですけれども、一般論として地方と国は対等な関係にあることや財産権や自治権や

何かについての答弁をいただきました。国に先んじる形で、30キロメートル圏外にもかかわらず原子力

防災計画を策定することを表明されたのは、やはり市長が市民の安全を第一に考えられているからこそ

だと思うのです。それであれば、やはり今、立てた防災計画がきちんと実行される、それを実効性のあ

るものにすることが必要だと思うのです。今のままであれば、少なくともこの規制委員会の新規制基準

の中には、避難計画というものは一切入っていませんから、たとえ圏内にしても圏外にしても避難計画

ができていることは条件に入っていないので、計画ができていなくても再稼働は行われるわけです。 

 そういう状況の中でいけば、今、小樽においても30キロメートル圏外とは言いつつも、この計画がな

いままに再稼働が行われる可能性があります。その空白期間に、もし原発を再稼働するとなったときに

は、原子力発電所は稼働したときととめるときに一番事故が多いと言われていますので、動かした途端

に事故が起きたら、小樽市は全く防災計画がないままに逃げ惑うということになってしまいます。ぜひ

市民の皆さんの安全を第一に考えられる市長として、国に対して一元的というよりは対等な関係として、

やはり市民の安全を第一に考えて、何らかの意思表示を国に対して主張をすべきだと考えますけれども、

もう一度この辺についてお答えをいただければと思います。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

○市長（中松義治） 佐々木秩議員の再質問にお答えいたします。 

 私からは原子力防災について答弁をいたしまして、その他の災害については担当部長から答弁させます。 

 私は、特に泊原発の問題についてはいろいろな形で御質問を頂戴するわけですけれども、この再稼働

についてはやはり原子力規制委員会が安全を確認するということが第一、それからそれに基づいて国が

安全である、そういうことを踏まえて進めるということが一番ではないかというふうに何度も繰り返し

て答弁しており、現在もそれは変わっておりません。私は、その原子力につきましての知見、こういっ

たことについてはなかなか判断が難しいということでありますので、やはり専門家であります原子力規

制委員会がそういったことの安全を確認するということ、それに基づいて国が安全であるという確認を

したのであれば、それで進めていただきたいということを申し上げているのであって、ただ私どももこ

れからいろいろと計画をつくってまいりますので、その中で、30キロメートル圏外ではありますけれど

も、どういう形がいいのか、それは今後取り組んでいきたいと思っておりますので、御理解いただきた

いと思います。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 総務部長。 

○総務部長（迫 俊哉） 私からは、地域防災に関しまして、さきの３点について答弁をさせていただ

きます。 

 まず、危険区域を知らない方に対する周知というお尋ねでございますけれども、今回の答弁は、警戒

区域や特別警戒区域については、基本的には北海道が指定するときに地域での説明会を行っております。
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その後、我々がハザードマップをつくって、地域の皆様に避難場所や避難経路を示していますので、む

しろ土砂災害危険箇所が五百数か所ございますけれども、これが指定されたときに地域住民には周知さ

れていないということがございますので、そこを重く考えているところでございます。 

 今、国でも今回の災害を受けまして、速やかに住民の方々に危険箇所を周知するようにということで

指示をいただいていますので、今回答弁させていただいたように、市役所を含めた公共施設の中に土砂

災害危険箇所図を掲示する、あるいは新聞報道によりますと、道では、昨日の新聞でしょうか、トップ

ページに土砂災害の危険箇所を載せたということですから、今日、明日中には市のホームページもこれ

と連動させようと思っております。また、パネル展なども開催し、可能な限り、土砂災害危険箇所の周

知については図ってまいりたいと思っております。 

 また、転入されてくる方々については、当然お住まいになるところが危険箇所かどうかわからないと

思っておりますので、その対応についても検討していきたいと考えているところでございます。 

 次に、避難勧告や避難指示の発令について、御指摘のとおり、現在の小樽市地域防災計画の中では、

土砂災害情報も含めていろいろなデータを総合的に分析した上で発令しようというのが基本的な考え方

になっております。ただ、一方では国が指針を示しておりまして、避難指示の発令は早めにするという

のが基本的な考え方として示されておりますので、私どもといたしましてはこの指針に基づいて今回マ

ニュアルを策定していくこととしていますけれども、できるだけ速やかに避難指示なり勧告が発令でき

るように、総合的な分析というのはガイドラインの中にも入っておりませんので、それに準じてつくっ

ていくことになりますと、「総合的な分析」という言葉については使わない方向で考えていきたい、で

きるだけ速やかに発令をしていくという考え方で進めていきたいと思っております。 

 次に、観光客に対する避難計画でございますけれども、先ほど答弁申し上げましたとおり、観光マッ

プなどを使いまして、できるだけ周知をしていくような形で考えていきたいと思っておりますけれども、

たしか京都だったかと思いますが、事業者の協力をいただきながら観光客を誘導しているという動きが

あるようですので、そういった動きも参考にさせていただきながら、事業者なり関係団体とも協議をさ

せていただいて、対応を検討させていただきたいと思っているところでございます。 

○議長（横田久俊） 佐々木秩議員の会派代表質問を終結し、この際、暫時休憩いたします。 

休憩 午後 ４時２０分 

―――――――――――――― 

再開 午後 ４時４５分 

○議長（横田久俊） 休憩前に引き続き、会議を再開し、会派代表質問を続行いたします。 

              （「議長、６番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ６番、安斎哲也議員。 

              （６番 安斎哲也議員登壇）（拍手） 

○６番（安斎哲也議員） 一新小樽を代表し、代表質問いたします。 

 ３日の市長提案説明において、中松市長は、来春の市長選で再選を目指すことを表明されました。財

政の健全化をはじめ、企業誘致や観光振興の推進などを通じて地域経済の活性化に精力的に取り組んだ

が、少子化を含んだ人口問題、公共施設の耐震化、防災対策など解決すべき課題が山積し、その課題解

決に向けて取組を進めるという出馬理由を述べられました。ただ、今はまだ任期半ばであり、残された

在任期間に全力を傾けるとのことです。 

 今回の代表質問では、中松市長が市政を担う中で、第一に取り組んでこられた財政問題をはじめ、２

期目に向けて政策課題に挙げた人口減問題、広島市で発生した土砂災害に関連した災害対策、ドリーム
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ビーチに向かう市の管理道路で発生した飲酒事故を契機とした市内の交通安全対策について質問いたし

ます。 

 まず、財政問題についてです。 

 小樽市の財政は、平成16年度の国の三位一体の改革による地方交付税と臨時財政対策債の削減で、実

質収支で11億8,000万円の赤字を計上、財政調整基金と減債基金を全額取り崩し、この残高減少を受け、

他会計や特定目的資金基金から借入れを行い、23年度には借入残高が54億8,300万円に上りました。さら

に、病院事業会計、国民健康保険事業特別会計と一般会計との間で行っていた年度間の貸付けが、不適

切な会計処理という扱いとなり、この不良債務の解消に相当苦労してきました。追い打ちをかけるよう

に、新地方財政健全化法により、連結実質赤字比率という概念が導入され、早期健全化基準に抵触寸前

までに至りました。今日まで職員給与費や事業見直しなど、さまざまな経費の節減による歳出削減を行

うなどの努力を続け、平成22年度からは単年度黒字を計上し、24年度以降は他会計からの借入れをしな

い予算編成を行い、23年度以降は財政調整基金への積立てが復活、他会計からの借入残高も減少し始め

ています。 

 ここで、今定例会に提出された平成25年度決算について質問いたします。 

 平成25年度の一般会計歳入では、特別交付税が予算を下回りましたが、歳出において職員給与費、生

活保護費などで不用額が生じ、実質収支は２億8,600万円の黒字となりました。しかし、これは前年度繰

越金や財政調整基金の取崩しなどがあってのもので、まだまだ厳しい状況にあります。結果的には除雪

費の補正と公立病院特例債返還のための繰出しにより、平成24年度末、23億3,700万円あった財政調整基

金は17億6,400万円と減額となりました。 

 ここで、伺います。 

 突発的に支出が必要な際に、財政調整基金の取崩しを行うことで対処できるようになったことは評価

できますが、平成26年度当初予算では一時的に財政調整基金がほぼ底をつくなど、ためては取り崩して

を繰り返す自転車操業が続き、まだまだ綱渡りの状態であると考えます。まず、中松市長の認識を伺い

ます。 

しかしながら、中松市長は公約どおり、他会計・基金からの借入れによる財源対策をやめ、安定的な

財政運営を目指すよう努力されています。平成16年度の三位一体の改革での地方交付税と臨時財政対策

債の削減による財政悪化時から比べると、安定とは言えなくとも、まだまだ道半ばではありますが、以

前よりは健全化が図られていると思います。市長の見解をお聞かせください。 

 とはいえ、平成26年度末の他会計・基金からの借入残高は、下水道事業会計からは26億8,500万円、産

業廃棄物等処分事業会計からは５億9,000万円、基金からは13億6,200万円の計46億3,700万円あります。

市長は、健全化判断比率について、実質赤字比率と連結実質赤字比率は平成24年度と同様に比率自体が

計上されないと述べられていますが、他会計・基金からの借入れが赤字としてみなされた場合、実質赤

字比率において早期健全化基準を超えてしまい、苦しい状況になるかと思います。いかがでしょうか。 

 さらに、市の財政力指数は0.42で道内主要都市10市の中で一番低い数値で、標準的な行政サービスに

対しては、市税や地方譲与税などで42パーセントしか賄うことができず、58パーセントを普通交付税に

依存している状況です。加えて、歳出の性質別経費では、平成25年度も扶助費が一番多く、義務的経費

で歳出全体の54パーセントを占めており、財政の硬直化の一因となっています。年間約2,000人の人口が

減少するこのまちで、この歳出の形が続いていくことには大変な危機感を抱いておりますし、一般会計

にある499億円の公債費を計画どおりに償還していけるのか危惧しています。市長の見解をお示しください。 

 財政調整基金は、平成23年度から積み立てられていますが、この市債償還のための減債基金は、平成
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16年度以降ゼロとなっています。今は財政調整基金に積み立ててもまた取り崩す状況でありますから、

減債基金まで手をつけられないという状況であると思います。いかがでしょうか。 

 減債基金がゼロであっても、減債基金は市債償還の財源として特定目的基金となってしまうことから、

今は財政調整基金がその役割を担う形で推移しています。いずれにしても、財政調整基金が一定程度積

み立てられた時点で、減債基金も積み立てていかなければ、今度は市債償還のために四苦八苦しなけれ

ばいけなくなるかと思います。今後の市長のお考えをお聞かせください。 

 次に、電気料金の再値上げに関連し、２点のみ質問いたします。 

 この財政状況下で、北海道電力の再値上げがさらに市の財政負担を強いることとなりそうです。８月

29日の北海道新聞に、この影響試算が取り上げられました。もしも北電が国に申請している電気料金再

値上げが認可された場合、今年度で9,000万円の増額が見込まれるとのことです。昨冬もロードヒーティ

ングの電気代によって支出が増加したにもかかわらず、再度の値上げで、より一層除雪費のやりくりが

大変となることとなります。 

 伺います。再値上げされた場合、小樽市の影響額は年間で23.5パーセントの増となり、今年度だけで

も今後半年で約9,000万円の増加となれば、苦しい財政運営を余儀なくされている小樽市にとって非常に

大きな金額と考えます。特に雪国では、冬場はロードヒーティングなどの電気料金の増大が懸念される

ところです。北電の再値上げについて市長の見解を伺います。 

 さらに、電気料金だけでなく、国土交通省では、人件費を10月以降に改定する方向で調整するとの報

道が出ていました。北国に住む我々としては、市の除雪対策が関心事であり、もしもの場合の生命線と

もなります。昨冬も人件費の増加によって、除雪費のやりくりが大変でした。これについての対応もあ

わせてお聞かせください。 

 １項目めの質問を終了します。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

              （中松義治市長登壇） 

○市長（中松義治） 安斎議員の御質問にお答えいたします。 

 ただいま、財政問題について御質問がありました。 

 初めに、平成25年度決算についてですが、まず本市の財政運営の認識につきましては、今後も人口減

などにより市税収入の増加が見込めない中、地方交付税の動向も不透明であること、歳出では扶助費な

どの自然増や新たな財政需要にも対応しなければならないことから、多額の財源不足が生じることが見

込まれ、何らかの財源対策を行わなければ、収支均衡予算が編成できない厳しい状況にあると認識して

おります。 

 次に、財政の健全化に対する見解につきましては、平成24年度以降は他会計などから新たな借入れは

行っておらず、私が就任した23年度には54億8,300万円あった借入残高も25年度末では46億3,700万円に

減少しており、財政再建は着実に前進しているものと感じております。しかしながら、この借入れの完

済にはなお12年ほどかかる予定であり、財政再建は緒についたところという気持ちで今後も取り組んで

まいります。 

 次に、他会計等からの借入れを赤字と考えた場合につきましては、現在これらの借入金は赤字とみな

されておりませんが、財政運営の健全性の確保、財政秩序の維持といった観点から、計画的に解消して

いかなければならないものと考えております。 
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 次に、市債の償還に対する見解につきましては、地方自治体の予算はみずからの歳入に見合った歳出

構造であることが基本ですので、今後の中・長期的な収支を見極めながら、毎年度の予算編成において、

財政健全化に向けた取組を継続しながら必要額を確保してまいりたいと考えております。 

 次に、減債基金に対する考え方につきましては、今後も厳しい財政状況が続くことが想定されますの

で、他会計からの借入れなどに頼らずに収支均衡予算を編成するためには、当面は一定程度の財政調整

基金残高を確保することが必要であると考えております。 

 次に、減債基金の積立てにつきましては、現時点で減債基金への積立ての見込みは示せませんが、一

定程度の財政調整基金の残高が確保された時点で、減債基金を含め、将来の財政需要などに備えるため

の対応について検討してまいりたいと考えております。 

 次に、電気料金の再値上げについてですが、まず再値上げに関する見解につきましては、北海道電力

の再値上げが行われれば、年間ベースでは約２億円の財政負担が増える見込みでありますことから、再

値上げが行われないことが望ましいことは言うまでもありません。一方、火力発電所の燃料費などが増

加する中で、再値上げを行わないことにより、道内において電力の安定供給に支障を来すことだけは避

けなければならないと考えております。北電に対しましては、再値上げに当たり、今後ともできる限り

値上げ幅の圧縮に努めていただきたいと考えているところです。 

 次に、人件費の改定による除雪費の対応につきましては、現在のところ、人件費の改定時期や額が不

明であるため、これらが確定し、除雪費に不足が生じる場合には、適切な時期に適正な予算を確保して

まいりたいと考えております。 

○議長（横田久俊） 次に、第２項目めの質問に入ります。 

              （「議長、６番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ６番、安斎哲也議員。 

              （６番 安斎哲也議員登壇） 

○６番（安斎哲也） 人口対策について質問します。 

 中松市長は、８月29日の記者会見において、出馬表明とともに、２期目に向けた政策課題の中で人口

対策を最重要課題に挙げ、強調されました。 

 小樽市は、昭和39年をピークに人口の減少が続き、平成25年では、年間で2,210人の減少となりました。

総務部企画政策室が平成22年の国勢調査を受けてまとめた「小樽市の人口－人口等基本集計結果－」に

よると、本市の現状として、平成17年から22年までの人口増減は14万2,161人から13万1,928人へと１万

233人減少しました。この間の転入は１万16人で、転出は１万2,720人と、市外への転出者が市内への転

入者を上回る転出超過となっています。このうち15歳未満の転出が13.1パーセント、15から64歳未満の

転出が12.3パーセントとなっています。さらに、過去の実績人口の動きから変化率を求め、それに基づ

き将来人口を推計するコーホート変化率法を用いた本市の児童数の将来人口の推計は、ゼロ歳から５歳

までは平成25年９月末の4,236人から平成31年末には3,247人となり約23パーセント減少、６歳から11歳

までは5,118人から4,223人となり約17パーセントの減少、12歳から17歳までは6,009人から5,123人とな

り約15パーセントの減少が予測されています。現状とともに、今後も子育て世代の転出が多いと推測さ

れます。このような現状と推計を基に、小樽市における人口対策については、これまでも子育て環境の

充実と教育の重要性などを訴えてきております。市長は、人口対策庁内検討会議を設置し、人口減少の

原因や対策を考え、対策の方向性や事業を取りまとめていくとのことで、その姿勢は高く評価します。

しかしながら、もっと前から取り組むべきであったと感じています。 

 そこで、人口対策庁内検討会議の設置について質問します。 
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人口対策として、これまで企業誘致や雇用対策、移住施策などを進めてきています。企業誘致におい

ては、中松市長の営業努力によって成果を上げておりますが、人口減少に歯止めがかからず、若者世代

の流出が増加しています。仕事は札幌でも、このまちで子供を産み育てたい、そのように思ってもらう

ためには、生活環境の整備が必要です。 

 そこで、まず伺いますが、これまでも人口対策を含めて、企業誘致、雇用対策などそれぞれで施策を

進めてきておりますが、このタイミングでの庁内検討会議設置の理由をお聞かせください。もっと早く

から設置し、取り組むことができたのではないでしょうか。 

 設置に向け、人口減少理由や人口動態の分析などの準備を進められてきたと推察しております。小樽

の人口流出については、特に20代の若者世代の流出が大きくなっています。これをどう捉えているか、

お聞かせください。 

 これまでも人口対策には小樽の教育問題を挙げています。まちづくりは人づくりで、まちの活性化に

はそこに住む人々の活力が必要だと思っており、そのためにまちの子育て・教育施策は重要であると訴

えてきましたし、市としても平成26年度の重点施策の一つに教育を挙げ、現在、政策を進めておられま

す。庁内検討会議では教育長もメンバーに入っているとのことで、この教育問題について取り組んでい

ただけるものと考えておりますが、いかがでしょうか。教育長の見解を伺います。 

 海士町の取組事例から質問いたします。 

 先日もテレビで紹介されていました海士町の取組ですが、ないものはない、そんなキャッチフレーズ

で知られています。島根半島沖合に浮かぶ諸島、海士町は、コンビニがなく、ショッピングモールもな

く、本土からは船で二、三時間かかるという離島にもかかわらず、20代から40代の働き盛りの移住が人

口約2,000人のうちの１割で、一流大学の卒業者や一流企業でキャリアを持つ現役世代がＩターンしてい

るとのことです。 

 彼らの目的は、単なる田舎暮らしがしたいとは違います。地域に貢献できる仕事をしながら、地域の

方々と生活を楽しみ、安全・安心なおいしいものを食べながら稼いで、家族と幸せに暮らす。そういっ

た思いで移住、定住してきた人がいます。先ほど述べましたが、ないものはないと、離島というまちの

課題や問題点を町民はじめ、外の人と共有することで、このまちの未来のために何かしたいという人が

住みつき、仕事をつくってくれているのです。地域全体で持続可能な事業、産業をつくり出せる人材を

育て、仕事がないから帰れないのではなく、仕事をつくりに帰りたいという意識を醸成してきた海士町

の取組は大変参考になるものがあります。 

 小樽市においても、仕事がないから札幌だ、東京だと流出してしまうのではなく、このまちで仕事を

つくり、このまちで子供を産み育てるという起業意識を持つ人材を育て、そして支援する取組が必要だ

と思っています。 

 小樽市は、海士町と比べると都会の札幌にも近く、さまざまな産業をつくり出せる資源に恵まれ、チ

ャンスがたくさんある都市です。人口対策において、起業家的人材の育成、その支援を盛り込むなど海

士町の取組を参考にし、小樽独自の政策展開とともに、今後、国が人口対策として打ち出す地方移住モ

デル事業など、さまざまな政策を活用しながら、この重要課題解決に向け、取り組んでいただきたいと

思います。いかがでしょうか。 

 さらに、その海士町では、さまざまな子育て支援策を打ち出しておりますが、一つ紹介させていただ

きます。すこやか子育て支援に関する条例というものを制定し、第３子の誕生祝いとして50万円、第４

子以降に100万円などを支給する取組を実践していることも効果を上げています。今後の人口対策会議の

中で、これまでの施策の検証とともに、この海士町の子育て支援施策を検討していってはどうでしょうか。 
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 現在進められている子ども・子育て会議から質問します。 

 平成24年８月に子ども・子育て関連３法が国会で成立し、この三つの法律に基づいて、早ければ27年

度から新制度が開始される予定です。新制度では、５年を一つの期間として、子ども・子育て支援事業

計画の策定が義務づけられ、これらの計画策定に関する子育て当事者等の意見を聞くことや、計画策定

後の施策の実施状況等について調査、審議が必要になりました。これを受け、本市では、平成25年に小

樽市子ども・子育て会議条例を制定し、市の附属機関として小樽市子ども・子育て会議を設置し、現在、

意見聴取などを行ってきています。 

 このたび、昨年11月に実施した子ども・子育て支援事業計画策定にかかるニーズ調査の結果がまとめ

られました。小学校就学前の児童の保護者2,000件、放課後児童クラブ利用児童の保護者508件を対象と

し、就学前児童の保護者からの回収率は低いものの44.4パーセント、放課後児童クラブ利用児童の保護

者からの回収率は81.1パーセントとなりました。 

このニーズ調査の中で、子供の病気の際の対応についての項目がありました。この項目の中で、特別

な対応をとる必要があった方の対処方法は、「母親が休んだ」が73.9パーセントと最も多く、次いで「（同

居者を含む）親族・知人に子どもをみてもらった」が44.5パーセントとなりました。父親あるいは母親

が休んで対処した方の病児・病後児保育事業の利用意向は、「できれば利用したいと思った」が40.3パ

ーセント、「利用したいとは思わなかった」が55.9パーセントとなりました。できれば利用したいと思

った方の希望する事業形態は、「小児科に併設した施設で子どもを保育する事業」が76.4パーセントと

最も多く、次いで「他の施設に併設した施設で子どもを保育する事業」が46.5パーセントとなりました。 

そもそも就学前児童の保護者からの回収率が低いため、どの程度のニーズがあるか判断することにな

ります。小樽市次世代育成支援行動計画後期実施計画策定の際のニーズ調査では、保育サービスを利用

している子供が病気になったときに、どちらかの親が仕事を休んだという方が約９割おり、その半数以

上の方ができれば施設に預けたいと希望していることから、病児・病後児保育事業についての対応が求

められているとのことで、小樽市は、この後期実施計画において平成26年度で病児・病後児保育事業の

１か所開設を目標にしておりますが、現在、未実施となっています。現状は、ファミリーサポートセン

ターで、一定の病気の子供の預かりが担保されている部分もありますが、一部補助、全額負担のケース

などがあり、全額の場合は相当な負担となる部分が出ているとのことです。 

 小樽市としては、次世代育成支援行動計画で、病児・病後児保育を平成26年度までに設置するとして

いましたが、進んでいません。その理由は、医療機関との連携など、さまざまなハードルがあると思い

ますが、いかがでしょうか。 

そして、今後は子ども・子育て会議で、小樽市子ども・子育て支援事業計画をつくり上げ、政策にし

ていかれると思いますが、市長のお考えをお聞かせください。 

 ２項目めの質問を終了します。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

              （中松義治市長登壇） 

○市長（中松義治） ただいま、人口対策について御質問がありました。 

 初めに、人口対策庁内検討会議の設置についてですが、まずこのタイミングでの設置の理由につきま

しては、これまでも人口の減少を最小限にとどめるため、雇用の場の創出や子供を産み育てやすい環境

づくりなどの取組を進めてきたものの、この間、平成25年３月には、国立社会保障・人口問題研究所か
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ら本市人口の大幅な減少が推計されるとともに、本年５月には日本創成会議による若年女性の減少に焦

点を当てた推計が発表されたこともあり、人口対策は改めて重要課題であるとの認識をしたものであり

ます。 

 このため、本年第２回定例会において、人口対策会議の設置について言及いたしましたが、国による

対策の本格化や６月には北海道が対策本部の設置を表明したこともあり、本市では、人口動向の整理な

ど立ち上げの準備を進め、このたび庁内検討会議を設置したものであります。 

 次に、20代の若者世代の流出につきましては、20代は転入と転出の差である社会動態において、大き

く転出超過の状況にあります。要因といたしましては、入学のため市外から転入した若者や地元から通

学していた若者が卒業後に就職などの関係から転出しているものと考えられます。若い世代はさまざま

な活動の担い手として、まちの活力やコミュニティの維持に欠かすことができないとともに、子供を産

み育てる世代の減少は、さらなる少子化につながっていくものと考えられることから、出生数の増加に

向けては、若い世代を支援する施策に力を入れていく必要があるものと考えております。 

 次に、海士町の取組事例についてですが、まず起業意識を持つ人材の育成と支援につきましては、本

市では、これまでも起業を考えている方などを対象に経営の基本的なノウハウを学ぶ小樽商人塾を開催

しており、さらにこの受講者等を対象に、小樽市商業起業者支援事業として家賃助成などによる起業支

援を実施しております。本市の人口対策においても、起業者を増やすことは重要なテーマであることか

ら、国の起業・創業の推進策を注視しながら、人口対策庁内検討会議で議論を深めてまいりたいと考え

ております。 

 また、誕生祝い金などの取組につきましても、今後の人口対策の中で検討してまいりたいと考えてお

ります。 

 次に、子ども・子育て会議についてですが、まず病児・病後児保育の取組が進んでいない理由につき

ましては、市内の小児科医師が少ないこと、事業実施のための適当な施設がないこと、新たな施設整備

には相応の財政負担を伴うこと、運営に関する国の補助が低額であることなどであります。 

 次に、小樽市子ども・子育て支援事業計画への病児・病後児保育の位置づけにつきましては、今後の

計画策定作業の中で検討してまいりたいと考えております。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 教育長。 

○教育長（上林 猛） 安斎議員の御質問にお答えいたします。 

 ただいま、人口対策について御質問がありました。 

人口対策庁内検討会議の設置に関連して、人口対策における小樽の教育の問題についてでございます

が、私が３年前、教育長に就任してまもなく、子供が小学校に上がるので札幌に引っ越します、こんな

話を耳にしました。小樽の教育に携わる者として、身を切られるような思いがしたのを今も鮮明に記憶

しております。 

 小樽の人口が減少している要因の一つに教育への不安があることは非常に残念なことでありますし、

このことを解消することが急務であるとの思いから教育行政執行方針の重点目標の一つに確かな学力の

育成を掲げ、教職員の資質・能力の向上と家庭の教育力の向上を目指して、各般の施策に取り組んでま

いりました。 

 まちづくりは人づくりと言いますが、教育の目的は、社会の役に立つ人間を育てること、小樽の将来

を担う人材を育てることと認識しております。学力の向上はもちろんのこと、学校で子供たちに小樽の

歴史を教えることを通して先人たちの苦労と子孫に託した思いを伝え、自分の役割や期待されている自
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分を自覚させる教育を進めること、道立高校の学科の再編など学校づくりへの意見反映、小・中学校の

適正規模化など新しい学校づくり、校舎改築や耐震化の促進、ＩＣＴ機器の導入など子供たちに夢を抱

かせる教育環境を整備すること、教職員や子供たちがおたる潮まつりなどの地域行事やイベントに参画

することで地域に活力を与えるなど、まちづくりに貢献できる学校を目指すこと、これらの取組を着実

に推進することが小樽の人口対策の一助となるものと信じ、全力を挙げて取り組んでまいります。 

○議長（横田久俊） 次に、第３項目めの質問に入ります。 

              （「議長、６番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ６番、安斎哲也議員。 

              （６番 安斎哲也議員登壇） 

○６番（安斎哲也） 土砂災害について質問します。 

 先ほども大変大きな雷が鳴りましたが、８月20日、広島市で豪雨による大規模な土砂災害が発生し、

70名を超える死傷者が確認されるものとなり、土砂災害の犠牲者としては平成に入ってから最も多い災

害となってしまいました。この場をかり、亡くなられた方の御冥福をお祈りいたします。 

 さて、この土砂災害を受け、連日さまざまなニュースが取り沙汰されています。北海道においても、

市町村と連携し、災害時に崩壊や土石流のおそれがある急傾斜地の土砂災害警戒区域の指定のスピード

アップを図るという報道がされていました。小樽市は土砂災害危険箇所が519か所あり、道内２番目に多

い都市です。このうち、さらに調査し、住民の同意を得て指定する土砂災害警戒区域は179か所で、より

危険性が高い土砂災害特別警戒区域は174か所となっています。 

 まず、伺います。これは道の調査が入って住民の同意を得て指定する区域指定にはまだ至っていない

ところが340か所あります。2006年以降、対象地域の指定を進めてきておりますが、土砂災害の警戒区域

の指定はどのような基準によって行っていますか。 

 各警戒区域の土質はどのように把握されていますか。 

 道の調査が入り、区域指定に向け動いても、土地の資産価値が下がるなどの理由で警戒区域に指定で

きない地点が市内に５か所あるとのことですが、これまでの経過と今後の区域指定に向けた説明会の予

定はありますか。 

 また、指定は、あくまでもハザードマップを作成し、住んでいるところが警戒区域であり、どこが崩

れ、どのように崩れていくかの範囲を記し、避難場所を示すというソフト的な対応で、住民にとって区

域指定によるメリットが感じられないのではないでしょうか。区域指定をするだけでは広島のような大

規模な土砂災害が発生した場合に十分ではなく、その運用が重要であると考えます。区域内の住民それ

ぞれが日ごろから防災・危機管理意識を持ち、区域内の町会単位で災害を想定した訓練を繰り返し行う

必要があると思いますが、いかがでしょうか。 

 各警戒区域の降雨量は想定されているのでしょうか。 

 また、深層崩壊が基本なのか、表層崩壊が基本なのか伺います。 

 過去に小樽市において土砂災害が発生した事例がありますが、どのような事例であったか、また、そ

の被害状況もホームページや広報おたるなどで周知し、小樽は災害が少ない、ここは大丈夫という意識

を変えていくことが必要と思いますが、いかがでしょうか。防災対策は、一にも二にも、まず自分のこ

とは自分で助ける自助が大事で、そのような意識が減災につながります。 

 広島での災害は、ふだんからの防災対策以外に、避難勧告の遅れなど、行政の対応が後手に回ったこ

とにより、大きな被害につながってしまったということがあります。 

 内閣府は今年４月に市町村に対し、避難勧告等の判断・伝達マニュアルの作成を要請したとのことで
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す。広島の災害は他人事ではなく、マニュアルの作成が急がれます。現在の進捗はどのようになってい

ますか。 

 想定として、小樽市の上空に前線が張り、日本海側から雨量が供給され、１時間に100ミリとか１日に

300ミリから400ミリの豪雨があった場合には、どのような災害が発生すると考えますか。 

 また、崖地での土砂災害発生時には、どのような人員と態勢で対応するのですか。 

 他市町村との連携はどのようになっているのでしょうか。 

 災害で発生した土砂の処理はどのように考えておりますか。 

 最後に、高齢化率35パーセントの小樽市では、災害弱者と言われる高齢者への対応について、特段の

対策を講じる必要があります。独居高齢者をはじめ、福祉・介護施設に入所する高齢者などに対し、対

策が必要です。 

 市では、平成25年度において、防災対策の強化として、市内９か所の社会福祉施設と協定を結び、拠

点となる福祉避難所の機能確保のための備品整備を行いました。厚生労働省の福祉避難所設置・運営に

関するガイドラインでは、「少なくとも、地域における身近な福祉避難所については、小学校区に１箇

所程度の割合で指定することを目標とすることが望ましい」とされています。今後、身近な避難所につ

いては、どのように取組を進めるおつもりでしょうか。 

 ３項目めの質問を終了します。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

              （中松義治市長登壇） 

○市長（中松義治） ただいま、土砂災害について御質問がありました。 

 まず、区域の設定基準についてですが、土砂災害警戒区域は３種類の土砂災害を想定し、北海道が調

査を実施し、指定しております。それぞれの基準については、急傾斜地の崩壊では、勾配が30度以上、

高さが５メートル以上で崩壊のおそれがあること、土石流では、土石流の発生のおそれのある渓流にお

いて、扇形の地形の頂部から下流で勾配が２度以上であること、地すべりでは、亀裂、陥没、隆起など

の地すべりの兆候が見られるなど、地すべりしている又は地すべりするおそれがあることとなっており

ます。 

 また、各区域の土質の把握については、崖の高い位置を中心に目視により判断することとなっており

ます。 

 次に、警戒区域に指定できない地点でのこれまでの経過と今後の説明会につきましては、これまで２

度の説明会を開催し、さらに個別にも説明を行い、理解を求めているところであり、今後も説明会を開

催する予定と聞いております。 

 次に、町会単位での訓練につきましては、本市におきましても、これまで国や北海道と連携し、土砂

災害を想定した避難訓練を実施してきたところであり、今年度につきましては石山町会主催で図上訓練

と実地訓練が行われる予定となっております。このような訓練は、地域の方々の災害に対する知識の習

得や防災意識の向上を図り、被害の軽減につながることから、市としても、今後、他の町会などにも訓

練の実施について働きかけてまいりたいと考えております。 

 次に、各警戒区域における降雨量の想定についてですが、３種類の土砂災害のうち、土石流のみが想

定されており、百年に一度降る程度の降雨量で区域を検討することとなっております。 

 また、崩壊の種類についてですが、急傾斜地の崩壊、土石流につきましては表層崩壊、地すべりにつ
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きましては深層崩壊を想定していると聞いております。 

 次に、過去に本市において発生した事例などにつきましては、近年では、平成19年４月に朝里川温泉

スキー場において融雪による土石流が発生したほか、平成22年８月には低気圧による大雨で市内13か所、

平成23年９月には台風12号による大雨で市内９か所において土砂崩れが発生しておりますが、いずれも

のり面や石垣の崩壊によるもので、人的被害は発生しておりません。 

 また、これらの事例の市民周知については、市のホームページで紹介するなど、注意喚起の方法につ

いて、今後、検討してまいりたいと考えております。 

 次に、避難勧告に係るマニュアル作成の進捗状況についてですが、本年４月に国において避難勧告等

の判断・伝達マニュアル作成ガイドライン（案）が策定されたことを踏まえ、北海道は８月に、市町村

においてマニュアルを作成する際の参考となるよう、土砂災害と津波災害に係る避難勧告等の判断・伝

達マニュアル（案）を作成したところであります。本市におきましては、これらを参考にしながら、今

年度内をめどにマニュアルの作成を進めていきたいと考えております。 

 次に、１時間に100ミリ又は１日に300ミリから400ミリの豪雨が発生した場合の災害についてですが、

本市では過去にこのような降雨を記録したことがないことから、具体での想定は困難であります。 

 次に、崖地での土砂災害が発生した場合の人員体制につきましては、本市地域防災計画に非常配備の

基準を設けており、災害の発生規模に応じて職員を動員することとしております。その内容は、小規模

の災害や災害の発生するおそれがある場合には、関係する部署の職員が参集する第１非常配備で対応し、

局地的な災害が発生している場合などは、災害対策本部の係長職以上が参集する第２非常配備としてお

ります。また、広域にわたる災害となった場合には職員全員が参集する第３非常配備態勢で対応するこ

ととしております。 

 次に、災害発生時の他市町村との連携についてですが、本市では平成20年６月に災害時における北海

道及び市町村相互の応援に関する協定を、平成25年３月には小樽市・半田市・日南市災害時相互応援協

定を締結しており、これらの協定に基づき、本市で大規模な災害が発生した場合には、必要に応じ各市

町村から食料、飲料水及び生活必需物資の提供や必要な職員の派遣を受けることができることとなって

おります。 

 次に、災害で発生した土砂の処理につきましては、土砂処分場や遊休地へ運搬処理を行いますが、受

入れ量を上回る土砂が発生した場合には、民有地の借り上げや北海道を通じて近隣市町村へ土砂の受入

れを要請することで対応することとしております。 

 次に、身近な福祉避難所についてですが、厚生労働省のガイドラインでは、身近な福祉避難所につい

ては、小・中学校等の指定避難所の中に介護や医療相談を受けることができる空間を確保することを想

定しております。本市におきましては、小・中学校においてこのような空間を確保するために、災害時

用の間仕切りの整備を今年度及び来年度の２か年で行うこととしております。 

○議長（横田久俊） 次に、第４項目めの質問に入ります。 

              （「議長、６番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ６番、安斎哲也議員。 

              （６番 安斎哲也議員登壇） 

○６番（安斎哲也） 最後に、市民の交通安全について伺います。 

 女性４名が飲酒運転の車にひき逃げされ、３名のとうとい命が犠牲になった悲惨な事件が発生しまし

た。大変痛ましく、悲しいニュースに憤りを感じているところです。この再発防止策として、中松市長

は現場の道路の歩行者専用化を検討すると表明しましたが、調整が進まず、来年への課題持ち越しとな
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っています。安全確保のため、道路の拡幅による歩道の新設も含めて協議していくとのことですので、

安全対策について要望が寄せられているところです。 

 さて、報道では、この事故のあった道路が市道であると報道されていますが、この道路は市道認定外

の管理道路という認識であったと思います。まず、この道路の位置づけ、市が管理することになった経

緯をお知らせください。 

 国道からドリームビーチのほうへと進むと、札幌市の市道に入り、札幌市道が終わると今回の事故現

場となった小樽市の管理道路となりますので、協議は２市と警察、そしてドリームビーチ協同組合など

関係機関とトータル的に話し合っていかなければならないと感じています。仮に、道路を拡幅し、歩道

を新設する安全対策が採用された場合、工事費用はどれぐらいで、来年度までに完成させることができ

るのでしょうか。 

 やはり住民の安全を守る観点からも、今回の事件が発生した道路だけに限らず、ほかの道路などにつ

いても、さまざまな対策を講じる必要があると思います。今回の事故を契機に、小樽市全体の道路の安

全対策も問題視されているところです。市の見解をお聞かせください。 

 最後に、この悲惨な事件は、運転手のモラルの問題であります。行政がいくらハード的な対策を行っ

たとしても防げないこともあります。ハードとともにソフト対策も必要です。この事件を受けて、市の

交通安全対策について、今後どのように取り組んでいかれるのか、市の見解をお聞かせください。 

 以上、再質問を留保し、代表質問を終了します。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

              （中松義治市長登壇） 

○市長（中松義治） ただいま、市民の交通安全について御質問がありました。 

 初めに、事故が発生した道路の位置づけにつきましては、林野庁から借り受けている海側の区間と財

務省から譲与を受けた山側の区間があり、いずれも管理を始めた時点で市道の基準を満たしていなかっ

たため、認定はしておりません。 

 また、管理することになった経緯につきましては、海側は、昭和40年ごろに札幌市営バスの運行開始

に当たり、小樽市域であるものの、札幌市が林野庁から借り受けて管理しておりましたが、その後、バ

ス運行が廃止となり、平成14年３月から本市が管理を引き継いだものであります。山側は、地方分権一

括法の施行に伴い、平成17年３月から本市が管理しているものであります。 

 次に、道路を拡幅し、歩道を新設する安全対策を採用した場合の工事費用につきましては、１億円は

超えるものと試算しております。 

 また、来年度までに完成できるかということにつきましては、道路の拡幅を伴う歩道設置となること

から困難なものと考えておりますが、安全対策につきましては、ハード面だけではなく、その他の対策

も含め、来季の海水浴場開設までに実施できるよう検討してまいりたいと考えております。 

 次に、小樽市の道路の安全対策につきましては、これまでも取り組んできているところでありますが、

引き続き警察署などの関係機関と協議をしながら、今後も交通安全施設の整備に努めてまいりたいと考

えております。 

 次に、市全体の交通安全対策につきましては、市は、これまでに警察をはじめ、交通関係団体と連携

をとり、６期60日の交通安全運動をはじめ、さまざまな交通安全啓発活動を行ってきたところでありま

す。特に、これまでは、高齢者の事故防止やスピードダウン、シートベルト着用などによる交通安全の
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励行に重点を置いていましたが、今後はこれまで以上に飲酒運転根絶に向けた啓発運動に努め、市民の

安全の確保に努めてまいりたいと考えております。 

              （「議長、６番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ６番、安斎哲也議員。 

○６番（安斎哲也） 財政問題で１点だけ確認させてください。 

 そのほかは予算特別委員会で質問させていただきますが、財政問題の中で早期健全化基準を超えてし

まうといった部分なのですけれども、どの程度苦しい状況になるかということも伺いたかったと思いま

して、私としては全部足した場合に、どのぐらいの実質赤字比率になるのかというのを聞きたかったと

ころでございます。ですので、予算特別委員会がありますので、参考までにまず何パーセントなのかを

示していただいて、今後、計画的に解消するということなので、その具体的な解消方法もお聞かせいた

だけたらと思います。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 財政部長。 

○財政部長（小山秀昭） 先ほど市長が答弁したように、基金等からの借入れは赤字ではありません。

ただ、それを仮に赤字として計算したところによりますと、実質赤字比率は13.19パーセントになります。 

              （「その具体的な解消というのは見えないという」と呼ぶ者あり） 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 財政部長。 

○財政部長（小山秀昭） 一番大きな借入れである下水道事業会計からの借入れは、下水道事業会計の

資本費平準化債の償還に合わせて返そうと思っております。そのほかの基金と水道事業会計等からの借

入れにつきましては、それぞれの償還計画をつくっておりますので、それに基づいて返したいと思って

おります。 

○議長（横田久俊） 以上をもって、会派代表質問を終結し、本日はこれをもって散会いたします。 

                   散会 午後 ５時４５分 
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開議 午後 １時００分 

○議長（横田久俊） これより、本日の会議を開きます。 

 本日の会議録署名議員に、安斎哲也議員、山田雅敏議員を御指名いたします。 

 日程第１「議案第１号ないし第30号」を一括議題とし、これより一般質問を行います。 

 通告がありますので、順次、発言を許します。 

              （「議長、４番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ４番、吹田友三郎議員。 

              （４番 吹田友三郎議員登壇） 

○４番（吹田友三郎議員） 一般質問をいたします。 

 初めに、私は、そろそろこのことについて取り上げる必要があると考え、第１項目にしました。 

 飲酒の問題についてであります。 

 私は酒を口にすることはできますが、アルコールを飲まないことを生き方の基本としております。全

国にはアルコール中毒と言われる人が800万人を超え、重篤な人が400万人、今後、中毒患者は高齢の女

性を中心に増大すると言われております。アルコールは極端に嗜好性が強く、飲酒運転などは罪の意識

が全くないこと、そして続けることは明白であります。 

 私は、大人社会で45年、アルコールが蔓延する中でのさまざまな問題を見てきました。飲めない人、

飲まない人をさげすむ日本社会を奇異と感じております。よく学生たちや一般社会でもありますが、飲

めない相手に対しパワハラで死に至らしめるほど飲ませることがまかり通っております。 

 アルコールは、麻薬の一種であります。中毒患者が医療、経済活動、そして家庭問題に膨大なマイナ

ス要因となっておりますが、家庭内のアルコール依存症の家族については、ほとんど表に出ないある種

の秘密となっており、世間に知られたくないとの考えが底流にあるものと考えております。そのような

多くの家族の苦しみの解放も考えなければなりません。 

 このアルコールの問題は、個人の問題として捉えては無理であります。飲酒にかかわる事件・事故は、

提供する企業の製造責任を問うことが必要であります。 

 近年、飲酒を原因とする社会問題を背景に、ノンアルコールビールなどが開発されて流通しています。 

しかしながら、飲酒を好む人はアルコールを選択するため、飲酒による問題が後を絶たないのが現状

です。今後、飲酒を原因とする問題が発生しないために、飲酒を好む人が選択するような、よりアルコ

ールに近いノンアルコール商品の開発を事業者に義務づけるための法整備が早急に必要であると考えま

す。市長はどのように考えますか、お伺いします。 

              （発言する者あり） 

 本市におきましても、全国に一躍名を売った海水浴場の酔っぱらいによる私に言わせれば殺人事件が

起きておりますが、犯罪者をいくら罰しても亡くなられた方は生き返ることはありません。本市もこの

ような事件を発生させない、また、アルコールを飲めない、飲まない人が安心して暮らせる小樽市をつ

くるためには、行政としてはどのような方策をつくることができますか、お伺いいたします。 

 今後、一般企業でも従業員の健康管理のために、飲酒、喫煙をしない人を雇用することの導入を検討

するべきであり、本市も同様に検討されてはいかがですか。 

              （発言する者あり） 

 夜の徘徊をやめさせ、家庭中心の生活により、健全な子育てにも寄与するものと考えます。市長の御

見解をお尋ねいたします。 

              （発言する者あり） 
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              （「副市長答えれ」と呼ぶ者あり） 

 私は、日本は戦前、戦後を通じて封建的な社会構造として、男性は仕事をし、そして夜に飲み歩き、

女性は家でじっと帰りを待つというスタイルから、男女共同参画社会を生み出し、女性も男性と同じよ

うに行動形態をとるようになりましたが、これは本当に理想の人間の生き方なのか、大いに疑問と思っ

ております。 

              （発言する者あり） 

これも一つの考えとして社会に伝えてまいります。 

 次に、携帯電話、スマートフォンの児童・生徒の携行についての問題であります。 

 現在、児童・生徒への携帯電話、スマートフォンの携行は、拡大の一途をたどっております。児童・

生徒の携行によるさまざまな問題は、マスコミ等を通して大きな社会問題として取り上げられておりま

す。ＬＩＮＥやツイッターによる不特定多数とのつながりにより、罪を犯したり、犯罪に巻き込まれた

り、大人社会の重大な犯罪の当事者となることを繰り返しております。また、相手とのやりとりの中で、

誹謗・中傷・いじめとネットトラブルは際限のない問題があります。 

 保護者は児童・生徒への携行は簡単な連絡方法、そして安否確認の手段として使っておりますが、こ

れを利用する児童・生徒は自宅学習の時間を相当程度持っているにもかかわらず、時間を無駄に費消し、

なおかつ睡眠時間も惜しんでゲームやＬＩＮＥをしております。 

 全国学力・学習状況調査の児童生徒質問用紙調査で明らかなように、携帯電話、スマートフォンにか

ける時間が長いほど学力が低いことが示されております。保護者が子供の将来を真面目に考えるなら、

問題となる使い方をする携帯電話、スマートフォンを所持させないという決断が必要であります。児童・

生徒の成長過程において不特定多数との情報のやりとりなどは全く必要がなく、自身の学習に必要とす

る情報は、身近な文献から調べる努力により、自身の知識として獲得すべきものであります。 

 児童・生徒の安全のため、現在、夜間の外出は午後６時までとなっておりますが、その実効性は担保

されておりますか、お伺いいたします。 

 また、以降の時間、万やむを得ない場合は、保護者同伴の条件で認める規則をつくることはできませ

んか。 

 携帯電話等は、安否確認の連絡用のみの機能を持つものに限定、携行させることを教育委員会として

進められないか、お伺いいたします。 

 児童・生徒のよりよい環境をつくることは、大人社会の義務であります。個々の保護者の判断で対応

することは無理であります。行政側から一律的に規制をかけることが必要であると考えます。教育長の

御見解をお伺いいたします。 

 再質問を留保し、質問を終わります。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

              （中松義治市長登壇） 

○市長（中松義治） 吹田議員の御質問にお答えします。 

 初めに、飲酒にかかわって御質問がありました。 

 まず、アルコールによる問題が解決されるような新たなノンアルコール商品の開発を義務づける法整

備についてですが、平成26年６月１日にアルコール健康障害対策基本法が施行されました。その中で、

政府は法の施行後２年以内にアルコール健康障害対策推進基本計画を策定することになっており、また、
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酒類の製造、販売事業者は国等が実施する対策に協力するよう努めることとされております。本市とい

たしましては、国においてより効果的な対策がとられるよう期待しているところであります。 

 次に、アルコールを飲めない人、飲まない人が安心して暮らせる小樽市をつくるための方策について

ですが、市では、これまでも健康づくりの観点から、アルコールの害、楽しい酒の飲み方、アルコール

依存症などに関する健康教育や健康相談を行ってまいりました。アルコールを飲めない人、飲まない人

にはアルコールを無理強いしない、飲む方にはマナーを守っていただくよう、今後も周知・啓発を進め

てまいります。 

 次に、飲酒や喫煙をしない職員の採用の検討についてですが、飲酒や喫煙については個人の嗜好の問

題であり、たしなむ場合においては、法律を厳守するほか、周囲の方々に対する配慮が必要であると考

えます。したがいまして、市職員の採用に当たっては、飲酒等をするかどうかではなく、法律を遵守し、

社会的な常識やマナーを持った人材の確保に努めてまいりたいと考えております。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 教育長。 

○教育長（上林 猛） 吹田議員の御質問にお答えいたします。 

 初めに、携帯電話、スマートフォンについての御質問であります。 

 まず、児童・生徒の夜間の外出についてでありますが、本市では、校長会が各学校の教職員、小樽警

察署員、青少年センター職員、指導主事などで構成する小樽市小・中学校生活指導委員会を設置し、そ

の中で児童・生徒の校外生活の決まりについての指針を定め、各学校を通じて保護者に対し生活規律の

徹底について指導をしております。この指針では、児童・生徒は夏季は６時まで、冬季は５時までに帰

宅し、外出する際には保護者に行き先、帰宅時間、同伴者等を告げ、許可を得ることとしております。 

 小樽市教育委員会としては、児童・生徒における校外生活の過ごし方については、保護者の責任にお

いて行うことを基本に指導しておりますが、各家庭の状況によってその対応に相違がありますので、今

後、関係機関等と連携し、指針を守るよう指導の徹底を図ることといたします。 

 なお、教育委員会としては、児童・生徒の帰宅時間などについて条例・規則などで一律に規制するこ

とは難しいものと考えております。 

 次に、携帯電話等の携行に関する規制についてでありますが、本市における児童・生徒の携帯電話な

どの使用については、他都市と比べて所持率が高く、使用時間が長い状況にあることから、一昨年から

児童・生徒や保護者に対し夜10時以降は携帯電話などを使用しないとする携10運動の取組や情報モラル

教室を実施するとともに、教職員や保護者に対してネットパトロール体験会を開催するなど、適切な使

用などについて働きかけを行ってまいりましたが、今年度の全国学力・学習状況調査においても携帯電

話等の利用時間は依然として改善が進んでおらず、危機的な状況であると認識しております。教育委員

会としては、現在、児童・生徒、保護者、学校が一体となった取組を行うため、購入時のフィルタリン

グの設定や日常の管理のあり方など、具体的な行動の指針の作成に向け、校長会と協議を進めておりま

すので、直ちに条例又は規則などで一律に規制することは考えておりません。 

              （「議長、４番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ４番、吹田友三郎議員。 

○４番（吹田友三郎議員） まず、飲酒の関係ですけれども、今、市長から答弁していただきましたが、

私はこれからの人たちのためにそういう喫煙とか、飲酒をやらない形で世の中をつくっていくためには、

今後そういうことをやったほうがいいのかなということで提案をさせていただいているのですけれど

も、このあたりのところについて、やはり今好んで飲んでいる方々に何とかというのは難しいと思うの
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ですが、これからやる方々についてはそういう形になっていただくような方策というのは、やはりある

部分考えていかなければだめではないかなと私は考えているのです。だから、アルコールを飲まないと

大人ではないという言い方をする人もいるのだけれども、そうではないと考えていまして、だからそう

いう意味で何かそういう部分の考え方を少し取り入れながら、今後のそういうことに若い人たちのため

にやっていただくというのはどうかなと考えています。 

 それから、携帯電話の関係ですけれども、そういうさまざまなことができる携帯電話ではないものを

持っていただくという感じのことを積極的にやっていただくようなことはできないのかなと。今のとこ

ろさまざまなことができるものを親が差し上げているから、そうならないようにするためのことをもう

少し教育委員会がしっかりと保護者に対してそういうことを伝えながらこういう方向に持っていくよう

な、基本的に誰かが持っていると、それは無理なのです。あの子が持っているからという話になってし

まう。だから、やはりこの部分はこれから子供たちが大人になるための階段を上るためには、そういう

ことをさせないということを保護者も一緒に合意しながらやっていくということが大事なので、その辺

のところをもう少し積極的な形で対応できないのかなと、こう思うのですけれども、いかがでしょうか。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 副市長。 

○副市長（貞村英之） 吹田議員の再質問にお答えいたします。 

 飲酒の関係でございますが、飲酒が全てだめだということになると私もちょっと罪の意識を感じると

ころでございますが、これからの人に喫煙、飲酒をやめさせるということとなりますと、やはり先ほど

市長が答弁したように個人の嗜好の問題でございますので、それをとめるということは難しいのかなと

思っております。要するに、答弁のとおり法律を遵守するかどうかの問題でございまして、そちらに重

点を置いて採用等については考えていきたいと思っております。それから度が過ぎるとなるとそれはや

はり注意していかなければならないのかなとは思いますが、飲酒についてもコミュニケーションの面な

どメリットが結構ありますので、そこら辺のところは御理解いただきたいと思っております。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 教育長。 

○教育長（上林 猛） 携帯電話、スマートフォンの所持ということについてでありますけれども、ま

ずはやはり携帯電話がなぜ必要なのかということを保護者と子供たちで十分に議論した上で、その利用

目的を明らかにした上で、携帯電話を持つ、持たないの判断をしてもらう、そういうことも必要だと思

いますので、現在、校長会と携帯電話、スマートフォンの使い方などについて協議をしておりますので、

その場の中で持つときにどのような利用の仕方をするかを明確にした上で、所持するということも含め

て検討してまいりたいと考えています。 

              （「議長、４番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ４番、吹田友三郎議員。 

○４番（吹田友三郎議員） ぜひ、この辺のことはさまざまな形でございますので、そういう中で御検

討をいただければと思いますので、これで質問を終わりたいと思います。 

○議長（横田久俊） 吹田議員の一般質問を終結いたします。 

              （「議長、７番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ７番、小貫元議員。 

              （７番 小貫 元議員登壇）（拍手） 
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○７番（小貫 元議員） 一般質問をします。 

 ＪＲ南小樽駅のバリアフリー化に向けた取組について質問します。 

 今年の第２回定例会で、新谷議員も取り上げていますが、その後も地域の住民からは何とかしてほし

いとの声が強くなっています。 

 私は、2011年第２回定例会、12年第３回定例会、13年第２回定例会で、南小樽駅のバリアフリー化に

関して質問を繰り返してきました。その後、法律なども変わっていますので、また違う角度から質問を

いたします。 

 最初に、バリアフリー化に対しての都道府県の補助について伺います。 

 昨年の第２回定例会で、バリアフリー化に対する都道府県段階での支援についての再質問に対して、

引き続き研究していく旨の答弁を行っています。その研究の内容についてお答えください。 

 北海道の場合、ＪＲ駅舎でバリアフリー化が未実施の駅が14駅も残されているのに、独自の助成制度

を設けていません。これはバリアフリー法や1997年に北海道が制定した北海道福祉のまちづくり条例に

反しています。バリアフリー法第５条は、「地方公共団体は、国の施策に準じて、移動等円滑化を促進

するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない」と定め、北海道福祉のまちづくり条例第11

条の３では「道は、障害者、高齢者等の外出時の円滑な移動に資するため、移動手段の確保の支援その

他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。」とあります。このような法律や条例に即して北海道

は、駅舎のバリアフリー化の助成制度をつくり、駅舎のバリアフリー化をもっと積極的に進めていくこ

とが求められていると思いますが、市長の見解を示してください。 

 次に、ＪＲ北海道との協議についてお聞きします。 

 2009年９月に国土交通省が行った鉄軌道駅の段差解消に向けた対応状況についての調査によると、Ｊ

Ｒ小樽駅の場合、2010年度にエレベーターの設置が検討されていました。ところが、市とＪＲ北海道と

の話合いがつかず、設置とはなりませんでした。このときには、具体的な費用の負担割合と額について

はＪＲ北海道側から示されていたのでしょうか。 

 また、ＪＲ北海道からエレベーター２基の設置の話があってから結論までの期間はどのくらいで、協

議は何回行われ、設置に至らなかった理由も含めて説明してください。 

 第２回定例会の新谷議員の質問には、ＪＲ北海道との話合いにおいてＪＲ北海道側からまだ計画を示

せないとの説明を受けたと答弁をしています。説明を受けて小樽市としてはＪＲ北海道にどのような要

望をしているのでしょうか、お答えください。 

 バリアフリー法の基本方針では、１日の平均利用者数3,000人以上の駅舎は2020年度までにバリアフリ

ー化を行うとしています。来年度の計画はありませんから、あと５年しか残されていません。2010年に

小樽駅でのエレベーター設置が見送られたように、５年間で３駅のバリアフリー化の計画をＪＲ北海道

が出してきて、小樽市の財政で応えていけるかどうかです。駅舎のバリアフリーの費用にもよりますが、

南小樽駅についてＪＲ北海道が計画を出したときに、小樽市として基本的に補助金を出す方向になるの

でしょうか、お答えください。 

 次に、バリアフリー基本構想についてお聞きします。 

 昨年、成立した交通政策基本法の第17条には、国は、高齢者、障害者、妊産婦などが日常生活や社会

生活上円滑に移動できるように必要な施策を講ずると位置づけられ、引き続きバリアフリー化を推進し

ていくことが明記されています。また、第６条には、行政と事業者だけでなく、住民などとの連携が定

められています。バリアフリー基本構想もそうですが、住民参加で計画を作成するということが重視さ

れています。今年の６月に改正された地域公共交通の活性化及び再生に関する法律においても、利用者
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を含む協議会の設置が位置づけられています。これはまちづくりを住民参加でつくっていく小樽市が定

めた自治基本条例の精神ともかみ合うものです。基本構想の作成目的の一つは、公共交通特定事業計画

の認定を受けることで、地方債の特例があるという点にありますが、住民参加のまちづくりという点か

らも、基本構想の作成は必要だと考えますが、市長の見解を示してください。 

 基本構想を作成することになると、どの程度の日数と経費を要すると考えているのでしょうか、お答

えください。 

 バリアフリー基本構想を作成する場合、原則として生活関連施設のうち、特別特定建築物が三つ以上

とされています。ですから、南小樽駅のバリアフリー化と小樽駅のバリアフリー化を一体にした基本構

想とし、堺町通りや運河なども含めたエリアでのバリアフリー基本構想を提案します。市長の見解を示

してください。 

 最後に、南小樽駅のバリアフリー化に対して、市としてさらに積極的な取組を求めます。 

 今年の12月には新市立病院が開院することは、既に決まっています。地域の要望で病院開院までに駅

のバリアフリー化を求める強い声がありました。 

 昨年成立した障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律では、第５条で行政機関や事業者に対

して社会的障壁の除去の実施について必要な環境の整備に努めることが定められています。 

 このように、私が2011年第２回定例会で取り上げてから幾つかの法律ができて改正され、バリアフリ

ー化への地方自治体の役割はますます大きくなっています。しかしながら、小樽市の答弁は一向に変わ

る気配が見えません。 

 バリアフリー法の第１条には、高齢者や障害者の利便性と安全性を向上することによって、公共の福

祉の増進に資することを目的とするとあります。なぜ国が補助を出すかといえば、バリアフリー化の事

業は地方自治法第１条の２に掲げられている「地方公共団体は、住民の福祉の増進を図ることを基本と

して」とあるように、事業者任せではなく地方自治の本旨に基づいて行われるべき事業だということで

す。 

 市として積極的に駅舎のバリアフリー化の促進をＪＲ北海道に働きかけるべきではないですか、お答

えください。 

 また、ＪＲ北海道は、独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構が全株を保有しています。です

から、バリアフリー法の国の責務からも、ＪＲ北海道のバリアフリー化は国の責任も重大です。国に対

してもＪＲ北海道に駅舎のバリアフリー化の整備計画を早期に示すよう働きかけるつもりはありません

か、お答えください。 

 以上、再質問を留保し、質問を終わります。（拍手） 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

              （中松義治市長登壇） 

○市長（中松義治） 小貫議員の御質問にお答えします。 

 ＪＲ南小樽駅のバリアフリー化について御質問がありました。 

 まず、鉄道駅のバリアフリー化に対する補助につきましては、補助金交付要綱を持つ八つの県につい

て調査を実施しております。その結果、補助対象事業には全ての県がエレベーター設置を挙げており、

このほかにエスカレーターや障害者対応型トイレ等の整備を加えている県が７県ありました。また、市

町村を補助対象としている県は７県で、補助率は市町村が鉄道事業者に補助する額の２分の１以内で、
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かつ補助対象経費の６分の１以内としている県が４県となっております。 

 次に、北海道による独自の助成制度の創設につきましては、ＪＲ北海道が国から補助を受けて駅のバ

リアフリー化を進めていく場合は、補助対象経費のうち国からの３分の１の補助を除く残り３分の２に

ついて事業者と地元が協議して負担割合を決めることとなっており、市の財政的な影響を考えますと、

北海道に地元への支援について要請していくことが必要と考えております。 

 次に、小樽駅へのエレベーター設置に関する協議経過につきましては、平成20年７月にＪＲ北海道か

らエレベーター設置について市の補助が可能であるか打診がありました。この際、事業費は示されてお

りませんでしたが、市の負担割合は３分の１でありました。その後、平成22年５月までの約２年間にわ

たり７回協議を行いましたが、本市は財政上非常に厳しい状況にあったことや、車椅子対応のエスカレ

ーター設置に対して既に市の補助を出していたことから、将来のエレベーター設置に向けて、引き続き

協議を進めていくこととしたところであります。 

 次に、市がＪＲ北海道に対して行っている要望につきましては、現在、ＪＲ北海道が市内３駅の駅舎

バリアフリー化の検討を進めていると聞いておりますので、できるだけ早く本市にその概要を示してい

ただきたい旨の要望をしております。 

 次に、南小樽駅バリアフリー化への市の補助金拠出につきましては、ＪＲ北海道から具体的な計画等

が示された段階で、小樽駅や銭函駅の計画等も踏まえ、適切に判断してまいりたいと考えております。 

 次に、バリアフリー基本構想の必要性につきましては、バリアフリー法でも基本構想を作成する場合

には住民参加と意見の反映について必要な措置を講ずることとされておりますが、基本構想の作成につ

きましては、今後、ＪＲ北海道から具体的な計画等が示された段階で適切に判断してまいりたいと考え

ております。 

 次に、基本構想の作成に要する期間と経費についてですが、まず期間につきましては、国土交通省が

平成25年３月に行った調査によりますと、６か月から１年が53パーセントと最も多くなっております。

また、作成に要した費用は、他自治体の例によりますと、業者に委託する場合は４ないし500万円程度と

なっております。 

 次に、南小樽駅と小樽駅のバリアフリー化を一体にした基本構想の提案につきましては、基本構想の

作成は、今後、ＪＲ北海道から具体的な計画等が示された段階で判断したいと考えており、構想の作成

が必要になった場合は、駅舎などの特定旅客施設のほか、官公庁施設や福祉施設等の特別特定建築物の

配置等を踏まえ、適切なエリアを設定したいと考えております。 

 次に、南小樽駅のバリアフリー化の促進に関するＪＲ北海道への働きかけにつきましては、ＪＲ北海

道とはこれまでも情報交換の中でバリアフリー化の検討状況の確認や市民要望の伝達等を行ってきてお

り、引き続きバリアフリー化に向けて協議を継続していきたいと考えております。 

 次に、ＪＲ北海道の駅舎バリアフリー化に関する国への働きかけにつきましては、国は平成23年３月

31日にバリアフリー基本方針を改正し、１日当たりの平均的な利用者数が3,000人以上である鉄道駅につ

いては、平成32年度までに原則として全てについてバリアフリー化するとしております。この基本方針

に沿ってＪＲ北海道は検討を進めていると聞いておりますので、市から国への働きかけを行うことは考

えておりません。 

              （「議長、７番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ７番、小貫元議員。 

○７番（小貫 元議員） 再質問いたします。 

 本質問でも取り上げましたけれども、2011年以降この問題を取り上げてきているが、小樽市としての
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基本的な答弁は一切変わっていないのです。私は毎回視点を変えて質問しているつもりで、2011年のと

きは、市民要望や病院建設の状況から必要ではないかということを言いました。2012年のときは、北海

道に費用負担又は国の支援の拡大を求めてきました。昨年は、バリアフリー法にのっとって基本構想の

作成を求めました。その後、本質問でも取り上げたように、交通政策基本法が成立しました。そして、

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律も改正になったと。このように地方自治体が公共交通に対

して果たしていくべき役割というのが高まってきていると。そういう動きを踏まえて、ぜひ答弁をいた

だきたかったと思います。 

 加えて、紹介したうちの一つの障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の第７条や第８条で

は、障害者から社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があった場合、合理的な配慮の実施

について規定されていて、国や地方自治体は義務、事業者に対しては努力義務となっているわけです。

しかし、この事業者の行為に対しては、事業者が適切に対応するために必要な指針を国が策定し、勧告

することも定められていると。この法律というのは、障害者の差別全般に適用になる法律なのですけれ

ども、この移動環境の改善にも適用されるということが期待されているところです。そういう時の変化

があって行ったというのが今回の質問だという大前提を、まず押さえていただきたいと思います。 

 そこで、再質問の１点目は、多くの都道府県で駅舎のバリアフリー化を促進するための補助制度を設

けています。先ほど八つの県について調査をしたと言っていましたが、国土交通省が行った鉄軌道駅の

段差解消に向けた対応状況についてという状況の報告書の中では、2010年度の段階で21の都道府県が具

体的に補助を行っていました。そういう中で、段差解消に向けた意思がないと答えた都道府県というの

は八つで、その一つに北海道が含まれていると。これは小樽市というよりも北海道が、このバリアフリ

ー法で定めている地方公共団体の責務から逸脱していると私は思います。 

 そこで、この間１日の平均利用者が5,000人以上の駅のバリアフリー化が進められてきたわけですけれ

ども、その多くは政令市である札幌市であって、やはり財政運営というところで言えば全然違うわけで

す。3,000人以上ということになると、帯広市、釧路市、恵庭市、小樽市といった地方の都市になります。

今の北海道の姿勢というのは、事業が決まってから補助を出すかどうかを決めるという無責任な対応で

す。これではやはりバリアフリー法に則してバリアフリーの促進に努めているとは言えないと思います。

やはりこの条例の問題又は札幌市との違いを明確にして、北海道に対して市から積極的に助成制度を実

現するよう繰り返し求めていくことが必要だと思います。これについて一言お願いいたします。 

 ２点目ですけれども、2010年度までに5,000人以上の利用客がいる駅舎のバリアフリー化を目指してき

たわけですけれども、2005年度から2008年度でバリアフリー化された駅はＪＲ北海道の中で１駅、2009

年度に３駅、2010年度に４駅と、つまり目標年度前後にまとめて実施されているというのが実態です。

これが自治体について一つの駅だったら構わないのですが、小樽市の場合、三つの駅があると。このよ

うに今後いきなり目標年度の２年前とか１年前という段階でＪＲ北海道が計画を出してきた場合に、こ

れでは小樽市として実際に2010年にそういうふうになったように、対応できないという返答にまたなっ

てしまうのではないかと。 

 だから、先ほど早めにＪＲ北海道に対して計画を立ててほしいということを要望しているという答弁

がありましたけれども、やはり解決するためにはＪＲ北海道が早めに計画を立てるか、小樽市が基本構

想を作成していかないと、短期間での支出となって、その支出に応じての事業になってしまって、結果、

不十分な事業になってしまうのではないかというふうに思います。 

 そこで、この間のＪＲ北海道との話合いの中で、まずＪＲ北海道は本当に2020年度までに行おうとし

ているのか、そういう感覚はつかめているのかどうなのか。2010年のときに小樽駅において断っている
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ということですが、同様のことが今回起きることはないのか、その辺が心配なのですが、どうでしょう

か。 

 ３点目は、2010年のときに２年にわたって７回も交渉を行ってきたということなのですけれども、私

が調べた限りでは、議会には報告がなかったのではないかと思うのです。これについては、今後、具体

的な協議をした場合は議会にしっかり報告するのかという点をお聞きして、再質問を終わります。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 建設部長。 

○建設部長（工藤裕司） まず、１点目の道への支援要請についてですけれども、どういった施策をと

るかというのは北海道の判断と考えておりますが、先ほども言いましたけれども、本市の財政状況等を

考えますと、北海道への要請というのはやはり必要だと思いますので、今後そういった形をとっていき

たいと考えてございます。 

 それから、３駅同時で大丈夫かという御質問につきましては、平成22年のときはエレベーター、エス

カレーターの関係等がございまして、若干状況は違いますけれども、ＪＲ北海道で整備計画を現在作成

しており、それを早く示すようにこちらもお願いしているところでございますので、バリアフリー化に

向けて取り組んでまいりたいと考えております。 

 それと最後に、議会報告はするのかという話ですけれども、ＪＲ北海道との協議の内容にもよります

けれども、できるものであれば、形は別にしても報告をしながら進めてまいりたいと考えております。 

○議長（横田久俊） ２点目の感覚というか、市の基本計画、それからＪＲ北海道が計画を早めに行お

うとしているのかという感覚はつかめているのかという問いかけがあったのと、それから2010年と同様

のことが起きる心配はないのかという、そういう具体の質問だったと思いますけれども、どうでしょう

か。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 建設部長。 

○建設部長（工藤裕司） まず、感覚につきましては、当然やるということを前提に、現在、事業計画

を作成していると聞いておりますので、そのように感じております。 

 あと、2010年のときのようなということについては、先ほど答弁したとおりでございまして、そのと

きと現在の小樽市とＪＲ北海道の関係も若干違いますけれども、我々としてはバリアフリー化に向けて

取り組んでまいりたいと考えております。 

              （「議長、７番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ７番、小貫元議員。 

○７番（小貫 元議員） 再々質問いたしますけれども、やはり根底にはＪＲ北海道が計画を出してこ

ないことには何ともしがたいという姿勢が変わらずあると思うのです。そこがＪＲ北海道任せでは、私

はこの問題は早期に進む見込みがないのではないかと。2020年までにバリアフリー化を実施するという

ふうになった場合に、先ほどから言っているように、財政的には単年度の負担を徐々に減らしながらや

っていかないと対応できないわけですから、そういう点で私は、再質問の中でも言いましたけれども、

基本構想をやはりつくる必要があるのではないかと思うのです。 

 それで、自治基本条例の第８条には、「市は、市民が主体的かつ自主的にまちづくりに参加すること

ができるよう市民参加のための仕組みの整備及び充実を図るよう努めます。」と。やはりこういう方向

性を打ち出しているわけですから、住民の自治という基本のところからも作成の方向で私は進めるべき
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ではないかなというふうに思いますので、この点についてお答えいただきたいのと、もし検討されてい

たらでいいのですけれども、先ほど基本構想の問題でどういった範囲でというのも取り上げていました

が、仮に南小樽駅周辺だけでということになると、特別特定建築物というのはどのようなところが考え

られるのか、お答えください。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 建設部長。 

○建設部長（工藤裕司） まず、バリアフリー化につきましては、繰り返しになりますけれども、事業

主体はＪＲ北海道であるということであります。しかし、小樽市としてバリアフリー化には取り組んで

いかなければならないということは十分認識しておりますので、今後ともＪＲ北海道と十分協議をしな

がら対応していきたいと、そこのところは変わっておりません。 

 それと、基本構想をつくるというのですけれども、必ずつくらなければならないという義務化ではご

ざいませんが、万が一つくる場合には広範な方の意見を聞きながらつくっていかなければならないとい

う中で、特別特定建築物といいますと病院ですとか公共の施設、そういったものが考えられると思いま

す。 

○議長（横田久俊） 小貫議員の一般質問を終結いたします。 

              （「議長、３番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ３番、中村岩雄議員。 

              （３番 中村岩雄議員登壇）（拍手） 

○３番（中村岩雄議員） 一般質問をいたします。 

 フッ化物洗口について質問いたします。 

 日本におけるフッ化物洗口は、昭和45年に新潟県弥彦村において地域歯科保健施策の一環として導入

され、歯科医師会、行政、施設及び学校の関係者の協力を得て、全国各地に拡大、普及し、40年以上が

経過してきたということですが、ＮＰＯ法人日本むし歯予防フッ素推進会議による平成24年３月末調査

によれば、全国1,742市区町村のうち799市区町村、45.9パーセントでフッ化物洗口が実施されており、

8,500以上の保育所、幼稚園、学校などで89万人以上の子供たちが集団フッ化物洗口に参加しているとい

うことです。 

 また、世界の動向としては、1946年のピピイの実験、1960年のヴァイツの実験などにより、虫歯予防

に有効性があるとされて以後、諸外国において次第に実施されるようになり、1969年、ＷＨＯは、加盟

国に対してフッ化物応用の推進勧告を行い、それ以降、世界中でのフッ化物応用の普及が図られており、

ブリティッシュ・デンタル・ジャーナルによると、2001年には世界の72カ国で１億人がフッ化物洗口を

利用していると報告されています。 

 さて、北海道の状況ですが、児童・生徒の歯の健康状況は、全国と比較して虫歯のあるものの割合が

高く、１人当たりの平均虫歯本数も多いなど、健康課題の一つとなっています。このため、道教委では

道保健福祉部や歯科医師会などと連携し、学校などにおけるフッ化物洗口を推進してきました。 

 その結果、平成26年３月末現在で、保育所、幼稚園、小学校又は中学校においてフッ化物洗口を実施

している市町村は159市町村となったものの、市町村内の全ての保育所、幼稚園、小学校及び中学校で実

施している市町村は24市町村、小学校での実施は114市町村、405校、中学校での実施は37市町村、74校

にとどまっており、いまだ十分な状況とは言えません。 

 我がまち小樽の状況はどうでしょうか。これまでの議会での質疑、答弁から、フッ化物洗口を導入す
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るという方向性は確認しておりますが、フッ化物洗口推進のそもそもの根拠をまずはお示しください。 

 また、小樽の児童・生徒の虫歯の実態をお知らせください。 

 例えば、12歳児の１人平均虫歯数を全国、全道との比較、また、先進国との比較ではどうなのか、で

きるだけ具体的な数値でお示しください。 

 また、虫歯発生の要因とフッ化物洗口も含めた、より効果的な虫歯予防法をお示しください。 

 このフッ化物洗口には反対意見も存在します。東京都世田谷区の市民団体からの申立てを受けて、昭

和56年11月、日本弁護士連合会は、むし歯予防へのフッ素利用に関する意見書を公表いたしました。結

論として、「わが国のフッ素利用の現状には、（一）本来任意であるべきであるにもかかわらず事実上

強制にわたる方法で実施されているところがあること （二）フッ素の管理、調合、使用が専門家の指

揮・監督の下で行われていない場合があること （三）フッ素に関する情報が公平に提供されていない

こと （四）有効性、安全性についての追跡調査が全く行われていないこと等の重要な問題点があるの

で、厚生省および各地方自治体は、以上の問題点について速やかに調査・検討し、改善措置を講ずるべ

きである」というものでありました。その後、平成19年に再び前記市民団体から日本弁護士連合会に対

し、集団フッ素洗口・歯面塗布の中止を求める人権救済申立てがなされ、改めて調査検討、平成23年１

月21日付けで集団フッ素洗口・塗布の中止を求める意見書を公表、結語において次のように述べていま

す。「当連合会は、1981年（昭和56年）の意見書において、事実上の強制、薬剤管理、情報提供、追跡

調査等の問題を指摘して改善措置を求めたが、何ら改善措置が図られないまま、ガイドライン等を契機

に、政府及び自治体によって、集団フッ素洗口・塗布の普及推進が図られており、自己決定権、知る権

利及びプライバシー権の侵害の状況及び政策遂行上の違法の疑いを放置することは、もはやできない。

よって、当連合会としては、上述の諸問題を踏まえ、医薬品・化学物質に関する予防原則、公衆衛生政

策における基本的人権の尊重の観点に鑑み、集団フッ素洗口・塗布を中止することが相当と思料し、冒

頭記載の意見を述べる次第である」というものであります。これに対し、専門学会・機関の見解が示さ

れましたが、その内容についてお知らせください。 

 また、教育長としてのお考えをお示しください。 

 次に、フッ化物洗口に向けた一般的な手順を御説明ください。 

 小樽市においては現在まで学校長を対象にした研修会、８月29日には市内各校教職員を対象にした講

習会が開催されていますが、研修会で出された質問、疑問や不安についてお知らせください。 

 マンパワーをどうするのか、財源をどう確保するのか、道の財政支援はどのような形になるのか、と

りわけ小樽の場合は意思決定を明確にすることが肝要かと思いますが、いつ、どのタイミングで実施決

定をするのか、フッ化物洗口の具体的導入案について最後にお尋ねして、質問を終わります。 

 再質問は留保いたします。（拍手） 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 教育長。 

○教育長（上林 猛） 中村議員の御質問にお答えいたします。 

 ただいま、フッ化物洗口について御質問がありました。 

 初めに、フッ化物洗口推進の根拠についてですが、道や道教委は、厚生労働省が平成15年１月に示し

たフッ化物洗口ガイドラインや昭和60年３月に示された政府見解、平成21年６月に公布・施行された北

海道歯・口腔の健康づくり8020推進条例、平成25年３月に道が策定した北海道歯科保健医療推進計画、

平成25年３月に道教委が改定した北海道教育推進計画（第四次北海道教育長期総合計画）などに基づき、
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学校施設におけるフッ化物洗口を推進しております。 

 次に、小樽の児童・生徒の虫歯の実態についてですが、12歳児の平均虫歯数は、平成23年度では全国

平均が1.20本、全道平均が2.05本のところ、本市は1.85本となっております。先進国との比較では、調

査年度が異なりますが、12歳児の平均虫歯数が少ない国は、デンマークが平成20年度で0.7本、イギリス

が平成16年度で0.7本、オランダが平成14年度で0.8本、スイスが平成21年度で0.8本、スウェーデンが平

成20年度で0.9本などであります。 

 次に、虫歯の発生要因とフッ化物洗口を含めたより効果的な虫歯予防法についてですが、まず虫歯の

発生要因は三つあり、一つ目は甘い食べ物や飲物に含まれる糖分、二つ目は歯の表面に歯垢となって付

着する虫歯菌、三つ目は虫歯に弱い歯の質であり、この三つの要因がそろったときに虫歯が発生すると

言われております。予防法としては、甘味の適正摂取、歯垢を除去するための歯磨きの励行、歯質を強

くするためのフッ化物洗口などフッ化物の利用であり、これらを組み合わせることが最も効果的である

とされております。 

 次に、日本弁護士連合会の意見書に対する専門学会・機関の見解についてですが、一般社団法人日本

口腔衛生学会では、ＷＨＯのほか、世界の150を超える医学・歯学・保健専門機関によりフッ化物の虫歯

予防方法は安全で最も有効な公衆衛生的方策であると合意されていること、フッ化物洗口に際して飲み

込まれるフッ化物は少量で、１日の適正摂取量以下であり、安全性は高いこと、学校等において行われ

るフッ化物洗口は事前説明がなされ、保護者の希望を基にすることを明記したガイドラインに沿って実

施されるため、学校保健管理の一貫として国際的にも広く認められていることなどの見解が示されてお

ります。 

 次に、専門学会・機関の見解について私の考え方でありますが、フッ化物洗口については、さまざま

な意見がありますが、ＷＨＯをはじめとする世界的な医学、歯学に関する関係機関がフッ化物洗口を推

奨し、また厚生労働省や日本歯科医学会などの多くの専門機関や団体によって有用性と安全性が認めら

れていることから、フッ化物洗口は虫歯予防の有効な手段の一つであると考えております。 

 次に、フッ化物洗口に向けた一般的な手順についてですが、道教委が示している一般的な手順として

は、まず市町村教育委員会において実施を決定し、実施に至るまでのスケジュールなどを決め、その後、

教職員や保護者への説明を経て、実技研修会を開催します。次に、学校歯科医師から学校長宛てにフッ

化物洗口液の濃度、必要量、回数などについて指示書を発行し、同時に学校歯科医師から薬剤師へ薬剤

の計量、分包などを依頼する指示書を発行することになります。学校では児童・生徒に洗口を始める前

に真水でうがいの練習を行い、その上でフッ化物洗口を実施する運びとなります。 

 次に、研修会で出された質問などについてですが、８月29日に開催した教職員を対象にした講習会で

は、フッ化物洗口についてアレルギーの心配はないか、斑状歯になる可能性はないか、洗口液を飲んで

も影響はないかなどの質問がありました。講師の歯科医師からは、フッ化物は自然界に存在するもので

無機質であり、アレルギーの原因物質になる可能性は低いこと、理論的には斑状歯になることはないこ

と、誤飲についても１度に７人分を飲み込まなければ影響がないことなどの説明を行ったところであり

ます。 

 最後に、フッ化物洗口の具体的導入案についてですが、本市ではこれまでフッ化物洗口の実施に向け

てフッ化物洗口を実施している幼稚園の保護者へのアンケート調査を行うとともに、校長を対象とした

研修会や教職員を対象とした講習会を実施してきました。今後は、保護者を対象とした説明会を開催し、

理解、啓発を図るとともに、フッ化物洗口を実施するに当たって洗口液の調合の仕方、校内体制の整備、

道教委の支援制度の活用などについて検討を進め、教職員や保護者の一定の理解を得た上で、早期に実
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施する方向で校長会と協議を進めてまいりたいと考えております。 

              （「議長、３番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ３番、中村岩雄議員。 

○３番（中村岩雄議員） 実施決定は早期にということなのですけれども、具体的な時期というのはま

だ今ここで示してもらうことは難しいですか。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 教育長。 

○教育長（上林 猛） 実施するまでの間に保護者の理解でありますとか、教職員の理解でありますと

か、一定の理解が得られた段階で早期に実施したいということなので、その辺の手順を踏んだ上で実施

時期については、今後、検討したいと。さらに予算的なこともありますので、その辺の時期的なことも

含めて、今後、実施する方向で精力的に協議を行うという状況でございます。 

              （「議長、３番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ３番、中村岩雄議員。 

○３番（中村岩雄議員） 詳細につきましては、予算特別委員会でやりますので、終わります。 

○議長（横田久俊） 中村議員の一般質問を終結し、この際、暫時休憩いたします。 

休憩 午後 ２時０５分 

―――――――――――――― 

再開 午後 ２時３０分 

○議長（横田久俊） 休憩前に引き続き、会議を再開し、一般質問を続行いたします。 

              （「議長、15番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 15番、濱本進議員。 

              （１５番 濱本 進議員登壇）（拍手） 

              （「ゆっくりやってくれよ」と呼ぶ者あり） 

○１５番（濱本 進議員） 一般質問を行います。 

 初めに、８月29日に行われた定例記者会見において中松市長は、来年４月の市長選挙に再選を目指し、

立起する決断をしたとの新聞報道などがありました。中松市長の出馬表明を一日千秋の思いで待ってい

た自民党議員として、そして１人の市議会議員として、市長の決断に最大限の敬意を表するとともに、

微力ではありますが、市長の再選の実現のために行動していきたいと考えております。これからは今ま

で以上に、再選を望む多くの市民、そして多くの議員と、よりきずなを深め、さらに広げていくことが

必要不可欠であり、かつ再選への王道であると確信しています。今後は心技体を整え、さらに高め、残

された８か月弱の任期を全力で全うすると同時に、再選に向けても全力投球されることを大いに期待し

ております。市長が今回の決断に至った心情などについてお聞かせください。 

 さて、市長は、定例記者会見において平成23年の市長選挙の際の公約について、そして27年度以降の

市政の課題について言及されています。改めて、平成23年４月から現在までの市政への認識、そして27

年度以降の政策課題についての御認識を、市長のまちづくりに対する三つの基本姿勢、七つの重点公約

を踏まえながら伺います。 

 私は、今回質問するに当たって、市長の公約パンフレットを改めて読み直し、今さらながらに、さす

がに民間出身であるがゆえに真の経営の意味を理解している市長であると再認識いたしました。釧路市

長は、平成24年２月に策定した釧路市都市経営戦略プランの前文の冒頭で、市長は市政の最高経営責任
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者であると明言しています。私は、最高経営責任者の使命は、経営理念を明確にして、理念を実現する

ための戦略、戦術を策定することだと認識しています。 

             （「経営と違うぞ」と呼ぶ者あり） 

この認識を前提に、中松市長の公約パンフレットを読んだとき、市長の三つの基本姿勢はまさに経営

理念であり、そして５項目のまちづくりの基本目標それぞれは経営目標、経営戦略であり、さらに４年

間になすべき七つの重点公約は、経営目標、経営戦略の優先順位を明確化し、より具体化した経営戦術

であると今さらながら認識させてもらいました。それゆえに、中松市長は、真の経営を理解している最

高経営責任者であると再認識をいたしました。市政の最高経営責任者の自覚を、そして使命を間接的に

このパンフレットで表現したものと確信しています。私の認識に対してどのようにお考えでしょうか、

お聞かせください。 

 市長は、平成23年４月に就任して以来、現在まだ任期途中ではありますが、今までに幾多の困難を乗

り越え、本年12月１日に開院する新市立病院、企業誘致、クルーズ客船誘致、グランドホテル・丸井今

井跡地の再開発、自治基本条例の制定などの多くの成果を上げられてきたのは誰もが認めるところであ

ります。この３年４か月をどのように総括されますか。七つの重点公約、そして５項目の基本目標それ

ぞれを踏まえてお聞かせください。 

 ＰＤＣＡサイクル、計画、実行、評価、改善という概念があります。市長の公約はまさに、Ｐ、計画

であり、この３年４か月、着実に、Ｄ、実行をしてきました。これからは２期目に向けての政策課題を

整理する上でも、Ｃ、評価、そして、Ａ、改善の作業が必要であると思います。市長は、今後、評価、

改善の作業にどのように取り組まれるのか、お聞かせください。 

 近年、自治体経営、都市経営とよく言われますが、企業経営との違いは、企業経営は利潤の獲得を目

的としているのに対して、自治体経営、都市経営は、その運営に当たって、どの政策や課題に重点を置

き、どのように限られた予算や人材などの資源、資本を適切に配分して効率的、効果的にかつ公共性を

担保しながら市民の幸福、福祉という成果を得られるようにすることと言われています。公共性と効率

性は部分的には相反することもありますが、市政の最高経営責任者である市長には、公共性と効率性の

調和を実現するとともに、政策の優先順位を決める経営判断が常に求められています。 

 現在の小樽市が直面している課題は、人口減少、市内経済の活性化、さまざまな公共施設の老朽化対

策、耐震化対策、財政の健全化など多岐にわたっています。市長は今後どのような観点でこれらの課題

に対して経営判断をされていくのか、お聞かせください。 

 昨年12月に、市長公約であり、小樽市総合計画に記載されていた自治基本条例が制定されました。今

年度はこの条例が広く市民に認知されるための年度であると思います。現在までに、どのような取組を

されてきたのか、お聞かせください。 

 あわせて、どの程度市民に認知されているとお考えなのか、また、さらに認知度を高めるための取組

をどうお考えなのか、お聞かせください。 

 市民に対してこの自治基本条例の認知を広げ、定着させるとともに、この条例を根底とした政策を策

定し、実行するためには、専門の部署を新年度に新設する必要があると認識していますが、市長はどの

ようにお考えでしょうか、お聞かせください。 

 自治基本条例第18条は、「市長その他の任命権者は、まちづくりの推進及び効果的かつ効率的な行政

運営のため、人材の育成並びに職員の能力の評価及び適切な配置に努めます」と規定しています。人材

は目的を達成するシステムである組織の大切な資源であるからこそ、市政の目的を、政策を確実に効果

的に、そして効率的に実現するためには、人材の育成は組織の必須条件であると言われています。市長
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は今後どのような人材育成をお考えなのか、お聞かせください。 

 あわせて、職員の皆さんの意識、モチベーションをどのように高めていくのか、お聞かせください。 

 次に、クルーズ客船誘致に関連して伺います。 

 小樽港は伏木富山港及び京都舞鶴港と共同で日本海側拠点港の背後観光地クルーズ部門に国土交通省

から選定されました。その後、クルーズ客船誘致を実現するために、市長を先頭に、船社をはじめ旅行

代理店など、さまざまな方面に働きかけた結果、本年は約40隻の入港が予定されていると聞いています。 

 初めに、どのような誘致活動を行ってきたのか、具体的にお聞かせください。 

 クルーズ客船の誘致は、小樽港の利用促進、市内経済への波及効果、そして究極的には国際観光都市

の実現に寄与するものと理解しています。市内経済への波及効果についてどのように分析されているの

か、具体的にお聞かせください。 

 次に、第６次小樽市総合計画に関連して伺います。 

 第６次総合計画は、平成21年４月から31年３月までを計画期間として策定され、同時に平成21年４月

から26年３月までの前期実施計画が策定されました。中松市長は、前期実施計画の後半３年間、市長と

して計画を実行してきました。そして、昨年12月に第６次総合計画中間点検報告書が作成され、これを

踏まえながら、後期実施計画が作成されました。 

 初めに、市長は、この中間点検報告の内容に対して、どのような所感をお持ちなのか、お聞かせくだ

さい。 

 前期実施計画には、事業実施年度、総事業費の記載がありますが、中間点検報告書には執行された事

業費の記載がありません。なぜ記載されなかったのか、お聞かせください。 

 中間点検報告書を踏まえて後期実施計画が策定されていますが、前期実施計画との差異はどこにある

のか、お聞かせください。 

 例えば、前期実施計画の上下水道、「（４）資産や資源の有効活用」の事業概要の記載内容は、「水

道施設の中にある近代化遺産や下水終末処理場の施設処理能力の有効活用を目的とした関係機関との調

整」であるのに対して、後期実施計画の記載内容は、「水道施設や下水道施設の有効活用を推進」と、

差異があります。この違いの意味をお聞かせください。 

 近年、水道施設の有効活用の事例として注目されているのは、地方自治体が上水道施設を利用して、

再生可能エネルギーである水力を利用した発電システムの導入事例があります。取水施設から浄水場の

間、そして浄水場から配水池の間に発電設備を設置して、年間を通して安定した発電を行っていると言

われています。小樽市においても導入は十分可能と認識していますが、導入に当たって検討する課題や

他都市の事例を踏まえて、お考えをお聞かせください。 

 次に、街路灯助成事業についてお聞きします。 

 本年５月に市議会が実施した市民と語る会において、町会などが所有する街路灯の電気料金が町会の

財政を圧迫している現状について切実な報告、そしてＬＥＤ電灯への転換要望がありました。本年６月

の第２回定例会においても、市民と語る会の要望を踏まえて、さまざまな質問がされました。 

 市長は、ＬＥＤ電灯の設置に前向きな答弁をしていたと認識していますが、市内全域にＬＥＤ電灯を

設置するには、財源はもとより、解決しなければならない幾多の課題があると理解しています。解決し

なければならない課題についてお聞かせください。 

 あわせて、ＬＥＤ電灯設置の制度設計についてその進捗状況、制度内容についてお聞かせください。 

 次に、人口対策について伺います。 

 この８月に、市長はじめ関係部長職などで構成された人口対策庁内検討会議が設置されました。人口
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減少の基本的原因は、出生数の減少、死亡数の増加、転入の減少、転出の増加であり、それぞれに要因

が存在しています。対策を講じるためには、現状を正確に把握して分析、解析を行うことが前提である

と認識しています。この前提条件を担保するのは、一つの部、一つの課では不可能であり、この人口対

策庁内検討会議を設置した市長の判断は、自治基本条例第23条の精神にも合致しており、これを支持す

るものです。ぜひとも充実した会議となるよう期待しています。市長のお考えをお聞かせください。 

 次に、除排雪について伺います。 

 冬季における除排雪は、市民の暮らしと安全を守る上で重要な市の事業であります。しかしながら、

限りある財源の中で、特に生活道路においては、言うなれば100パーセントの市民の満足を得る事業の実

施は不可能とも言えます。 

 秋田市においては、生活道路の除排雪について少しでも市民の満足度を高めるために、地域住民用小

規模堆雪場事業を実施しています。この事業は、公道などに接している空き地の固定資産税を減免して

堆雪場として活用する事業です。小樽市においてこの制度を導入した場合、確かに固定資産税は減収に

なりますが、それ以上に生活道路の除排雪費用が圧縮され、市民の満足度が高まれば、トータルとして

事業のコストパフォーマンスが向上すると思います。制度の導入について検討するお考えはありますか、

お聞かせください。 

 次に、教育に関して伺います。 

 教育委員会は、児童・生徒の「確かな学力の育成」「豊かな心の育成」、そして「健やかな体の育成」

を目指して、上林教育長を先頭にさまざまな取組を行っています。例えば、学力定着推進事業の一つで

あり、一昨年度から取り組んでいる音読運動は、昨年度、実施された第１回小樽音読カップでさらに広

がり、定着が進んだと理解しています。今年度は小樽こどもの詩コンクールを実施すると聞いています

が、この事業の目的、教育的効果などについてお聞かせください。 

 最後に、くしくも第６次小樽市総合計画の最終年度、つまり後期実施計画の最終年度は平成31年の３

月末であり、次期市長の任期満了の年であります。中松市長には、ぜひとも再選を実現していただき、

市政の最高経営責任者として、小樽市のハードとしての港湾、運河、歴史的建造物など、そしてソフト

としての歴史、伝統、文化など、また、多様な市民力、人材などで構成される小樽市の経営資源を活用

しながら、適切な経営判断によって後期実施計画に記載されている以上の成果を上げられることを期待

するとともに、確信しています。再選を目指す市長として意欲に満ちた前向きな答弁をお願いし、再質

問を留保して終わります。（拍手） 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

              （中松義治市長登壇） 

○市長（中松義治） 濱本議員の御質問にお答えいたします。 

 初めに、市長公約について御質問がありました。 

 まず、公約の達成状況と評価についてですが、私が再選に向け決断に至った心情につきましては、少

子化を含めた人口問題、公共施設の耐震化や防災対策など解決すべき幾多の課題が山積している中で、

支援をいただいている多くの方々から、引き続き市政を担ってほしいとの声をいただき、本市が抱える

課題解決へ向け、さらに取組を進めることがみずからの責務であると考え、来春の市長選におきまして

再選を目指すこととしたものであります。 

 次に、市政の最高経営責任者の自覚と使命を公約で表現したとの認識につきましては、私は銀行に長
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く勤務し、企業経営にもかかわってきた経歴がありますので、民間での経験やそこで培われた感覚を生

かし、行政運営の推進に当たっての考え方を公約の中で表したものであります。 

 「市民力を生かした「活力あるおたる」の創造」へ向けて、まちづくりに当たっての基本姿勢を明ら

かにし、大きく五つの基本目標を掲げ、その目標を実現するために七つの重点公約として具体的な取組

内容を明らかにすることは、民間の経営方針と共通する考えであると認識しております。 

 次に、この３年４か月の総括につきましては、今はまだ任期半ばであり、総括は時期尚早かとは思い

ますが、現時点で五つの基本目標に即して申し上げるならば、企業やクルーズ客船の誘致、地場産品の

ブランド化や販路拡大などを通じた「地域経済の活性化」、消防力や防災対策の強化、新市立病院の建

設や保育所の建替えなどを通じた「安心・安全で住みやすい環境整備」、校舎の耐震化や改修、教育力・

学力向上の取組などを通じた「教育環境の充実」、市民の皆さんとの対話や地域防災訓練などを通じた

「市民共調の街づくり」など、新たな行政需要とのバランスにも配慮しながら施策の推進に努めてまい

りました。また、「安定した行財政運営の確立」に関しましては、真の財政再建へ向けた取組が道半ば

であり、引き続き解決しなければならない課題であると認識しております。いずれにいたしましても、

まずは残りの在任期間に全力を傾けてまいりたいと考えております。 

 次に、公約の評価、改善への取組につきましては、公約の達成に向けて実施しているさまざまな事業

の進行管理を行う中で、現状や課題を把握するとともに、社会経済状況の変化を踏まえながら、今後の

展開方法や取組内容を整理し、２期目に向けて取り組む政策課題に反映していきたいと考えております。 

 次に、自治体経営の観点から、現在の小樽が直面している課題に対して、どのような観点で経営判断

を行うかにつきましては、本市の財政構造は、平成22年度以降、実質収支が黒字に転じているものの、

毎年度の予算編成では何らかの財源対策を行わなければ収支均衡予算が編成できない状況にあります。

現在、本市が直面している諸課題に対応していくためには、限られた財源の中で選択と集中の観点に立

って、事業効果と優先順位をしっかりと見極めながら、将来を見据えた市政運営に当たっていく必要が

あると考えております。 

 次に、自治基本条例に関連してですが、まず自治基本条例が市民に認知されるために、現在までどの

ような取組を行い、どの程度認知されているかにつきましては、昨年12月の制定以降、本年２月に市内

の三つの会場で条例の概要や必要性を説明し、本市のまちづくりに対する市民の皆さんの御意見をいた

だく機会を設けるとともに、３月には職員向けの研修会を開催いたしました。さらに、４月からは広報

おたるで自治基本条例に関する記事の連載を開始し、条例についてわかりやすく伝えているところであ

り、徐々にではありますが、市民の皆さんへ浸透してきているものと考えます。 

 また、さらに認知度を高めるための対策につきましては、今後、開催を予定している市民の皆さんへ

の説明会を通じて、条例内容の周知に努めてまいりたいと考えております。 

 次に、自治基本条例の専門部署の設置についてですが、本年４月に施行した自治基本条例は、企画政

策室が中心となり、これまで条例案の作成、周知、庁内調整を担ってきましたが、条例制定後はその精

神は企画政策室だけではなく全庁的に尊重され、それぞれの部署が条例を念頭に置いて事業を進めるべ

きであることから、新たな組織ではなく、現行の体制の中で条例を生かしたまちづくりを推進してまい

りたいと考えております。 

 次に、今後の人材育成についてですが、本市では平成19年度に人材育成基本方針を策定しており、目

指すべき職員像として倫理観・使命感を持った職員、市民の目線に立つ職員、行政のプロフェッショナ

ルとしての職員、チャレンジ精神を持った職員及びコスト意識・スピード感を持った職員の五つを掲げ

ております。これらの目指すべき職員像を実現していくため、採用や異動時における専門的職員の配置
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や時代の流れに適応した職員研修の実施などに努めてまいりたいと考えております。 

 また、今後、職員の発揮した能力及び上げた業績を把握した上で行う人事評価制度を導入し、それに

基づく任用、給与、分限その他の人事管理を徹底することで職員のモチベーションを高め、公務能率や

市民サービスの向上を図ってまいりたいと考えております。 

 次に、クルーズ客船の誘致についてですが、まず、これまでの具体的な誘致活動につきましては、平

成23年11月に日本海側拠点港の選定を受け、翌年４月に設立した環日本海クルーズ推進協議会において

加盟する港湾の共同パンフレットの作成、例年マイアミで開催される世界最大級のクルーズコンベンシ

ョンへ担当職員の派遣を行っており、さらに、今年度からは新たに外国船社幹部の招聘事業などに取り

組むこととしております。 

 また、昨年設立した小樽港クルーズ推進協議会では、乗船客向けに小樽観光の新たな魅力を提案する

着地型旅行商品を作成し、昨年８月東京で開催された小樽港クルーズセミナーにおいて、在京の旅行会

社などに発信したところであります。私も、平成24年には上海の外国船社の現地事務所を訪問し、昨年

１月には東京でプリンセス・クルーズ社の社長にお会いしたほか、機会あるごとに日本船社を訪問して、

代表者の方に直接小樽の魅力をＰＲするとともに、国土交通省や法務省に対しては、港湾整備や誘致活

動に対する支援を要請してきたところであります。 

 次に、クルーズ客船の市内経済への波及効果につきましては、乗船客や乗組員の市内での消費額の把

握は難しいところですが、これまでの寄港により判明した特徴的な点を申し上げますと、まず、乗下船

や観光のために相当の台数のバスやタクシーなどの利用が確認されております。 

 また、本年小樽港発着の定点クルーズが18回予定されておりますが、乗船に向けてフェリーを利用す

る例や乗船客や乗組員などが市内で宿泊するケースもあり、さらに船舶に積み込むための野菜や果物、

生花などの生鮮品については、地元からの納入が増加していると聞いております。このほか乗船客や乗

組員の観光消費をはじめ、水先案内や荷物の積みおろしなど、民間の収入を含めますと、市の港湾関係

収入以外にもかなりの経済効果があるものと考えております。 

 次に、第６次総合計画に関連して御質問がありました。 

 初めに、中間点検報告と後期実施計画についてですが、まず中間点検報告書の内容に対する所感につ

きましては、中間点検は前期実施計画に登載した事業のこれまでの実績のほか、市民ニーズや社会情勢

の変化を踏まえた課題について点検を行う中で、後期実施計画の策定に向けた今後の方向性について整

理を行ったものであります。その中では、人口減少のほか、中心市街地の歩行者通行量や商品販売額な

どの成果指標において計画策定時の数値を下回る状況にあると認識しておりますが、前期に計画した事

業は、おおむね実施できたものと考えております。 

 次に、中間点検報告書の事業費の記載につきましては、中間点検報告書は、後期実施計画の策定につ

なげるため、前期実施計画に登載した事業の主な取組内容や課題、今後の方向性を主眼に点検を行い取

りまとめたものでありますので、事業費につきましては、個別事業ごとではなく、まちづくり５つのテ

ーマ別に計画値と各年度の実績値の比較という形で掲載したものであります。 

 次に、後期実施計画の前期実施計画との差異につきましては、実施計画は10年を計画期間とする総合

計画の基本計画を達成するため、前期、後期それぞれ５か年で取り組む事業をまとめたものであり、基

本的に大きな差異はありませんが、後期実施計画では東日本大震災などを踏まえ、安全・安心な市民生

活の確保に向けた取組として、道路ストック修繕更新事業を新たに登載したほか、防災や耐震化に関す

る事業内容の見直しを行いました。 

 また、今後の取組として、コミュニティ施設の整備や奥沢水源地保存・活用に向けた調査・研究など
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を新たに登載したほか、各事業においては中間点検などを踏まえ、現状に即した事業概要に更新したも

のであります。 

 次に、上下水道における資産や資源の有効活用の事業概要につきましては、前期実施計画では水管橋

の開放などの奥沢水源地の活用や中央下水終末処理場におけるし尿受入れ施設の整備のため、関係機関

との調整を行うこととしておりましたが、奥沢水源地については将来のあり方の方向性を示すことがで

きたこと、また、し尿受入れ施設の整備については事業に着手したことから、後期実施計画では記載内

容を変更したものであります。 

 次に、水道施設への水力発電システムの導入につきましては、近年、資産や資源を有効に活用し、電

気料金や温室効果ガス排出量の削減などを行っている事例があると承知しているところです。しかしな

がら、導入に当たっては、事業の採算性や設置スペースの確保、設備の維持・管理などの課題があるこ

とから、他都市の取組も参考にしながら、今後も調査研究してまいりたいと考えております。 

 次に、街路灯助成事業についてですが、ＬＥＤを設置するに当たっての課題につきましては、複数年

で実施するため、各町会の電気代の縮減についてできる限り公平性を保つこと、またＮＴＴ柱の更新計

画がある地域ではＬＥＤ電灯の設置時期と調整が必要であること、さらに現行制度では助成金交付まで

の間、町会が工事費を立て替える必要があることなど、多くの課題があります。 

 また、制度設計の進捗状況や制度内容につきましては、現在、助成率及び限度額の設定、灯具の選定

や設置基準などについて検討している段階であり、来年度からの実施に向けて年内に制度内容を具体化

してまいりたいと考えております。 

 次に、人口対策についてですが、人口減少はさまざまな要因が複雑に関係する複合的なものであるこ

とから、人口対策庁内検討会議の設置に当たっては、自治基本条例にある組織運営の規定も踏まえなが

ら、庁内横断的な組織としたものであります。人口対策は重要な課題であることから、この会議の座長

は私が務めており、現在、各部に減少要因の整理や人口対策の検討を指示したところであります。最終

的には民間も含めた小樽市人口対策会議での御意見等を踏まえながら人口対策を取りまとめ、施策へ反

映していくこととしております。 

 次に、除排雪についてですが、固定資産税を減免し、堆雪場として活用する事業の導入につきまして

は、現在、市民の御協力により市が借地している堆雪場は既に約280か所あり、全て無償となっておりま

す。今後この堆雪場について減免制度を導入した場合、これまで市が借地している堆雪場についても減

免する必要が生じるため、除排雪費用のトータルコストの圧縮につながらない可能性もあります。この

ことから減免制度の導入につきましては、他都市の事例も参考にしながら、引き続き検討してまいりた

いと考えております。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 教育長。 

○教育長（上林 猛） 濱本議員の御質問にお答えいたします。 

 第６次総合計画に関連して御質問がありました。 

 学力定着推進事業として、小樽こどもの詩コンクールについてでありますが、教育委員会では、平成

23年度の学力・学習状況調査結果において、本市の児童・生徒は文章を正確に読み取る力や表現する力、

家庭学習の時間に課題が見られたことから、一昨年度から学力定着推進事業の一環として音読運動を展

開するとともに、昨年度は日ごろの音読の成果を発表する小樽音読カップを開催するなど、児童・生徒

の国語力の向上と家庭学習の定着を図る取組を行ってまいりました。今年度は、詩の創作活動を通して

子供たちの思考力や表現力、想像力を育むとともに、日本語の持つ美しさやリズムなどを工夫しながら
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詩を創作することで、子供たちの言葉に対する興味・関心を高めることを目的として、絵本・児童文学

研究センター、小樽南ロータリークラブ、小樽商工会議所、小樽青年会議所の御支援をいただき、第１

回小樽こどもの詩コンクールを実施することとしたものであります。 

 本コンクールは、９月を応募期間として、絵本・児童文学研究センター顧問である詩人の工藤直子さ

んを名誉審査委員長に迎え、全応募作品の中から１編を最優秀賞、工藤直子のはらうた大賞に選出する

ほか、小学校低学年・中学年・高学年、中学生の部の４部門でそれぞれ金・銀・銅賞を与えることとし

ております。教育委員会としては、本市の子供たちに豊かな感性と言語感覚を培うことを目的に行う本

コンクールが、将来、伊藤整文学賞にかわる小樽ならではの文学コンクールとなることを期待しており

ます。 

              （「議長、15番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 15番、濱本進議員。 

○１５番（濱本 進議員） 再質問等については予算特別委員会などで行いたいと思いますので、終わ

ります。 

○議長（横田久俊） 濱本議員の一般質問を終結いたします。 

              （「議長、19番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 19番、斎藤博行議員。 

              （１９番 斎藤博行議員登壇）（拍手） 

○１９番（斎藤博行議員） 一般質問を行います。 

 子ども・子育て支援新制度に関連して質問します。 

 子ども・子育て支援法が第183回通常国会で可決され、平成27年４月に施行される予定となっています。

この法律の目的は、少子化問題の対策として子供を産み育てやすい社会の実現を目指すもので、その中

心的柱は、第１に質の高い幼児期の学校教育、保育の総合的な提供、第２に保育の量的拡大と確保、第

３に地域の子ども・子育て支援の３本です。 

 昨年４月に内閣府は子ども・子育て会議を設置し、新制度実施に向けた作業を進め、昨年８月には子

ども・子育て支援法に基づく基本指針（案）を提示しました。各自治体では、この基本指針（案）に基

づき、事業計画の策定などの作業が進められています。 

 初めに、国の進め方の問題についてです。 

 保育の量的拡充と質の改善を目指す新制度実施には、１兆円を超える財源が必要とされています。し

かし、実際には財源確保の見通しがないまま、内閣府は本年６月４日に子ども・子育て支援新制度説明

会を開催し、来年度の施行に向けた市町村の準備事務などの説明を行っています。予算の裏づけが不明

確な中で、新制度の来年４月実施を自治体に押しつける国の進め方に対する市長の見解をお聞かせくだ

さい。 

 次に、この新制度で言う保育の量の拡大のためには、約７万4,000人の保育士が不足すると言われてい

ます。国は保育士不足の問題を政権が掲げる経済成長戦略に絡めて、育児経験豊富な主婦などを子育て

支援員として活用しようとしています。 

 しかし、この考えは、保育の質の改善の方向と逆行するものです。全国の保育士資格登録者数は約113

万人ですが、実際に保育所で働く保育士は約38万人で、他の職業についておられる方も含めて、潜在保

育士は全国に約75万人おります。厚生労働省の調査によりますと、こうした潜在保育士の64パーセント

は、低賃金等の労働条件が改善されれば保育現場への復帰を希望しています。保育の質の改善のために

は、育児経験豊富な主婦などの活用の前に、有資格者である潜在保育士の活用に向けた条件整備が必要
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と考えますが、市長の見解を求めます。 

 次に、小樽市における取組状況について質問します。 

 小樽市においても、子ども・子育て支援新制度の実施に向け、小樽市子ども・子育て会議の設置や保

護者のニーズ調査などを行っています。 

 初めに、保護者ニーズ調査で示された病児・病後児保育の実施などについてどのように認識し、計画

に反映させようとしているのか、お示しください。 

 次に、最近、国や北海道が幼稚園や保育所など既存施設に対し、新制度移行についての意向調査を実

施したと聞いています。その結果について小樽市としてどのような報告を受けているのか、お示しくだ

さい。 

 次に、国のスケジュールでは、今年８月までに小樽市子ども・子育て支援事業計画の骨子案を作成す

ることになっていますが、小樽市での進捗状況をお示しください。 

 次に、国は放課後児童健全育成事業、いわゆる放課後児童クラブに関して、クラブの定員や指導員の

配置基準などに関する職員関係とクラブの面積は、児童１人につきおおむね1.65平方メートル以上とす

るなどの設備基準などを定めた放課後児童クラブの基準に関する条例を定めるように各自治体に求めて

いますが、小樽市における条例制定作業の現状をお聞かせください。 

 次に、子育て支援は教育、保育所等の基盤整備を進めると同時に、育児放棄や虐待の問題、ワーク・

ライフ・バランスや男女共同参画の推進、低賃金長時間労働など子育て世代を取り巻く環境の課題も重

要です。小樽市では、小樽市子ども・子育て支援事業計画づくりに、こうした課題の担当部署がどのよ

うにかかわっているのか、お聞かせください。 

 次に、国の子ども・子育て会議では、保育の質の改善策として保育士の配置基準を、１歳児６対１か

ら５対１に、３歳児20対１から15対１に、そして４、５歳児30対１から25対１に変える考え方を示して

います。予算措置等の問題はありますが、この考えが内閣府の子ども・子育て会議から保育の質を高め

るために出されたことを小樽市としても真剣に受け止め、小樽市の公立保育所の配置基準の見直しを考

えるべきだと思いますが、見解をお示しください。 

 この項最後に、今回の子ども・子育て支援新制度への移行は、平成21年12月に出された小樽市保育所

の在り方についての報告を基に平成22年12月につくられた市立保育所の規模・配置に関する計画にも影

響が出てくると考えますが、見解をお示しください。 

 質問を変えます。 

 北海道省エネルギー・新エネルギー促進条例は、平成13年１月に施行されました。この条例は原子力

を過渡的エネルギーと位置づけ、脱原発の視点に立って再生可能エネルギーの利用拡大が北海道の、そ

して北海道民の責務だと宣言しています。高橋はるみ北海道知事は、泊原発の再稼働について、基本的

な手順は国が示すものだと述べ、明確な立場や考え方は明らかにしておりません。しかし、北海道知事

としては、この省エネ・新エネ促進条例に基づいて仕事をするのは当然とも述べています。 

 北海道省エネルギー・新エネルギー促進条例に基づく行動計画は、平成23年度から32年度までを第Ⅱ

期としています。この第Ⅱ期計画を加速するために、北海道は今年３月に新エネルギー導入拡大に向け

た基本方向を策定しました。この基本方向の趣旨は、第１に北海道の可能性を最大限に発揮した新エネ

ルギーの導入を加速し、道内の地域と経済の活性化を図る、第２に我が国のエネルギー拠点として中・

長期的なエネルギーの多様化などに貢献する、そして、第３に北海道の取組の基本方向を明確にするこ

とにより、省エネルギー・新エネルギー促進行動計画の取組を加速させる、この３点です。 

 具体的には、第Ⅱ期行動計画の最終年度である平成32年度までに太陽光、風力、中小水力、バイオマ
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ス、地熱、廃棄物による発電設備容量、いわゆる発電能力を平成24年度実績の149万キロワットから1.9

倍の282万キロワットに、また、発電量は平成24年度実績58億6,600万キロワット時から1.4倍の81億1,500

万キロワット時に引き上げることになっています。さらに、中・長期的目標として送電網の整備などの

条件整備を進めることにより、発電能力は平成24年度実績の3.5倍の521万キロワットに、また、発電量

は2.4倍の140億7,800万キロワット時にするとしています。この数字は道内全発電量の約30パーセントと

なり、泊原発１号機、２号機、３号機の発電量に匹敵するものです。この計画を着実に進めていけば、

北海道に原発は必要なくなります。そして、この基本方向の核をなしている考え方は、エネルギーの地

産地消です。この考えは、日本の食料基地北海道、そして観光北海道の質をさらに高めることになると

考えております。 

 初めに、今回出された新エネルギー導入拡大に向けた基本方向について、小樽市としての見解をお示

しください。 

 次に、基本方向の「連携・推進体制」の項では、地域においては、地域の関係者で構成する地域省エ

ネルギー・新エネルギー導入推進会議を活用して連携を密にした取組を進めるとなっておりますが、後

志地域や小樽市での取組状況をお聞かせください。 

 第６次小樽市総合計画後期実施計画の中の「まちづくり ５つのテーマ」の５番目に、「自然とまちな

みが調和し、環境にやさしいまち」があります。その中で、「環境保全」の「温暖化対策の推進」の事

業として、「再生可能エネルギー等の導入・普及促進に向けた検討」が加えられました。具体的には「環

境に優しいエネルギーの普及促進に向けた情報収集や研究。助成制度の導入や公共施設への設備設置の

検討」が挙げられています。 

 先ほど取り上げました北海道の新エネルギー導入拡大に向けた基本方向の中で、地域ごとの主な新エ

ネルギーの賦存量が年間平均日射量、年間平均風速、中小水力発電、地熱発電、バイオマス発電などに

分けられて参考資料として出されています。また、比較的条件がよい、賦存量が大きいエネルギー種別

として、後志では風力と中小水力が挙げられています。小樽市としても、専門機関などにお願いして小

樽のこうした新エネルギーごとの賦存量の調査を行い、その潜在能力を今後のまちづくりに生かしてい

くべきと考えますが、見解を求めます。身近な例としては、平成25年度に真狩村が再生可能エネルギー

利用可能性調査を行っています。 

 次に、私は２年ほど前に、北海道再生可能エネルギー振興機構の設立の趣旨を取り上げ、小樽市の入

会を求めました。そのときの答弁では、設立後の活動実績等推移を見たいというものでした。２年たち、

道内の自治体会員は、札幌市をはじめ78市町村になっています。そして、何よりも小樽市として、総合

計画の中で新エネルギーに関する情報収集や研究を進めるとの考えを新たに加えました。また、実際に

この振興機構のセミナーにも参加したことがあるとも聞いています。ただ見は絶対だめとは言いません

が、入会することにより、積極的に小樽に特化した情報収集など活用を図るべきと考えます。見解を求

めます。 

 次に、太陽光発電についてです。 

 私は、雪国小樽でも、年間の太陽光発電量は梅雨の季節を持つ東京と同じ程度であり、道内市町村で

行っている太陽光発電システム導入補助金制度の検討を求めてきました。議会での議論の結果、小樽市

における太陽光発電の実績をまず調査することになりました。 

 そこで、小樽市内で家庭用の太陽光発電はどのぐらい設置されているのか、お示しください。 

 また、その中で小樽市が行った月別の発電量の調査には何世帯に協力していただけたのか、お示しく

ださい。 
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 また、協力していただいた世帯で、発電量の多い世帯と少ない世帯のそれぞれの年間を通じての月平

均発電量はどのくらいでしたか、お示しください。ちなみに、私の家では平成22年10月に太陽光発電を

設置して、平成26年９月までのほぼ４年間で１万5,800キロワット時、年平均約4,000キロワット時、月

で言いますと、340キロワット時発電することができました。また、このことにより、４年間ですけれど

も、約2.5トンの二酸化炭素の発生を抑制することができました。 

 今回の調査は、今年３月で終了しております。調査の所期の目的が達成されたのかと推察いたします。

総括的な報告をお願いします。 

 また、あわせて、その結果を協力してくださった方をはじめ、市民の皆さんへどのようにお知らせし

ているのか、お聞かせください。 

 先日、手宮地区統合小学校の校舎を見せていただきました。大変立派で子供たちもきっと喜ぶだろう

と思いました。しかし、残念だったのは、太陽光発電が取り込まれていなかった点です。総合計画では、

公共施設への設備設置の検討が明記されています。小学生のときから太陽の力など自然エネルギーや再

生可能エネルギーなどについて目に見える形で学ぶことは、決して無駄なことではないと思います。こ

うした考えは、以前、私が長橋小学校に太陽光発電システムを設置したことを受け、その学習効果等に

ついて質問したとき、教育委員会の答弁も同じ考えだったと記憶しております。 

今回は、聞きますと、構造上、追加工事で設置はできないと聞いております。どうして方針がぶれる

のか不思議です。私は、このぶれが生ずる問題は、個々の施策の所管の問題でなく、小樽市として公共

施設建設時における再生可能エネルギー設備設置の指針がないことに原因があると考えます。小樽市と

してこの指針を用意すべきと考えますが、見解を求めます。 

 最後に、予算編成過程の公開について質問します。 

 自治基本条例が制定されて半年以上たちました。この条例のポイントの一つは、市民と行政、そして

議会の情報の共有にあります。人口減少と高齢化が進む小樽市において、多様化する市民ニーズと限ら

れた予算を前にして、その全てに応えると約束することは大変難しいことです。そこでは集中と選択と

いう手法を用いざるを得ません。しかし、この手法を用いるときには、予算の編成過程の十分な説明責

任が求められます。この説明責任は、市民の声を聞いて予算を要求する側、いわゆる入り口側と、査定

して予算をまとめ市民や議会に提示する側、いわゆる出口側の双方に求められると考えますし、市民の

側にも検証する責任が求められます。小樽市における最高の権力行使の一つである予算編成過程の公開

は、小樽市自治基本条例の趣旨をさらに充実させると同時に、市民の行政への関心を高め、参加意識を

高めることになると考えます。 

 私は、こうした考えから、今年の第１回定例会で小樽市における予算編成過程の公開についての考え

をただしました。そのときの市長の答弁は、第１に、平成26年度予算案のもとになった各部の要求額を

提示することは、公開を前提として資料がつくられていないのでできない、第２に、公開するための課

題としては、公開する内容や方法、その時期があり、そのほかに予算編成の日程の変更も必要になると

いうものでした。また、再質問で財政部長は、他の自治体で公開がだんだん進んでいる、小樽市として

も今後その方向に向け検討、研究していくと答弁しております。今年も９月に入り、平成27年度予算に

かかわる話も聞こえるようになりました。予算編成の公開に向け、どのような検討や研究がなされたの

か、お示しください。 

 とりわけ、各部ごとの要求額の公開については、今年度は想定していなかったということでしたが、

平成27年度に向けては当然想定していただきたいものです。いかがなものでしょうか。各部ごとの平成

27年度予算要求額を整理して、ホームページなどにアップして公開していただきたいと考えます。 
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 また、予算編成日程についてはどのようになっていますか、お示しください。 

 今後の課題としては、予算要求段階から市民の声を聞く時間も考えていただきたいと考えます。ちな

みに札幌市では、昨年11月26日から平成26年度予算の局ごとの予算要求額をアップして、市民からの意

見募集を実施しています。 

 最後に、予算編成過程の公開に向けての小樽市としての今後の方向性を明確に示していただきたいと

考えますが、今年の春よりも一歩も二歩も前に進んだ見解を求めます。 

 以上、再質問を留保し、質問を終わります。（拍手） 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

              （中松義治市長登壇） 

○市長（中松義治） 斎藤博行議員の御質問にお答えいたします。 

 初めに、子ども・子育て支援新制度について御質問がありました。 

 まず、新制度の財源措置が不明確な中で、来年４月実施を求める国の進め方につきましては、もとも

と平成24年６月に自由民主党、公明党、民主党の３党による社会保障・税一体改革に関する確認が行わ

れ、子ども・子育て関連３法が成立した経過があり、国は、１兆円を超える必要な財源についても、当

初からその確保に最大限努力するとされているものであります。大幅な制度改正の実施に当たっては、

所要の財源確保についても一体のものとして行うべきものと考えております。 

 次に、保育の質の改善に向けた潜在保育士活用のための条件整備につきましては、国は子ども・子育

て支援新制度で行う地域型保育事業などについて子育て支援員の活用を想定していますが、保育の質の

改善に関しては、有資格者である保育士の配置が必要であると認識しており、国において潜在保育士の

活用に資する有効な施策を進めることが重要であると考えております。 

 次に、ニーズ調査で示された病児・病後児保育の要望についての認識につきましては、病児・病後児

保育に関する利用要望に関して、「できれば利用したいと思った」方が約４割おり、一定のニーズが示

されたものと考えております。 

 また、市町村支援事業への反映につきましては、今後の計画策定作業の中で検討してまいりたいと考

えております。 

 次に、国や北海道による既存施設に対する意向調査につきましては、いずれも本市を通じて各施設へ

調査票を配付・回収し、北海道へ送付したものでありますので、本市として回答内容を把握しておりま

すが、未確定の内容が多いこともあり、また、国及び北海道においてどのように公表するのかというこ

とにつきましては、示していないものであります。 

 次に、市町村支援事業計画の策定に関する進捗状況につきましては、本年11月中に計画の骨子案をま

とめ、12月にパブリックコメントが実施できるよう、現在、必要な作業を進めているところであります。 

 次に、本市における放課後児童クラブの基準に関する条例の制定作業につきましては、来る第４回定

例会への条例案の提出に向けて、現在、庁内関係部局による検討作業を進めております。 

 次に、市町村支援事業計画の策定に関する庁内担当部署のかかわりにつきましては、庁内の推進体制

として、副市長を会長とし関係部長で構成する小樽市子ども・子育て支援事業対策推進会議と、関係課

長で構成する小樽市子ども・子育て支援事業対策推進委員会を設置し、必要な検討協議を行っていると

ころであります。 

 次に、本市の公立保育所の配置基準の見直しを考えるべきとのことでありますが、国の子ども・子育
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て会議で示された内容では、３歳児20対１から15対１にという考え方については、消費税率10パーセン

トへの引上げにより確保される7,000億円の財源により実施する事項として示されておりますが、３歳児

以外の配置基準の見直しについて、その財源や実施時期などは示されておりません。市といたしまして

は、今後の国の動向や必要な財源措置が明らかになった段階で検討していくことになると考えておりま

す。 

 次に、市立保育所の規模・配置に関する計画への影響につきましては、計画では「少子化の進展、保

育需要の減少を考慮する中で、全市的な定員見直しを検討する必要がありますが、市立保育所が率先し

て定員の調整を行う」こととしていることから、民間の幼稚園や保育所の今後の動向によっては、影響

があるものと考えております。 

 次に、再生可能エネルギー等の導入・普及促進について御質問がありました。 

 まず、道が策定した新エネルギー導入拡大に向けた基本方向への見解につきましては、北海道に豊富

に存在する自然エネルギーを活用し、エネルギー源の多様化、温室効果ガスの排出削減に貢献すること

や、生産・研究開発拠点やプロジェクトの集積によって関連産業の育成や雇用の創出など経済の活性化

を図っていくことについては、考えを同じくするものであります。 

 次に、後志地域や小樽市での取組につきましては、平成23年度より毎年、北海道が各振興局単位で開

催する地域省エネ・新エネ導入促進会議において、北海道や他自治体から新エネルギーの活用等に関す

る情報提供が行われていることから、本市の職員が当会議に出席することで情報収集に努め、会議での

情報を踏まえて、再生可能エネルギー等の導入・普及促進へ向けた検討を引き続き行っております。 

 次に、新エネルギーの賦存量の調査を行ってその潜在能力を今後のまちづくりに生かすべきとのこと

につきましては、現時点では賦存量等の調査を専門機関へ委託することは考えておりませんが、調査結

果を基に民間事業者等に対し情報提供や事業協力することで、市内での再生可能エネルギー開発の取組

が進むことが期待できるため、本市においては北海道が作成した新エネルギー賦存量推計システムなど

の活用を視野に入れた賦存量の調査研究を進めてまいりたいと考えております。 

 次に、北海道再生可能エネルギー振興機構への入会につきましては、現時点では加入によるメリット

を判断する材料が少ないことから入会する考えはありませんが、今後とも北海道主催の再生可能エネル

ギーに関する会議への参加や他自治体の先進事例の情報収集に努め、引き続き再生可能エネルギー等の

導入・普及促進に向けた検討を進めてまいりたいと考えております。 

 次に、市内における家庭用の太陽光発電設備の設置数につきましては、北海道電力に確認したところ、

本年３月末現在で231件と聞いております。 

 次に、本市が行った月別の発電量の調査につきましては、入船地区や幸地区、長橋地区などの９世帯

に御協力いただきました。 

 次に、協力していただいた世帯の年間を通じての月平均発電量につきましては、発電量の多い世帯で

440キロワット時、発電量の少ない世帯で140キロワット時でありました。 

 次に、調査の総括的な報告につきましては、月別の発電量は春から秋にかけて数値が安定しているも

のの、冬は北海道の気象特性から降雪や日照時間の影響により数値が低かったことから、年間を通した

発電設備の利用率は、国が示す平均的な利用率12パーセントに比べて、御協力いただいた９世帯の平均

利用率が10パーセントとやや低く、冬の発電量向上に課題が残る結果となりました。 

 また、調査結果については、市のホームページにおいて、皆様から報告していただいた発電量の情報

を公開しております。 

 次に、本市として施設建設における再生可能エネルギー設備設置の指針を用意すべきとのことにつき
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ましては、設備設置の指針策定には実現性を担保する上から、市の財政負担も十分に考慮しなければな

らないと考えており、個々の施設の建設や改修の際に、再生可能エネルギーを利用した設備導入につい

て判断してまいりたいと考えております。 

 次に、予算編成過程の公開について御質問がありました。 

 まず、予算編成過程の公開に向けた検討・研究につきましては、既に予算編成過程を公開している先

進都市の取組状況を把握するとともに、北海道市長会の財政主管者会議において、本市の提案で道内全

市の予算編成過程の公開状況やその具体的な内容などを調査したところであります。 

 次に、各部ごとの予算要求額の公開につきましては、新年度予算の公表にあわせてホームページなど

で公開できるよう作業を進めてまいりたいと考えております。 

 次に、予算編成日程につきましては、予算要求に当たり、各部の検討に要する時間を確保する観点か

ら日程の前倒しを検討しておりますが、現時点では消費税率の引上げをはじめ国の予算編成の動向が不

透明であり、地方財政計画を見極める必要があることから、最終的に新年度予算が確定するのは例年ど

おり２月中旬になるものと考えております。 

 次に、本市の予算編成過程の公開の方向性につきましては、先ほど申し上げました予算要求額の公表

も予算編成過程の公開の一つであると認識しております。また、第１回定例会で示したとおり、公開す

る場合には、公開する内容や方法、そして予算編成の日程などの課題があることから、引き続き先進都

市の状況などを参考にしながら、公開に向けて研究してまいりたいと考えております。 

              （「議長、19番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 19番、斎藤博行議員。 

○１９番（斎藤博行議員） それでは、何点か再質問させていただきます。 

 本質問での順番どおり聞いていきますけれども、確かに今回の子ども・子育て支援新制度は、市長の

答弁にありましたように、社会保障と税の一体改革の中の一つだったと私も認識はしております。そう

でありながら、財政の裏打ちがないまま、あと半年後に制度に移行しろと、そういったやり方について

市長の見解を求めているわけでして、市長も問題意識は一緒かなと思うのですが、できましたら、こう

いった部分については北海道市長会を通じるなりして、やはりきちんとした財源保障を求めていく、そ

ういった立場に立っていただきたいと思いますので、そこの部分についての見解を求めます。 

 それから、病児・病後児を含めたニーズ調査の結果については、やはり調査のための調査に終わらせ

ないためには、ぜひ具体性を持った計画づくりに反映していただきたいと思いますので、その辺につい

てのお考えを改めて聞きたいと思います。 

 それから三つ目には、道と国が行った民間の施設の意向調査なのですけれども、道と国がやったので

小樽市に対する報告が完全なものではないというような答弁だと思うのですが、逆に言うと、これも小

樽の計画づくりには欠かせないファクターなわけですから、この道の情報というのはいつ正式に使える

ようになるのかということを、どういう見通しの下に、今の答弁ではまだ使えないのだとか公表できな

いのだということでしたけれども、では、いつになったら使って計画づくりに反映できるのかというこ

とをわかっていたら聞かせてもらいたいし、まだ押さえていないのであれば、早急に明らかにしていた

だきたいと思います。 

 それから、放課後児童クラブの関係なのですけれども、御承知のように、小樽の放課後児童クラブの

所管は多岐にわたっているわけであります。今日は市長に答弁していただいていますので、例えばこの

条例づくりの所管というのですか、責任はどこになるのかと、それから三つに分かれている施設の実態

に対する責任などを１本の条例でまとめきれるのかどうか、そういった中身について今どういった検討
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がされているのか、お聞かせいただきたいと思います。 

 それから、２番目の省エネ・新エネの関係についてお尋ねします。 

 まず、小樽市内の新エネルギー、再生可能エネルギーの賦存量の調査を委託することはしないという

考え方だということなのですけれども、私も先ほど質問の中で触れている道のデータは見せてもらって

います。道は道なりにこういったシステムを使ってこの計算を行っているというふうに書いてあるわけ

なのですけれども、仮に、そういったものでもいいから、小樽市として今つくれる範囲でエネルギー源

ごとの小樽市内の賦存量をやはり早急に出してもらいたいと。その辺について、今後やっていくのでは

なく、やはりそういったものをきちんと出してもらいたいと思いますけれども、スケジュール的な部分

をお知らせいただきたいと思います。 

 それから、太陽光発電の関係で言いますと、231世帯に増えたというのは、私が前に聞いたときの２倍

近くに増えているなというのが実感としてある、前は100世帯ぐらいだったと記憶していますので、確実

に増えていっているのだなというような思いはあります。ただ、その中で９件にしか協力していただけ

なかったという部分については、それこそ委員会で議論させていただきますが、一つだけ聞いておきた

いのは、結果として１か月の発電が440キロワット時と140キロワット時とずいぶん分かれています。こ

れは発電能力を平均化した数字なのかどうか、要するにパネルの数で発電能力はずいぶん違うわけなの

で、例えば同じ地域、隣り合っていても、パネルの数が６枚の家と８枚の家では当然発電量は違ってく

るわけなのですけれども、そういったものが考慮された数字なのかどうかだけお聞かせいただきたいと

思います。 

 それから、公共施設への再生可能エネルギー、特に太陽光発電システムを設置する基準については、

個々に判断していきたいという考え方なわけなのですけれども、それはそれで一つの考えだとは思いま

す。ただ、そうした場合にどうしても気になるのは、耐震補強工事を行った長橋小学校のときにはつけ

ていただいたと、そして、今回、説明では10億1,000万円かけてつくった手宮地区統合小学校にはないと。

この違いはどこから生じてくるのかというのがどうしても納得できないので、この違いが出てきたとこ

ろを説明していただきたいと思います。 

 それから、最後の予算編成の部分は、組織的に大変難しい取組だとは思うわけなのですけれども、今

年の第１回定例会で、入り口である各部ごとの要求額についてはやはり示してもらいたいということを

お願いしているのですが、今の市長の答弁を聞いていますと、この入り口である各部ごとの要求額の開

示についての部分がはっきり聞き取れなかったので、それがないと当然出口の話などというのは届かな

い話なのですけれども、私の考えは、繰り返し言っているように、予算編成が厳しいまちですから、例

えば各部から出された予算が最終的にスリム化されていく過程、要はいろいろ削られたりカットされた

りしていく過程そのものも、市民の皆さんに見てもらう必要があるのではないのかと。それが予算編成

過程を市民と共有する、つらい過程ですけれども、必要なのではないかということで質問しているわけ

なのですが、今日の時点では、まずやはり平成27年度の予算編成に向けて入り口である各部ごとの要求

額、これについては公表していただきたいと。その辺についてもう一度答弁をお願いします。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 福祉部長。 

○福祉部長（三浦波人） 斎藤博行議員の再質問にお答えいたします。 

 私からは、子ども・子育てに関する質問、４点ほど項目としてはありましたけれども、まず財源の問

題でございますが、子育て支援にかかわるさまざまな財源というのは、これまでも市長会を通じてしっ
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かりと財源措置するように要望はしておりますし、今回のような子育て支援新制度のことについても要

望はしていきたいと思います。あとは、今回も、市長答弁でありましたように、必要な財源措置につい

ては、やはり着実に確実に措置、手当をしていただきたいと思っているところでございます。 

 それから２点目ですが、病児・病後児保育のことでございます。 

 これは、これまでのさまざまな検討の中で、これまで議会でも示してきたような幾つかの課題が見え

てきたわけでございまして、その中には小児科医のことなど課題の解消が大変難しいものも含まれてお

りますけれども、新制度に向かって策定いたします市町村の子ども・子育て支援事業計画について、ま

さに今、どのように持っていくかということの検討作業をしているところでございますので、その旨御

理解いただきたいと思います。 

 それから、三つ目の国や道が調査した市内事業者の意向に関することですが、国や道は具体的にいつ

ごろその結果を出すか、どういう形で出すかというのは、今は全く示されておりません。ただ、私たち

としても実際問題、来年度の予算要求の関係もありまして、どこかでは把握しなければいけない、時期

的には、予算要求時期までには把握したいと思っていますので、仮に国や道から示されなくても、私ど

もで具体的に把握していきたいと思いますし、現実に今時点で市内の事業者は未定のところが多いとい

うことでございます。 

 それから、４点目の放課後児童クラブについては、再質問にあった、所管はどこなのか、それから、

１本の条例にまとめることができるのかという質問は、本質問にはなかったのかと思うのですけれども、

答えられる範囲でお答えいたしますが、所管については、御存じのとおり、３部にまたがって施設がご

ざいますので、３部それぞれ持っていますし、必要に応じて３部で検討会議をするというようなことで

課題への対応をしてまいりました。総合的な窓口は、これまでは教育部ということで位置づけられてお

ります。 

 条例化のことについては、できるだけ１本のものにしていけるように検討していきたいと思っています。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 総務部長。 

○総務部長（迫 俊哉） 再生可能エネルギーの導入・普及についての再質問にお答えいたします。 

 賦存量調査についてお尋ねがあったわけでございますけれども、この再生可能エネルギーの取組につ

きましては、総合計画にも位置づけられている政策・事業であるというふうに考えておりますし、自前

ではありますが、かつてこのシステムによりまして企画政策室で試算した経過もありますので、これに

基づく賦存量の調査については検討していきたいと思っております。 

 スケジュールについてのお尋ねがございましたけれども、自前での作業になるということと、どのエ

ネルギー、いわゆるエネルギーの種類ということになると思いますが、そういったものの判断もしてい

かなければなりませんので、今の時点で詳しいスケジュールを申し上げるのは差し控えさせていただき

たいと思ってございます。 

 それから、太陽光発電の調査につきましてのお尋ねでございますけれども、パネル数を考慮したもの

ではなく、単純に平均を出したものでございます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 財政部長。 

○財政部長（小山秀昭） 予算の公開についてですが、各部の要求を示してほしいということで、先ほ

どの市長の答弁にありましたけれども、予算を公開する時点で各部の要求額は示したいと、そういう作

業をしていきたいと思っております。 
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              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 副市長。 

○副市長（貞村英之） 再生可能エネルギーの中で公共施設になぜつけなかったのかと、長橋小学校と

手宮地区統合小学校の違いということの御質問だと思いますが、長橋小学校につけたときは、たしか私

が企画政策室長のときだったと思いますけれども、あのときは国の経済対策で財源があったわけでござ

います。今回の手宮地区統合小学校については全部起債ということになりますし、効果がまだはっきり

していない中で起債を借りて後年度に負担をかけるのはいかがなものかという議論もございまして、教

育部の中では検討していたようなのですが、そういう議論の中で後年度負担、後年度に今の若者たちに

負担させるのはいかがなものかということもありまして、手宮地区統合小学校については計画の中には

入れないで、そのまま普通の学校として建設したという経緯でございます。 

              （「議長、19番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 19番、斎藤博行議員。 

○１９番（斎藤博行議員） 再々質問させていただきます。 

 何点かに絞ります。 

 まず、道がやった子ども・子育て支援新制度への移行に関する民間調査の結果についての扱いなので

すけれども、どうしてこういう問題が大事かと申しますと、小樽市の市立保育所の規模・配置に関する

計画の中で、手宮保育所の扱いというのは今年度中に整理しなければならない課題として残っていると

理解しています。そういう中で、やはり道が行った民間の保育所、民間の幼稚園などを経営している方

の意向なども手宮保育所の将来を考えるときに参考にしなければならないと、そういった議論を重ねて

きた経過があるものですから、そういった中で、それがわからないままいった場合、手宮保育所の扱い

がどうなるのか、ずっと心配しているというか、考えているものですから、それとの関連の中で質問さ

せていただいていますので、手宮保育所の将来と関係ないということであれば、また少し違うのですけ

れども、そこら辺についてはぜひお願いしたいと、もう一回説明していただきたいと思います。 

 放課後児童クラブの扱いなどについては、それぞれの委員会でまた質問させていただきたいと思いま

す。最後に、太陽光発電を今回、手宮地区統合小学校につけなかった理由について、副市長から説明が

ありました。私は、考え方としては、これから手宮地区統合小学校に子供を入れる保護者は、たぶん太

陽光を使った自然エネルギーの学習については期待するものが大きいのではないかと思います。ただ、

財源の問題だと言われてしまうと、話は終わるのですけれども、幾ら必要だったのかとか、それはどう

いうふうにして捻出できなかったのかというあたりについては、もし説明していただけるのだったら説

明していただきたいし、子供の将来を考えたときに、やはり必要だったのではないかと思いますので、

その辺についてもう一度答弁していただきたいと思います。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 福祉部長。 

○福祉部長（三浦波人） 私からは、斎藤博行議員の再々質問の中で、市内事業者の意向についてお答

えいたします。 

 今回、北海道あるいは国が調査した意向の主な狙いといいますのは、市内の保育所や認定こども園、

あるいは幼稚園を今後どうするかというところでして、保育所と認定こども園についてはみなし規定が

ありますので、このまま普通ですと新制度に移行しますけれども、幼稚園をどうするか、現在のままの

幼稚園とするのか、それとも新制度に移行した幼稚園となるのか、この辺によって財源措置などが大幅
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に変わってくるということで、そのあたりの意向を把握しようとしたものでございます。 

 ですから、特に手宮保育所の取扱いが直接かかわってくるということではなく、今回の北海道と国が

行った意向調査というのは、あくまでも特に幼稚園がどのように移行していくかということですし、そ

れにかかわっては手宮保育所の関係というよりは、むしろ新制度でどのような運営ができていくのかと

いうことが、幼稚園も現在国が示している情報だけではなかなか決めきれていないということが要因に

なって未定ということになっておりますので、その旨御了解いただきたいと思います。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 副市長。 

○副市長（貞村英之） 斎藤博行議員の再々質問にお答えいたします。 

 再生可能エネルギーについて、手宮地区統合小学校へなぜ太陽光発電設備をつけなかったのか、規模

等ということなのですが、まず一つ、起債することにより翌年度以降に負担がかかるということは御承

知のことと思いますけれども、それに際しては、やはり投資に対する見合いの収入というものがあって、

それでペイしなければいけないというのが一つあると思うのです。施設の建設費、維持費、そういうも

のを全部含めた中でトータル的にそれが算定できるかどうかというと、できないわけでございます。そ

の中で、それを投資して学校、子供のためになるか、ならないかはわかりませんが、そういうものを投

資することは最初から教育部で何らかの検討をされていたようですけれども、そこまでいく前にそうい

う議論で、そこら辺は規模とかそういう事業費とかは、はじく前に別に要求しなかったわけでございま

すので、そこら辺の規模、そこら辺の事業費は不明でございます。今の考えでいきますと、この発電の、

個々の公共施設を建てる場合に、一つ一つ個々に検討していくべきものと考えます。例えば国の補助金

があるのであれば、それなりにペイできる可能性も出てきますし、そういうところで、今後は、個々の

施設ごとに、そのときにつくるかつくらないかの検討をしていくべきだと考えておりますので、そこら

辺は御理解願いたいと思っております。 

○議長（横田久俊） 斎藤博行議員の一般質問を終結し、この際、暫時休憩いたします。 

休憩 午後 ４時０３分 

―――――――――――――― 

再開 午後 ４時３０分 

○議長（横田久俊） 休憩前に引き続き、会議を再開し、一般質問を続行いたします。 

              （「議長、21番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 21番、新谷とし議員。 

              （２１番 新谷とし議員登壇）（拍手） 

○２１番（新谷とし議員） 初めに、土砂災害対策についてお聞きします。 

 ８月19日以降、広島市内を襲った記録的豪雨による大規模土砂災害で大勢の方が亡くなり、その後礼

文町で50年に１度と言われる記録的豪雨による土砂崩れで２人の方が亡くなりました。被害に遭われた

方々には心から哀悼とお見舞いを申し上げます。 

 日本共産党は、広島市の土砂災害後、直ちに災害対策本部を設置し、緊急対応や支援活動に取り組ん

できたところです。 

 土砂災害対策は、二つの対策が必要です。一つは、住民に危険箇所を周知し、避難対策を整備するこ

と、もう一つは、土石流の勢いを弱める砂防ダム等の施設整備です。小樽市でも、山を切り開いて宅地

開発を行い、山際や崖の上、下に建っている家も多く、心配している市民も多いです。市民の生命・財

産を守る行政の役割は、いよいよ大事です。 
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 土砂災害警戒区域指定について伺います。 

 指定は北海道ですが、小樽市の土砂災害危険箇所は519か所、そのうち、土砂災害警戒区域は179か所

です。土砂災害危険箇所は、急傾斜地崩壊危険箇所、土石流危険渓流、地すべり危険箇所の三つに区分

されていますが、各危険箇所数及び現警戒区域指定数をお知らせください。 

 国土交通省調べによると、この間、全国では毎年平均1,000件以上の土砂災害が発生しており、2011

年は1,422件、死者・行方不明は85名も出ています。小樽市では2007年に朝里川温泉スキー場で大きな土

砂崩落が起きましたが、過去の土砂災害の被害状況と主なものをお知らせください。 

 2006年から急傾斜地崩壊危険箇所の対象地域で住民説明会を実施しているも、５か所が未指定という

ことですが、これまでの災害を通して未指定地域で理解を得られていない住民には継続的に働きかけて

いたのでしょうか。 

 また、住民の理解が得られなければ警戒区域の指定ができないという法的根拠はありますか。 

 ５か所を含めた残りの340か所の警戒区域指定の計画についてお知らせください。 

 住民周知についてお聞きします。 

 広島市の土砂災害では、幸い命を取りとめた方が、ハザードマップで自宅付近が警戒区域となってい

ることを知らなかったと述べていました。小樽市はハザードマップを対象地域の住民に配布したといい

ますが、転入してきた住民にも漏れなく配布していますか。 

 最上など土砂災害警戒区域指定から少し離れた地域の住民にはハザードマップが配布されていないた

め、連続して起きている土砂災害で、いざというときどこに避難したらよいか不安に思っています。住

民に常日ごろから避難場所を意識してもらうことも大切です。内閣府から示された避難場所、避難方法

等を記載した災害・避難カードを市民に配布し、市民周知を進めるべきです。いかがですか。 

 この間、学校統廃合が進められ、色内小学校付近の住民は、避難場所が遠くなることに不安を持って

います。住民の納得を得られているのですか。 

 避難勧告・避難指示の発令、伝達についてです。 

 広島市や礼文町の土砂災害では、避難勧告が遅れたことが指摘されています。広島市の場合は、夜中

に豪雨が集中したことで、避難勧告を出すのが難しかったということですが、後日、広島市長は避難勧

告が早ければ被害が小さくなった可能性があると述べています。 

 今年４月に内閣府から避難勧告等の判断・伝達マニュアルの策定要請があり、北海道がマニュアルを

作成し、小樽市はこれを受けて避難勧告の基準を変えるということですが、これまでの市の発令基準と

の違いと北海道のマニュアルには今回のように突然の豪雨への対応が盛り込まれているのか、お聞きし

ます。 

 小樽市も危険区域が多いのですから、マニュアル作成を急ぐべきです。完成の時期、市民への周知方

法などお知らせください。 

 もう一つの対策である砂防ダムの施設整備は何か所行われていますか。 

 広島市の土砂災害は、県の砂防事業予算が1999年をピークに激減し、施設整備が遅れたことも指摘さ

れていますが、近年の北海道の予算はどうなっていますか。 

 市民の生命と安全を守るためにも、国に対して危険箇所の調査費や砂防ダムなどの土砂災害対策予算

の増額を求めていただきたいですが、いかがですか。 

              （「自民党と一緒じゃないか」と呼ぶ者あり） 

 朝里川温泉区域についてお聞きします。 

 土砂災害警戒区域に指定されている朝里川温泉区域の避難所は、豊倉小学校になっています。朝里川
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温泉区域は地すべり箇所とされている場所が広く、この中に豊倉小学校が入っていて、しかも急傾斜地

危険崩壊箇所が近くにあります。災害が発生するおそれがあるところを避難所として指定するのは不適

切ではありませんか。 

 また、この区域にはケアハウス、特別養護老人ホーム、障害者支援施設など、高齢者・介護・福祉施

設が集中しています。土石流危険渓流、地すべり危険箇所もあるのに施設建設をなぜ許可したのでしょ

うか。 

 安全対策は講じられているのか、また、土砂災害警戒区域指定時期はいつごろになるのか、お聞きし

ます。 

 各施設には要援護者が多数入所していますが、避難場所について施設ごとにお知らせください。 

 体制についてお聞きします。 

 礼文町の土砂災害は警戒区域未指定だったことや、役場の職員が別地区の土砂崩れの対応に追われて

手が回らなかったことが問題になっています。小樽市の体制はどうなっていますか。 

 また、救助に当たる消防職員は、８月１日現在、条例定数252名に対し249名、そのうち消防吏員は248

名ですが、不足はありませんか。消防吏員を確保すべきです。 

 また、土砂災害に限らず災害が増えていますから、防災担当職員をさらに増やすべきです。お答えく

ださい。 

 次に、人口増対策についてお聞きします。 

 市長は２期目出馬を正式表明し、政策課題に人口問題を挙げ、「小樽の最重要課題。国任せでなく取

り組みたい」と述べています。我が党は、人口増には仕事と家庭の両立支援や経済的支援が不可欠であ

ると考えます。 

 国勢調査による小樽市の生産年齢人口は、2000年は65.1パーセント、2005年62パーセント、2012年58.5

パーセントと、調査のたび減少しています。今後の人口増対策は若年層・生産年齢人口の定住・移住に

ポイントを置いて進めるべきではないでしょうか。 

 2008年には、おたる移住・交流推進事業研究会を立ち上げました。この事業では、2008年度から2013

年度までに33世帯、60人が移住し、そのうち世帯主が50歳代以下の世帯は78.8パーセントです。これら

の方々が小樽市への移住を決めた理由はどのようなことでしょうか。 

 今年３月に発表された厚生労働省のセーフティネット支援対策等事業費補助金で行った「人口移動効

果を踏まえた自治体の福祉政策展開」に関する調査研究報告書によると、従来の空き家紹介や産業施策

などに福祉的な施策を加えることで、都市部から地方部への転居行動の効果を高める可能性などを検討

しています。移住希望者アンケート調査では、地方移住を高める条件として、50歳までについては生計

を立てられる程度の収入があるか、子育て期の女性では日常的な生活において困らない程度の生活環境

や子供の教育環境が整っているかなど、生活において困らない程度の水準を挙げています。また、地方

への移住希望者の意向としては、全世代で「自然豊かな環境で暮らしたい」というものです。 

 札幌市から小樽市に移住した何人かの若い世代の話を聞くと、自然豊かな土地で子育てしたいからと

言い桂岡町に移住した40歳代の女性からは、桂岡町は札幌からも近く、子育て世代を呼び込むにはよい

環境、冬の除雪、通勤・通学バスの増車など検討してはどうかという提案もあります。 

 小樽市は札幌市に近く、自然豊かな環境の点では他市に負けない利点がありますから、これを生かし、

その上で小樽に住んで安心の施策が必要です。そのためにも、育児支援で少なくとも札幌市並みでなけ

ればならないと考えます。生活応援の子供の医療費助成比較では、札幌市は通院では小学校就学前は自

己負担は初診時一部負担金のみ、入院は中学校卒業までの助成で小樽市より拡大されています。若年層
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の定住・移住を図る上で、子供の医療費助成の拡大を進めるべきではありませんか。 

 また、生計を立てられる程度の収入という点で、雇用の場の確保は定住・移住の大きな条件ですが、

どのような施策を考えているのかお聞かせください。 

 小樽市は、８月に人口対策庁内検討会議を設置し、11月には今後の施策の方向性や事業案をまとめ、

その後、官民による小樽市人口対策会議を立ち上げ検討するとしていますが、事業案の内容、民間の構

成メンバー、人数、また一般公募などについて、いつ提示されるのでしょうか。 

 次に、雇用問題をお聞きします。 

 自治体における臨時・非常勤職員の官製ワーキングプアが拡大する中、待遇の改善を求める運動と世

論の高まりで、総務省は７月、地方自治体の臨時・非常勤職員の待遇改善を求める通知を出しました。

臨時・非常勤職員の再度の任用をめぐっては、次の任用までの間に空白期間を設け、健康保険や厚生年

金から脱退になるため、医療費負担増や年金減少になることが問題になっていました。小樽市でも雇用

保険は掛けているが、健康保険はいったん打ち切っています。今回の総務省の通知では、有期の雇用契

約又は任用が１日ないし数日の間をあけて再度行われる場合においても、事実上の使用関係が中断する

ことなく存続していると判断される場合には、厚生年金及び健康保険の被保険者資格を喪失させること

なく取り扱う必要があると述べています。これは既に今年１月17日付け厚生労働省通知で示されていま

したが、小樽市は、この通知内容をなぜ実施しなかったのですか。 

 総務省の通知を受けて速やかな改善を求めます。お答えください。 

 現在、市立保育所の保育士が不足していると聞きます。２人の子供を一緒に手宮保育所に預けたいと

思って申し込んだが、ゼロ歳児は保育士が不足しているので受け入れられないと断られ、自宅から離れ

た民間の認可保育所に預けているため、送迎に１時間近くかかり困っていますという若い人の話を聞い

ています。小樽市は正規職員のほか臨時保育士を雇用していますが、ここ３年間の保育士の正規職員と

臨時職員の数と割合をお知らせください。 

 保育士不足は安定しない雇用のためではありませんか。安定しない雇用では、子供を安心して預けた

いという若い世代の願いに応えることはできません。保育士の正規職員を増やすべきです。お答えくだ

さい。 

 次に、おたるドリームビーチの海水浴客の安全対策について伺います。 

 小樽市が管理する銭函の道路で、ドリームビーチの海水浴帰りの女性４人が飲酒運転の車にひき逃げ

され、３人が死亡するという痛ましい事件が起きました。市長は、初めはこの道路を歩行者専用にする

としていましたが、その後、歩行者の安全を確保するため、歩道設置の検討も含める方針に変えました。

歩行者の安全を守るために早期の歩道設置を進めるべきです。いかがですか。 

 また、一番の問題は飲酒運転です。これを防止するためのドリームビーチ協同組合と小樽市の対策を

お知らせください。 

 再質問を留保して、質問を終わります。（拍手） 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

              （中松義治市長登壇） 

○市長（中松義治） 新谷議員の御質問にお答えします。 

 初めに、土砂災害対策について御質問がありました。 

 まず、土砂災害警戒区域指定についてですが、市内の土砂災害別の危険箇所数につきましては、急傾
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斜地崩壊危険箇所434か所、土石流危険渓流75か所、地すべり危険箇所10か所となっております。 

 また、警戒区域指定につきましては、急傾斜地の崩壊177か所、土石流２か所となっております。 

 次に、本市の過去の主な土砂災害の被害状況につきましては、平成19年４月に朝里川温泉スキー場で

融雪による土石流が発生したほか、平成22年８月には低気圧による大雨で市内13か所、23年９月には台

風12号の大雨で市内９か所で土砂崩れが発生しておりますが、いずれものり面や石垣の崩壊によるもの

で、人的被害は発生しておりません。 

 次に、理解が得られていない住民への働きかけにつきましては、これまで２度の説明会を開催し、さ

らに個別にも説明を行い理解を求めているところであり、今後も働きかける予定と聞いておりますが、

理解が得られなければ警戒区域の指定ができない法的根拠につきましてはありません。 

 また、警戒区域指定の計画につきましては、平成28年度までに全道で2,370か所を指定したいとの計画

であると聞いておりますが、本市における計画は示されておりません。 

 次に、住民周知についてですが、まず転入してきた住民へのハザードマップの配付につきましては、

現在、配付はしておりませんが、今後、市の窓口で転入手続を行う際、ハザードマップを入手又は閲覧

できる部署やホームページからの入手方法などを記載したパンフレットを配付し、周知してまいりたい

と考えております。 

 次に、災害・避難カードにつきましては、各家庭で土砂災害や津波などの災害ごとに避難の必要性、

避難する場所を整理して事前に記載したカードとなっており、災害時には市町村が発令する避難勧告等

をきっかけに、悩むことなくあらかじめ定めた避難行動をとることができることから、内閣府の避難勧

告等の判断・伝達マニュアル作成ガイドラインでは、導入を提案しているところであります。 

 このカードの導入については、今後、市が策定することとしているマニュアルの中で、その導入につ

いて検討を行ってまいりたいと考えております。 

 次に、色内小学校統合後の避難所につきましては、現在、地域の方々と跡地利用の協議を行っている

ところであり、今後、御意見をいただきながら避難所のあり方について判断したいと考えております。 

 次に、避難勧告等の発令・伝達についてですが、まず本市の避難勧告等の発令基準と北海道のマニュ

アルとの違いなどにつきましては、本市地域防災計画では土砂災害に係る避難勧告等の発令は、土砂災

害警戒情報のほか、過去の土砂災害の発生状況や予兆現象などを総合的に分析した上で判断することと

しておりますが、北海道のマニュアルでは土砂災害警戒情報などが発表された場合に、避難勧告等を発

令するための判断基準を示して、市町村の判断が遅れないことに着目したものとなっております。 

 また、大雨警戒発表時に現在の降雨がその地域にとって災害の発生につながるような、まれにしか観

測されない雨量であることを知らせるために、気象庁が発表する記録的短時間大雨情報も判断基準とし

ているところであります。 

 次に、本市の避難勧告等の判断・伝達マニュアルの作成時期などにつきましては、本年４月に国のマ

ニュアル策定ガイドライン案が策定されたことを踏まえ、北海道が市町村のマニュアル作成の参考とな

るように、８月に土砂災害と津波災害にかかわる避難勧告等の判断・伝達マニュアル案を作成したとこ

ろです。本市におきましては、これらを参考に年度内をめどにマニュアルの作成を進めていきたいと考

えております。また、市民への効果的な周知方法についても、あわせて検討してまいりたいと考えてお

ります。 

 次に、砂防ダムの施設整備についてですが、市内には72か所の砂防施設が整備されております。また、

近年の北海道の予算についてですが、ここ５年間の砂防関係事業費は100億円前後で推移していると聞い

ております。 
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 次に、国に対して土砂災害対策予算の増額を求めることにつきましては、これまでも北海道市長会な

どを通じて砂防事業について積極的に整備を進めていただくよう要望しており、今後も引き続き要望し

てまいりたいと考えております。 

 次に、朝里川温泉区域についてですが、まず豊倉小学校が避難所として指定されていることにつきま

しては、本市においては津波避難所を除き、災害の種類ごとに避難所を指定しているものではありませ

ん。しかしながら、平成25年に災害対策基本法が改正され、避難所を指定する際の基準が新設され、想

定される災害の影響が比較的少ない避難所を指定することとなったので、今後、災害の種類別に避難所

を指定することとしております。豊倉小学校については、土砂災害の発生するおそれがあると判断した

場合には、避難勧告等により朝里小学校などに避難誘導したいと考えております。 

 次に、福祉施設の建築許可につきましては、これらの福祉施設の敷地は、土砂災害特別警戒区域に指

定されていないことから許可したものであります。安全対策につきましては、砂防法に基づく対策工事

が一部施工されております。また、区域指定につきましては、北海道から福祉施設がある場所は早期に

指定したいとの意向が示されております。 

 次に、施設ごとの避難場所につきましては、朝里川温泉周辺の施設入所者の避難場所は各施設ともに

豊倉小学校となりますが、収容人員を上回る被災者が発生した場合や、土砂災害の発生するおそれがあ

るときは、朝里小学校などの避難所や被災者の受入れについて協定を締結している朝里川温泉組合の施

設に協力を要請してまいりたいと考えております。 

 次に、本市の体制につきましては、本市地域防災計画に非常配備の基準を設けており、災害の発生規

模に応じて職員を動員することとしております。その内容は、小規模の災害や災害の発生するおそれが

ある場合には、関係する部署の職員が参集する第１非常配備で対応し、局地的な災害が発生している場

合などは災害対策本部の係長職以上が参集する第２非常配備としております。また、広域にわたる災害

となった場合には、職員全員が参集する第３非常配備体制で対応することとしております。 

 次に、消防職員につきましては、通常の火災や救急救助出動などに対応できる職員数は適正に確保し

ており、不足とは考えておりませんが、災害等で増員が必要となる場合には、非番職員や消防団員の招

集を行うほか、他の消防本部や警察等関係機関の協力を要請し、対応してまいります。 

 次に、防災担当職員の人員を増やすことにつきましては、平成23年の東日本大震災以降、防災業務が

増えたことから、平成25年度に担当主幹１名を、平成26年度には担当主査１名を増員し、現在６名とな

っております。防災業務の重要性は増しておりますので、職員配置については今後の人事編成の中で検

討してまいります。 

 次に、人口対策について御質問がありました。 

 まず、今後は若年層・生産年齢人口にポイントを置くべきとのことですが、本市は少子高齢化だけで

はなく、生産年齢人口が減少している状況にあり、その中でも子供を産み育てる世代の減少がさらなる

少子化につながっているものと考えられます。また、この世代がさまざまな活動の担い手として、まち

の活力やコミュニティの維持に欠かすことができないことから、生産年齢人口を中心とした人口対策を

検討する必要があると同時に、出生数の増加に向けては若い世代を支援する施策に力を入れていく必要

があるものと考えております。 

 次に、小樽市への移住を決めた理由につきまして把握している範囲で特徴的な点としては、港町であ

り、歴史的な建造物が残るまちの雰囲気や小樽の人の魅力に引かれたといった理由のほか、海、山があ

り、自然に恵まれていること、まちの規模がコンパクトで暮らしやすいこと、札幌に近く交通アクセス

がよいなどが挙げられます。 
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 次に、若年層の定住・移住を図る上での子供の医療費助成制度の拡大につきましては、道内他市町村

の医療費助成の状況を見ますと、本市と同様の取扱いとなっているところのほか、各自治体が独自で助

成制度を拡大しているところもあります。小樽市といたしましても、財政上の問題もありますが、人口

問題を議論する中で、今後、検討してまいります。 

 次に、人口増対策における雇用の場の確保につきましては、地域経済を活性化することが何より重要

であると認識しておりますので、引き続き地元企業の活性化に向けた支援や企業誘致などの施策に積極

的に取り組んでまいりたいと考えております。 

 次に、人口対策庁内検討会議の事業案や官民による小樽市人口対策会議のメンバーなどの提示の時期

についてですが、今後の施策の方向性や事業案は、庁内の意見を取りまとめた後、11月中に立ち上げる

官民の会議へ提示したいと考えております。 

 また、官民の会議の構成メンバーや人数、一般公募につきましては、今後、庁内検討会議において検

討してまいりたいと考えております。 

 次に、雇用問題について御質問がありました。 

 まず、市臨時職員の健康保険等の被保険者資格の取扱いについてですが、臨時職員につきましては、

地方公務員法第22条第５項の規定に基づき、任用を行っております。この任用は６か月を超えない期間

とされ、６か月を超えない期間で更新できることとされており、基本的には最大で１年以内の任用と定

められております。このことから本市においては、臨時職員の通算の任用期限を１年とし、業務上資格

が必要な職種や人員の確保が難しい職種においては、更新後、国の通知にある１日ないし数日ではなく、

おおむね10日間をあけて再度任用を行っております。これまで市の被保険者資格の取扱いは、任用期間

終了後、資格喪失手続をとり、再度任用する場合に改めて資格取得手続をとることとしておりましたが、

このたびの国からの通知を受け、空白期間における無保険や無年金の期間が生じないよう、その対応を

検討しているところです。 

 次に、この３年間の保育士の正規職員と臨時職員の人数と割合につきましては、各年度の４月当初の

状況では、平成24年度は正規職員54名、臨時職員25名、正規職員の割合は68.4パーセント、25年度は正

規職員52名、臨時職員21名、正規職員の割合は71.2パーセント、26年度は正規職員52名、臨時職員17名、

正規職員の割合は75.4パーセントとなっております。 

 次に、保育士の正規職員の割合を増やすべきとのことでありますが、市立保育所の保育士の正規職員

配置については、国の基準を踏まえ、職員組合とも協議の上、必要な人員の確保に努めているところで

あります。 

 次に、おたるドリームビーチの海水浴客の安全対策について御質問がありました。 

 まず、早期に歩道の設置を進めることにつきましては、安全対策の一つであると考えておりますので、

今後、来季の海水浴場開設に向け、歩道設置も含め安全対策を検討してまいりたいと考えております。 

 次に、飲酒運転防止対策につきましては、ドリームビーチ協同組合では、海の家での運転者へのアル

コール販売の禁止、飲酒運転撲滅啓発のぼりの作成、最寄りの星置駅への無料送迎バスの運行期間の延

長などのほか、警察への取締り強化の依頼を実施したと聞いております。 

 また、市においては、警察と共同で海の家全店に注意喚起を行ったほか、銭函３丁目駐車場などでの

啓発チラシの配布や事故現場付近にのぼり・看板の設置を行い、飲酒運転の危険性の周知に努めたとこ

ろです。市といたしましては、これまでさまざまな交通安全啓発活動を行ってまいりましたが、今後は

これまで以上に飲酒運転防止に向けた啓発活動に努めてまいりたいと思います。 

              （「議長、21番」と呼ぶ者あり） 
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○議長（横田久俊） 21番、新谷とし議員。 

○２１番（新谷とし議員） 再質問させていただきます。 

 土砂災害対策についてですが、小樽市の残りの340か所の危険区域の警戒区域指定についてです。平成

28年度までに全道で2,370か所とのことで、本市における計画は示されていないということでした。 

 今日の夕刊に白老町と登別市で局地的な豪雨により、白老町では68人が孤立してキノコ工場が決壊し

たというニュースがありまして、気候変動で災害がいつ起きるかわからないという状況ですから対策が

急がれます。 

 広島市でも今回、土砂災害に遭った53か所は全て危険箇所でしたけれども、警戒区域に指定されてい

たのは13か所にすぎません。多くの犠牲者を出した地区は指定されていなかったのです。 

 小樽市では割合にすると、まだ34.5パーセントしか指定されておりません。しかも、地すべりに対し

てはゼロです。全国平均が67.5パーセントという報道がありました。ですから、小樽市への指定が大変

遅れているわけです。 

 この理由は、調査費が圧倒的に少ない、このためではないでしょうか。私が聞いた砂防関係事業の予

算と基礎調査に係る予算額、これは私が入手したものですけれども、小樽開発建設部では、平成25年度、

26年度ともに3,600万円しかありません。ですから、圧倒的に予算が足りないのだと思いますので、全道

市長会を通して言っているとおっしゃいましたけれども、個別に小樽にも早くこういう調査をして、警

戒区域の指定を急いでほしいということをぜひ申し入れていただきたいと思います。これに対しての見

解をお願いします。 

 また、災害・避難カードについては、今後検討していくということですが、いろいろな災害がありま

すので、ぜひ早く、この配付を急いでいただけるようにお願いいたします。 

 次に、朝里川温泉区域の避難所の問題です。豊倉小学校で災害が発生するおそれがある場合には、朝

里小学校に誘導するということでしたけれども、そもそもこういう危険なところで、災害が発生する可

能性の大きくあるところを指定することが、やはり見直すべきではないのかなと思います。 

 次に、消防吏員の増員についてですけれども、適正だとおっしゃいましたが、先ほど言いました2007

年の朝里川温泉スキー場の土砂災害は、突然起こって土砂崩れは７回も来て、崩落地形は幅、延長とも

に大きくなった。このことが山田前市長名で突然の土砂災害として「砂防と治水」という機関誌で報告

されておりますし、インターネットにも掲載されております。そのときいち早く活動したのが消防隊で、

土のうを設置したことなどが書かれておりますし、災害発生が予想されるときの住民避難の誘導は消防

隊が行うと。今後の施策でこのようにしたいということが書かれておりました。ですから、今は間に合

っている、いざとなったら消防団員にもお願いすると言いますけれども、市の責任として、少なくとも

条例定数は確保すべきだと思います。 

 次に、人口増対策ですが、市長も同じように若年層・生産年齢人口にターゲットを当てたことを考え

ていきたいということでした。 

 医療費の拡大についても今後検討ということで、今までは絶対に財源がないから難しいという答えば

かりだったので、若干前進したかなと思うのですけれども、ぜひこの医療費の助成拡大はしていただき

たいと思います。 

 総務省の人口調査で人口が増加している東神楽町は、子供の医療費助成は所得制限なしで中学生まで

無料です。千歳市も人口が増えておりますが、自己負担はありますけれども、小学校３年生までになっ

ています。また、道外ですけれども、埼玉県滑川町では、子供の医療費が高校３年生まで無料で、給食

費は保育園から中学校まで無償、環境もよいし、子育てしやすいと20歳代、30歳代の子育て世代が移住
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してきて、この12年間で人口が38パーセントも増加して、勤労世帯の増加で税収も増加していると、こ

のような新聞報道があります。このまちと同じにできないとしても、子供の医療費の無料化をぜひ拡大

していただきたいと、このように思いますけれども、いかがでしょうか。 

 次に、雇用の問題です。 

 保育士が足りなくて子供を同じ保育所に預けられなくて１時間もかかって別々の保育所に子供を預け

ているというのは、これは本当に子育て支援にならないと思うのです。ですから、先ほども聞きました

けれども、実際の正規職員の数は、54人、52人、52人ということでしたが、これは定数よりも８人から

10人も少なくしているのですね。こういう状況の中で、公立保育所の入所率は９月、81.9パーセントで

待機児童が４人もいるのです。やはりこれは保育士不足ですし、それと正規職員をもっと増やして安心

して子供を預けるというふうに変えていかなければならないのではないかなと思いますが、いかがでし

ょうか。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 建設部長。 

○建設部長（工藤裕司） 土砂災害の予算の申入れにつきましては、先ほど議員から指摘はありました

けれども、全道平均が１割弱の中で本市は高いほうではありますが、引き続き要請をしてまいりたいと

考えております。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 総務部長。 

○総務部長（迫 俊哉） 再質問にお答えいたします。 

 災害・避難カードの導入につきましては、お願いということでございましたけれども、導入に向けて

検討させていただきたいと思っております。 

 次に、避難所の考え方ですが、現在の市の地域防災計画の中の避難所というのは、避難所というくく

りだけで指定をしているものでございます。今後につきましては、津波は津波用の避難所、土砂災害は

土砂災害に向けた避難所ということでの指定について地域防災計画の中で位置づけていかなければなら

ないと考えております。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 福祉部長。 

○福祉部長（三浦波人） 保育士の配置でございますけれども、市長の答弁にございましたように、私

どもも正規保育士を確保していくようにしておりますので、先ほど答弁にありましたような比率からし

ますと、臨時職員の割合はやや減少しているところでございますし、今後も国の基準を踏まえまして、

職員組合とも協議しながら確保を図ってまいりたいと考えております。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 消防長。 

○消防長（飯田 敬） 再質問にお答えします。 

 消防職員を条例定数まで確保すべきとのお話でございますけれども、条例定数につきましては、一時

的に職員の増員が必要になる場合を考慮いたしまして、必要職員数に若干上乗せして設定しているもの

でございますので、そういう余裕があるということで御理解をいただきたいと思います。 

 私ども、災害に当たりましては、小樽市の警防規程によりまして災害の規模、状況によって消防の体

制を増強することとしてございまして、特に初動の体制につきましては、非番員の招集等も含めまして、
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しっかりと対応してまいりたいと考えております。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 総務部長。 

○総務部長（迫 俊哉） 済みません、答弁の漏れがございました。 

人口対策について、再質問の中では医療費助成の拡大についてぜひということでございましたけれど

も、そのほかの人口対策についても言及されていましたので、私から答弁をさせていただきます。庁内

に設置した検討会議は、市長が座長となっておりまして、現在、各部に考えられる人口施策というもの

を宿題として与えております。この会議の中では全国的な事例についても検討させていただきたいと思

っておりますし、小樽市ができる小樽市独自の施策というものも考えていかなければならないと思って

おります。一つ一つの人口対策については今お話しすることはできませんけれども、そういった観点で

人口対策を庁内検討会議なり官民も含めた人口対策会議の中で検討させていただきたい、議論させてい

ただきたいと思っております。 

              （「議長、21番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 21番、新谷とし議員。 

○２１番（新谷とし議員） 再々質問ですが、消防吏員のことですが、間に合っているとおっしゃいま

すけれども、実際に現場は大変ではないかなと思いますし、大変だという声も聞いております。やはり

全体的に職員を減らして人件費を浮かせたい、そういう方針だろうと思うのですけれども、それではや

はり市民の安全・財産を守ること、命を守ることはできません。消防職員だけが防災の担当ではないの

ですが、市全体でやっていかなければならないことですけれども、まずは消防職員が避難救助、あるい

は避難の誘導をするということでは、果たす役割は大きいと思いますので、これはやはり検討を要すべ

き問題だと思います。 

 その１点だけお聞きします。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 消防長。 

○消防長（飯田 敬） 職員数の不足ということで再々質問いただきましたけれども、御存じかと思い

ますが、消防職員数につきましては、国が定めます消防力の整備指針という一つの指針に基づきまして

設定しているものでございます。小樽市にとって必要な消防・救急等の車両台数に見合う職員数、ある

いは火災予防や警防、総務などの各業務に対応する職員数を確保している状況でございまして、そうい

う意味で決して不足している状況ではございませんし、かえって小樽市は地形が東西に細長いという状

況から、整備指針の基準以上に署所数を多く抱えている状況でもございます。また、人口当たりの職員

数も道内の主要消防本部と比べても決して少ないというわけではございませんので、そういう意味では

職員数が不足しているという状況ではないと私どもは判断しているところでございます。 

              （「国の指針を満たしていることになると言うのだな」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 新谷議員の一般質問を終結いたします。 

              （「議長、10番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 10番、高橋克幸議員。 

              （１０番 高橋克幸議員登壇）（拍手） 

○１０番（高橋克幸議員） 最後の一般質問となりましたが、よろしくお願いしたいと思います。 

 初めに、ワンストップサービス（総合窓口）についてであります。 
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 この問題は、これまで何回か質問してきましたが、重要な問題と考えておりますので、改めて伺います。 

 近年、他都市では、市の総合窓口としてワンストップサービスの導入について実施あるいは検討され

ているところが増えているようであります。以前、会派視察で訪問した大野城市も、このサービス事業

を進めた市の一つであります。また、道内では北見市が平成26年３月にワンストップサービス推進計画

を策定しているところであります。 

 いわゆるワンストップサービスとは、市民の方が多数の窓口に移動することなく、ほとんどが一つの

総合窓口業務で終了するという内容であります。ただ、各自治体においてシステム内容は少し相違があ

るようであります。 

 初めに、このワンストップサービスについてどのように認識されているのか、見解を伺います。 

 本市は高齢化や核家族化が進んでおり、特に窓口業務については、さらに細やかな配慮が必要な市民

が増加している状況にあります。また、社会全体の高度情報化に伴い、情報取得の要望についても先進

的サービスが求められているところであります。 

 具体的な内容で言いますと、転入、転出、結婚、出産、死亡など、いわゆるライフイベントに伴って、

その都度、住民票や国民健康保険、年金、税、学校、子供の手当など、市役所で行わなければならない

手続が多岐にわたって発生する上に、必要な手続や持ち物も世帯の状況によって異なるため、わかりに

くさや負担感の要因となっています。また、担当する課の窓口へ行くたびに説明、本人確認、記入、担

当課からの説明と複数にまたがり、同じような説明を何回もしなければならないような経験をされた方

が多く見受けられるところであります。 

 このような中、北見市では来庁する市民の立場を考え、見直しを行い、まず平成３年から関連する手

続をまとめて受け付ける「まとめ受付」を実施し、さらなる改善や見直しの結果、ワンストップサービ

ス推進計画の策定に結びついたようであります。 

 窓口業務は市役所の顔であり、市民と多く接する場であります。市民サービスの向上や利便性、また

行政事務の効率化という観点からワンストップサービスの導入を要望いたしますが、市長の見解を伺い

ます。 

 さて、このワンストップサービスを考えるとき、問題点として本市の現状は、まずハード面の問題や

各種制度の複雑化により、窓口業務量の増加傾向もあると認識していますが、このサービスの導入を検

討する上で現状の課題と問題点の整理が必要と考えます。これらについてどのように捉えているのか、

見解を伺います。 

 他都市では、導入の検討に入る前に現状の課題や問題点を整理検討し、先ほど述べた北見市の例のよ

うに、現在でもできる対策や改善策を実施しています。本市もこのような市民目線に立った対応が必要

と考えますが、見解を伺います。この中で、プライバシーに配慮した窓口の改善や繁忙期の窓口の確保

として、フレキシブルな対応策の実施、また、民間の人材会社による職員の気配りや説明能力といった

接客能力の向上に資するスキルアップの講習や認定員の資格制度の制定など、導入以前から全体的な改

善の実施が行われていたようであります。 

 ワンストップサービス導入については即席でできるものではありませんが、だからこそ、このような

前向きな意識改革の下、現状でも改善実施に向けた積極的な姿勢が求められていると考えます。これら

についてどのように受け止めて考えられているのか、見解を伺います。 

 また、ハード面、システム面、人材面などの観点から、今後のワンストップサービスの導入を前提と

した検討チームの設置を要望いたしますが、市長の見解を伺います。 

 次に、代読・代筆支援についてであります。 
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 近年、高齢化の進展に伴い、視覚障害者に限らず、視力が低下した高齢者など、読み書きに支障があ

る人への支援の必要性が求められています。日常生活を送る上で、読むことと自己の意思を表すための

書くことは必要不可欠であります。しかし、視覚障害者や視力が低下した人、高齢者などには、これが

十分保障されているとは言えない状況にあります。近隣の高齢者から要望があり、訪問することがある

のですが、市などから送られてくる文書について、何が書いてあるのか意味がよくわからない、読んで

説明してほしいとの声があります。また、ある単身高齢者宅では、未開封の封筒が多く積まれていたこ

ともありました。高齢化が進む本市では、単身高齢者や高齢者世帯が増加傾向にあり、同様の問題も増

えているのではないかと思われます。 

 また、プライバシーの確保についての現状課題があります。市などから送付される文書には、税金や

年金関係など、個人情報にかかわる内容が多いため、単なるボランティアではなく、プライバシーが確

保される公的サービスとして提供する必要があります。以前、視覚障害者から相談を受けた内容ですが、

税金の通知や年金にかかわる情報などの個人情報について、介護サービスで訪問してくる介護支援員に

は見られたくない。また、これらの個人情報を本人が確認する方法でその簡易性を求める内容がありま

した。これらについては現在どのような対応をされているのか、お示しください。 

 平成23年７月に成立した改正障害者基本法に、読み書き支援サービスを行う人の養成、派遣を国や自

治体に求める規定が盛り込まれ、さらに、平成25年４月に施行された障害者総合支援法の地域生活支援

事業実施要綱に自治体が行う支援の一つとして、代読や代筆が明記されました。このような状況につい

てどのように認識されているのか、これまでの対応も含め、市長の見解を伺います。 

 他都市の実例では、函館市の委託事業でＮＰＯ法人が運営する函館視覚障害者図書館にて、2011年７

月から週４回実施、また品川区では2011年４月から地域福祉計画の支援メニューとして、読み書き代行

サービスが実施されており、専門性が高く、公的機関等が実施するサービスとして位置づけられている

ため、利用者からも行政が行っているので安心との感想もあるようであります。 

 文部科学省の有識者会議が2006年に出した報告書では、これからの図書館のあり方について、住民の

読書を支援するだけではなく、地域や住民の充実が求められると指摘をしており、この方向性は2012年

に改正した図書館の設置及び運営上の望ましい基準にも盛り込まれ、文部科学省は各地の公共図書館に

課題解決型への変革を促しています。 

 このような観点から、代読支援について図書館を活用した考え方も必要と思いますが、見解を伺います。 

 視覚障害者や視力が低下した高齢者などから最近も要望がありましたが、本市としてもプライバシー

を確保できる専門の支援員の養成の取組や代読・代筆が受けられる仕組みづくりを提案、要望いたしま

すが、市長の見解を伺います。 

 次に、健康マイレージ事業についてであります。 

 平成25年、第２次健康おたる21が策定されました。この計画は、21世紀における小樽市の健康づくり

を進める指針であります。この中で「ライフステージに応じた健康づくりを進めるとともに、子どもか

ら働き盛りの世代までの健康づくりを一層強化し、将来のがん、心臓病、脳卒中、糖尿病などの予防を

推進します」とありますが、本市の健康づくりの取組について、これまでの主な内容についてお示しく

ださい。 

 また、第２次健康おたる21の中で、健康づくりの取組について特に重点的に取組を考えている項目は

どのようなものがあるのか、理由と狙いをお示しください。 

 健康づくりは、今後のさらに進む高齢化社会において医療、介護に直接的に影響を及ぼし、今後の市

の政策にとって大変重要な課題の一つであります。高齢化が進んでいる小樽市としてどのように認識し
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ているのか、重要課題の取組状況もあわせて、市長の見解を伺います。 

 健康づくりは市民一人一人が取り組む課題ですが、一人では継続して取り組むことは難しく、社会全

体として積極的に取組を支援する体制が必要であります。健康診断の受診やスポーツ活動への参加など、

ポイントをためると特典を利用することができる健康マイレージ事業の取組が注目されており、先日も

静岡県藤枝市の取組がテレビ放送で紹介されておりました。静岡県は、厚生労働省が発表した健康の新

たなバロメーターである健康寿命が全国トップであります。健康寿命とは、寝たきりや介護を必要とし

ない自立した生活を送っている人の統計であります。特に、藤枝市と掛川市は、がん標準化死亡比の低

さでもトップクラスの健康都市のようであります。藤枝市では、日々の運動や食事の目標を達成できた

場合や健康診断、禁煙、健康講座やスポーツ教室、ウオーキングイベント、地域行事などに参加した場

合、ポイントとしてマイルを付与し、健康マイレージ事業として推進しているようであります。このポ

イントは、ふじのくに健康いきいきカードに加算されて、県内の協力店でサービスが受けられるようで

あります。また、日本一健康文化都市を掲げる静岡県袋井市では、健康づくり活動をポイント換算し、

公共施設利用券と交換することができる健康マイレージ制度を平成19年度から全国に先駆けて実施して

おり、先進的な事例として厚生労働省の「健康日本21～健やか生活習慣国民運動～」に紹介されています。 

 これらのような取組は、将来の超高齢化社会を見据えた施策の一つとして全国で広がりつつあります。

本市においても目指している健康づくりをさらに推進するために、この健康マイレージ事業の検討を要

望いたしますが、見解を伺います。 

 次に、廃棄物最終処分場についてであります。 

 まず、一般廃棄物処理基本計画の分析についてであります。 

 平成17年策定の一般廃棄物処理基本計画の中に最終処分場の項目があります。この中で、「５．ごみ

処理に係る課題」の最終処分場の記述には、「現在の小樽市廃棄物最終処分場は、第２期整備分を含め

ると、平成26年度まで使用可能と見込まれますが、ごみの排出抑制や資源化の促進により、一層のごみ

減量化を図り、最終処分場の延命化に努める必要があります」と書かれております。一般廃棄物処理基

本計画の計画期間は10年であり、平成26年度が最終年度であります。当初の基本計画で想定していた人

口減少等が変化し、その影響が実施計画にも表れていると思いますが、基本計画の総括として、最終処

分場にかかわるごみ排出量や資源化の促進の結果など、平成26年度の計画目標に対してどのように分析、

評価しているのか、主な内容についてお示しください。また、次期基本計画の今後の予定や主な考え方

についてお答えください。 

 次に、最終処分場の延命化についてであります。 

 環境省からの通達により、最終処分場の残余容量を的確に把握するため、現地測量を基本とし、やむ

を得ず換算係数を用いて推定した場合でも、約３年に１度は現地調査を行って補正することという内容

が示されております。 

 本市では、平成23年に現地測量が実施されましたが、今後の予定と考え方についてお示しください。 

 さて、平成23年の調査結果では、残余容量は体積換算係数により算出された推定値10万3,000立方メー

トルに対し、実測値は23万9,000立方メートルであり、大きな乖離がありましたが、この理由についてお

答えください。 

 現在の最終処分場の全体埋立容量は94万1,000立方メートルですが、平成25年度末までの換算係数によ

る埋立量と残余容量は幾らなのか、また、年平均の埋立推定値の算出方法とその推定値から計算される

残余年数についてお示しください。 

 昨年の予算特別委員会でも議論しましたが、最終処分場の延命化対策について伺います。 
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 延命化対策については北海道と協議を進行中であり、技術的な課題や問題点が解決できれば、現在の

最終処分場のかさ上げによる埋立てが可能であるとの答弁でありましたが、この内容とこれまでの経過

についてお示しください。また、かさ上げによる埋立ては、その高さや容量など、どのような考えで検

討されているのか、お答えください。 

 次に、地元町会との協定について伺います。 

 このように当初予定されていた計画年次よりもさらに長く使用が可能となり、また検討されているか

さ上げによる埋立てで、さらに延命化が図られる可能性がありますが、町会との協定について、これま

でどのような協議が行われてきたのか、今後どのように検討されていくのか、見解を伺います。 

 次に、次期最終処分場についてであります。 

 現在の最終処分場が当初計画よりも大幅に延命化される可能性が大きいため、次期最終処分場の準備

について時間的余裕が生まれ、早急に検討しなければならないという制約がなくなっておりますが、重

要な問題なので改めて伺います。 

 次期最終処分場候補地の想定条件でありますが、以前の答弁では現焼却施設にできるだけ近いことが

望ましいこと、また、地質の面で地表近くに岩盤がなく、地下水位が高くないことなどが挙げられてい

ます。候補地として有力とされている現処分場の上流区域についてボーリング調査が行われましたが、

調査結果では土石流による玉石や砂質分が厚く堆積しており、地盤支持力は比較的弱く、地下水位も高

いことがわかりました。これらの課題や問題点について候補地選定を含め、どのように検討されている

のか、見解を伺います。また、次期処分場建設までのスケジュールや規模についての考え方もお示しく

ださい。 

 次に、道路の予防保全についてであります。 

 日本の社会資本、いわゆるインフラ整備の多くは昭和の時代の高度成長期に整備され、この社会資本

全体の高齢化が急速に進行している状況であります。また、安全・安心の確保のため、既存施設を適切

に維持・管理し、その機能を保持するということが喫緊の課題と言われておりますが、今回はインフラ

整備の中の道路について伺います。 

 阪神・淡路大震災や東日本大震災以降、地域防災の重要性が改めて認識され、平成９年に北海道緊急

輸送道路ネットワーク計画を策定し、直近の改訂は平成22年度に行われています。 

 さて、北海道で指定されている緊急輸送道路ですが、本市では維持・管理や安全輸送確保対策などに

ついて、どのように調査や検討を行っているのか、総括的窓口はどこが担当しているのか、また、今後

の課題や問題点についてお示しください。 

 本市では、社会資本の保全について橋梁の長寿命化計画の策定など、長寿命化に向けた施策を行って

おりますが、道路については臨時市道整備事業で、ある程度計画的に進められているものの、道路の維

持・管理は問題箇所をその都度補修する対症療法であり、事後保全が現状であると思います。大規模災

害時の応急活動や物資輸送に利用される緊急輸送道路や病院、学校、福祉施設など、大きな影響のある

道路について、道路の陥没や損傷は安全・安心の確保にとって大きな問題であります。 

 そのため、安心な道路サービスの提供やライフサイクルコストの縮減等を図るため、定期的な点検に

より早期に損傷を発見し、補修を実施することが必要であります。これらについてどのように考えられ

ているのか、これまでの対策も含め、お答えください。 

 次に、定期的な点検・調査についてであります。 

 他都市では道路の陥没事故があり、損害賠償にまで進んでいる事例があります。道路の陥没の原因で

ある路面下の空洞は目視で見つけることは困難であるため、札幌市などでは目視だけではわからない路
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面下の危険な空洞の非破壊検査による調査が行われているようであります。 

 この調査の中で大きな空洞が発見され、危険順位の高いものから優先順位を決定し、想定される陥没

事故に対応されているようであります。このことから、道路の予防保全として調査の重要性が改めて認

識されたようであります。大切な資産である道路ストックをできるだけ長く保全するためには、安全か

つ防災・減災の観点からも、できるだけ早く市道の定期的な点検・調査とともに、目視だけではわから

ない路面下の危険な空洞の非破壊検査による調査が必要であると考え、提案いたしますが、これらにつ

いての見解を伺います。 

 以上、再質問を留保して、質問を終わります。（拍手） 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

              （中松義治市長登壇） 

○市長（中松義治） 高橋議員の御質問にお答えします。 

 初めに、ワンストップサービスについて御質問がありました。 

 まず、総合窓口によるワンストップサービスにつきましては、同じフロアで各種証明書の申請、交付

や相談業務などが行われ、必要な手続を効率的に進めることができ、来庁者の待ち時間を短縮すること

ができるなど、市民サービスの向上が図られるものと認識しております。 

 次に、総合窓口によるワンストップサービスの導入に当たりましては、必要な機能を一つのフロアに

集約することや高齢者や障害者などに配慮した窓口配置が必要となります。本市においては、本庁舎の

構造的な問題、さらには行政情報システムの再構築の内容なども関係することから、直ちに実現するこ

とは難しいと考えておりますが、待ち時間の短縮など利便性の向上には、引き続き取り組んでいく必要

はあると考えております。 

 次に、ワンストップサービス導入の課題と問題点についてですが、ただいまもお答えしましたとおり、

一つのフロアに業務を集約するスペースの確保など、庁舎の構造的な問題のほか、ワンストップに対応

するための組織体制やシステム関係の再構築、広範囲な窓口業務に対応できる各種業務に精通した職員

の養成や、これらを専任で対応するための職員の確保などが考えられます。 

 次に、市民目線に立った対応についてですが、これまでも本市におきましては、各サービスセンター

における税や福祉などに関する取次業務の拡大、組織改編に伴う類似業務の集約による窓口の一本化な

ど、市民サービス向上が図られるものについては導入の取組を進めてきたところであります。 

 また、このほかの対策、改善策としては、戸籍の電算化、別館１階の窓口番号表示盤や各フロアの庁

舎案内板設置など、可能な限り市民サービスや利便性の向上を図っておりますが、将来的にもマイナン

バー制度の導入を踏まえてサービス拡大の検討を進めるなど、市民目線に立った改善を行ってまいりた

いと考えております。 

 次に、窓口対応の改善実施に向けた姿勢についてですが、私は常々市役所は総合サービス産業であり、

窓口に従事する職員は市役所の顔であると考えており、例えば市長への手紙により窓口対応に関する意

見が寄せられた場合には、私からも対応改善について職員に指導する場合もあります。今後とも、職場

研修やミーティングにおいて窓口に従事する職員の意識改革を図り、来庁された皆さんにできるだけ負

担をかけない対応に努めていかなければならないと考えております。 

 次に、ワンストップサービスの導入を前提とした検討チームの設置についてですが、庁舎の構造的問

題もあることから、現時点では検討チームの設置までは考えておりませんが、業務の改善に当たっては、
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これからも必要に応じて庁内で議論したいと考えております。 

 次に、代読・代筆支援について御質問がありました。 

 まず、視覚障害者から税や年金などの個人情報について問い合わせがあった場合の対応につきまして

は、窓口に来ていただき運転免許証などで本人確認をすることが原則でありますが、視覚障害者に限ら

ず、電話での問い合わせに対しましては、制度上可能な場合で生年月日や通知書番号などにより本人と

認められるときには対応しているところであります。 

 次に、読み書き支援を行う人の養成や派遣につきましては、情報バリアフリーの一環として障害者基

本法に盛り込まれたところでありますが、こうした取組には課題が多く、本市におきましては、点字広

報の発行や「くらしのガイド」音声版の作成などによる情報提供、さらには手話通訳や要約筆記などに

よる意思疎通の支援に努めているところであります。今後も、障害種別に配慮しながら、これらの支援

を行っていく必要があるものと考えております。 

 次に、プライバシーを確保できる専門の代読支援員の養成や代読・代筆が受けられる仕組みづくりに

つきましては、障害だけでなく高齢化により読み書き困難になる方が今後増えていくことは認識してお

ります。しかしながら、代読支援員に求められる要件等が示されていないため、今後、国や北海道の動

向を見ながら具体的な情報の収集に努めてまいりたいと考えております。 

 次に、健康マイレージ事業について御質問がありました。 

 まず、第２次健康おたる21における平成25年度の重点的な取組内容につきましては、計画の周知啓発

を行うとともに、各種健康づくり事業を実施しました。計画における重点的取組項目につきましては、

がんや生活習慣病予防としておりますが、これは本市の疾病特性として、がんや生活習慣病が多いため

であり、高齢になっても健康な生活が営めるよう、また、病気になっても重症にならないようにするこ

とを狙いとしたものであります。 

 次に、健康づくりへの認識と重要課題の取組状況についてですが、まず健康づくりへの認識につきま

しては、市民が充実した毎日を過ごし、豊かな人生を実現するために、健康づくりは重要であると考え

ております。高齢化社会における重要課題の取組につきましては、がん検診、特定健診などのほか、生

きがいづくりとしてシルバースポーツ大会などの開催、さらに認知症予防事業、介護予防事業などに取

り組んでいるところであります。 

 次に、健康マイレージ事業につきましては、健康づくりの機運を高めるきっかけの一つになると言わ

れておりますが、まだその効果は明確になっておりませんので、既に実施している市町村における取組

状況などについて研究してまいりたいと考えております。なお、健康づくりにつきましては、これまで

同様、推進してまいります。 

 次に、廃棄物最終処分場についての御質問がありました。 

 まず、現一般廃棄物処理基本計画の総括につきましては、家庭系一般廃棄物は、計画の初年度となる

平成17年度に実施した燃やすごみと燃やさないごみの有料化と資源物収集の拡大の結果、市民の分別意

識が急激に進んだため、排出量の減少率が基本計画で見込んだ率を大幅に上回り、また、その後も人口

減少により緩やかな減少傾向が続いております。 

 一方、事業系一般廃棄物については、現基本計画ではリサイクルの推進などにより減少することを見

込んでいましたが、経済活動の動向による影響が大きく、平成26年度の排出量は基本計画の目標を達成

できない見込みです。 

 次に、次期一般廃棄物処理基本計画の今後の予定や主な考え方につきましては、現在、平成27年度か

ら10年間の計画を策定中であり、本市のごみの特性についての基礎データとして、ごみ質分析調査を行
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っているところであります。その調査結果を踏まえ、本市のごみ処理に関する課題を整理し、さらなる

ごみの減量化などについての方策を取りまとめた上で、年度内に新計画を策定する予定であります。 

 次に、現地調査の今後の予定と考え方につきましては、最終処分場の延命化にかかわる実施計画策定

のため、来年度において実施を予定しております。また、それ以降につきましても、３年をめどに現地

測量を実施し、最終処分場の適正な維持・管理に努めてまいりたいと考えております。 

 次に、平成23年度の残余容量の推定値と実測値の乖離につきましては、幾つかの要因が相乗的に働い

たと思われますが、主なものとしては、平成17年度から家庭系ごみの有料化や資源物収集の拡大による

ごみの減量、特に不燃ごみの減量が想定以上に進んだことや、広域連合の中間処理施設から排出される

残渣が計画値より下回っていることなどが考えられます。 

 次に、平成25年度末までの埋立量につきましては77万7,000立方メートル、残余容量は16万4,000立方

メートルと推計しております。また、年平均埋立推定値は平成23年の残余容量調査の際の直近のデータ

を用い、推計した平均埋立量は２万2,000立方メートルと算出しており、残余容量から堰堤や最終覆土の

量を除いた埋立可能量は14万5,000立方メートルであり、残余年数は6.5年となります。 

 次に、北海道との事前協議の内容と経過につきましては、北海道から検討すべき課題として示されて

いたかさ上げに伴うごみの滑りに対する安全性、地下埋設している管類の耐圧や流下能力の検討、遮水

シートの紫外線による劣化に対する安全性、浸出水処理水量及び処理水質等について専門的見地も必要

なことから、コンサルタント会社への委託をし、安全性の検討を行ってまいりました。 

 現時点では、北海道との事前協議の中で一定程度理解を得ていることから、今後、詳細設計を行った

上で最終的な協議をすることとなります。 

 次に、かさ上げによる埋立ての高さや容量の考え方につきましては、今後、実施設計で詳細を決定し

てまいりますが、基本的には技術基準を遵守する範囲内で最大限かさ上げできるよう計画してまいりま

す。 

 次に、地元町会との協定につきましては、現協定の埋立期間は平成27年度までになっておりますが、

平成23年度の残余容量調査の結果により、５年程度延びることが推定されております。 

 一方、次期処理場の検討も進めていたため、協定の変更についてはあわせて行うことで町会に理解を

いただいていたところです。その後、かさ上げによる延命化の検討が始まり、北海道と協議のめどが一

定程度つきましたので、本年６月５日に協定書の変更を正式に申し入れ、現在、協議しているところです。 

 次に、次期処分場候補地の選定等につきましては、基本的には現処理場の近隣が望ましいと考えてお

り、平成23年度のボーリング調査結果に対して、技術的に可能な工法や処分場の形態を検討した経過が

あります。しかしながら、現在は、現処分場でのかさ上げによる延命について優先的に考えているとこ

ろでありますので、次期処分場の検討については一時保留としております。なお、一般的に処分場の建

設に当たっては、用地買収から工事完了まで７年程度かかるとされており、処分場の規模は国庫支出金

の交付基準である15年相当の埋立容量となります。 

 次に、道路の予防保全について御質問がありました。 

 まず、緊急輸送道路の維持・管理や安全輸送確保対策につきましては、市道部分についての維持・管

理や安全輸送確保対策の一つである耐震改修促進法に基づく沿道建築物の調査や選定を行っておりま

す。統括窓口につきましては、防災上の視点から庁内調整を防災担当が担当いたします。 

 また、課題や問題点につきましては、各道路管理者間の連携体制の強化や沿道建築物の耐震化等が課

題であると認識しております。 

 次に、緊急輸送道路等の管理につきましては、これまでパトロールなどで損傷箇所を発見する都度、
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補修を行ってまいりました。本年度はこれに加え、緊急輸送道路を含めた幹線市道の点検を実施し、10

か年の修繕更新計画を策定しており、今後は計画的な修繕に取り組み、安心な道路サービスの提供やラ

イフサイクルコストの縮減を図ってまいりたいと考えております。 

 次に、路面下の空洞調査につきましては、現時点では社会資本整備交付金事業の対象となっていない

ことから、札幌市を除く道内市町村では、試験的なものを除き実施しているとの話は聞いておりません。

空洞調査は費用が高額であることから、今後、交付金事業の対象となった場合には、他都市の実施状況

も勘案しながら検討してまいりたいと考えております。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 教育長。 

○教育長（上林 猛） 高橋議員の御質問にお答えいたします。 

 ただいま、代読・代筆支援について御質問がありました。 

 図書館との関連についてでありますが、現在、市立図書館では、高齢者や目の不自由な方へのサービ

スとして大活字本の貸出しを行っておりますが、道内他都市の図書館では、録音図書の貸出しや朗読ボ

ランティアを活用した図書の対面朗読サービスなどを行っているところがあると承知しております。今

後、図書館サービスについては、道内の他都市の情報収集を行うとともに、本市の利用動向などについ

ても研究してまいりたいと考えております。 

 なお、図書館の行政サービスとしての代読・代筆支援につきましては、市長部局と連携し、情報収集

に努めてまいりたいと考えております。 

              （「議長、10番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 10番、高橋克幸議員。 

○１０番（高橋克幸議員） ２点、再質問させていただきます。 

 まず１点目は、代読・代筆支援についてであります。 

 市長から御答弁いただきましたが、情報の収集はしますよという大変簡便な答弁でしたけれども、認

識はしていただいていると思うのです。 

 視覚障害者の方は、例えば税情報にしても、年金情報にしても、点字で情報を受けていないわけです。

特に問題なのは、視覚障害者の方で家族も視覚障害者の方、若しくは単身世帯で視覚障害者の方という

のは、ヘルパーが入っていなければ誰も確認することができない、何の封筒かもわからないわけです。

そういう中にあって、たまたま介護ですとか、いろいろな内容でヘルパーが来ている場合には、確認し

ていただくという方法もあるかもしれませんけれども、そういうことを考えると、やはり読むことがで

きないということで困っている方が実際にいるわけです。例えば、開封されていなくても、近隣の方、

若しくは訪問された方がこれは市からの封書だよとか、税金のことだよという話があった場合、市役所

に電話をする、しかし本人確認ができないので個人情報はお教えできませんと、こういう繰り返しもあ

ったそうです。 

 そういうことを考えると、確かに情報収集もしてほしいですし、私が例で挙げた函館市の視覚障害者

図書館や品川区の例もぜひ調べてほしいのですけれども、やはりボランティアも活用して、プライバシ

ーを担保した中で代読のサービスをやっているということでしたので、私はすぐに結果が出るというふ

うには、できるというふうには思ってはいませんが、やはり認識の度合いがまだ浅いのではないかなと

思うのです。 

 ですから、実際にどういう状況なのかをもう少し把握してほしいですし、この制度について、問題点

もあるかと思いますけれども、しっかりと内容を把握して一歩進めるような、そういう動きをぜひして
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いただきたいと市長にはお願いしたいと思いますけれども、いかがでしょうか。 

 もう一点は、道路の予防保全についてです。 

 計画的な維持・管理をしていくというお話でしたけれども、私が例に挙げた空洞は、表面からは全然

わかりません。陥没してからどうするかという話になるわけです。札幌市以外はまだやっていないとい

うお話でしたけれども、試験的な調査など具体的に進めている市が増えてきています。そういうことを

考えると、すぐに調査できるかどうかはわかりませんけれども、では小樽市の緊急輸送道路や重要な幹

線道路で本当にその空洞はないのかあるのかという、そういう試験的な調査はやってみてもいいのでは

ないかと思うのです。 

 そういう中で、具体的に危険性というのが実際目で見なければわかりませんので、計画的な保全とい

っても表面的なものではなくて、私の言っているのは特に危険だと思うのは、やはり陥没なのです。そ

ういうことを考えると、先ほど言ったような試験的な調査若しくはどういうものがあるのかという、ど

ういう空洞があるのかということもいいですし、具体的にそういう状況を確認した上で判断していただ

きたいと思っていますけれども、この２点についてお願いしたいと思います。 

○議長（横田久俊） 理事者の答弁を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

○市長（中松義治） 高橋議員の再質問に答弁させていただきます。 

 最初に、代読・代筆についてでございますけれども、先ほども答弁をさせていただきましたが、こう

いった方について、やはり取り組んでいかなければならないということについての認識は大変強く私自

身も持っております。単に視覚障害の方だけではなくて、高齢化が進んでいくと同様なことも必要にな

ってくると思っておりますので、国や北海道の動向というふうに申し上げましたけれども、そういった

中でできれば取り組んでいきたいと思っておりますので、御理解いただきたいと思います。 

 なお、道路の予防保全については、担当部長から答弁をさせていただきます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 建設部長。 

○建設部長（工藤裕司） 先ほども答弁いたしましたけれども、空洞調査というのは非常に高額な調査

になりまして、国の補助金等がないと単費で行っていくというのは実質上は無理だということなのです

が、先ほど議員からもありましたけれども、他都市で調査でやっているという例もございますので、そ

の辺を調べて、試験的でもいいから実施できないか検討してまいりたいと考えております。 

○議長（横田久俊） 以上をもって、一般質問を終結いたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいま上程中の案件のうち、議案第１号ないし第５号及び第21号につきましては、予算特別委員会

を設置し、これに付託の上、審査することとし、議案第６号ないし第20号につきましては、地方自治法

第98条第１項の規定による権限を付与した決算特別委員会を設置し、これに付託の上、審査することと

いたしたいと思います。 

 なお、両特別委員会の構成につきましては、いずれも議長指名による９名の委員をもって構成するこ

とといたしたいと思います。 

 これに、御異議ございませんか。 

              （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 御異議なしと認め、さように決しました。 
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 それでは、予算特別委員を御指名いたします。秋元智憲議員、千葉美幸議員、安斎哲也議員、川畑正

美議員、酒井隆行議員、濱本進議員、佐々木秩議員、中島麗子議員、山田雅敏議員、以上であります。 

 次に、決算特別委員を御指名いたします。千葉美幸議員、安斎哲也議員、小貫元議員、川畑正美議員、

松田優子議員、鈴木喜明議員、上野智真議員、斎藤博行議員、前田清貴議員、以上であります。 

 なお、いずれの委員会においても、委員中、事故ある場合は、所属会派において補充することといた

します。 

 次に、議案第30号は総務常任委員会に、議案第22号は経済常任委員会に、議案第23号ないし第28号は

厚生常任委員会に、議案第29号は建設常任委員会に、それぞれ付託いたします。 

 日程第２「陳情」を議題といたします。 

 本件につきましては、別紙お手元に配付の議事事件一覧表のとおり、所管の常任委員会に付託いたし

ます。 

 日程第３「休会の決定」を議題といたします。 

 お諮りいたします。 

 委員会審査のため、明９月11日から９月21日まで11日間、休会いたしたいと思います。 

 これに御異議ございませんか。 

              （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 御異議なしと認め、さように決しました。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

                   散会 午後 ６時０８分 
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開議 午後 １時００分 

○議長（横田久俊） これより、本日の会議を開きます。 

 本日の会議録署名議員に、川畑正美議員、佐々木秩議員を御指名いたします。 

 この際、理事者から発言の申出がありますので、これを許します。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

              （中松義治市長登壇） 

○市長（中松義治） 先般、９月10日の一般質問の際の私の答弁につきまして、１件訂正をお願いした

いと思います。 

 共産党新谷議員の土砂災害対策についての御質問の中で、警戒区域指定の計画について、「本市にお

ける計画は示されておりません」と答弁申し上げましたが、正しくは、「本市における計画は、今年度

実施される20か所以外は示されておりません」でありましたので、おわびして訂正をさせていただきま

す。 

○議長（横田久俊） 副市長。 

○副市長（貞村英之） 私からも１件、答弁の訂正をお願いいたします。 

 ９月10日の一般質問におきまして、民主党・市民連合斎藤博行議員の再生可能エネルギーに関する再

質問の中で、手宮地区統合小学校に太陽光発電システムを設置しなかった理由に関する御質問に対し、

「全部起債ということになります」と答弁申し上げましたが、正しくは「長橋小学校のときのような国

の経済対策としての財源はありません」と訂正したいと思いますので、おわびさせていただきたいと思

います。 

○議長（横田久俊） 日程第１「議案第１号ないし第30号並びに請願及び陳情並びに調査」を一括議題

といたします。 

 これより、順次、委員長の報告を求めます。 

 まず、予算特別委員長の報告を求めます。 

              （「議長、１番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） １番、秋元智憲議員。 

              （１番 秋元智憲議員登壇）（拍手） 

○１番（秋元智憲議員） 予算特別委員会の報告をいたします。 

 当委員会における質疑・質問の概要は次のとおりであります。 

 朝里川温泉地区の避難所に指定されている豊倉小学校については、土砂災害のおそれがあると判断し

た場合は避難所とはせず、朝里小学校に避難誘導する考えであるというが、他の地域においても、土砂

災害等の警戒区域内に避難所がある場合については、同様の体制がとられているのかどうか。 

 災害の種類によっては、現在の避難所は危険なのではないかとの不安に駆られ、どこに避難すればよ

いのかわからないとの声が多いことから、災害種別ごとの避難所を早急に決定し、周知してほしいと思

うがどうか。 

 三重県紀宝町では、災害が想定される数日前から災害発生後までの間に行われる防災行動について、

いつ誰が何をするかを時系列で整理した計画、いわゆるタイムラインが策定され、先日の台風通過時に

は人的被害が発生しなかったと聞いている。 

 一方、本市も含め、これまでの災害対策は、事後処理的な対応が主であり、災害以前についての取決

めがほとんどなかったため、住民避難が迅速に行われなかったと認識しているが、事前対応の手順を定
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めておけば、市民も速やかに避難することが可能となり、人的被害を最小限に食い止めることが期待で

きることから、本市においてもタイムラインの策定を検討すべきと思うがどうか。 

 九州電力川内原子力発電所が原子力規制委員会の新規制基準に合格するなど、原発再稼働に向けた動

きがある中で、本市は、泊原発のＵＰＺ圏外ではあるものの、再稼働までに原子力防災計画を定めてお

く必要があると考えるが、市が独自に策定しようとしている計画において検討している内容にはどのよ

うなものがあるのか。 

 また、これまでに行われた北海道原子力防災訓練を見ると、本市においてはＵＰＺ圏内からの避難者

を受け入れることに主眼が置かれているように思われるが、福島第一原発事故では、30キロメートルか

ら45キロメートル圏内の飯舘村が、現在も高い放射線量により避難区域に指定されていることからすれ

ば、本市でも同様の事態が起こりかねないと考えられる。市は、小樽市民が避難するという状況も想定

し、その体制整備について、計画の中にしっかりと位置づけるべきと思うがどうか。 

 今定例会には、本市では初めて、国の政省令とリンクする方式を採用した条例案が提出されているが、

この方式では、政省令の改正に連動し、本市の条例も自動的に更新されるため、議会の議決が必要なく

なるとの指摘に対し、市は、政省令が改正された際の報告をルール化することで、議会審議の機会を確

保したいとしている。しかし、議会にとっては、議員の態度を明確にする議決の場が奪われる形となり、

これは権利の侵害に当たると考えられるが、リンク方式の採用に当たり、こうしたことについて何ら考

慮しなかったのか。 

 また、この方式は、国が決めたことに何でも従うということを意味しており、今後、この形式の条例

が増えていくことは到底容認できることではない。このような条例案は取下げ、具体的な条文を明記し

た上で、改めて提出すべきと思うがどうか。 

 地方分権改革の流れにより、これまでのように国が全国一律で地方公共団体に義務づけをするという

形ではなく、地方の自主性を尊重する観点から、実際の運用は自治体の条例に委任される場合が増えて

いる。こうした中、子ども・子育て支援法において市町村の条例で定めることとされている特定教育・

保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準については、平成26年の内閣府令第39号第１条に

おいて、従うべき基準及び参酌すべき基準が定められているとのことである。このようなケースでの条

例制定において、内閣府令を引用するリンク方式を採用することは、本来、個々の市町村の実情に合わ

せて定めるべき基準が、結果的に全国一律の基準になってしまうと思うがどうか。 

 マイナンバー制度において、民間事業者は源泉徴収票の提出を通じて従業員の個人番号を取得できる

ことになるが、この番号が悪用され、不正に個人情報を収集されてしまうこともあり得ると思うがどうか。 

 また、住民基本台帳カードについては、成り済ましによる不正交付が５年間で100件以上も発生してい

ることから、個人番号カードについても同様の不正交付がなされ、さまざまな個人情報が他人に閲覧さ

れてしまうおそれがあるのではないか。 

 一方、制度のメリットとして、市民においては各種手続の簡素化や社会保障給付の適正化、行政にお

いては事務の効率化が図られることが挙げられている。個人情報の漏えいや悪用など重大なデメリット

があるにもかかわらず、わずかなメリットのために、巨額のシステム整備費をかけて実施することが必

要なのか疑問に思うがどうか。 

 北しりべし定住自立圏については、協定締結後も圏域の人口が減少し、取組の成果が表れていないよ

うに見えるが、一方で、取組のおかげで、人口減少がこの程度で済んでいるという見方もできる。こう

した人口減少抑制の効果をより高めるため、来年度以降を引き継ぐ次期共生ビジョンの策定に当たって

は、現ビジョンよりも人口減少への対応をはっきりと前面に打ち出すようにしてほしいと思うがどうか。 
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 また、北しりべし定住自立圏そのものが住民にあまり認知されていないように感じられることから、

圏域住民がより連携を意識できるよう、例えば、ＮＨＫ連続テレビ小説の放送で余市町に注目が集まる

ことをきっかけにするなど、今まで以上に自立圏についてアピールしてほしいと思うがどうか。 

 学校給食センターでは食物アレルギーへの対応として、２学期中にも卵除去食の提供を開始するとの

ことであるが、除去食の提供を受けるためには、希望する児童・生徒から学校生活管理指導表の提出を

受ける必要がある。指導表については医師が作成することになり、文書料がかかることになるというが、

アレルギーは、１人の子供に複数あることが多く、個々の症状ごとに文書料がかかるとなれば、保護者

の負担が大きくなることから、医師会と協議し、配慮を求めてほしいと思うがどうか。 

 また、食物アレルギーへの対応は、卵除去食を提供することで終わりということにはならないと思う

が、今後、除去食を卵以外に拡大する可能性について、どのように考えているのか。 

 フッ化物洗口については、本市においても実施する方向で動いているが、保護者等からは、安全性や

有効性の観点から不安や疑問の声が上がっている。市は、今後、保護者向けの説明会を開催し、理解を

求めていくとのことだが、具体の日時、場所等については計画しているのかどうか。 

 また、説明会においては、こうした声にしっかりと応えていくとともに、改善できる点については最

大限の改善をしつつ、事実誤認に基づく声に対しては丹念に説明し、理解が得られるよう努めてほしい

と思うがどうか。 

 最近、小・中学生向けの電子書籍ストアが開設され、読書の好みが近い友達同士による、いわゆる「読

み友」ネットワークがつくられるなど電子書籍の広がりが見られるが、市教委は、札幌市中央図書館な

どが実証実験として行った体験プロジェクトの概要を押さえているのか。 

 図書館に電子書籍を導入するに当たり、対象書籍が少ないことのほか、著作権侵害の危惧や過去に出

版された作品の権利関係が不明であることなど普及を妨げる要因があると聞くが、一方で返却の遅れが

ない、汚れの心配がない、所蔵スペースが不要など、多くのメリットがあることから、本市においても

導入に向けた考察を深めてもらいたいと思うがどうか。 

 本市へのふるさと納税の一形態である小樽ファンが支えるふるさとまちづくり寄附条例に基づく寄附

については、これまでの累計が１億円を超えているが、その寄附額は年々減少しているという。 

 一方で、寄附への返礼として、特産品などを贈ることで、多額の寄附を得ている自治体もあり、人気

のある特産品を有する自治体には寄附が殺到し、生産が追いつかないケースもあるなど、地場産品のＰ

Ｒという面でも大きな効果が出ていると聞く。 

 本市の返礼としては、社会教育施設の無料パスポートを進呈しているが、これに加え、特産品を贈る

ことで、寄附の増加とともに、地場産業の活性化も見込めることから、早急に取り組むべきと思うがど

うか。 

 本年、小樽港発着の定点クルーズが18回予定され、食材の納入のほか、乗組員や入国審査に携わる職

員の宿泊など、寄港地型クルーズ以上の経済効果が現れていると聞く。引き続き、発着港としてもらう

ためには、埠頭の整備などハード面だけでなく、船社や代理店に対し、例えば、環日本海クルーズ推進

協議会に加盟する港湾を寄港していくクルーズといった新しいプログラムを提案するなど、一歩踏み込

んだ姿勢で取り組む必要があると思うがどうか。 

 また、ソフト面での提案をするためには、乗船客のニーズの把握や分析が欠かせないものであること

から、関連業者からの聞き取りに加え、市のホームページに寄港した感想を書いてもらうなど、多様な

ツールを複合的に活用した情報収集に努めてほしいと思うがどうか。 

 外国人旅行者向けの消費税免税制度が改正され、10月１日からは、対象品目が現行の家電や衣服など
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に加え、食料品等の消耗品にも拡大されると聞いている。本市においては、菓子や地酒などが土産品の

上位を占めることから、免税店が増加し、外国人観光客への地場産品の販売が拡大すれば、市内経済の

活性化につながるなど、大きなメリットがある改正と言える。 

 しかし、免税店の登録には、人員配置など五つの条件を満たす必要があるほか、梱包に手間を要する

ことなどから、登録をちゅうちょする事業者が多いという。市においては、事業者がこういった課題を

クリアし、登録に踏み出せるよう、商工会議所や観光協会とも協力し、個別に相談や情報交換ができる

説明会を開催するなど、丁寧な対応をしてほしいと思うがどうか。 

 本市では今年度、海水浴に関連する海難事故が４件発生しており、その多くは海水浴場の区域外で発

生したものであると聞いている。市は、海水浴場の開設場所や開設期間などについて、ホームページや

フェイスブック、さらには市内の小・中学校などに対し文書で周知を図っているというが、市外から来

る海水浴客への周知に向け、看板を設置するなど、さらなる工夫をしてほしいと思うがどうか。 

 特に、銭函地域の海水浴場については、札幌市を含む道央圏から多くの海水浴客が訪れていることか

ら、北海道など関係機関との連携を図り、本市の海水浴場の情報を道央圏全体に周知できる体制を構築

することも必要ではないか。 

 身寄りのない高齢者のみの世帯などでは、いわゆる消費者トラブルに巻き込まれやすい状況にあると

考えられることから、被害に遭わないための対策を日ごろから周知徹底し、高齢者の方々に十分認識し

てもらうことが大切だと思うがどうか。 

 市は、ホームページや情報誌を通じトラブル防止策の周知を図っているとのことであるが、高齢者は、

パソコンの操作が苦手であったり、文章を読むこと自体も難儀であったりすることから、耳からの情報

を得やすいラジオを利用するなど、高齢者の立場に立った周知方法を検討してほしいと思うがどうか。 

 本年10月から、高齢者の肺炎球菌ワクチンが定期予防接種になることを受け、今定例会に補正予算が

計上されている。接種に当たっての自己負担額3,000円という金額は、道内９市の平均から設定したとい

うが、このうち５市では2,000円台となっていることや、接種率が上がれば医療費の削減にもつながるこ

と、さらには、年金給付額の削減や消費税の増税などの高齢者を取り巻く厳しい経済状況を考慮すれば、

本市においても、自己負担額を2,000円台に設定すべきと思うがどうか。 

 街路灯設置費助成金について、今年度は57町会207灯に対し助成の決定をしたとのことであるが、申請

は629灯であり422灯が助成の対象外となっている。しかし、対象外とされたものの中には、緊急な対処

が必要なものもあると思われることから、市は町会の意向の把握に努め、希望があれば追加で助成を実

施すべきと思うがどうか。 

 また、市は街路灯のＬＥＤ化を平成27年度から数年間で実施する考えで、その促進のために助成率を

見直し、町会の負担を軽減することも検討しているという。負担が軽減されたとしても費用捻出が難し

い町会もあると考えられるため、市が直接ＬＥＤに切り替えていくことも検討してほしいと思うがどうか。 

 街路灯のＬＥＤ化促進に当たっては、さまざまな課題がありながら、年内に具体的な制度設計を行う

考えとのことであり感謝するが、今後、課題を整理し解決する過程においては、町会などへの個別のア

ンケート調査を行うなど、十分なリサーチを行う必要があると思うがどうか。 

 また、事業規模を考えたとき、素案の段階で議会の意見を求めることや総連合町会へのヒアリングを

実施することなど、きめ細かい対応を行ってもらいたいがどうか。 

 近年、市内中心部では、マンション建設などによる人口増加に伴い、子供も増えているが、子供たち

が喜ぶような遊具のある公園は、銭函工業団地や色内ふ頭など、歩いて行けない不便な場所にしかない。

人口減少対策として、若年層の定住化を考える上で、近所に子供が遊べる公園もないということでは、
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充実した公園が多数ある他都市に子育て世代が流出してしまいかねない。公園行政における予算づけを

見直し、市街地の小さな公園にも、利用者の実態や人口密度などを考慮した費用対効果の高い遊具を整

備すべきと思うがどうか。 

 また、本市の児童・生徒はゲームのしすぎや体力不足が指摘されているが、外で遊ぶ場所もないとい

うことでは、その是正もおぼつかない。市には、公園の役割が教育面にも影響するということを考えて

ほしいと思うがどうか。 

 本市は、まちづくり景観条例を定め、歴史と自然に育まれた小樽らしい魅力あるまちづくりを進めて

きており、平成21年の条例改正において建築物等の色相・明度・彩度についての規制を行っているが、

現状、観光客が集まる地区において、派手で、けばけばしい色彩が散見されている。 

 他都市における景観保全地区などでは、コンビニエンスストアさえも景観に配慮されていることから

すれば、目指すべき都市景観の形成に向け、基準の見直しを含めた対策を検討すべきと思うがどうか。 

などであります。 

 付託案件の結果は、次のとおりであります。 

 まず、議案第１号及び第２号につきましては、採決の結果、賛成多数により、いずれも可決と決定い

たしました。 

 次に、その他の議案につきましては、いずれも可決と、全会一致により決定いたしました。 

 以上をもって、報告を終わります。（拍手） 

○議長（横田久俊） これより、一括討論に入ります。 

              （「議長、８番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ８番、川畑正美議員。 

              （８番 川畑正美議員登壇）（拍手） 

○８番（川畑正美議員） 日本共産党を代表して、ただいまの委員長報告に反対し、議案第１号平成26

年度小樽市一般会計補正予算及び議案第２号平成26年度小樽市国民健康保険事業特別会計補正予算につ

いては、否決を主張して討論を行います。 

 議案第１号一般会計補正予算に社会保障・税番号制度システム整備事業費が計上されています。この

法律は、日本国民と中・長期滞在の外国人を含めた日本居住者に個人番号をつけるもので、複数の機関

に存在する個人の情報を同一人の情報であることを番号で確認して利用するものです。 

 マイナンバー法導入は、民主党・自民党・公明党による三党の合意に加え、経団連からも求められて

いました。この法案は、消費税と社会保障の一体改革関連法案の一つとして、野田内閣が国会に提出し

ていましたが、衆議院が解散し廃案になりました。その後、2013年５月、マイナンバー法である行政手

続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律及び関連法案が成立しています。 

 しかし、日本共産党は、プライバシー侵害や成り済ましなどの犯罪が常態化するおそれがあること、

巨額プロジェクトにもかかわらず、具体的なメリットも費用対効果も示されていないこと、税や社会保

障の分野では、徴税強化や社会保障給付の削減の手段とされかねないことを理由に反対しています。 

 我が党は、平成24年第３回定例会において、共通番号制度・マイナンバー法案の撤回を求める意見書

（案）を提出しましたが、意見書案は、他会派の賛同を得られず否決されました。 

 この制度システム整備事業は、2015年10月には住民につけられた個人番号の通知、2016年１月以降に

は市区町村に申請をすることで顔写真の入った個人番号カードが交付されるなど、具体的日程で進めら

れる予定で、本会議に補正予算が計上されています。補正予算計上に当たって、市当局は、制度導入に

よるメリットを語っています。 
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 しかし、社会保障や税にかかわる行政事務、所得や受給情報などが個人番号で個人情報の名寄せが可

能となり、その情報が流出すれば、犯罪の格好のデータとして利用されることは明白です。 

 また、写真つきの個人番号カードそのものが成り済ましで交付される危険もあります。現に08年から

５年間で100件を超える成り済ましによる不正交付が起きています。先進して実施した国々で、大きな社

会問題になっています。 

 イギリスでは、ＩＤカード法を人権侵害への危険があることや、巨額の費用を浪費させるおそれがあ

るとして廃止、アメリカでは社会保障番号の流出、不正使用による被害が年間20万件を超えるとして見

直ししています。韓国でも最近の４年間で延べ１億2,000万人分が漏えいし、情報が売買され、大問題に

なっています。スウェーデンでは、成り済ましが横行し、犯罪の温床になり見直しが進められ、ドイツ

でも行政機関の番号使用を規制するなど、限定的な使用にしています。 

 システム導入には、膨大なコストがかかります。住民基本台帳ネットワークでさえ、初期投資額は約

390億円でした。住基ネット整備事業は、小樽市も進めてきましたが、整備事業費の総額は5,122万7,000

円かかっています。今回の制度システム整備事業には、第１次として3,879万5,000円が計上されていま

す。しかし、この後も2015年度以降、総務省系で住基税務システムなどで事業費が算定中とされていま

す。そして、厚生労働省系の社会保障システムなどでは、15年度5,650万円、16年度には2,300万円が見

込まれ、実施時点では、これらを上回ることが確実視されています。このように巨額のコストがかかる

ことは市当局も認めているところです。 

 我が党は、このようにわずかな効率化やメリットのために全住民に個人情報の漏えいや悪用などの重

大なデメリットがある共通番号制度システム整備事業を進めることに反対です。 

 次に、議案第２号平成26年度小樽市国民健康保険事業特別会計補正予算についてです。 

 国民健康保険事業運営基金条例が設置されています。その第５条には、「市長は、財政上必要がある

と認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替

えて運用し、又は歳入歳出予算の定めるところにより歳入に繰り入れて運用することができる」とあり

ます。これは、国保事業特別会計の基金を一般会計に貸出しできるという解釈ができます。市は、基金

の目的を国保事業の健全な運営を確保するため、保険給付費に不足が生じた場合に充てると答弁してい

ます。 

 しかし、国保事業特別会計では、超過交付金については、国や道に遅滞なく返還しています。保険料

を支払う市民に対しても同様に還元すべきであり、国保事業会計の剰余金は基金に積み立てることなく、

保険料引下げに回すべきであります。基金に３億955万円もため込むのではなく、せめて１世帯当たり１

万円の国保料引下げを実現すべきです。 

 国民健康保険事業運営基金への積立金については、１世帯１万円の国保料引下げ後の残金にとどめる

べきです。 

 以上、議員各位の賛同をお願いし、討論といたします。（拍手） 

○議長（横田久俊） 討論を終結し、これより順次、採決いたします。 

 まず、議案第１号及び第２号について、一括採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、賛成の方の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（横田久俊） 起立多数。 

 よって、さように決しました。 

 次に、ただいま決定いたしました以外の各案件について、一括採決いたします。 
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 委員長報告どおり決定することに、御異議ございませんか。 

              （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 御異議なしと認め、さように決しました。 

 次に、決算特別委員長の報告を求めます。 

              （「議長、27番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 27番、前田清貴議員。 

              （２７番 前田清貴議員登壇）（拍手） 

○２７番（前田清貴議員） 決算特別委員会の報告をいたします。 

 去る９月10日に開催されました当委員会において、付託されております各議案について採決いたしま

した。 

 採決の結果、議案はいずれも継続審査と、全会一致で決定いたしました。 

 以上をもって、報告を終わります。（拍手） 

○議長（横田久俊） これより、議案第６号ないし第20号について、一括採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、御異議ございませんか。 

              （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 御異議なしと認め、さように決しました。 

 次に、総務常任委員長の報告を求めます。 

              （「議長、27番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 27番、前田清貴議員。 

              （２７番 前田清貴議員登壇）（拍手） 

○２７番（前田清貴議員） 総務常任委員会の報告をいたします。 

 当委員会における質疑・質問の概要は次のとおりであります。 

 先月、各地で土砂災害が相次いで発生したが、本市で災害が発生した場合において、消防団のかかわ

りはどうなっているのか。 

 また、災害発生の際は、火災出動と同様に緊急車両のサイレン等による自己覚知により現場に参集す

るとのことだが、消防の出動情報にかかわる電話案内について、もう少し細かな案内をしてもらいたい

がどうか。 

 今年度の防災ラジオの配付についてはこれから行うとのことだが、町会の役員改選において円滑に引

き継げるよう、早急に配付してもらいたいと思うがどうか。 

 大規模災害が発生した際、市の備蓄品や支援物資などを合わせても避難者全員分の食糧を確保できな

い場合、市はどのように食糧の配給を行っていく考えなのか。 

 また、福島県いわき市では、東日本大震災後、数万食分の食糧が送られてきたものの、30万人以上の

市民にいかに公平に配給するかについて苦慮したため、行政機関に比べてそれほど公平性を求められな

い青年会議所に委託したところ、非常にスムーズに進んだと聞いている。本市においても、大規模災害

時の食糧配給については、信頼の置ける民間団体に任せるなど、あらかじめ方針を定めておく必要があ

ると思うがどうか。 

 地域防災計画における職員動員計画では、動員の方法として電話や口頭での連絡がうたわれているが、

市は、ほかの伝達方法については検討していないのか。 

 また、勤務時間外における動員方法として自主参集が記載されているが、特に一般職の職員にとって

は、人事異動などにより、現在、所属する部署において自分がどのような行動をとるべきか認識できて
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いない場合もあることから、今後、一般職も含めた参集訓練を実施してもらいたいがどうか。 

 また、各町会などで行われる防災訓練についても、地域の実情や住民の生の声を聞くことができるこ

とから、その地域に住む職員にも参加してほしいと思うがどうか。 

 本市の人口については、今後、若年女性人口の大幅な減少が見込まれることから、平成52年には７万

3,841人となり、平成22年の国勢調査人口に比べ44パーセント減少するとの推計が報道されているほか、

平成25年の減少数は2,210人とここ数年の中では大きな数字となっているとのことである。市は、将来、

具体的にどのような状態となることを予測しているのか。 

 また、人口対策については、全庁的な組織において都市機能を含めた検討をすべきと提案してきたが、

このたび横断的な人口対策庁内検討会議を立ち上げ、検討を進めると聞いている。市民は加速度的に人

口減少が進むことを危惧していることから、ぜひ強力に推進してもらいたいと思うがどうか。 

 平成26年度石狩湾新港港湾関係事業費における北防波堤整備にかかわる配分額は７億8,920万円であ

るが、当初予算要求額22億円に対する割合はわずか36パーセントにすぎない。また、この割合は平成22

年度以降、１割にも満たない状況が続いてきたと聞くが、市は、地方財政法第３条の規定に鑑み、この

ような予算編成について、妥当と考えているのかどうか。 

 東地区の泊地のしゅんせつに関連し、新港では拡張工事をするごとに砂が流入し、しゅんせつをする

ということを繰り返しているように思われるが、今後、さらなる防砂堤の建設が計画される心配はない

のか。 

 長期構想や港湾計画の改訂に当たっては、管理組合の説明をうのみにすることなく、十分な精査が必

要と考えるが、提案に対し、同意しないということはあり得るのかどうか。 

 最近、企業が地方自治体の所有する土地や建物の屋根を借り、再生可能エネルギーによる発電を行う

事例が増えていると聞くが、本市では、このような発電についての問い合わせはあるのか。 

 また、このことについて庁内で具体的な検討を行っているのかどうか。 

 張碓地区の高台の市有地や潮見台公園は、住宅地から離れているため、騒音等の心配が少なく、風力

発電に適した土地であると思うが、市はこれら市有地での導入を検討したことはないのか。 

 札幌市では、市独自の助成により住宅での太陽光発電導入が進んでいるが、本市では、住宅リフォー

ム助成の対象に太陽光発電システムの設置が含まれているにもかかわらず設置の実績が全くないなど、

再生可能エネルギーの普及が進んでいない現状にある。今後、国の助成制度も活用しながら、再生可能

エネルギーの普及に前向きに取り組んでほしいと思うがどうか。などであります。 

 付託案件の結果は、次のとおりであります。 

 まず、議案第30号につきましては、採決の結果、賛成少数により、否決と決定いたしました。 

 次に、陳情第811号につきましては、採決の結果、可否同数となったことから、小樽市議会委員会条例

第15条第１項の規定により、委員長において、不採択と裁決いたしました。 

 次に、陳情第２号ないし第145号、第151号ないし第280号、第283号ないし第289号、第293号ないし第

308号、第319号、第325号ないし第739号、第741号ないし第810号及び第812号ないし第834号につきまし

ては、採決の結果、賛成多数により、いずれも継続審査と決定いたしました。 

 次に、所管事務の調査は継続審査と、全会一致により決定いたしました。 

 なお、当委員会におきまして、陳情第811号について、今後の審議の参考に資するため、委員会の休憩

中に陳情者から趣旨の説明を受けたことを申し添えます。 

 以上をもって、報告を終わります。（拍手） 

○議長（横田久俊） これより、一括討論に入ります。 
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              （「議長、７番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ７番、小貫元議員。 

              （７番 小貫 元議員登壇）（拍手） 

○７番（小貫 元議員） 日本共産党を代表して、議案第30号は可決、陳情第２号ないし第145号、第

151号ないし第280号、第283号ないし第289号、第293号ないし第308号、第319号、第325号ないし第739

号及び第741号ないし第834号は採択を主張して討論を行います。 

 最初に、議案第30号小樽市非核港湾条例案についてです。 

 原水爆禁止2014年世界大会・国際会議が８月４日に採択した宣言では、冒頭、次のように述べました。 

 「広島と長崎への原爆投下から69年がたった。被爆70年にむけ、我々はここ広島から、核保有国はじ

め、すべての政府に呼びかける。「核兵器のない世界」の達成のため、責任ある行動をただちに開始す

ることを。そして、世界の人々に訴える。諸国政府をつきうごかす広大な世論と運動をつくり上げるこ

とを」このように始まり、核兵器は直ちに全面的に禁止し、廃絶させなければならないと強調しています。 

 ８月６日の平和宣言では、「核兵器は決して存在してはならない「絶対悪」であると確信できます。

その「絶対悪」による非人道的な脅しで国を守ることを止め、信頼と対話による新たな安全保障の仕組

みづくりに全力で取り組んでください」とうたっています。このような被爆地の声にもかかわらず、核

保有国は核兵器を手放そうとしません。そして、この核兵器をアメリカは、どの艦船に積んでいるのか

明らかにせず、世界の海を渡っています。このような艦船が小樽港に毎年寄港しています。小樽市民を

守るため、核廃絶への世論を高めるために条例の制定を求めるものです。 

 次に、陳情第319号所得税法第56条を廃止し、自家労賃を経費として認めることを求める意見書提出方

について及び陳情第810号所得税法第56条の廃止を求める意見書提出方についてです。 

 北海道では、函館市や帯広市、苫小牧市などでも同様の意見書が採択されています。申告の種類によ

り、家族の労働が認められないとする不当な条文が所得税法第56条です。明治時代の家父長制のなごり

で、自営業者の家族従業員者が働いても、その給与が経費として認められていません。このような差別

規定は、憲法第13条個人の尊重、第14条法の下の平等、第24条両性の平等、第25条生存権、第27条労働

の権利などに反する人権問題です。 

 次に、新「小樽市室内水泳プール」の早期建設方について、旧小樽税務署敷地への新「小樽市室内水

泳プール」建設方等について、「第６次小樽市総合計画」の「後期実施計画」の早期での新「市民水泳

プール」の建設方についての陳情についてです。 

 新・市民プールの早期建設を求める声は、今も広がっていることは、署名が積み上げられていること

に示されています。教育委員会は市有地だけではなく、国有地や道有地も含めて検討するといいます。

売られた旧税務署敷地へのプール建設を求めてきた市民の主張が正しかったことを認めたものです。小

樽駅前にあった室内水泳プールを廃止し、そのお金を再開発に使ってしまった責任は市にあります。で

すから、市民に新・市民プールの早期建設を約束し、第６次総合計画の前期実施計画に明記しました。

市民との約束を果たすべきです。 

 最後に、陳情第811号特定秘密の保護に関する法律の廃止を求める意見書提出方についてです。 

 秘密保護法は、国民の多数が反対する中で、強行に次ぐ強行の結果、国会で成立した法律です。なぜ、

審議を打ち切り、採択を強行してきたかといえば、法案を審議すればするほど到底覆い隠すことのでき

ない重大な問題点があらわになるからであり、この法律が国民主権、基本的人権の尊重、平和主義とい

う憲法の基本原則をことごとく覆す極めて危険な違憲性を本質としているからです。 

 第１に、特定秘密の指定は政府に委ねられ、政府が保有する膨大な情報の中から、その恣意的判断で
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勝手に決められることです。何が秘密かは秘密となり、自分が近づいた情報の中身もわからないまま処

罰されます。秘密は防衛、外交に限定されていると説明しても、法律を読めば、第３条第１項に行政機

関の長は、我が国の安全保障に著しい支障を与えるおそれがあるため、特に秘匿とすることが必要であ

るものを特定秘密として指定するとあるように、支障を与えるおそれという広範かつ曖昧なもので、際

限なく指定されるおそれがあります。 

 第２に、法律は、懲役10年以下の重罰と、威嚇や適性評価の名によるプライバシー侵害という権力の

監視にさらされるのは、限られた公務員の漏えい行為だけではなく、国民の日常とその自由であり、国

民の知る権利に応える取材と報道の自由です。第22条には、「国民の知る権利の保障に資する報道又は

取材の自由に十分に配慮しなければならない」とあります。しかし、国民の持つ表現の自由、知る権利

は配慮するものではなく、保障されなければならない憲法上定められている権利です。 

 第３に、法律で特定秘密と指定されれば、国会への提供も政府の裁量により秘密下に提供された秘密

を同僚議員に話すだけで重罰になります。これは、国会の国政調査権や議員の質問権を乱暴に侵すもの

です。まさに国民主権、三権分立、議会制民主主義の根幹を壊すものになります。 

 秘密保護法に反対する声明は、憲法学者や弁護士、ジャーナリストや労働組合、出版関係者や演劇、

映画に携わる人など、国民の知る権利や言論、表現の自由にかかわるあらゆる分野と言っていいほど広

がりました。 

 政府が８月にパブリックコメントした秘密保護法の運用基準の素案には、秘密指定のリストの対象事

項として、米軍の運用や米軍の防衛力の整備が盛り込まれています。秘密保護法は、防衛、外交、特定

有害活動の防止、テロリズム防止の４分野を定めて、別表でリストにしています。このうち防衛に関す

る事項では、「自衛隊の運用又はこれに関する見積り若しくは計画若しくは研究」このようになってい

ます。 

 ところが、運用基準の素案では、「自衛隊及びアメリカ合衆国の軍隊の運用又はこれに関する見積り

若しくは計画若しくは研究」と明記されています。 

 同じように防衛力の整備に関すると法律であるのに、素案では、「米軍の防衛力の整備に関する」と

明記され、アメリカ軍の運用や防衛力にかかわる事項が秘密指定の対象になっています。運用基準で法

律がさらに拡張されることになります。国民が知らないうちに運用基準で法律が勝手に拡張され、法定

されていない事項が盛り込まれることなど許されません。アメリカ軍の防衛力の整備は、日本の防衛力

整備とは全く異質です。これは、集団的自衛権の行使容認の閣議決定が強行された下で、日米が共同し

て戦争を準備する上で、極めて重要となっていく情報です。これらが秘密指定の対象とされ、国民や国

会に対し、全て秘密とされたまま戦争体制の構築、戦争準備が進められるという重大な問題です。 

 先ほど述べたように秘密保護法は、国民主権、基本的人権の尊重、平和主義をことごとく覆す法律です。 

 今年の第１回定例会でも意見書討論を行いましたが、このような憲法に反する法律は、憲法第98条、

「この憲法は、国の最高法規であつて、その条規に反する法律、命令、詔勅及び国務に関するその他の

行為の全部又は一部は、その効力を有しない」の規定から見ても、存在すら許されない法律です。直ち

に廃止すべきです。 

 いずれの陳情も願意は妥当であり、採択を求めます。議員各位の賛同をお願いしまして、討論といた

します。（拍手） 

              （「議長、12番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 12番、鈴木喜明議員。 

              （１２番 鈴木喜明議員登壇）（拍手） 
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○１２番（鈴木喜明議員） 自由民主党を代表し、陳情第811号特定秘密の保護に関する法律の廃止を

求める意見書案について、不採択の立場で討論をいたします。 

 特定秘密保護法とは、日本を外敵の侵略から守るという日本の安全保障にかかわる情報のうち、特に

秘密にしなければならないものを特定秘密と指定し、この情報を扱う人、その人の適性も含め決定し、

この特定秘密を漏らしてしまったときの罰則を定めた法律です。 

 第１号は、防衛に関する事項で、例を挙げると、自衛隊が使っている装備の性能とか、どこの基地に

何がどれくらい配備されているかなどの情報です。 

 第２号は、外交に関する事項です。 

 第３号は、外国の利益を図る目的で行われる安全協議活動の防止に関する事項、いわゆるスパイ活動

防止についての事項です。 

 第４号は、テロ活動防止に関する事項となっています。 

 この法案の成立の背景には、先進国の中で、我が国はこのようなスパイ等を取り締まる法律の制定が

遅れ、罰則規定も軽微で、情報セキュリティに対する意識も低く、実際、過去に最高レベルの防衛に関

する情報も漏えいされた経緯があります。そのため、安全保障条約を結ぶ同盟国である米国から安全保

障に関する重要機密情報の共有を拒まれた例もありました。 

 本陳情の説明の中で陳情者が述べられた、国家の秘密は現在の法律によって十分保護されているとい

う観点は、本法の罰則規定の強化と情報入手者もその対象にすることなどは、スパイ等の防止には必須

で、現法だけでは不十分だと考えます。確かに、陳情者が御心配される裁判になったときに、どれほど

の情報を裁判の場で公開するのかという規定もないことや、特定秘密を指定する第三者機関の設置・運

営など明確化されていないことには、我々自民党地方議員も不安に思う部分はあります。 

 本法案は、必要だという過半数の国民の声を受け、昨年12月６日に成立しました。 

              （発言する者あり） 

その後の世論調査で説明不足であるなど、多数の批判があることも承知しています。 

              （発言する者あり） 

しかしながら、現在でも我が国は、情報漏えいによる国家の安全が脅かされ、特定秘密保護法そのも

のの必要性は、市民、国民の皆様にも理解されていると認識しています。 

 本年12月に予定されている施行に向けて、本法律の政令や運用基準のほか、第三者機関の設置、運営

等の多岐にわたる事項について、検討が進められている中、陳情者が心配される点が明確にされるべき

とは考えますが、陳情趣旨であります廃止を求めるまでは同意できません。よって、本陳情に対しては、

反対をいたします。 

 他会派の御賛同をお願いし、討論を終わります。（拍手） 

              （「議長、16番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 16番、林下孤芳議員。 

              （１６番 林下孤芳議員登壇）（拍手） 

○１６番（林下孤芳議員） 民主党・市民連合を代表して、議案第30号小樽市非核港湾条例案は可決、

陳情第811号特定秘密の保護に関する法律の廃止を求める意見書案提出方については採択を求めて討論

をいたします。 

 まず、議案第30号小樽市非核港湾条例案ですが、我が国は、広島、長崎に原子爆弾の投下を受け、多

くの人命を失い、ビキニ環礁でもアメリカの大気圏内核実験によって、日本のマグロ漁船の乗組員や近

くの島々の住民も被爆し、多数の犠牲者を出し、今なおその後遺症に苦しみが続いております。 
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 核兵器は、絶対悪と言われながらも、今なおアメリカやロシアだけでも地球上の全ての人類を２回も

死滅させる量の核兵器が存在するとも言われていますが、その一部は、爆撃機や艦船、潜水艦などに搭

載され、世界中を移動し、常に危険にさらされていることになります。 

 アメリカで公開された機密文書の中には、Ｂ－52爆撃機から誤って核爆弾が落下し、アメリカ国内に

落下して、奇跡的に爆発を免れた例が明らかになっておりますが、そうした事例は、潜在的に、まだま

だ多く存在することが想定されています。 

核兵器に限らず、福島第一原発の事故でも、いったん事故を起こせば、原子炉の暴走をコントロール

することは不可能となり、被爆被害を食い止めることすら大変困難なことが明らかにされ、いまだ懸命

の模索が続いていると言っても過言ではありません。そうした脅威から市民、国民を守るためには、小

樽市非核港湾条例案は、議会の意思を示す最も有効な方策と思います。 

 各議員の御賛同をお願いいたします。 

 次に、陳情第811号特定秘密の保護に関する法律の廃止を求める意見書案提出方について、採択を主張

して討論いたします。 

 総務常任委員会の休憩中に行われた陳情者からの陳情趣旨説明では、刑罰を科すには、何が犯罪であ

るのかを法律で定める罪刑法定主義の原則に反し、どのような特定秘密の侵害があったのかの立証も極

めて無限定、不明確で、これをもって極めて重い懲役10年、1,000万円以下の罰金を科すことは、人権侵

害の危険が顕著である旨の陳述もありました。 

 この法律案は、昨年秋の臨時国会に提出され、野党はもとより、全国の弁護士会、日本ペンクラブ、

日本新聞協会、刑事法の研究者、憲法・メディア法研究者、歴史学者、言論界、映画界、一部の県議会

や市町村議会など、国民各層、各分野からの表現の自由、知る権利の侵害など、憲法上の重大な人権侵

害などの見地から、一斉に反対の声が上がりました。 

 しかし、衆議院では、11月７日の本会議からわずか20日後には、強行採決され、その10日後には、参

議院でも強行採決されました。以降、今日まで10か月余りが経過しておりますが、今なお国民各層から

表現の自由、知る権利の侵害など、国民に対する重大な権利侵害といった問題提起と反対の声が続いて

おり、法律が成立して、施行を間近に控えても、なおこうした運動が広がり続けていることは、異例と

言わざるを得ませんし、これほどにこの法律は、深刻な問題を抱えていると言わざるを得ません。そし

て、集団的自衛権行使の閣議決定とあわせ、アメリカをはじめ、諸外国の研究者からも我が国の一連の

動きは、再び軍事大国化や核武装に対する懸念や疑問が広がっていると言われています。このことは、

戦後、我が国が長い年月をかけて培ってきた世界に誇る平和国家の信頼を一変させるもので、極めて危

険な法律と言わざるを得ません。 

 総務常任委員会の採決では可否同数となり、委員長裁決で不採択となりましたが、討論でも地方議員

として、若干の疑問や不安を感じている自民党、公明党議員の皆さんの勇気ある決断をお願いしたいと

思いますし、また悲惨な戦争体験を受け継いでこられた無所属議員の御賛同も心よりお願いし、討論と

いたします。（拍手） 

              （発言する者あり） 

              （「議長、１番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） １番、秋元智憲議員。 

              （１番 秋元智憲議員登壇）（拍手） 

○１番（秋元智憲議員） 公明党を代表し、陳情第811号特定秘密の保護に関する法律の廃止を求める

意見書提出方について、不採択を主張し、討論いたします。 
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 日本を取り巻く安全保障環境は、厳しさを増しております。国民の安全や国益を守るために、これら

にかかわる情報を迅速に入手する必要性については、言うまでもありません。現在、国家公務員法や自

衛隊法、ＭＤＡ秘密保護法にも秘密を漏えいした公務員などを処罰する規定はありますが、量刑が軽す

ぎたり、情報の対象が限定されており、我が国の安全保障に関する重要な情報の漏えいを防ぐ法整備は

万全ではないために、万が一にも兵器の性能や外交の暗号などが漏えいし、インターネット上に流れで

もしたら、取り返しのつかない事態になることも指摘されてきました。このような重要な情報管理が万

全でなければ、諸外国は重要な情報を我が国と共有しようとはしないため、自国民の安全や国益を守る

ために必要な特定秘密を守るための法整備は、もはや国際基準となっているのも事実であります。 

今回の特定秘密保護法で、特定秘密に指定されるのは、安全保障に関する情報のうち、防衛、外交、

特定有害活動の防止、いわゆるスパイ活動の防止、テロリズムの防止の４分野であり、通常生活の中で、

国民がこれら４分野の情報にかかわることは極めて少ないと考えますし、何が特定秘密であるかを知ら

ず、またスパイなどの目的を持つこともないので、知ろうとした情報が、偶然、特定秘密に該当するも

のであったとしても処罰されることはありません。 

 また、国民の知る権利については、記者が報道目的で特定秘密を取材することや、その結果として特

定秘密の内容を報道することも禁じてはいませんし、さらには恐喝などの法令違反や相手の人間性を踏

みにじるような著しく不当な方法でない限り、公益目的の取材行為は、正当な業務と定められました。

刑法第35条は、正当な業務を不処罰と定めているため、特定秘密の取材行為も処罰されません。 

               （発言する者あり） 

第三者機関についてですが、修正協議の結果、特定秘密の指定及びその解除に関する基準などが、真

に安全保障に資するものであるかを独立した公正な立場において検証、観察する新たな機関の設置を含

め、特定秘密の指定などの適性を確保するために必要な方策について検討することが附則に明記され、

国会が国権の最高機関として、行政の活動をコントロールする観点から、特定秘密を取り扱う行政機関

のあり方や、特定秘密の運用の状況などについて審議、監視する委員会、その他の組織を国会に置くこ

となどについて、早急に検討を加え、法案の施行までに結論を得ることとしており、当然ながら特定秘

密保護法が施行されるまでには設置されるものと考えております。 

 また、政府が特定秘密の恣意的な運用をさせない方法として、報道、取材の自由のほかに情報公開法

に基づく方法があり、国民からの開示請求に対し、官庁が特定秘密を理由に不開示としても、有識者に

よる情報公開、個人情報保護審査会が特定秘密そのものを見て、不開示が妥当かどうかを判断できます。

秘密指定される期間については、アメリカでは秘密の有効期間は、原則25年以下であり、人的情報源な

どの情報に限って、50年又は75年となっております。 

 また、イギリスでは、秘密情報は、原則20年で開示され、例外的に港湾関係などの情報については100

年、国家安全保障に関する情報については、個別に定める期間となっています。 

 今回の秘密保護法では、原則として30年、例外的には60年とされており、他国と比べた場合でも、指

定期間について特別に長期間にわたるものではありません。 

 ただし、特定秘密の中には、どうしても延長し続けなくてはならないものがあり、その事項として、

武器、弾薬、航空機、その他の防衛に必要なもの、情報収集活動の手法、又は能力、また暗号、外国政

府又は国際機関から60年を超えて指定を行うことを条件に提供された情報などであり、このような特定

秘密が延長指定されることにより、国民が不利益をこうむることはないものと考えます。 

 以上の理由から陳情第811号特定秘密の保護に関する法律の廃止を求める意見書提出方については、不

採択を主張いたします。 
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 議員各位の賛同を呼びかけ、討論といたします。（拍手） 

○議長（横田久俊） 討論を終結し、これより順次、採決いたします。 

 まず、議案第30号について採決いたします。 

 委員長報告は否決でありますので、原案について採決いたします。 

 可決と決定することに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（横田久俊） 起立少数。 

 よって、議案は否決されました。 

 次に、陳情第811号について採決いたします。 

 委員長報告は不採択でありますので、原案について採決いたします。 

 採択と決定することに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（横田久俊） 可否同数であります。 

 よって地方自治法第116条の規定により、議長において可否を裁決いたします。 

 本件につきましては、議長は不採択と裁決いたします。 

 次に、陳情第２号ないし第145号、第151号ないし第280号、第283号ないし第289号及び第294号ないし

第308号について、一括採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（横田久俊） 起立多数。 

 よって、さように決しました。 

 次に、陳情第293号、第319号、第325号ないし第739号、第741号ないし第810号及び第812号ないし第834

号について、一括採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（横田久俊） 起立多数。 

 よって、さように決しました。 

 次に、所管事務の調査について、採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、御異議ございませんか。 

              （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 御異議なしと認め、さように決しました。 

 次に、経済常任委員長の報告を求めます。 

              （「議長、３番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ３番、中村岩雄議員。 

              （３番 中村岩雄議員登壇）（拍手） 

○３番（中村岩雄議員） 経済常任委員会の報告をいたします。 

 当委員会における質疑・質問の概要は、次のとおりであります。 

 議案第22号は条例に登載されている土地の一部を高速道路建設用地として売却したことに伴い地積変

更をするものであるが、売買契約は２月に締結されており、本来ならもっと早い機会に提出できたので

はないか。 
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 提出が遅れた理由は、今回の売却については議決の対象外だったためなどとしているが、議会への報

告なしに土地を売却し、その上、条例改正案の提出も遅れるということはあってはならないことであり、

今後はこのようなことがないよう、議決対象外の処分であっても、議会報告と議案提出はセットで速や

かに行うべきと思うがどうか。 

 また、余市―小樽間の国道整備については、完成のめどが立たず、平成30年に完成予定の高速道路と

比較し、明らかに後回しにされている。本来、国道整備を優先すべきところ、市が賛否両論ある高速道

路の建設に協力し、土地を売却することについては到底納得できないがどうか。 

 今年８月、オタモイ海岸で崖崩れが発生したが、崩れた箇所は市有地であったと聞いている。市は、

平成18年にオタモイ海岸急傾斜地調査業務を行い、今回崩落のあった場所についても危険であると認識

していたはずだが、どうして安全対策を講じていなかったのか。 

 また、市は、これまで景観保全と安全対策の両立ができないことを理由に、開発は困難との姿勢を示

しているが、過去に市がオタモイ開発のために崖崩れを承知で土地を購入したことなど、土地所有の歴

史的経過に照らせば、崩落の危険性を理由に開発を放棄することには到底納得できないがどうか。 

 赤岩遊歩道については、今後３年をかけ、北海道が整備を行うほか、市としても、祝津地区の観光客

が集まる場所に案内板を設置するということで、観光客の増加に期待をしているところである。 

 一方、車で遊歩道を訪れる観光客やロッククライマーが多いにもかかわらず、赤岩から遊歩道に至る

道路は、車両がすれ違うのが困難なほど狭隘で側溝もない市道であるため、一たび雨が降れば道路に水

が流れ込んでしまう状況にある。今後、遊歩道の整備が進むことで来訪者が増加することを考えれば、

訪れた方々に満足していただけるよう、道路の拡幅や側溝の設置などに努めてほしいと思うがどうか。 

 近年、クルーズ客船の需要が拡大している中、大型クルーズ客船の新造や国内での誘致活動の話題が

報道されることが多くなっている。大型クルーズ客船の寄港による経済効果は非常に高いことから、全

国各地の港湾による誘致合戦が繰り広げられているが、本市はどのようにして情報収集に努めているのか。 

 また、さらに誘致を促進していくためには、現在検討されている港湾計画を早期に実施に移し、港湾

施設の整備を図る必要があると思われることから、港湾計画の策定作業をこれまで以上に精力的に進め

てほしいと思うがどうか。 

 小樽のまち並み・景色を観光資源とした観光促進事業の一環である撮街(とりまち)小樽撮影ツアーに

は、定員20名に対し45名もの応募があり、参加者の８割は市外の方であったと聞く。また、参加者から

は、小樽のまち自体が素晴らしい被写体であるとともに、プロのカメラマンからの助言を得られること

が魅力であるとの声が聞かれるなど、ツアーへの評価は非常に高いものであった。 

本事業の実施期間は今年12月までとされているが、ツアーのほか、フォトコンテストやワークショッ

プなどでの反応を見ても、新たな観光コンテンツとして十分期待が持てることから、この事業が民間事

業として自立できるよう、期間終了後においても予算措置を一定程度継続してほしいと思うがどうか。 

 近年、本市経済を支えている小規模事業者の数が、高齢化や人口減少に伴い減少傾向にあると聞くが、

市はこれまで小規模事業者に対しどのような支援を行ってきたのか。 

 また、継承者がいないことも廃業が増加する一因として考えられるが、リタイア後に何かをしたいと

いう高齢者も多い中で、継承者を探している事業者とのマッチングにより技術などを継承させることが

できれば、その企業は消えずに引き継がれていくこととなる。今後も少子高齢化が進む中で小規模事業

者を支援していくためには、元気な高齢者に協力してもらう形での取組を考えることが必要であると思

うがどうか。などであります。 

 付託案件の結果は、次のとおりであります。 
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 まず、議案第22号及び陳情第290号につきましては、採決の結果、賛成多数により、議案は可決と、陳

情は継続審査と、それぞれ決定いたしました。 

 次に、所管事務の調査は継続審査と、全会一致により決定いたしました。 

 以上をもって、報告を終わります。（拍手） 

○議長（横田久俊） これより、討論に入ります。 

              （「議長、22番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 22番、北野義紀議員。 

              （２２番 北野義紀議員登壇）（拍手） 

○２２番（北野義紀議員） 日本共産党を代表し、ただいまの委員長報告に反対し、議案第22号小樽市

山林基金条例の一部を改正する条例案は否決、陳情第290号国定公園「ニセコ・積丹・小樽海岸」の中心

地区「オタモイ海岸」の早期整備方については、採択を求め、討論を行います。 

 議案第22号ですが、今年１月31日に小樽市山林基金に属する財産である天神３丁目の山林585.75平方

メートルを17万5,725円で、ネクスコ東日本に北海道横断自動車道建設に係る用地として随意契約で売却

いたしました。 

 売却の地積、価格は、議会の議決事項の対象外であることをいいことに、山林基金条例改正を本年第

１回定例会、第２回定例会に提案できたにもかかわらず、それを行わず、第３回定例会に議決対象であ

る決算書の詳しい説明を記載している決算説明書の財産売払収入として計上しなければならないため、

議会に条例改正を提案してきたものであります。 

 売払地積、予定価格が議会の議決対象外で、市長決裁でできることをよいことに、条例改正は必要に

迫られるまで議会に提案しないというのは、議会軽視であり怠慢そのものです。今後も市有地財産売払

の条例改正は、今回のようにやると答弁するに至っては言語道断です。市民の財産を扱う公務員として

の自覚に欠ける態度を改めるよう強く要求するものです。 

 国の道路行政は、自動車専用道路優先で、一般国道改修は後回しにされています。小樽市の区域であ

る塩谷文庫歌から蘭島までの国道の４車線化などの改修計画はありません。この区間について言えば、

崖の崩落などがあったため、忍路と塩谷の防災工事の計画があり、このうち忍路防災の工事は行われて

いますが、塩谷防災は工事の着手時期、完成年次も不明なままです。 

 一方、余市－小樽間の北海道横断自動車道の工事は、20工区に分けられ、既に５工区は完成済み、12

工区が一斉に工事に着手し、まさに突貫工事の様相を呈しています。今年度新たに残りの３工区が発注

予定で、これら工区の完成年次は、平成29年12月、その後、舗装工事、照明などの付帯工事が予定され、

平成30年度末までに完成予定とのことです。 

 先ほど指摘したように国道の防災工事でさえ完成年次は不明です。これは、無料の一般国道より有料

の自動車専用道路を優先している何よりの証拠で、市民や道民の便宜や経済的負担を考えない道路行政

と言わざるを得ません。少なくとも国道５号の抜本的な改修計画と当面の防災工事の完成予定時の明確

な約束ぐらいさせるべきです。こういう約束もしない道路行政に協力し、市民の財産を売り払うことは

賛成できません。 

 次に、陳情第290号国定公園「ニセコ・積丹・小樽海岸」の中心地区「オタモイ海岸」の早期整備方に

ついてです。 

 理事者は、オタモイ海岸については、抜本的な対策、安全対策をした上で、あの景観を守る方法はな

いと断定し、今後、何らかの形でオタモイの開発を進めることは、非常に難しいとの態度です。オタモ

イ海岸では、昨年と今年、それぞれ崖崩れが起きています。昨年の崩落箇所は民有地であり、これまで
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崖崩れ防止対策が行われてこなかった箇所です。今年８月の崩落箇所は、小樽市の所有地でありました

が、昭和54年に落石防止ネットが設置されて以降、35年間一度も安全対策がとられてこなかった箇所で

す。抜本的対策ではなくとも補強工事などで安全対策がとられていたなら、今回の崩落は防げたはずです。 

この間の小樽市の対応を見ると、昭和54年にオタモイ海岸の崖地の所有者になる前より安全対策の対

応は大きく後退しています。オタモイ海岸の崖地の所有者になる前の1970年７月ですが、小樽警察署が、

オタモイ海岸の崖地の事故防止対策をとらない限り、立入禁止措置をとるとしたために、小樽市も警察

署と一緒に、崖地の所有者である北海道上島コーヒー会社に対し警告を行い、三者で安全対策について

話合いが何回か行われました。協議内容は、当時の北海道新聞７月17日付けで報道されています。当時

でさえ、小樽市は警察の協力もいただいて、民間業者であろうと土地の所有者に対して安全対策をとる

よう努力をしていたのです。私が2011年、平成23年第４回定例会の経済常任委員長報告に対する反対の

討論で詳しく述べたように、1978年５月に北海道上島コーヒー会社からオタモイ観光開発を願う小樽市

の強い要望により、小樽市への所有権移転を前提に札幌のつばめ商事にオタモイの崖地の所有権が移転

になりました。 

 しかし、小樽市は、この崖地を買うお金がなく、北海道中央バスから7,000万円の寄附を受け、ようや

く小樽市の所有となりました。同じ時期に唐門の現在地への移転も会社役員の荒木源氏から300万円の寄

附を受けてのことでした。この件を改めて指摘するのは、当時オタモイ観光開発は小樽市、天狗山観光

開発は中央バスとの約束が交わされていました。荒木源氏の300万円の寄附も小樽市がオタモイ観光開発

を行うことが前提でした。当時の志村和雄市長も崖崩れが起きることを承知でオタモイ海岸の崖地を買

い取ったのです。小樽市は、自分が崖地の所有者でないときは、民間業者に崖の安全対策をとれと警察

の力もかりて迫りながら、自分が崖地の所有者になったら北海道とともに一応の安全対策を行った以降、

手をつけなくなりました。2006年、山田市長のときに行ったオタモイ海岸急傾斜地調査業務の結論を金

科玉条に崩落事故の後処理や立入禁止措置という安全対策しか講じてきませんでした。 

原点に返って、こういう態度を改め、小樽市がみずから安全対策をとり、民間の方にも一緒に安全対

策をとろうではないかと呼びかけて、初めて所有者の合意を得られるのではないでしょうか。このこと

を強く求め、陳情第290号は、採択を主張するものです。 

 最後に、港湾問題について触れます。 

 今年度中に、石狩湾新港の港湾計画改訂を行う予定ですが、あり得ない新規の貨物量を想定して、新

たな無駄遣いを行おうとしていることをやめ、小樽市が石狩湾新港の整備を優先し、小樽港を後回しに

する態度を改めることを求めて討論を行います。 

 今年度中に行う石狩湾新港の港湾計画改訂で、新たなバルク貨物に対応すると称して、新規に西地区

にマイナス12メートルバース、240メートルを計画し、その背後地に既に計画されている6.6ヘクタール

の埠頭用地を73億円かけて造成しようとしています。現在でさえ３万トン級以上の大型船が多数入ると

245億円かけ造成した水深14メートル岸壁は、チップ船のみの利用で、2013年で言えば、接岸したのはた

った14隻のみ、岸壁での荷役作業も平均すれば、毎月１日か２日しか使われていないのです。 

 また、その背後地の荷さばき地も、２号荷さばき地は、事実上王子エフテックス株式会社の専用埠頭

です。これが、起債償還は使用料で間に合わず、管理者負担が出ています。残りの荷さばき地１号と３

号を合わせた面積は、４万2,000平方メートルです。ここの利用状況は、2013年度は皆無、2012年の石材

の利用状況は、二つ合わせた荷さばき地の10分の１も使われていません。このため、起債償還期間中の

管理者負担は62億円に及ぶのです。我が党は、新規のマイナス12メートルバースを建設しなくても、既

存のマイナス14メートルバースと、その背後地の4.2ヘクタールの荷さばき地で、新たなバルク貨物は取
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り扱うことができると考えています。 

 石狩湾新港管理組合議会第２回定例会での、私の質問で明らかになりましたが、新たなバルク貨物と

は、石材、輸出米、風力発電の輸入機材だというのです。石材は、現在より３万トン取扱量が減ります

から、これは触れませんが、輸出米はどうか。現在、北海道から輸出されている道産米は、北海道の港

湾統計年報によると、全道で、たった１万5,080トンにすぎません。 

 ところが、石狩湾新港管理組合では、道産米の輸出は、港湾計画改訂の目標年次の10年後から15年後

には14倍になるとの計画になっています。その根拠は、全国の米の生産量から国内での消費量を差し引

いた225万トンが全部輸出米になるとの前提です。その理由を聞いたら、国と相談すると逃げて説明して

くれません。 

 風力発電機材の輸入についてですが、石狩湾新港管理組合の説明は、政府が行った平成22年度、新エ

ネルギー等導入促進基礎調査事業報告書、風力発電、風力エネルギーのことですが、この調査報告書を

基に、石狩湾新港に風力発電機材が輸入されると想定し、後志、石狩、留萌、宗谷区域の風力発電の導

入可能量を458万キロワットと推計しています。風車１基の発電規模は2,000キロワットとすると、これ

らの区域への導入可能基数は2,290基、耐用年数を30年とすれば、年間76基建設されるとの計算です。こ

れらの機材は、石狩湾新港での年間取扱量は12万フレート・トンになるとのことです。説明で問題なの

は、風車2,290基が、今後30年間にわたって毎年76基分ずつ石狩湾新港に輸入されるとしていることです。

耐用年数を考慮して、30年後に、また76基の風車の機材が輸入されるというのであればうなずけますが、

毎年76基分の機材が取り扱われるなど考えられないことです。76基の風車の機材が輸入されると仮定し

ても、北海道電力にこれを買い取ってもらうことが前提です。ところが、北海道電力の風力発電買取可

能量は56万キロワットに対し、平成25年現在、風力発電から既に31.6万キロワットの買取りをしていま

すから、あと24万4,000キロワットしか枠がありません。石狩湾新港が取り扱う区域の風力発電の割合か

らいって12万キロワットで、風車でいえば60基分しか買い取ってもらう枠がないことになっています。

まして、76基の機材が毎年輸入され稼働するなどは、到底考えられません。どうして、こういう計画に

なったのかと、その根拠を質せば、国と相談すると、また逃げてしまって説明しません。 

 日本共産党は、原発を廃止し、地球温暖化の要因である化石燃料の火力発電の比重を下げ、再生可能

エネルギーで電力を賄うことは望ましいと考えています。しかし、安倍自民・公明政権の方針からいっ

て、直ちにとはなりません。現実的に考えても石狩湾新港管理組合の計画は、あり得ない話です。 

 続いて問題なのは、こういう港湾計画に当たって、あり得ない貨物量を前提に73億円かけて建設しよ

うとしておりますが、これまで小樽市は、石狩湾新港の港湾計画改訂に当たって、管理組合からの提案

をうのみにして、過大な港湾計画に同意してきた経緯があります。こういう心配があるので、今回もま

た同じように同意するのではないか非常に心配です。管理組合は、既に港湾計画を改訂したからといっ

て、直ちに工事に着手するという意味ではないと言い逃れを始めました。これを根拠に石狩湾新港の港

湾計画改訂に小樽市が同意に引き込まれることがあってはなりません。 

 以上、指摘したように石狩湾新港の港湾計画改訂は、あり得ない貨物量を前提に、またもや過大な港

湾施設建設を強行し、新たに三十数億円の管理者負担をかぶせようとしています。これに対し、小樽港

港湾計画改訂はどうなっているか。今年の第１回定例会の経済常任委員会で、港湾計画の改訂を１年繰

り延べし、平成28年度を目標にするとの報告があり、具体的になっているのは、第３号ふ頭の再開発に

続いて、レジャー的色彩が強い若竹地区水面貯木場及びその周辺だけです。貨物よりも先に、この二つ

がまとまったのは、市長や理事者が貨物をどうするか展望が持てず、後回しになっているからです。今

定例会での言いわけのように小樽港の計画改訂の基礎資料となる今後の物流産業動向を踏まえて、小樽
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港の役割について検討すると説明し、物流面に関する報告が12月に延期された理由をたった１行で説明

しただけです。 

石狩湾新港の港湾計画改訂が、あり得ない貨物量を前提にしてでも強行しようとしているのに比べ、

本港の改訂、なかんずく取扱貨物をどうするかで全く意欲が見えません。後志での風力発電計画が幾つ

かあるものの、これらの機材は、全部新港に陸揚げされることを認めた上での事務レベルでの打合せに

すぎません。少なくとも後志の風力機材は、小樽港で取り扱うとどうして主張できないのでしょうか。

情けない限りです。 

小樽市政が石狩湾新港の整備を優先し、小樽港を後回しにしていると見られるような卑屈な対応を改

めるよう強く要求し、討論といたします。（拍手） 

○議長（横田久俊） 討論を終結し、これより順次、採決いたします。 

 まず、議案22号及び陳情第290号について、一括採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（横田久俊） 起立多数。 

 よって、さように決しました。 

 次に、所管事務の調査について採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、御異議ございませんか。 

              （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 御異議なしと認め、さように決しました。 

 次に、厚生常任委員長の報告を求めます。 

              （「議長、20番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 20番、中島麗子議員。 

              （２０番 中島麗子議員登壇）（拍手） 

○２０番（中島麗子議員） 厚生常任委員会の報告をいたします。 

 当委員会における質疑・質問の概要は次のとおりであります。 

 議案第26号小樽市児童発達支援センター条例の一部を改正する条例案は、さくら学園において保育所

等訪問支援に関する業務及び障害児相談支援に関する業務を追加するものである。 

 保育所等訪問支援は、障害があっても保育所等の利用ができるよう、訪問を通じて集団生活への適応

のための専門的な支援を提供するものであるが、１回の訪問につき9,120円の料金が発生し、その１割は

利用者負担となるという。仮に、１か月に３回の訪問を受けた場合は、約2,800円の自己負担が発生する

こととなり、障害者に負担を強いることになる改正は、到底容認できるものではないと思うがどうか。 

 議案第27号特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例案及び議案

第28号家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例案は、子ども・子育て支援新制度に

組み込まれる教育・保育施設及び地域型保育事業の運営に関する基準と、地域型保育事業の認可基準を

それぞれ定めたものである。 

 この中の小規模保育事業においては、保育士の配置を必要としない認可基準も示されているが、認可

外保育施設における死亡事故の発生は、認可保育所に比べ圧倒的に多いことが全国的にも問題となって

いる中で、市は、この実態をどのように捉えた上で、国の基準に合わせる考えなのか。 

 また、現行の保育所では行われていない上乗せ徴収や文房具などの実費徴収も認められるというが、

生活保護世帯や市民税非課税世帯であっても一律に徴収されることになれば、低所得者ほど負担感が増
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すことになるのではないか。 

 これら条例案については、国の考えに左右される部分が大きく、検討課題も多いことから、議会での

議論はまだ不十分であると考えられる。国から明確な内容が示された時点で、条例の内容をわかりやす

く変更した上で、提出し直すべきと思うがどうか。 

 居宅訪問型保育事業の職員の資格は、必要な研修を修了し、保育士又は保育士と同等以上の知識及び

経験を有すると市町村が認める者となっているが、研修内容については、現在、国が検討している内容

を踏まえて検討するという。当該研修により、資格のない者が保育にかかわることになるが、誰に預け

ても同等の保育が受けられるよう、統一した基本理念を浸透させるような研修内容としてほしいがどうか。 

 また、誰にも見られない限られた空間では、子供への虐待などが起きる可能性が大きいことから、チ

ェック体制の構築が必要と思うがどうか。 

 小規模保育事業所の職員数については、事業類型でいうＡ型とＢ型は保育所の配置基準に１名加算さ

れ、Ｃ型については厚生労働省が既に実施している家庭的保育事業を踏襲し、新制度に位置づけられた

というが、保育従事者の配置について、現行水準が切り下げられる心配はないと言えるのかどうか。 

 また、この認可基準自体は、項目が多く非常にわかりづらいものであるので、市民周知に当たっては、

できるだけ理解しやすい方法を検討してほしいと思うがどうか。 

 本条例案も含め、国の子ども・子育て支援新制度自体が本市の実態とはかけ離れているのではないか

という思いはあるが、少なくとも条例の制定により、現在の利用者負担や認可外保育施設に対する助成

制度など、現在、本市が行っている支援事業については担保されるものであり、今後、議会議論なしに

改悪されることはないと理解してよいのかどうか。 

 陳情第835号は、国民健康保険に対する国庫負担の増額を求める意見書の提出を求めるものであるが、

国保財源全体に占める国庫支出金の割合は、昭和50年度は58.5パーセントであったものが、昭和60年度

には45パーセントになり、平成23年度には25パーセントに減っている状況にある。この引下げが、高い

保険料の一因となり、加入者の生活を圧迫しているという現状を踏まえると、国に国庫負担の引上げを

求めるべきであると思うがどうか。 

 一方、国庫負担の増額を求める趣旨は理解できるものであるが、現在、国保の都道府県化について、

国と地方の協議が進められており、８月に示された「中間整理」では、国保の財政上の構造問題解決に

向け、保険者支援制度の拡充や追加公費投入の実現などの方向性が示されたと聞くことから、今は制度

改正の流れを注視していく段階であると思うがどうか。 

 介護保険については、来年度の制度改正により、要支援者に対する訪問介護・通所介護が市の行う地

域支援事業に移行することになる。本市は、平成29年度に移行する予定とのことであるが、影響の大き

い改正であると考えられるので、きめ細かな情報発信と丁寧な検討をしながら現行の質を落とさないよ

う取り組むとともに、近隣市町村とのサービス内容の相違についても十分勘案しながら、よりよい地域

支援事業を構築してほしいと思うがどうか。 

 利用者負担については、一定以上の所得がある利用者について２割負担が導入され、５月の住民税額

決定後、８月以降に負担額を変更していくとのことであるが、利用者・事業者双方に大きな混乱を招く

ことが懸念されることから、負担割合の確定は早めに行うとともに、周知徹底についても十分検討する

必要があると思うがどうか。 

 市立保育所の規模・配置に関する計画における手宮保育所のあり方については、今後の保育需要の動

向を見ながら、平成26年度をめどに方向性を決定するとのことであるが、いまだ方向性は示されず、中

身の議論ができない状況にある。年度も半ばに差しかかっていることから、そろそろ判断する時期だと
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思うがどうか。 

 また、方向性の判断は、保護者にとっても重要な問題であり、年度末に突然示されても混乱を来すお

それがあることから、遅くとも新年度の入所児童の募集が始まる時期までに一定の見通しを示すことが、

利用者への配慮につながると思うがどうか。 

 本市の健康づくりの指針である健康増進計画「第２次健康おたる21」は、平成25年度から10年間にわ

たる長期計画であり、計画の初年度には、広報紙やホームページをはじめ各種保健事業での啓発や企業・

関係団体への訪問等による市民周知を積極的に実施したという。また、分野別の取組や推進体制の構築

についても、少しずつではあるが進行しているとのことであるが、今後においても、子供から働き盛り

の世代までの健康増進のため、一層の取組強化を行いながら計画を進めていってほしいと思うがどうか。 

 アルコール依存症に関係した相談件数は全国的に増えていると聞くが、実際に依存者本人にかかわる

ことができる人は非常に少ないと感じている。行政として、関係機関と連携を強化し相談窓口を増やす

など、依存症が起こりづらい環境をつくっていくことが必要ではないか。 

 また、この病気の特徴として、周りの人たちを巻き込むケースが多いが、家族は、事態の表面化は避

けたいと思っていると推測されることから、アルコール依存者の回復事例をホームページに載せるなど、

行政や関係機関に相談する前の段階での手段を周知することも大切だと思うがどうか。などであります。 

 付託案件の結果は、次のとおりであります。 

 まず、議案第26号ないし第28号並びに請願第２号並びに陳情第１号、第310号、第314号、第316号、第

320号、第321号及び第835号につきましては、採決の結果、賛成多数により、議案はいずれも可決と、請

願及び陳情はいずれも継続審査とそれぞれ決定いたしました。 

 次に、その他の各案件につきましては、議案はいずれも可決と、所管事務の調査は継続審査と、全会

一致により決定いたしました。 

 以上をもって報告を終わります。（拍手） 

○議長（横田久俊） これより、一括討論に入ります。 

              （「議長、８番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ８番、川畑正美議員。 

              （８番 川畑正美議員登壇）（拍手） 

○８番（川畑正美議員） 日本共産党を代表して、ただいまの委員長報告に反対し、議案第26号ないし

第28号については否決、陳情第835号、継続審査中の請願第２号並びに陳情第１号、第310号、第314号、

第316号、第320号及び第321号は、願意妥当、採択を求めて討論を行います。 

 議案第26号は、小樽市児童発達支援センター条例の一部改正条例案です。平成24年第１回定例会で、

我が党は、障害者に原則１割の応益負担を強いる苛酷な制度で、障害者から生存権の侵害、憲法違反と

して強い反対があり、応能負担として１割を上限に家計の負担能力に応じて負担することは認められな

いとして反対してきました。 

 改正内容は、保育所等訪問支援に関する業務及び障害児相談支援に関する業務が追加されたものであ

ります。しかし、障害児相談支援に関する業務については、サービス料金を徴収されず、保育所等訪問

支援に関する業務については、相談１回につき9,120円のサービス料がかかり、保護者は１割負担とされ

ています。我が党として、障害者相談サービスに対して、手数料をとることは認められません。 

 議案第27号、第28号は、子ども・子育て支援新制度に関する条例案です。子ども・子育て支援新制度

は、来年10月に予定している消費税率を10パーセントに増税する財源を確保することを前提に、2015年

４月から本格実施が予定されているものです。子ども・子育て支援新制度の提案された条例案は、引用
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している政省令の項目番号を参照しなければならず、政省令の理解が必要になります。今、市民、とり

わけ子育て世代が注目している子育て支援分野の条例が、読んでも理解できないなど、市民に対しても

不明な部分が多くあります。 

 また、国が明確な内容を示していない課題も多くあります。 

 保育認定や延長保育の問題では、国は保育短時間認定の子供の保育利用時間については、例えば一例

の時間帯を設定するとし、その時間帯以外の利用については、延長保育として取り扱うとしています。

１日４時間程度の短時間労働であっても、保護者が早朝出勤の場合には、一律設定時間外の保育が必要

となり、設定時間前の部分については、延長保育料金がかかることになります。そして、延長保育を利

用することによって、保育料が高くなるという矛盾も出てきます。 

 保育士の配置に関しては、新制度の定員20人未満の小規模保育事業は、満３歳未満の乳幼児を施設で

保育する事業です。Ａ型は、保育従事者全員が保育士ですが、政令ではＢ型は、保育士は保育従事者の

２分の１以上でよしとされ、Ｃ型は保育士の資格を必要としていません。本来、保育格差をなくすなら

ば、認可保育所の基準に準じたＡ型で取り組むべきです。厚生労働省の基準で、保育士資格を有する者

が保育従事者の３分の１で可とされてきた認可外保育施設では、子供の死亡率がとても高くなっていま

す。厚生労働省によると、2013年１月から12月の間における死亡事故件数は、認可保育所で４件、認可

外保育施設では15件となっています。入所児童数から換算すると、認可外は、認可の実に45倍に及びま

す。保育所園児の安全を確保する上でも問題です。 

新制度に移行した場合でも、３歳以上の子供に関して給食の外部搬入が認められ、保育料に上乗せ徴

収や文房具などの実費も認められるというが、生活保護世帯や市民税非課税世帯にあっても徴収される

ことになれば、低所得者などに負担が増すことになるなど、子ども・子育て支援新制度は、問題が山積

みです。 

 我が党は、このように国自体が明確に示しきれない部分が多くあり、保護者への十分な周知がされて

いない条例案には反対であり、明確な条例内容に変えて提出し直すべきです。 

 陳情第835号国民健康保険に関する国庫負担の増額を求める意見書提出方について及び継続審査中の

案件である請願、陳情については、願意妥当、採択を求めます。 

 継続審査中の請願、陳情につきましては、長期に継続審査とされている経過があります。提出された

皆さんは、市議会で積極的な議論がされず、無念な思いをされていることと思います。市民を代表する

議員として、いつまでも継続審査として放置することなく、市民要求を真摯に受け止め、改めて請願、

陳情の趣旨を確認の上、議論を行うべきであります。積極的な審査を求めるよう改めて要請いたします。 

 継続審査中の請願第２号ＪＲ南小樽駅のバリアフリー化の要請方について、陳情第１号天狗山ロープ

ウェイ線における最上団地停留所利用時の料金設定改善要請方について、第310号銭函駅へのエレベータ

ー設置方について、第314号小樽市女性国内研修事業の再開方について、第316号北西部地区における「一

時的保育事業」の実施方について、第321号受動喫煙防止条例の制定等受動喫煙防止諸施策の強化方につ

いては、願意妥当であります。 

 全会派の皆さんの賛同をお願いして、討論を終わらせていただきます。（拍手） 

              （「議長、19番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 19番、斎藤博行議員。 

              （１９番 斎藤博行議員登壇）（拍手） 

○１９番（斎藤博行議員） 民主党・市民連合を代表し、議案27号小樽市特定教育・保育施設及び特定

地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例案及び議案第28号小樽市家庭的保育事業等の設備及び
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運営に関する基準を定める条例案に賛成の立場から討論を行います。 

 初めに、この議案のつくりに関する問題です。 

 議案では、小樽の子育てに関する条例の条文が国の子ども・子育て支援法や、その法が定める規定、

さらには基準内閣府令や基準省令といった文言で表示されています。リンク方式といわれるこうした形

式の条例では、条例で使われている政省令の内容が変わったときに、市民生活を守る立場や保育施設の

利用者の立場に立った議会としての議論、審議、議決権が確保されるのかという問題があるといった声

が聞かれます。こうした問題に関して、９月10日に開かれた議会運営委員会において、我が会派の林下

議員が、改めてこの問題について、市の見解を求めたものであります。その際、総務部長は、リンク方

式の条例で、国の政省令等の改正があったときには、議会での審議が確保されるルールを第４回定例会

までに整理すると答えています。我が会派といたしましては、後日提示されるであろうルールについて、

先ほど述べた疑念が払拭されるなど、その有効性を確認するための議論を十分に行っていきたいと考え

ております。 

               （発言する者あり） 

 次は、保育の質などに関する問題です。 

 国が進めようとする子ども・子育て支援制度は、児童福祉法第24条の精神である公的保育の自治体責

任の後退につながり、保育の質等が大きく変わるのではないかとの心配する声があります。 

 また、今回の２本の条例案が成立した後には、小樽における保育に関する部分が自動的に法律に連動

して変えられてしまうのではないかとの声も寄せられました。こうした心配する声の背景には、政府の

子ども・子育て支援新制度の中に多様な事業主の参入促進や経営合理化によるコストカットなどの考え

が含まれているからだと考えます。こうした点に関して、９月17日に開催された厚生常任委員会での議

論で、議案第27号、第28号が成立した後にも、例えば公立保育所の役割、利用者負担のあり方、保育の

質、さらには認可外保育施設等の問題については、小樽市における子ども・子育て支援にかかわる課題

として、従来どおり議会の場において議論し、決めていくという小樽市の考え方を確認することができ

ました。 

 以上、提案されている議案第27号、第28号に関し、賛成する理由について２点の考えを述べさせてい

ただきました。 

 議員各位の賛同を訴えて、私の討論を終わります。（拍手） 

               （発言する者あり） 

               （「議決権の問題だと言っている」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 討論を終結し、これより順次、採決いたします。 

 まず、陳情第314及び第316号について、一括採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（横田久俊） 起立多数。 

 よって、さように決しました。 

 次に、陳情第321号及び第835号について、一括採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（横田久俊） 起立多数。 

 よって、さように決しました。 
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 次に、議案第26号ないし第28号並びに請願第２号並びに陳情第１号、第310号及び第320号について、

一括採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（横田久俊） 起立多数。 

 よって、さように決しました。 

 次に、ただいま決定いたしました以外の各案件について、一括採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、御異議ございませんか。 

              （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 御異議なしと認め、さように決しました。 

 この際、暫時休憩いたします。 

休憩 午後 ３時１７分 

―――――――――――――― 

再開 午後 ３時４５分 

○議長（横田久俊） 休憩前に引き続き、会議を再開いたします。 

 次に、建設常任委員長の報告を求めます。 

              （「議長、10番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 10番、高橋克幸議員。 

              （１０番 高橋克幸議員登壇）（拍手） 

○１０番（高橋克幸議員） 建設常任委員会の報告をいたします。 

 当委員会における質疑・質問の概要は、次のとおりであります。 

 秋田市では、所有者が空き地を地域住民用の堆雪場として町会等に無償で貸し出した場合に、固定資

産税の減免申請を行える事業を実施し、地域住民による除排雪の促進を図っていると聞く。本市では、

まちなかで生活道路に面し、堆雪場として適した空き地があるにもかかわらず、利用できない現状があ

ることから、先進事例を参考に、独自の制度を検討してほしいと思うがどうか。 

 昨年度、同一区分路線にもかかわらず、市の除雪が入る路線と入らない路線があり、その理由の一つ

として、入らなかった路線では住民が率先して除雪をしていたためということであるが、住民は不公平

と感じている。今後は、不公平感が生じないような対応方法を検討してほしいと思うがどうか。 

 市は第２回定例会の議論を受け、市内全域の街路灯でＬＥＤ化が進むよう、町会への助成制度の見直

し作業を行っているが、さまざまな課題があり、設計に苦慮しているという。 

一方、町会では、制度設計の進捗が見えない中、電気料金の再値上げが実施された場合、電気料金の

負担がさらにかさむことに懸念の声が上がっている。財政の厳しい町会においては、制度の概要が示さ

れないままでは次年度の予算編成の見通しが立てられないことから、せめて素案だけでも早めに示して

ほしいと思うがどうか。 

 本市では、官民境界等先行調査を中心市街地の10地区で12年かけて実施する予定で、１地区で３年か

かる見込みであるという。初年度は現況調査で、２年目以降の調査では所有者の立会いが必要となるこ

とから、所有者が死亡している場合は、相続人を調べるなど多くの時間を要することになる。 

しかし、この調査により境界が明確になると、公共物管理の適正化が図られるだけでなく、被災した

際の復旧が迅速に行われるなど、多くのメリットがあることから、時間がかかっても調査を進めてほし

いと思うがどうか。 
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 急傾斜地が多い本市では、土石流や崖崩れのおそれがある土砂災害危険箇所が道内で２番目に多いに

もかかわらず、土砂災害警戒区域に指定されている箇所の比率は、全国平均より相当低くなっている。 

 過去には、朝里川温泉をはじめ、融雪期や台風による豪雨などで、たびたび土砂災害が発生している

ことから、市民の安全を守るためにも、国や道に土砂災害対策予算の増額を要望するとともに、未指定

地の調査や警戒区域の指定を早期に進めるよう強く求めるべきと思うがどうか。 

 老朽化が進む駅前第１ビル・第２ビルについては、法改正により耐震診断の実施が義務づけられたが、

診断結果によっては強度不足と判定されることが予想される。また、駅前広場は、バス、タクシー、乗

用車が行き交う中を歩行者が歩いており、危険性が指摘されている。 

 このような状況を受け、商工会議所をはじめ、道、市、関係企業などが小樽駅前再々開発街づくり検

討協議会を設立したが、再々開発に向けた協議はそれほど進んでいないと聞く。民間主導の事業である

ため、調整等に時間を要することは理解できるが、構成メンバーである市がリードするなど、できるだ

け早く協議が進むよう努力してほしいと思うがどうか。 

 大分県竹田市は、過疎化と少子高齢化が急速に進んだことで空き家が増え、にぎわいも失われつつあ

ったが、農村回帰推進室という部署を設置し、移住・定住を推進するさまざまな支援策の中に空き家バ

ンク制度も組み込んで、実績を上げているという。本市にも空き家バンク制度はあるが、制度設置当初

の目標を達成するほどの成果は上がっていないのが現状である。原因の一つとして、移住・定住と空き

家バンクの窓口が異なることから、連携がなく、縦割りになっていることが考えられる。 

 市は人口減対策を最重点課題と位置づけて庁内検討会議を設置したと言うが、竹田市のように空き家

を活用した人口減対策を総合的に実施する部署を設置するなど、新たな対策を検討してほしいと思うが

どうか。などであります。 

 付託案件の結果は、次のとおりであります。 

 まず、陳情第309号、第312号及び第740号につきましては、採決の結果、賛成多数により、いずれも継

続審査と決定いたしました。 

 次に、その他の各案件につきましては、議案は可決と、所管事務の調査は継続審査と全会一致により

決定いたしました。 

 以上をもって、報告を終わります。（拍手） 

○議長（横田久俊） これより、一括討論に入ります。 

              （「議長、21番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 21番、新谷とし議員。 

              （２１番 新谷とし議員登壇）（拍手） 

○２１番（新谷とし議員） 日本共産党を代表して、ただいまの委員長報告に反対し、陳情第309号、

第312号及び第740号の採択を求める討論を行います。 

 陳情第309号住宅リフォーム助成制度予算の増額方についてです。 

 日本共産党は、これまでも議会で、予算の増額を求め、せめて前年度残した予算を上乗せすべきとい

う質問を行い、陳情を採択するよう主張してきました。今年度の抽選は172人、100人の当選者のうち17

人が辞退し、29人が補欠となっていますが、10月10日の締切りに対し、９月16日時点では、まだ10人が

未申請で、補助金総額は1,614万9,000円です。未申請の方全員が省エネ改修で、上限30万円の助成額で

あるとしても補助金総額は2,000万円に達しません。住宅リフォーム助成制度は、2012年度から始まりま

したが、2012年度の補助金総額は1,584万7,000円、2013年度は1,841万円と、いずれも予算を残しました。

当選者を100件に限定して辞退した場合、補欠となった人が待ちきれずに工事をしてしまったというケー
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スもありました。今年度は過去２年間の教訓から最初の当選者をもっと増やすべきと主張したにもかか

わらず、同じ方法で当選者を決め、結果、予算を残すのは事業の目的達成という点で、不十分さを残し

ました。 

 しかし、補助金総額に対する工事費総額の経済効果は、2012年度14.3倍、2013年度16.4倍となり、市

の補助制度を活用したリフォームの施工業者のアンケート調査では、リフォーム工事件数が増えている

と回答した割合は、2012年度55.6パーセント、2013年度65.8パーセントに上っていますから、助成制度

が地域経済に貢献したことは事実です。小樽市が行った補助制度に対する意見要望では、「今後も補助

制度を続けてほしい」が34.6パーセント、次に「予算をもっと増やしてほしい」「助成件数を増やして

ほしい」が23.1パーセントと制度に対する期待が寄せられています。制度を利用した市民の声は、「補

助制度を利用することができ、助かりました」が一番多く、「今後も補助制度を継続してほしい」「補

助金の率、金額を増やしてほしい」「抽選でなく、希望者全員が制度を利用できるようにしてほしい」

と続いています。 

 我が党は、リフォーム助成制度の予算として5,000万円を計上する予算修正案を提案してきましたが、

これが実現されれば、さらなる市内経済活性化に寄与したものと考えます。 

 今期の議会は、残すところあと２回になりました。補正予算を計上し、市民とリフォーム工事業者の

期待に応えるべきです。第２回定例会代表質問で、自民党は過去２年間の検証と反省を踏まえ、予算額

に対して執行率を高めるなど、不用額を発生させない方策について質問しております。これは、日本共

産党が主張してきたことと一致できるものです。住宅リフォーム助成制度に対する利用者、工事業者の

期待に応え、予算増額を求める陳情を採択しようではありませんか。 

 陳情第312号市による火災崩壊家屋の撤去及び空き家対策の策定方についてです。 

 火災崩壊家屋の撤去については、いまだに本人と連絡がとれないという問題がありますが、空き家対

策の策定の要望は、全会派が議会質問で取り上げており、国の法案制定の動きも見られることから、こ

の点では一致できるのではないでしょうか。 

 陳情第740号市道御膳水仲通線の側溝改修方についてです。 

 この側溝は平成３年に敷設されたものですが、側溝より道路が下がったため、雪解け水や雨水が側溝

に流れず自宅の敷地に流れ込み、とりわけ陳情代表の方の地先は、春先、田んぼ状態になるなど、長年

にわたり困っています。９月12日には、局所的大雨で、銭函地域は側溝が溢水し、数か所で土のうを積

むなどの被害が出ました。陳情している場所でも、雨水が多量に敷地内に流れ込みました。こういうこ

とを繰り返すと、生活に支障を来すだけでなく、地盤に緩みが出てくることもあります。建設事業課と

しては、まだ検討しなければならない点は多々あるようですが、改修工事の手法・工法については、専

門的検討で進められるはずです。一気に道路・側溝改修ができないのは住民もわかっていることで、年

次計画でも改修は可能だと考えます。住民の要求の陳情を議会が採択することによって、行政を動かし、

住民の切実な要望を実現することができます。ぜひ陳情を採択されるようお願いいたします。 

 陳情は、憲法に保障された市民の権利です。陳情をこのまま流してしまうことなく住民が安心して暮

らせるように市民の声を行政に反映させていくのが議員・議会の役割です。再度、議員各位の賛同をお

願いいたしまして、討論といたします。（拍手） 

○議長（横田久俊） 討論を終結し、これより順次、採決いたします。 

 まず、陳情第309号について採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 
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○議長（横田久俊） 起立多数。 

 よって、さように決しました。 

 次に、陳情第312号及び第740号について、一括採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（横田久俊） 起立多数。 

 よって、さように決しました。 

 次に、ただいま決定いたしました以外の各案件について、一括採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、御異議ございませんか。 

              （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 御異議なしと認め、さように決しました。 

 次に、学校適正配置等調査特別委員長の報告を求めます。 

              （「議長、22番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 22番、北野義紀議員。 

              （２２番 北野義紀議員登壇）（拍手） 

○２２番（北野義紀議員） 学校適正配置等調査特別委員会の報告をいたします。 

 当委員会における質疑・質問の概要は次のとおりであります。 

 これまでの適正配置は、対象となる学校のうち１校を統合校とする形で進められてきており、学校を

新築するという進め方は、今回の手宮地区統合小学校が最初であるが、既存校を活用する進め方と比較

し、統合の過程などに違いはあるのかどうか。 

 適正配置を進めるに当たり、閉校になる学校の児童・生徒が新しく通学する学校に早くなれることが

できるよう、事前に各学校同士で遠足などの交流が行われているとのことだが、対象となる学校の規模

などによって、効果のある交流の仕方は違ってくると考えられることから、その学校に合ったやり方を

検討した上で行ってほしいと思うがどうか。 

 山手地区統合小学校に太陽光発電パネルを設置する場合の費用を試算すると、市の持ち出しは約1,600

万円となり、費用対効果の観点から、設置は難しいと考えざるを得ないと思う。しかし、教育は本質的

に将来への投資であるという考え方からすれば、自然エネルギー活用に係る教育の一環として太陽光発

電を体験することによる教育効果も考慮した上で、設置の是非を判断してほしいと思うがどうか。 

 また、仮にパネルを設置するとしても、その費用を学校で必要な施設・設備の削減により捻出するの

であれば、日常の授業に支障又は影響が出ることから、設置費用は同校の建設費に別途追加してほしい

と思うがどうか。 

 統合１年後に行われたアンケート調査において、統合時のアンケート調査と同様に教員からスクール

カウンセラーの配置についての要望があった。市では統合校の児童・生徒への対応としてスクールカウ

ンセラーの派遣を掲げているが、現場では、現行の派遣回数では児童・生徒のケアは難しいと考えてい

る教員もいることから、今後予定されている統合校への派遣回数の増加について検討してほしいと思う

がどうか。 

 また、アンケートにおいて、統合後の教員の負担は想像以上のものであったという意見が散見される

ことから、再編時においては、児童・生徒や保護者への配慮はもとより、教員のケアについても対策を

講じてほしいと思うがどうか。 

 適正配置について、既に統合を実施した学校の教員から、学力向上の取組が組織的にできるようにな
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ったとの報告があるなど、その効果が形として表れてきているものと考えられる。市教委は全ての適正

配置を平成36年度までに実施するとしているが、既にこうした効果が表れていることを考えると、地域

によっていろいろな課題があるとは思うが、今後予定している再編についても前倒しで進めていってほ

しいと思うがどうか。 

 適正化基本計画において、小中学校再編計画の後期の進め方については、平成27年度以降の児童生徒

数推計を見極め、前期に引き続き再編を行うとされている。前期に行うとされている中央・山手地区の

再編が遅れていることから、これらも含めて後期の再編を進めることになると、平成27年度以降は、推

計数値等の更新が必要になると思うが、その点も含め、後期の具体的な進め方についてどのように考え

ているのか。 

 また、前期に行うとされているほかの学校についても一定程度めどがついてきたことから、後期に行

うとされている学校については、課題のあるところは慎重に進めつつも、前倒しできるところについて

は、早急に地区別懇談会等のスケジュールを明らかにしながら進めてほしいと思うがどうか。 

 再編後の色内小学校の跡利用については、現在、道営住宅の建設という選択肢を示して地域の理解を

求める形になっているが、道営住宅の移転は平成32年までの計画であり、色内小学校の閉校まで２年と

いうタイミングであることを考えれば、地域住民に対してどのような利活用がいいか要望を聞いてから

進める必要があったのではないか。 

 結果的に、地域住民からは、なぜ道営住宅ありきなのか、市の進め方に納得がいかないとの声があっ

たと聞くが、市は、適正化基本計画において「市民の共有財産として、全市的なまちづくりの視点で、

地域の皆さんの意見や要望を聞きながら検討します」としている以上、この基本計画に沿った進め方を

するべきと思うがどうか。 

 再編の進展に伴い、今後、閉校となる学校が一気に増加するが、跡利用が決まるまでは校舎などの維

持・管理に年間数百万円かかるほか、老朽化している建物であれば倒壊の危険性もあるという。また、

閉校になると、交付税が減額されるものの、それを上回る学校管理費が削減できるとのことだが、結局

は、跡利用が決まるまでの維持管理費で、その効果が相殺されてしまうことから、早急に利用方法を決

定する必要があると考えられる。 

 こうした中で、急増する跡利用の案件に適切に対処するためには、企画政策室だけではなく、全庁挙

げての対応が必要であり、さらには、文部科学省の「みんなの廃校」プロジェクトを積極的に活用する

など、これまでより一歩も二歩も進んだ取組が必要と思うがどうか。などであります。 

 付託案件の結果は、次のとおりであります。 

 陳情第282号及び第291号につきましては、採決の結果、賛成多数により、いずれも継続審査と決定い

たしました。 

 以上をもって、報告を終わります。（拍手） 

○議長（横田久俊） これより、一括討論に入ります。 

              （「議長、７番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ７番、小貫元議員。 

              （７番 小貫 元議員登壇）（拍手） 

○７番（小貫 元議員） 日本共産党を代表して、ただいまの委員長報告に反対し、陳情第282号及び

第291号の採択を主張して討論を行います。 

 最初に、陳情第282号小樽市立西陵中学校の存続方についてです。 

 私たち日本共産党は、学校の統廃合に当たっては、児童・生徒への教育的影響とともに、地元住民と
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の合意が必要と述べてきました。陳情書にあるように、西陵中学校付近については、新しい住宅も建設

されています。今、市内の人口問題を考えるに当たって、便利な中心部での定住対策として、特に若い

子育て世代をどう呼び込み、流出を防ぐかは重要な課題となります。その柱となるべき施設が学校です。

しかも、西陵中学校は新耐震基準で建てられており、市内全域で学校整備が続く中では、財政的にも存

続させる選択肢をつくるべきです。 

 また、教育委員会は、１学年３クラスが適正な規模だと言って中学校の統廃合を進めながら、指定校

変更によって、西陵中学校の１年生は、３クラスから２クラスへと編成されました。今後、同じような

規模で指定校変更が行われれば、来年度も再来年度も３クラスから２クラスへとクラス数が減ってしま

います。みずから３クラスが適正だとしながら、一方ではクラス数の削減を行うことは矛盾しています。 

 次に、陳情第291号小樽市立塩谷小学校及び塩谷中学校の存続方についてです。 

 長距離の通学による児童・生徒の負担は、教育上、大きな影響を及ぼすことが考えられます。児童・

生徒にとどまらず教員の負担も増えます。例えば、児童が家を出たのに学校に着いていないという問題

が起きたとき、通学区域が広範囲な場合、対応が遅れることも危惧されます。 

 旧塩谷村は、1958年に小樽市に統合されました。それから半世紀以上たちますが、塩谷という地域は、

独自の文化があり、歴史があります。陳情書にあるように、「かつての塩谷村に存在した小・中学校五

校が、すべてなくなる異常事態だけは避けたいものです」という住民の気持ちは当然のものです。地域

のコミュニティの核である学校を残してこそ、その地域に人が住み続けることのできる大きな要素とな

ります。 

 いずれの陳情も願意は妥当であり、採択を主張します。全議員に採択を呼びかけまして、討論といた

します。（拍手） 

○議長（横田久俊） 討論を終結し、これより陳情第282号及び第291号について、一括採決いたします。 

 委員長報告どおり決定することに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（横田久俊） 起立多数。 

 よって、さように決しました。 

 日程第２「議案第31号」を議題とし、市長から提案理由の説明を求めます。 

              （「議長」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 市長。 

              （中松義治市長登壇）（拍手） 

○市長（中松義治） ただいま追加上程されました議案について、提案理由を説明申し上げます。 

 議案第31号教育委員会委員の任命につきましては、髙木正一氏の任期が平成26年10月10日をもって満

了となりますので、後任として小澤倭文夫氏を任命するものであります。 

 なにとぞ原案どおり御同意賜りますようお願い申し上げます。（拍手） 

○議長（横田久俊） これより、討論に入ります。 

              （「議長、７番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ７番、小貫元議員。 

              （７番 小貫 元議員登壇）（拍手） 

○７番（小貫 元議員） 日本共産党を代表して、ただいま提案されました議案第31号小樽市教育委員

会委員の任命について、棄権の討論を行います。 

 安倍内閣の下で狙われている教育の政治支配は、侵略戦争美化の愛国心教育の押しつけや、全国学力・
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学習状況調査に見られる異常な競争主義の持込みです。 

 また、少人数学級実施見送りや高校授業料の無償化見直しなど、教育予算切捨てが進められている中、

地方教育行政法が改定され、教育委員会制度が来年度から変更になります。今回の教育委員の任命は、

このような社会情勢の下での任命になります。 

 もともと教育委員会は、戦後の1948年、選挙で選ばれた教育委員たちが、その自治体の教育のあり方

を決めるという民主的な制度として発足しました。これは、お国のために血を流せと子供たちに教えた

戦前の中央集権型の教育行政を改め、教育の自主性を守るため、教育行政を首長から独立させたものです。 

 しかし、その後、1956年に公選制は廃止され、任命制へと変わっていきました。当時の小樽市議会で、

どのような議論があったのか、公選制廃止２年後の1958年、昭和33年の小樽市議会会議録を読みました。

この会議録は、日本共産党小樽市議会議員団の控室にある最も古い会議録です。昭和33年第３回定例会

は、当時の安達与五郎市長が、自民党に入党した後の議会です。 

 教育委員会委員の任命の議案についての質疑を紹介します。革新クラブ大原登志男議員の質問です。 

 「自民党に身売りした安達市長が、まず、第一に手をつけたのは、市教委から革新勢力をボイコット

し、保守独占をはかる政治的陰謀のこころみでした。一昨年、教育委員会制度が改悪され、教育委員の

公選制が廃止された。これに伴い、最初の委員の任命にあたつては、先ほど、境議員からお話がありま

したように、互いに各派から推せんしあつた者に、市長個人が選定した者を加えて、それを各ムラ会議

に持つて帰つて、各派の了解を得てから、本人に交渉しました。このように事前に話合いをつけ、本会

議では全会一致の同意で任命されました」、「最初の委員だけは、法付則第八条で、一年、二年、三年

の委員が一人づつ、四年以上が二人となつておる、この規定によつて、誰を何年委員にするかの決定に

あたつても、今後とも、民主的に改選する約束のもとに、市長にまかせたのです。これは、市長自身の

口から、われわれ各派の代表に言い出されたことでした」とあります。 

 この動きは、小樽市議会が長い間かけて確立してきた民主的な慣例を破るものでした。大原節を表現

しきれていませんので、詳しい経過は議会図書室にある会議録をお読みください。 

 この当時、議論されていたことは、市長勢力だけによる任命は、一つの政党に所属する党員でないに

しても、特定の政治勢力に教育が支配されることを防ぐ目的の地方教育行政法第４条第３項「委員の任

命については、そのうち委員の定数の二分の一以上の者が同一の政党に所属することとなつてはならな

い」という条文の趣旨に反するということでした。 

 以上の経過を踏まえて、日本共産党は、公選制が廃止されても公選制の復活を要求し、公選制の精神

を生かした民主的な人選を行うことを求めてきました。ですから、私たちは以前のように公選制の精神

を生かして、責任を持って推薦できる人事かどうかを判断して、毎回の新しい教育委員の任命への態度

表明を行っているところです。提案されている小澤氏個人について、今の教育行政に対してどのような

立場をとられている人物かは不明であり反対はしませんが、会派として政治責任を持てる人事ではあり

ませんので、自席にて棄権の態度をとります。以上、討論を終わります。（拍手） 

○議長（横田久俊） 討論を終結し、これより採決いたします。 

 同意することに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（横田久俊） 起立多数。 

 よって、さように決しました。 

 日程第３「意見書案第１号ないし第15号及び決議案第１号」を一括議題といたします。 

 意見書案第11号ないし第15号につきましては、提案理由の説明を省略し、意見書案第１号ないし第10



平成２６年第３回定例会 本会議録 

号及び決議案第１号について、順次、提出者から提案理由の説明を求めます。 

 まず、意見書案第１号ないし第９号及び決議案第１号について、提出者から提案理由の説明を求めます。 

              （「議長、21番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 21番、新谷とし議員。 

              （２１番 新谷とし議員登壇）（拍手） 

○２１番（新谷とし議員） 日本共産党を代表して、意見書案及び決議案の提案趣旨説明を行います。 

 意見書案第１号は、国に対し、希望する教職員全員の再任用と必要な交付税追加措置を、意見書案第

２号は、北海道に対し、希望する教職員全員の再任用を求めるものです。意見書案第１号及び第２号を

まとめて提案させていただきます。 

 政府は、年金支給開始年齢繰り延べによる定年退職後の生活維持のため、60歳の定年以降も働き続け

たいと希望する全ての労働者の雇用継続のための制度・措置を企業に義務づけ、昨年４月からは、60歳

からの継続雇用に選定基準などを設けることを禁じる改正高年齢者雇用安定法が施行されています。こ

の法律は、公務員にも適用され、政府は定年退職する職員が公的年金の支給開始年齢に達するまでの間、

再任用を希望する職員については再任用するものとすると閣議決定し、３日後には総務副大臣名で、各

都道府県においても、これに準じた措置を講じるように通知しています。 

 ところが、道立高校では今春の退職者218名中、再任用されたのは80名にすぎません。制度設計や財政

負担を地方任せにした現状のままでは、来年３月も道立高校で今年を上回る大量の教職員の分限扱いが

生じかねません。 

 また、北海道教育委員会が、現行制度の枠内での対策に終始すれば、事実上の３月解雇を大幅に増や

すことになります。こうした原因は、制度設計や財政負担を地方に任せる政府の施策にあります。国に

は、雇用と年金の接続を確実に行うために、財政支援を必要とする地方に交付税などの追加措置を講ず

る責任があります。道教委も国の動向を見極めるなどの現行制度の延長上の対策にとどまらず、どの子

供にも行き届いた教育を行うために少人数学級などの教育環境整備を行い、教職員の定数増、希望する

教職員の全員再任用を図るべきです。 

 意見書案第３号は、高校・大学教育の無償化の前進を求めるものです。 

 2014年４月以降の高校入学者に対して授業料無償化への所得制限が導入されました。これは、高校無

償化制度の理念を後退させ、2012年に政府が留保を撤回した中等教育の漸進的無償化を定めた国際人権

規約に違反するものです。 

 高等学校等就学支援金の受給に所得証明の提出が義務づけられ、高校生や保護者の新たな負担を招き、

各家庭の経済状況が可視化され、生徒を分断する事態にもなっています。この間、無償教育を求める運

動と世論の成果で、非課税世帯の高校生に支給される奨学のための給付金は、実質的な給付制奨学金で

評価はできますが、その財源が所得制限で徴収した授業料であるのは問題です。 

 また、就学支援金が病気や留学以外で留年した生徒に支給されないのも問題です。 

 2010年度の日本の教育予算は、対ＧＤＰ3.6パーセントで、ＯＥＣＤ諸国中４年連続最下位です。段階

的にＯＥＣＤ諸国平均並みの5.4パーセントまで引き上げていけば、就学前から大学まで教育の無償化が

可能になります。国は、就学支援金の所得制限をやめて、高校授業料無償化を復活し、所得制限による

財源ではない給付制奨学金制度をつくるべきです。 

 意見書案第４号は、新たな高校教育に関する指針の見直しを求めるものです。 

 北海道教育委員会は、新たな高校教育に関する指針の中で、高校配置の考え方を「１学年４～８学級

を望ましい学校規模とし、再編整備を進めます」と明記し、学級定員を40人に固定した上で、特例２間
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口制度も廃止しました。この10年間で道立高校は、35校が統廃合され、１学年３学級以下の小規模校は、

全207校のうち４割にも上ります。このまま指針に基づいて高校配置計画が進めば、地域の高校がなくな

り、通学時間が長くなり課外活動もできない、通学費用がかさむなど、さまざまな問題がさらに深刻に

なります。小規模校の利点は、生徒一人一人に目が行き届き、地域に根ざした学校教育を受けられる点

です。実際、卒業生は、充実した高校生活を送り、社会へ巣立っています。今、求められるのは、教育

の機会均等の理念からも、指針を見直し、少人数学級を実施し、機械的統廃合を行わずに子供の学ぶ権

利を保障することです。 

 意見書案第５号は、行き届いた教育の前進を求めるものです。 

 今、学校ではいじめや体罰、全国学力・学習状況調査などの競争主義教育によって、多くの子供たち

が苦しめられています。現在、全国の多くの自治体で、独自に少人数学級を実施していますが、学級規

模が小さくなることで不登校や生活指導の件数が減り、学習に対する理解や意欲が高まり、教員の定数

増で、教職員が子供と向き合う時間が増えて、学校が落ちついてきたなど、その有効性が報告されてい

ます。 

 しかし、少人数学級や教職員定数増を自治体だけの負担に転嫁するならば、財政力の違いによる自治

体間格差が生じますから、国の教育予算を増やし、国の責任で全ての小・中・高校で少人数学級を実現

し、新たな教職員定数改善計画をつくり、計画的に教職員を増やし、行き届いた教育を進めることが強

く求められます。 

 意見書案第６号は、国家公務員の給与制度の総合的見直しの中止を求めるものです。 

 今年の人事院勧告で、月例給、一時金とも７年ぶりの賃上げとなりました。 

 しかし、50歳代後半の給与は、ほとんど抑制されたままで、さらに来年から民間地場賃金の低い下位

12県に合わせて、いったん俸給表を２パーセント程度引き下げた上で、東京都特別区をはじめとする大

都市圏には地域手当を支給して、賃金を上乗せする勧告を行いました。現行でも18パーセントの地域格

差があり、これをさらに20パーセントに拡大することは、国家公務員法第62条で定める職務給に反する

ばかりか、大都市と地方での賃金格差の固定化につながります。これは、地方公務員の給与にも影響す

ることで、ひいては消費支出の減少により、地域経済の疲弊にもつながります。よって、国家公務員の

給与制度の総合的見直しは中止すべきです。 

 意見書案第７号カジノ合法化法に反対する意見書（案）です。 

 安倍内閣は、閣議決定した改訂成長戦略にカジノ解禁を盛り込み、継続審議になっているカジノ合法

化を含む特定複合観光施設区域の整備の推進に関する法律案の次の臨時国会での成立を目指していま

す。カジノはそもそも社会の風俗を害する行為として刑法で禁じられている賭博であるのに、合法化し、

具体的な規制策や弊害の対策はカジノ合法化法成立後に整備するという乱暴なやり方で成立させようと

しています。 

こうした動きに対して、日本弁護士連合会は、カジノ合法化法案に反対する意見書を発表しました。

政府が進めるアベノミクスの第５の矢に位置づけられているカジノ合法化については、経済効果のプラ

ス面のみが喧伝され、経済的なマイナス面の客観的な検証はほとんどされていないと指摘し、暴力団、

マネーロンダリング、ギャンブル依存症、多重債務問題再燃の危険性、青少年の健全育成への悪影響な

どの問題点を挙げています。 

 厚生労働省の発表によると、病的ギャンブラーは推計536万人、諸外国に比べ高い比率です。小樽消費

者協会が先日、９月６日に都通り商店街で行った小樽市へのカジノ誘致についてのアンケート調査では、

反対が83パーセントもありました。社会を壊し、国民を苦しめるカジノ合法化は、きっぱり断念するこ
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とを強く求めるものです。 

 意見書案第８号電力料金再値上げ申請を認可しないことを求める意見書（案）です。 

 北海道電力は、７月31日に電力料金の値上げを国に申請しました。今回の値上げ案は、家庭向け17.03

パーセント、企業向け22.61パーセントで、昨年の２倍を超える大幅値上げです。節電ももう限界、もっ

と経営努力をしてほしいなど、道民や企業、自治体から厳しい批判が上がっています。小樽市にとって

も新たに２億円の負担増になります。今回の再値上げ案の前に、経済産業省から一層の経営努力による

経費圧縮を求める要請があったと報道されていますが、重役陣の人件費の削減などは曖昧なままです。 

 再値上げ申請の背景には、電力需要の４割を原発に依存していることが大きく影響しています。泊原

発再稼働に当たり、原子力規制委員会の基準をパスするために1,600億円もの資金を投入していると言わ

れていますが、それも今の電気事業法では、電気料金に含まれます。北海道電力は、原発ゼロを願う道

民多数の声に応え、再生可能エネルギー、自然エネルギーに転換すべきです。北海道電力は、電力料金

再値上げの申請を撤回し、国・北海道においては、申請に対し、厳しい姿勢で臨み、認可しないように

求めます。 

 意見書案第９号オスプレイの配備、全国への訓練地拡散に反対する意見書（案）です。 

 日米両政府は、沖縄県の普天間基地に配備されているＭＶ－２２オスプレイの作戦・訓練などを全国

に一気に拡大する動きを強め、オスプレイの訓練移転先として、北海道大演習場をはじめ全国で５か所

を候補地にし、2015年度からは佐賀空港に配備することにしました。沖縄県仲井眞知事が、普天間基地

にかわる新基地建設のために名護市辺野古沿岸の埋立てを承認したのと引換えに、現在24機のオスプレ

イの半分程度を県外に配備するように求めたことによるものです。 

オスプレイは、開発段階で墜落事故を起こし、多数の死者を出しています。オスプレイの元技術デー

タ主任分析官が、「オートローテーションの欠如により、事故はいつか起こり得る。エンジンが停止す

れば操縦不能となり、どこにでも墜落する」と述べているように、構造的欠陥があり、防衛省の安全基

準も満たしていません。アメリカ本国では、オスプレイの騒音や環境への悪影響の可能性から、テスト

飛行を取りやめたところもあるのに、沖縄では、日米合意に反して学校や病院を含む人口密集地域上空

の飛行を繰り返し、県民は危険にさらされています。辺野古の海兵隊基地を拠点にしたオスプレイの沖

縄配備の恒久化と騒音被害や墜落など重大事故の危険性を全国に拡散することは認められません。オス

プレイの国内への配備、及び、北海道はもとより全国への訓練地移転と訓練区域拡大をしないように強

く求めるものです。 

 以上、意見書案の提案趣旨説明をいたしました。議員各位の賛同をお願いします。 

 次に、決議案第１号議決権を奪う政省令引用方式の条例提案の不採用に関する決議（案）の提案につ

いて、趣旨説明を行います。 

 地域主権改革、地方分権改革の義務づけ、枠づけの見直しによって、これまで国が定めた基準が直接

に規律していた自治事務については、国の基準にかわって、自治体が条例で定めた基準に基づいて事務

の執行が行われることになりました。これにより地方自治体は、政省令によって条例制定基準の従うべ

き基準、標準、参酌すべき基準という三つの類型を基に条例を制定します。条例制定の際、地方自治体

が定める基準が国の基準と同一ということで、条例に政省令をそのまま引用する方式をとると、参照法

令である内閣府令、省令を書き込むことから非常に短い条例文で済みますが、その内容がわからず、政

省令の内容が改悪されたら、市の条例も自動的に改悪され、市民に責任を負うことができなくなります。

引用方式は、地方自治法や憲法が定める自治体の条例制定権を実質的に政省令に委ねてしまうものであ

り、国の基準どおりにすると、自治体独自の上乗せ、横出し基準を積極的に条例化する立場に反し、市
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民の願いに応えられないという問題が出てきます。国の政省令と同一の基準で定める場合は、せめて抜

き書き方式にするべきです。 

 決議案は、条例の提案に当たっては、政省令をそのまま引用する方式を採用しないことを決定するも

のであります。議会の権利、議会制民主主義を侵害しないためにも議員各位の賛同をお願いしまして説

明といたします。（拍手） 

○議長（横田久俊） 次に、意見書案第10号について、提出者から提案理由の説明を求めます。 

              （「議長、９番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ９番、松田優子議員。 

              （９番 松田優子議員登壇）（拍手） 

○９番（松田優子議員） 提出者を代表して、意見書案第10号魅力ある地方都市の構築へ向けた施策の

推進を求める意見書（案）について提案趣旨説明をいたします。 

 低迷していた日本経済が今、再び力を取り戻しつつある中で、政府はさらなる日本の前進に向けて、

新たな成長戦略を発表するなど、積極的な姿勢で取り組んでいます。我が国の総人口は、過去に類を見

ない勢いで急激に減少し、平成24年１月に国立社会保障・人口問題研究所が公表した日本の将来推計人

口によれば、平成38年には１億2,000万人を下回り、平成60年には１億人を下回ると推計されています。 

 また、高齢化率も現在の20パーセント台から平成36年には30パーセントを超え、平成60年には、約40

パーセントへと大幅に上昇すると見込まれていることから、課題である少子高齢化に終止符を打ち、懸

念される人口急減社会への道を断つためにも合計特殊出生率の向上や子育て支援策の拡充、ワーク・ラ

イフ・バランスの推進に全力で取り組むときに来ています。 

本年５月に行われた第31次地方制度調査会第１回総会に出席した安倍総理大臣は、地方の元気なくし

て国の元気なしと挨拶し、地方の活性化は最重要のテーマであるとし、地域の担い手、社会保障制度の

支え手、労働力人口等が減少していく人口減少社会において、国民が全国で安心して快適な暮らしを営

んでいけるよう元気な地方をつくっていくことは喫緊の課題であると述べられています。 

東京への一極集中や地方経済の衰退による地域の活力低下に対し、新たな雇用の場の創出や新たな魅

力の創造、あらゆる機能の集約化を図り、地方の活性化を急速に進めることも求められています。その

ためには、立法、司法、行政をはじめ、経済、金融や研究・学術の機関などを全国の地方都市に分散さ

せるべきです。 

 また一方、地方においては、中枢的な機能を担うことのできる都市については、近隣市町村と連携を

図り、その地方の発展を支えるとともに、国内全体の推進力として力を発揮できる体制を構築するため

に、さまざまな権限の移譲を含め行政上の機能を一層充実させるとともに、地域活性化のプラットホー

ムとしての集中的な投資を行うべきです。その上で、人口増加を目指す定住圏等においては、新たな雇

用の場を創出し、若い世代が暮らしやすく、子育てしやすい環境づくりに取り組めるよう、地域再生に

高い効果が期待される事業については、地域の使い勝手を重視した再編、拡充を行うべきと考えます。 

 今後、政府は首都圏から全国へ、大都市から地方へと人の流れを生み出せるよう企業誘致や起業を促

進するために必要な財政上、税制上の措置を講じ、Ｕターン、Ｉターンの促進を図るとともに、都市高

齢者の地方への住み替えを容易にする支援措置等にも積極的に取り組むべきです。 

 以上、議員各位の賛同を求めて提案説明といたします。（拍手） 

○議長（横田久俊） これより、一括討論に入ります。 

              （「議長、13番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 13番、酒井隆行議員。 
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              （１３番 酒井隆行議員登壇）（拍手） 

○１３番（酒井隆行議員） 自民党を代表し、議決権を奪う政省令引用方式の条例提案の不採用に関す

る決議（案）並びに意見書案第８号電力料金再値上げ申請を認可しないことを求める意見書（案）及び

意見書案第９号オスプレイの配備、全国への訓練地拡散に反対する意見書（案）に否決の立場で討論を

行います。 

 最初に、議決権を奪う政省令引用方式の条例提案の不採用に関する決議（案）についてですが、提出

者の日本共産党が主張されるように地域主権改革、地方分権改革の義務づけ、枠づけの見直しによって、

政省令が改正される場合には、市の基準も自動的に変わり、議会の議決を得ずに内容が変更されること

については、我々自民党においても改正された内容が本市になじまない場合の対応はどうするのかとい

う論議は当然ありました。そこで、理事者を交えて論議し、その内容をただしました。その中で、本市

としては、改正があった場合、速やかにその内容を議会に伝えるシステムを構築する用意があること、

また改正内容が示されなくても、改正内容は容易に検索でき、改正内容などに異論・疑義があった場合、

市側と十分審議し、納得できない場合は、議会側から議員発議の改正条例案を申し入れることができる

ため、政省令引用方式の条例提案であっても、日本共産党が主張する議会の権利の侵害などには当たら

ないとの結論に至りました。よって、本決議案の主張の根拠には無理があり、賛同できません。 

 次に、意見書案第８号電力料金再値上げ申請を認可しないことを求める意見書（案）については、電

気料金の値上げは、市民生活や企業活動など地域経済に大きな影響があると考えております。しかしな

がら、北海道電力の収支状況は、泊発電所の長期停止に伴い、火力発電の燃料費などが約2,000億円増加

したことから、大幅に悪化しました。また、平成25年度には、現在の電気料金に反映されている効率化

額と国の査定方針に基づく補正額の合計452億円を上回る460億円程度の効率化が実施されました。平成

26年度には、安定供給の観点から本来であれば実施すべき工事についても、供給支障リスクを大幅に増

加させない範囲で補修工事の繰り延べが行われております。人件費などの効率化額と国の補正額の合計

504億円を上回る590億円程度のコスト削減の取組も行われております。 

 自然エネルギーへの転換については、太陽光発電や風力発電などは、発電時にＣＯ２を排出しないク

リーンなエネルギーであり、また、燃料も必要ありません。しかし、一方で、大規模な電源と同等の発

電量を得るためには広大なスペースが必要となることや、天候などによる出力変動が激しく、安定的な

発電が期待できないことも大きな課題となっております。 

 電気は、ただ発電すればいいというものではなく、使える電気として周波数や電圧などを一定に保つ

必要があることから、電力会社は電気の消費と発電所の出力バランスを24時間365日、常に調整しています。 

 また、電気は大量にためておくことができません。電気の流れは光と同じくらい速く、発電所で発電

された電気は、即、家庭や企業活動などで使用されるので、使う電気の量に合わせて発電しなければな

らず、太陽光発電や風力発電は、導入量が増えると出力変動も大きくなることから、使える電気として

導入するには、瞬時の過不足を素早く調整するための発電所が、どうしても必要になります。その発電

施設は、現在泊原発が停止中で、老朽化した火力発電が現在の電力供給を支えており、その燃料も高騰

している状況です。 

さらなる企業努力はもちろんですが、安定供給と現在の状況などを総合的に考えると、全てを否定す

るものではないものの、意見書案第８号の提出には賛同できません。 

 次に、意見書案第９号オスプレイの配備、全国への訓練地拡散に反対する意見書（案）については、

まずＭＶ－２２オスプレイの安全性と事故率について、2012年９月19日の防衛省の資料によると、10万

飛行時間当たりの事故発生数、事故率は、普天間基地に配備されている改良型のＣＨ－５３Ｅスーパー
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スタリオンでも2.35と、オスプレイの1.93よりも高くなっており、ＣＨ－５３の老朽化の現状を加味す

ると、オスプレイの配備のほうが安全性が増すという意見もあります。 

 しかしながら、それでもオスプレイの垂直モードから水平モード移行時又はその逆の操作時に起こる

事故比率は高く、特に市街地上空でのモード移行は、日本政府が申し出たとおり米軍は慎むべきである

と考えます。 

              （発言する者あり） 

 また、アジア情勢は不安定で、とりわけ朝鮮半島では北朝鮮の核ミサイル開発や南北関係の緊張が続

き、中国の飛躍的台頭と軍事能力拡大もあり、将来の不透明さ、不確実さは増しております。特に、今

の尖閣問題で、中国が強硬姿勢を緩めない中で、オスプレイは従来ヘリコプターに比べ、速度、収容人

数などが２倍、航続距離が８倍、作戦行動半径が４倍という性能であり、配備による中国への牽制効果

はかなりのものであると述べる専門家もおります。 

              （発言する者あり） 

              （「だめだよ」と呼ぶ者あり） 

 また、訓練などの行動範囲を北海道を含む全国に拡散する動きについては、全国知事会でも、沖縄県

の米軍基地負担の軽減ということは、他の自治体がしっかりと取り組んでいかなければいけないこと、

沖縄県以外の都道府県知事が沖縄県の負担軽減をいかに実現していくかということについて議論してい

る途中でもあります。 

よって、我が党としては、今のヘリを飛ばすということの危険性、あるいはオスプレイの持つ能力を

考えると、オスプレイの配備、全国への訓練地拡散について全面的に否定的な意見書案第９号の提出に

は賛同できません。 

             （発言する者あり） 

 以上、議員各位の御賛同をお願いし、討論といたします。（拍手） 

              （「だめだわ」と呼ぶ者あり） 

              （「議長、７番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ７番、小貫元議員。 

              （７番 小貫 元議員登壇）（拍手） 

○７番（小貫 元議員） 日本共産党を代表して、意見書案第１号ないし第９号は可決、意見書案第10

号は否決、決議案第１号は可決を主張して討論を行います。 

 最初に、意見書案第１号希望する教職員全員の再任用と必要な交付税追加措置を国に求める意見書

（案）、あわせて意見書案第２号希望する教職員全員の再任用を求める意見書（案）についてです。 

 国は年金の支給年齢を徐々に引き上げ、65歳にならないと年金が支給されない制度へと変更していま

す。60歳で定年退職を迎えても、再任用にならないと、収入の手だてを失います。その責任は国にあり

ます。希望する教職員全員が再任用となり、なおかつ新卒の教員を雇用するには、大幅に定数を引き上

げていくなど、国の役割は重大です。 

 次に、意見書案第３号「高校・大学教育の無償化」の前進を求める意見書（案）についてです。 

 日本において教育費の負担は重く、日本政策金融公庫の調査では、高校入学から大学卒業までかかる

費用は子供１人当たり平均1,042万円、子供にかかる教育費用は年収の37.7パーセントに上り、過去最高

です。 

日本国憲法第26条は国民にひとしく教育を受ける権利を保障し、教育基本法第４条は「人種、信条、

性別、社会的身分、経済的地位又は門地によって、教育上差別されない」としています。高校教育は進
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学率97パーセントを超える準義務教育というべきものであって、その無償化は世界の流れであり、国際

人権規約にも定められた当然の権利です。授業料無償化への所得制限は、制度の理念を否定し、世界的

に確立された授業料無償化の流れに逆行するものです。 

 私が大学生のとき、1999年に有利子の奨学金の枠が拡大し、金額も選択できるようになりました。そ

して、1998年度の有利子貸与人数が11万人に対して、99年度は24万人に増え、10年後の2009年度には80

万人となりました。本来なら給付制の奨学金をつくるべきですが、その手前に奨学金の枠を拡大するな

ら無利子の枠を拡大すべきでした。ところが、有利子拡大の一方で、無利子の貸与枠は横ばいであり、

有利子拡大が社会人生活のスタートで多額の借金を背負わせて、奨学金負担が重くて返せないという原

因になっています。当時、何てひどいことをするのかと、学生時代に思った記憶があります。 

大学教育の最大の問題は、世界にまれな高学費です。1970年代から大幅に上がり出しました。物価上

昇よりも激しい伸びです。この背景には、政府の教育予算削減があります。学費の減免制度の拡大も重

要ですが、子供を持つ世帯や大学生の最大の負担となっている高い授業料の解決こそ急がれます。 

 次に、意見書案第４号「新たな高校教育に関する指針」の見直しを求める意見書（案）、意見書案第

５号「行き届いた教育」の前進を求める意見書（案）についてです。 

 いずれの学校の段階でも、教育の機会均等という原点に立って学校配置を考えるべきです。学校の統

廃合を迫られる理由の一つが、これもまた教育予算が削減されていることです。北海道は、小・中学校

においても、高校においても、少人数学級の実現と学級数が少なくとも必要な教員数を確保する財源を

保障することを国に求めるとともに、子供の学ぶ権利を保障するという立場に立ち、独自の配置も必要

です。 

 次に、意見書案第６号国家公務員の給与制度の総合的見直しの中止を求める意見書（案）についてです。 

 ８月７日、給与制度の総合的見直しを含む人事院勧告を受け、全国市長会と全国知事会、全国町村会

は、共同コメントを発表しました。以下、ホームページ記載の記事を紹介します。 

 「人事院は、国家公務員給与に地場の賃金をより一層反映させるなど俸級水準を引き下げる方向等で

の勧告を行ったが、地方と都市部の公務員給与水準の格差拡大が生じるばかりでなく、特に地方におい

ては、公務員給与に準拠した賃金を支給している事業所等が多いことも踏まえると、結果として、官民

を通じて地域間格差が拡大することとなりかねないことから、地方と都市部の格差が一層拡大すること

がないよう適切な措置を講ずることを期待すること等を表明した」ということです。 

 今、日本経済を元気にするには、賃上げによる労働者の収入を増やすことです。ここで、公務員の恒

久的賃下げが行われれば、今でさえ低い最低賃金までもが固定化され、民間労働者への悪影響が生まれ

ます。撤回すべきです。 

 次に、意見書案第７号カジノ合法化法に反対する意見書（案）についてです。 

 日本の成人の4.8パーセント、推計536万人にギャンブル依存症の疑いがあるという厚生労働省の研究

班の調査が衝撃を広げています。世界でも最悪のギャンブル依存の広がりが実証されたことで、安倍政

権が秋の臨時国会で狙うカジノ賭博場の解禁、合法化の危険性が鮮明になっています。 

カジノ推進派は、カジノはパチンコや公営賭博とは違う高規格施設で、優良顧客だけを集めるから依

存症患者は増えないと言います。日本のカジノは、厳格な規制下に置くから依存症やさまざまな社会的

問題を起こすことはないと言いますが、現在、国会に提出されているカジノ法案に、そのための具体的

な方策は何も書かれていません。そんな規制や対策などできるはずがないからです。日本は、刑法で賭

博を禁止している国です。社会の実情に合わないなどと、まともな説明もなしにカジノ合法化を進め、

それを成長戦略の目玉に位置づけるなど許されません。 
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カジノによる税収が期待できるとしたら、それはカジノの施設が大もうけすることが前提です。では、

カジノの施設側がもうけるということはどういうことかといえば、カジノに来る客が負ける、お金を失

うということです。客がお金を失うということは、依存症の多い日本人にとっては、人生を失うことに

つながります。多くの人の未来を食い物にして、政治を行うことは許されません。 

 次に、意見書案第８号電力料金再値上げ申請を認可しないことを求める意見書（案）についてです。 

 ５月の福井地方裁判所の判決では、国民の安全よりコストを優先する考え方をきっぱり拒否し、人間

の生存にかかわる権利と電気代の高い低いの問題はてんびんにかけられないと断じました。 

原発は、維持するだけで多額のコストを要します。使用済み核燃料を長期間保管し続けることなど、

将来の大きなコストもあります。電気料金として支払ってきた使用済燃料再処理等引当金は、2013年度

末の残高が２兆5,000億円あります。この引当金や、原発推進で利益を上げてきたプラントメーカーや関

係金融機関などの利益剰余金を基金化し、値上げ回避の財源に回すべきです。 

 次に、意見書案第９号オスプレイの配備、全国への訓練地拡散に反対する意見書（案）についてです。 

 佐賀空港へのＭＶ－２２オスプレイ配備を計画している防衛省は、空港建設に当たって、佐賀県と地

元との間で、自衛隊と共用しないと合意していたことを最近まで知らなかったことも明らかになり、配

備、先にありきの防衛省の地元無視の姿勢が浮き彫りになりました。 

オスプレイは、一度に多数のアメリカ海兵隊を戦地に送り出すためにつくられています。海外への殴

り込みをかけるための機体です。日本の防衛とは関係ありません。アメリカは、財政悪化による軍事費

削減で、オスプレイの調達計画が落ち込んでいます。これを海外に売ることで、アメリカ軍需産業を助

けようというもくろみの一つとして、日本が有力な市場になろうとしています。まさにアメリカに日本

国民の安全を売り渡すことになります。全国への拡散ではなく、配備撤回をすべきです。 

 次に、意見書案第10号魅力ある地方都市の構築へ向けた施策の推進を求める意見書（案）についてです。 

 安倍内閣は６月24日に骨太の方針を閣議決定し、人口減少問題への対策を今後の日本経済の課題の一

つに掲げ、地域戦略として集約と活性化を打ち出しました。地方への財政支出削減を目的に行政サービ

ス縮小に向けた集約化を狙う政府が、道州制を視野に入れつつ新たな自治制度の改編を目指す手法とし

て新たな広域連携を打ち出しています。集約化が進めば進むほど、自治体間の相互依存を抜きに行政サ

ービスもままならない半人前の自治体が増えていくことになります。 

意見書案が示していることが進めば、身近な行政サービスなどを自分が住んでいない自治体から受け

ることになる住民が広範囲に生まれることになります。拠点となる自治体の周りの近隣市町村の住民に

とって物理的に遠くなることによって行政サービスなどが後退しかねません。住民自治の制度そのもの

を大きくゆがめかねないものです。 

片山善博元総務大臣は、５月30日付けの読売新聞で、人口減少を理由に離島や農山漁村を切ってはな

らない、森林や水資源を維持し、食料の供給を担っているではないかと指摘しています。人口減少対策、

地方の活性化と雇用の確保を進めるには、地方切捨てが危惧される集約とネットワーク化の全国展開で

はなく、日本の国土と資源、食料、歴史的文化を支えてきた市町村と地域・集落の活性化を図る真の支

援策こそ求められています。 

地方の活性化には、交付税の削減路線から転換し、地方への財源を確保すること、一生派遣、残業代

ゼロなどという政策から転換し、労働者の雇用などを守ることなどが必要です。なぜ地方の雇用が失わ

れているのか、なぜ子供を産み育てることが選択肢としてとれないのか、その大もとにある国の責任に

メスを入れない限り、魅力ある地方都市とはなり得ません。 

 最後に、決議案第１号議決権を奪う政省令引用方式の条例提案の不採用に関する決議（案）です。 
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 条例作成で政省令をそのまま引用する方式、小樽市の言うリンク方式の問題点について、大きく三つ

の角度から指摘します。 

 第１に、市民との関係です。 

市政の主権者は市民です。条例作成で政令や省令を引用する方式では、条例で定めるべき基準は、政

令若しくは省令の定めるところによるとなります。条例の本文を読んでも何のことかわかりません。そ

して、リンクする政省令を読むと、まず、何が従うべき基準で、何が参酌すべき基準になるかなどとい

うことが記載されています。これは、政省令自体はそれを基に自治体に基準を定めるように求めるため

に必要な条文となっています。しかし、条例の基準では、この条文は丸ごと要りません。ここで示して

いる従うべき基準等は、ほかの条文で記載しているからです。 

小樽市は、自治基本条例によって協働による小樽のまちづくりを進めるとして、４月に同条例を制定

したばかりです。この大前提となることは、情報を市民にわかりやすく提供することから始まります。

問題にしている引用方式は、この大前提を覆す条例の立案方式となります。 

 第２に、議会との関係です。議会の議決権を奪う重大なシステムになるということです。 

８月26日の議案説明が会派にあったとき、福祉部長から、引用方式なのでＡ４、１枚になるという趣

旨の説明を受けた際、私たちは、それでは政省令が変わったとき議決が要らないのではないかと問題を

提起し、そのような条例提案はするべきではないと指摘しました。政省令を引用する場合、政省令で定

めている内容が変更になると、自動的に条例の内容も変更になります。条例で定めた内容が変更になっ

ても、引用する政省令が別の政省令に変わらない限り、文言が変更にならないため議決の対象になりま

せん。 

地方自治法第96条第１項では、「地方公共団体の議会は、次に掲げる事件を議決しなければならない」

として、第１号には「条例を設け又は改廃すること」とあります。このように、議会の議決権として、

条例を設けること、改めること、廃止することがあります。この改めることにおいて問題になる引用方

式では、議会の権限を行使できなくなります。私たち議員は、選挙により議会へと送り出されます。市

政について監視し、チェックすることが議員の役割です。しかし、議案にならなければ、変更内容への

それぞれの議員の賛否が市民に明らかにならない問題点があります。 

 さらには、丸ごと政省令を引用する場合の問題点があります。政省令に二つの施設の従うべき基準な

どが定めてある場合、議員として片方の施設に関しては賛成できるが、もう一つについては反対という

場合であっても、この引用方式では、一つの政省令を引用しているため、反対とせざるを得ません。 

 三つ目の角度は、地方自治体としての責任が問われる重大な問題だということです。 

 国では、地方的・地域的事情を十分に考慮できないことから、これまで政省令で定めてきた基準を条

例制定事項に振り替えました。国で基準をつくるなら、条例で制定する事柄にする必要はありません。

なぜ条例で定めるとされたかということを考える必要があります。地方自治法第１条の２にある「住民

の福祉の増進」を図るため条例を定め、事務を行うことに地方自治体の任務があります。憲法第94条に

は、「地方公共団体は、その財産を管理し、事務を処理し、及び行政を執行する権限を有し、法律の範

囲内で条例を制定することができる」とあります。地方自治法第14条には、「法令に違反しない限りに

おいて第二条第二項の事務に関し、条例を制定することができる」とあります。つまり、法律や政令で

定められていることを処理するために条例を制定することができるということです。 

 問題の引用方式は、政省令が変われば、自動的に自治体の基準も変わるという条例の方式になります。

これは、憲法第94条や地方自治法第14条に定められている自治体の条例制定権を政省令に委ねることと

なり、地方自治が失われかねません。政省令が変更になった場合に議会に報告する、内容が問題となる
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場合は改正案を出す、ということをルール化すればいいという問題ではありません。議決が要らないと

いうことに何ら変わりはありません。新しくルール化をしなければならないところにこの引用方式の破

綻が示されています。議会が修正案を提案することは、地方自治法上、定められている権利です。不満

があるのだったら議会で提案しろというのは、地方自治体としての役割を投げ捨てているとしか言えま

せん。そして、このような問題があるということをわかっていながら事を進める自治体では、自治体の

議会制民主主義に対する態度が問われているということを自覚していないほうが深刻であり、これを許

す市議会与党の体制は、あのパーティー券事件から何を学んだのかも問われる問題であることを指摘し

ておきます。 

              （「そうだ」と呼ぶ者あり） 

              （発言する者あり） 

 そんなことがないのだったら……。それは、討論していただけると思いますので、ここでは言いません。 

              （発言する者あり） 

 条例で定める基準をどうするか、それぞれの会派に考えがあると思います。しかし、この三つの角度

は、政省令の内容がどうあるかとは別の問題です。事務が効率的という理由で抜き書き方式にしないの

であれば、それこそ市職員は何のために仕事をしているのかと、市民から批判が起きることが想像され

ます。市民への説明責任、議会の議決権、自治体としてのあり方、このことを解決するには、たとえ国

が示す基準と同一でも、せめて抜き書き方式に変えることです。 

 以上、各議員への賛同を呼びかけて討論といたします。（拍手） 

              （「かみ合った討論をやれよ」と呼ぶ者あり） 

              （「議長、２番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ２番、千葉美幸議員。 

              （２番 千葉美幸議員登壇）（拍手） 

○２番（千葉美幸議員） 公明党を代表し、意見書案第10号は可決、決議案第１号は否決の討論を行い

ます。 

 まず、意見書案第10号魅力ある地方都市の構築へ向けた施策の推進を求める意見書（案）についてで

す。 

 我が国の15歳未満の子供は、本年４月１日現在、昨年より16万人少ない約1,633万人で、1982年から33

年間連続の減少となりました。日本の将来を支える子供の減少は、経済を衰退させ、年金や医療、介護

などの社会保障制度の基盤を揺るがす大きな問題です。 

国立社会保障・人口問題研究所の出生動向基本調査では、夫婦の理想的な子供の数が2.42になってい

ますが、予定している子供の数を聞くと2.07人で、理想とのギャップがあります。その主な理由として、

子育てや教育にお金がかかりすぎることへの不安や結婚年齢が高年齢化していることなどが挙げられ、

少子高齢化に終止符を打ち、懸念される人口減少社会への道を断つためには、教育費負担の軽減など子

育て支援策の拡充やワーク・ライフ・バランスの推進に取り組み、地域の実情に合った産み育てやすい

環境をつくらなければなりません。 

 また、東京への一極集中は、東京圏への人口の転入超過数を見てもわかるように2013年東京都、神奈

川県、埼玉県、千葉県で前年比２万9,315人増の９万6,524人で、うち東京都だけを見ると７万172人と、

その数字は突出しております。中でも若年者の東京への流出は、地方の人口減少速度を速め、地域経済

をも衰退させる懸念があります。このため、立法、司法、行政をはじめ、経済・金融や研究・学術の機

関など、人、物、お金、そして情報が集中する東京の機能を全国の地方都市へ分散させることは、人口
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減少が続く財政難の地方自治体が住民の生活圏と行政機能を維持する上で必要と考えます。 

 また、地方において、これらの中枢的な機能を担うことのできる都市には、周辺市町村で補うことの

できない医療、介護、教育などの機能を補完し、市町村と連携しながら、その地域の発展を支えるため

に、行政上の機能を一層充実させるとともに、地域活性化のプラットホームとして投資が必要です。 

 そして、人口増を目指す定住圏や、地域ごとに違った問題を抱える地方において、企業誘致や起業を

促すために必要な財政上、税制上の措置を講じ、地域再生に高い効果が期待される事業について、地域

の使いやすさを重視した再編や拡充を行うことは、地域経済を持続可能なものとし、魅力あるまちづく

りを地域主導で行えることにつながります。 

 よって、本意見書案にある事項について適切な措置が講じられることは、地方の活性化を進め、広く

国民の利益に資することは明らかで賛成です。 

 次に、議決権を奪う政省令引用方式の条例提案の不採用に関する決議（案）についてです。 

 本決議案は、条例制定の際、地方自治体が定める基準が国の基準と同一の場合であっても、条例の提

案に当たっては、政省令をそのまま引用する方式を採用しないことを決定する内容の決議案です。条例

整備の方法として、通常の条文策定方式と引用方式については、それぞれメリット、デメリットがあり、

各自治体の考えが分かれていることからも、本市における条例の提案に当たっては、政省令をそのまま

引用する方式を採用しないことを決定づける理由はありません。よって、現段階で本決議案を可決する

には至らないと判断しました。 

 ただ、政省令が改正される場合に、自治体の条例も自動的に改正されることについては、本市の条例

が改正されたことがわからないままにならないよう、私たち議員も政省令の改正の状況を注視していく

ことはもちろん、市には議会に検討内容の報告と審議を担保するための早期ルール化を求めておきます。 

 以上、討論を終わります。（拍手） 

              （「議長、16番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 16番、林下孤芳議員。 

              （１６番 林下孤芳議員登壇）（拍手） 

○１６番（林下孤芳議員） 民主党・市民連合を代表して、議決権を奪う政省令引用方式の条例提案の

不採用に関する決議（案）に否決の討論をいたします。 

 ９月19日の意見書調整会議に先立ち、共産党から政省令改正に伴う小樽市の条例改正についての立案

方式に関する決議案の提出方について提案があり、協議を行いました。協議の中で、提案に至る経緯と

して、政省令改正に伴う小樽市の条例改正について、これだけの重要問題にもかかわらず、小樽市の議

員が全く疑義を感じていないことは問題との説明がありました。 

 私は、この発言は事実に反し、誤解に基づく提案であると判断しております。少なくともこれまで共

産党の代表質問への答弁を踏まえて、議会運営委員会や厚生常任委員会、各会派代表者会議などを通じ

て、問題点は共有してきたと理解されるからであります。 

 確かに、この決議案には、議案第27号、議案第28号との表記はありませんが、共産党が代表質問で取

り上げた政省令改正に伴う小樽市の条例改正に関連して提案されたものと理解されます。私どもは、議

会運営委員会の協議の場で総務部長の答弁の真意をもう一度確かめて協議すべきと提案し、問題点を確

認し、協議を経て、委員会での協議が進められてきたものと理解しております。その後も総務部長の答

弁を踏まえ、厚生常任委員会の理事会や委員会で一定の理解の下に第４回定例会までに一定の結論を得

ることで合意がなされたと理解されますが、現在、総務部長の下で、ルールづくりが進められているこ

とを踏まえれば、今、会派間の協議も不十分なままでの突然の決議案の提出は、今後の会派間の協議に
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も支障を与えることが懸念されます。 

              （発言する者あり） 

そうした意味で理解に苦しんでいるところでございます。 

             （発言する者あり） 

 よって、現状では、否決を主張せざるを得ません。以上をもって討論といたします。（拍手） 

              （発言する者あり） 

○議長（横田久俊） お静かに願います。 

              （「話にならん」と呼ぶ者あり） 

              （「議長、６番」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） ６番、安斎哲也議員。 

              （６番 安斎哲也議員登壇）（拍手） 

              （発言する者あり） 

○６番（安斎哲也議員） 一新小樽を代表し、決議案第１号議決権を奪う政省令引用方式の条例提案の

不採用に関する決議（案）に否決の態度を主張し、討論いたします。 

 この決議案は、政省令が改正される場合に市の基準も自動的に変わり、議決を得ずに内容が変更され

ることを危惧し、この引用方式を採用しないことを求めて提案されました。 

 今定例会には、政省令の引用方式で、子ども・子育て支援法の制定に伴い、２件の議案が提出されま

した。自治体条例が法令の規定を引用すること自体は違法ではありませんが、引用方式を採用した他都

市の例では、条例制定の際に、その自治体に合ったものを規則で定める手法をとるなどしています。ま

た、対象事項を引用し、基準を定める自治体もあります。 

政省令をそのまま引用した場合、議会の議決なく条文が自動的に変わるというデメリットもあります

が、政省令を引用することによるメリットとしては、小樽市独自の基準があるのかなど、自治体それぞ

れで違いがわかるということもあります。ただし、政省令改正時においては万全の対処が必要ですし、

基準として示された部分に関しては、十分な検討をし、それらを適用することが妥当であると判断いた

します。 

 小樽市においては、今後、条例立案のルール化、引用方式への対処方法が検討され、示されるとのこ

とでありますので、それらを見極めて判断する必要があります。 

 よって、現段階での決議案第１号の可決はいったん見送り、否決として討論を終えます。（拍手） 

              （発言する者あり） 

○議長（横田久俊） 討論を終結し、これより順次、採決いたします。 

 まず、決議案第１号について採決いたします。 

 可決とすることに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（横田久俊） 起立少数。 

 よって、否決されました。 

 次に、意見書案第１号ないし第７号について一括採決いたします。 

 可決とすることに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（横田久俊） 起立少数。 

 よって、否決されました。 
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 次に、意見書案第８号について採決いたします。 

 可決とすることに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（横田久俊） 可否同数であります。 

              （発言する者あり） 

 よって、地方自治法第116条の規定により、議長において可否を裁決いたします。 

 本件につきましては、議長は否決と裁決いたします。 

 次に、意見書案第９号について採決いたします。 

 可決とすることに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（横田久俊） 起立多数。 

 よって、さように決しました。 

 次に、意見書案第10号について採決いたします。 

 可決とすることに、賛成の議員の起立を求めます。 

              （賛成者起立） 

○議長（横田久俊） 起立多数。 

 よって、さように決しました。 

 次に、ただいま決定いたしました以外の意見書案について、一括採決いたします。 

 いずれも可決とすることに、御異議ございませんか。 

              （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（横田久俊） 御異議なしと認め、さように決しました。 

 以上をもって、本定例会に付託されました案件は、全て議了いたしました。 

 第３回定例会は、これをもって閉会いたします。 

                   閉会 午後 ５時３３分 
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第３回定例会

提出者 小樽市議会議員

同

同

平成 26年 9月 22日

議決年月日 議決結果

年金支給開始年齢「繰延べ」が続き、昨年４月以降の退職者からは、全く収入のない期間が生じて

います。定年退職後、生活の糧を全て失うことになるこの期間の生活維持のため、政府は60歳定年以

降も働き続けることを望む全ての労働者の雇用継続のための制度・措置を企業に義務付け、昨年４月

からは60歳からの継続雇用に「選定基準」などを設けることを禁ずる改正高齢者雇用安定法が施行さ

れています。

この高年法改正は公務員にも適用され、政府は３月26日、国家公務員の雇用と年金の接続について

「定年退職する職員が公的年金の支給開始年齢に達するまでの間、再任用を希望する職員については

再任用するものとする」と閣議決定しました。３日後の同月29日には総務副大臣通知が出され、各都

道府県においてもこれに準じた措置を講ずることとされています。

ところが、道内の道立高校、公立小中学校に勤務する教職員については、再任用が全く保障されな

い異常な事態が生じています。今春（平成26年３月）道立高校を退職した教員では、退職者218人中

「再任用」できた者は80人にすぎず、実に希望者の３人に１人が「辞退」を強いられています。

「無年金期間」が生じ、再任用希望者が増加する一方、子供の減少による教員の定数減が生ずる来

年度以降の事態は一層深刻です。制度設計や財政負担を地方任せにした現状のままでは、来年３月も

道内公立学校で今年を上回る大量の教職員の「分限（解雇）扱い」が生じ兼ねません。原因は、制度

設計や財政負担を地方任せにする政府の施策にあり、速やかな対策が講じられる必要があります。

そもそも人事院は平成23年９月、本年から生ずる公務員の無年金期間について職員の「定年延長」

を行う意見の申出を行いました。この方針を政府が転換し、現行「再任用制度」で対応するとしたの

ですから、制度は再任用でも「雇用と年金の接続」を確実に行う責任が国に求められるのは当然で

す。対策は待った無しです。道、道教委が任命権者として責任を果たさなければならないのは当然で

すが、「定年延長ではなく、再任用制度による」と制度の大枠を作った政府が財政支援を必要とする

都道府県に交付税等の追加措置を講ずるなどの責任があります。

道教委がこのまま現行制度の枠内での対策に終始すれば、事実上の「３月解雇」や新採用の大幅抑

制、期限付教職員の「雇止め」も起き兼ねず、若年層教職員の雇用にも大きく影響し、一人高齢層教

職員の問題にはとどまりません。

道教委が「国の動向を見極めて」などと、現行制度の延長上の対策にとどまっている状況も問題で

す。地域では学校統廃合などにより学校が次々と無くなり、教育の機会均等の原則が脅かされていま

す。少人数学級など、どの子供にも行き届いた教育を行うための定数増や定員外措置と併せて再任用

問題も解決が図られれば、子供の教育を受ける環境も前進します。希望する全ての教職員の再任用保

障へ、下記項目について、速やかな国の指導と必要な財政措置の実施を要望します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１　希望する全ての教職員の再任用実現へ、国は対策が求められる都道府県への交付税等、必要な

　財政支援を行うこと。

２　希望者全員の再任用に伴い、新採用者の極端な減少や期限付教職員が雇止めされることのない

　ようにすること。

３　以上を実現するためにも、教育条件整備にも必要な定数外措置（大幅な定数増）を行うこと。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

小 樽 市 議 会

平成26年9月22日 否 決

平 成 ２ ６ 年
意見書案第１号

小 樽 市 議 会

希望する教職員全員の再任用と必要な交付税追加措置を国に求める意見書（案）

川　畑　正　美

林　下　孤　芳

新  谷  と  し



第３回定例会

提出者 小樽市議会議員

同

同

平成 26年 9月 22日

議決年月日 議決結果

年金支給開始年齢の「繰延べ」が続き、昨年４月以降の退職者からは、全く収入のない期間が生じ

ています。定年退職後、生活の糧を全て失うことになるこの期間の生活維持のため、政府は60歳定年

以降も働き続けることを望む全ての労働者の雇用継続のための制度・措置を企業に義務付け、昨年４

月からは60歳からの継続雇用に「選定基準」などを設けることを禁ずる改正高齢者雇用安定法が施行

されています。

この高年法改正は公務員にも適用され、政府は３月26日、国家公務員の雇用と年金の接続について

「定年退職する職員が公的年金の支給開始年齢に達するまでの間、再任用を希望する職員については

再任用するものとする」と閣議決定しました。３日後の同月29日には総務副大臣通知が出され、各都

道府県においてもこれに準じた措置を講ずることとされています。

ところが、道内の道立高校、公立小中学校に勤務する教職員については、再任用が全く保障されな

い異常な事態が生じています。今春（平成26年３月）道立高校を退職した教員では、退職者218人中

「再任用」できた者は80人にすぎず、実に希望者の３人に１人が「辞退」を強いられています。

「無年金期間」が生じ、再任用希望者が増加する一方、子供の減少による教員の定数減が生ずる来

年度以降の事態は一層深刻です。制度設計や財政負担を地方任せにした現状のままでは、来年３月も

道内公立学校で今年を上回る大量の教職員の「分限（解雇）扱い」が生じ兼ねません。原因は、制度

設計や財政負担を地方任せにする政府の施策にあり、速やかな対策が講じられる必要があります。

そもそも人事院は平成23年９月、本年から生ずる公務員の無年金期間について職員の「定年延長」

を行う意見の申出を行いました。この方針を政府が転換し、現行「再任用制度」で対応するとしたの

ですから、制度は再任用でも「雇用と年金の接続」を確実に行う責任が国に求められるのは当然で

す。

道教委がこのまま現行制度の枠内での対策に終始すれば、事実上の「３月解雇」や新採用の大幅抑

制、期限付教職員の「雇止め」も起き兼ねず、若年層教職員の雇用にも大きく影響し、一人高齢層教

職員の問題にはとどまりません。

道教委が「国の動向を見極めて」などと、現行制度の延長上の対策にとどまっている状況も問題で

す。地域では学校統廃合などにより学校が次々と無くなり、教育の機会均等の原則が脅かされていま

す。少人数学級など、どの子供にも行き届いた教育を行うための定数増や定員外措置と併せて再任用

問題も解決が図られれば、教育条件も前進します。希望する全ての教職員の再任用保障へ、必要な制

度設計を行うよう求め、下記の項目について速やかな措置を要望します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１　希望する全ての教職員の再任用実現へ、必要な制度設計を行うこと。

２　希望者全員の再任用に伴い、新採用者の極端な減少や期限付教職員が雇止めされることのないよ

　うにすること。

３　以上を実現するためにも必要な定数外措置（大幅な定数増）を行うこと。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

小 樽 市 議 会

平成26年9月22日 否 決

平 成 ２ ６ 年
意見書案第２号

小 樽 市 議 会

希望する教職員全員の再任用を求める意見書（案）

林　下　孤　芳

新  谷  と  し

北  野  義  紀



第３回定例会

提出者 小樽市議会議員

同

同

平成 26年 9月 22日

議決年月日 議決結果

　2014年４月の高校入学生から「高校無償化」への所得制限が導入されました。

これは、「あなたの学びを社会全体で支えます」という「高校無償化」制度の理念を根本から踏み

にじり、「原則無償」から「原則有償」へと制度を大きく後退させるものです。それは、高校生や父

母、国民に対する約束違反であると同時に、政府が2012年に留保を撤回した、中等教育の漸進的無償

化を定めた国際人権規約に違反する、世界への約束違反でもあります。

就学支援金の受給に所得証明の提出が義務付けられ、高校生や保護者の新たな負担となり、所得証

明の提出が困難な高校生や保護者が就学支援金を受けられないおそれもあり、自治体、学校の事務量

が膨大になっています。また、授業料を払う生徒と払わない生徒、就学支援金を受給できる生徒と受

給できない生徒が、同じ学校や学級の中で学ぶことになり、各家庭の経済状況が可視化され、生徒を

分断し精神的苦痛を与えています。ＯＥＣＤ諸国で高校授業料に所得制限を導入している国はなく、

大多数の国々は高校無償化を実現しています。

非課税世帯の高校生に支給される「奨学のための給付金」は実質的な給付制奨学金であり、この間

の無償教育を求める運動と世論の成果とすることができますが、その財源が年収910万円以上の世帯

の高校生から徴収した授業料であることは大きな問題です。また、「学び直しへの支援」として、高

校中退者が再入学した場合、標準修業年限を超えても最長２年まで就学支援金を支給するとしていま

す。しかしながら、病気や留学以外の理由で留年した生徒は含まれていません。全ての高校生の修学

を保障し、教育の無償化を進めていくことが求められています。

日本の「教育機関への公財政支出の対ＧＤＰ比（2010年度）」は3.6パーセントでＯＥＣＤ諸国の

中では４年連続最下位となっています。段階的にＯＥＣＤ平均並みの5.4パーセントまで引き上げて

いけば、就学前から大学まで教育の無償化を進めることが可能となります。一日も早く、公私ともに

高校・大学の無償化を前進させ、社会全体で高校生・大学生の学びを支えることが強く求められてい

ます。

　よって、国会及び政府に対し、下記の事項を実現するよう強く要請します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１　国は「高等学校等就学支援金」への所得制限をやめて「高校授業料無償化」を復活すること。

２　国は、所得制限による財源ではなく、教育予算を増やして、高校生・大学生に対する「給付制奨

　学金」制度を作ること。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

小 樽 市 議 会

平成26年9月22日 否 決

平 成 ２ ６ 年
意見書案第３号

小 樽 市 議 会

「高校・大学教育の無償化」の前進を求める意見書（案）

林　下　孤　芳

中　島　麗　子

新  谷  と  し



第３回定例会

提出者 小樽市議会議員

同

同

平成 26年 9月 22日

議決年月日 議決結果

北海道教育委員会（以下、道教委）は平成18年８月「新たな高校教育に関する指針」（以下、「指

針」）を発表し、平成20年から順次指針内容を実施しています。この「指針」第６章「教育水準の維

持向上を図る高校配置」の中で「高校配置の考え方」として「１学年４～８学級を望ましい学校規模

とし、再編整備などを進めます」と明記し、学級定員を40人に固定した上で「特例２間口校」制度の

廃止も示しました。小規模校の取扱いでは、近隣高校との再編を進め、その判断を１学年２学級以下

校においては、通学区域における中学校卒業者数の状況、欠員状況、地元からの進学率などを根拠と

するとしています。

しかしながら、こうして「高校配置計画」を推し進めた結果を道教委は検証するわけでもなく、保

護者や地域住民の声を聴くために開催している「地域別検討協議会」では意見を聴き置くのみの状況

に、参加者から「意見が全く生かされていない」との批判が募っています。それは、各自治体が地域

の高校で学ぶ環境を充実させようと、本来道教委が行うべき就学のための諸策を行っているにもかか

わらず、言わば「機械的」に地域の高校を統廃合していることの証左です。この10年間で道立高校は

35校が統廃合されました。現在、１学年３学級以下の小規模校は全207校のうち、その４割に当たる

86校に上ります。このまま「指針」に基づいて「高校配置計画」が進めば、地域の子供の学習権を脅

かし兼ねません。

「指針」が「望ましい学校規模」維持の利点として、「多様な個性を持つ生徒と出会うことによ

り、お互いに切さたく磨する機会が得られる」「生徒の学習ニーズに応える多様で柔軟な教育課程が

編成できる」「より多くの教職員の指導により、多様な見方や考え方が学べる」「生徒会活動や部活

動が活性化し充実する」ことを挙げていますが、こうしたことは小規模校でも工夫次第で実現可能で

あり、逆に地域の高校が無くなることで通学時間が長くなり課外活動などが十分にできない事態も起

こっています。小規模校の利点は、生徒一人一人に目が行き届き、地域に根ざした学校教育を受ける

ことができる点です。現に卒業生は充実した生活を送り、母校への誇りを持って社会へ巣立っていま

す。また、都市部では「多様化再編」を名目に各々の高校の文化や歴史を顧みず、大規模な統廃合も

住民の声を十分に聴かないまま進められています。

一方で道教委は高校統廃合を続けながら、スーパーグローバルハイスクール事業やアドバンストモ

デル校の生徒を対象にした学習合宿の実施など、教育予算を「学力向上」の名の下に特定の高校に集

中しています。こうした手法は、教育委員会が本旨とすべき「教育の機会均等」の理念を自ら放棄す

るものと批判されても仕方ありません。

今求められるのは、「指針」を見直し、地域の高校が高校としての機能を果たせる施策の実現であ

り、全ての子供の学ぶ権利の保障です。

　よって、道及び道教委に対し、下記の事項を実現するよう強く要請します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１　道・道教委は「新たな高校教育に関する指針」を見直し、子供の学ぶ権利を保障すること。

２　道・道教委は独自に少人数学級を高校で実施し、「機械的」高校統廃合を行わないこと。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

小 樽 市 議 会

平成26年9月22日 否 決

平 成 ２ ６ 年
意見書案第４号

小 樽 市 議 会

「新たな高校教育に関する指針」の見直しを求める意見書（案）

川　畑　正　美

林　下　孤　芳

新  谷  と  し



第３回定例会

提出者 小樽市議会議員

同

同

平成 26年 9月 22日

議決年月日 議決結果

全国の多くの自治体が独自に少人数学級を実施しています。国は、地方の動きに後押しさ
れ、2011年度は小学校１年生で、2012年度は小学校２年生で35人以下学級を実施しました。
しかし、安倍政権に代わった2013年度以降は、父母・国民の期待に背を向け、35人以下学級
の前進を見送り、教職員定数改善計画も1959年に開始して以来、初の「純減」を強行しまし
た。

今学校では、いじめ・体罰の問題や「全国一斉学力テスト」体制による競争主義教育に
よって、多くの子供たちが苦しんでいます。さらに、子供たちを守るべき教職員も長時間過
密労働で追い詰められています。こうした状況を変えていくために、少人数学級実現や教職
員定数増は大きな力を発揮します。国に先駆けて少人数学級を実施している自治体では、学
級規模が小さくなることで不登校や生活指導の件数が減り、学習に対する理解や意欲も高ま
り、また、定数増で教職員が子供と向き合う時間が増えて学校が落ち着いてきたなど、これ
らの施策が有効であることが報告されています。

しかし、少人数学級実現や教職員定数増を自治体だけの負担に転嫁するならば、財政力の
違いによる自治体間格差が生じることになります。教育の機会均等を保障するためには、国
が責任を持って少人数学級実現と教職員定数増を行うことが強く求められています。

国が構造改革路線を突き進み、地方にしわ寄せを行い「定数崩し」等の安上がり政策を進
めてきた結果、学校では臨時・非常勤職員が増え続けています。こうした非正規頼みの状態
は、子供たちにとっても、共に働く教職員にとっても、十分な教育環境ではありません。教
職員定数を改善するとともに、臨時・非常勤の正規化を進める必要があります。

日本の「教育機関への公財政支出の対ＧＤＰ比（2010年度）」は3.6パーセントでＯＥＣ
Ｄ諸国の中では４年連続最下位となっています。段階的にＯＥＣＤ平均並みの5.4パーセン
トまで引き上げていけば、小・中・高校の30人以下学級の実現のみならず、就学前から大学
まで教育の無償化を進めることが可能となります。

地方に負担を押しつけることなく、国の責任による教育条件整備を進めることが必要で
す。
　よって、国会及び政府に対し、下記の事項を実現するよう強く要請します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１　国の責任で、全ての小・中学校、高校で30人学級を実現すること。
２　国は、新たな教職員定数改善計画を作り、計画的に教職員を増やすこと。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

小 樽 市 議 会

平成26年9月22日 否 決

平 成 ２ ６ 年
意見書案第５号

小 樽 市 議 会

「行き届いた教育」の前進を求める意見書（案）

林　下　孤　芳

中　島　麗　子

新  谷  と  し



第３回定例会

提出者 小樽市議会議員

同

同

平成 26年 9月 22日

議決年月日 議決結果

　今年の人事院勧告で、月例給・一時金とも７年ぶりの賃上げとなりました。

しかし、50歳代後半の高齢層の号俸については、ほとんど抑制されたままです。さらに、

今年は一時的に「賃上げ」となりましたが、来年から民間地場賃金の低い下位12県に合わせ

て一旦俸給表を平均２パーセント程度引き下げた上で、東京特別区を始めとする大都市圏に

は地域手当を支給して賃金を上乗せする勧告を行いました。

国家公務員は全国一斉の行政サービスを行います。また、生計に要する費用は全国どこに

いても大きくは変わりません。

現行でも18パーセントの地域較差があり、これを更に20パーセントに拡大することは、国

家公務員法第62条で定める「職員の給与は、その官職の職務と責任に応じてこれをなす。」

という職務給原則に反するばかりか、大都市部と地方での賃金格差の固定化につながりま

す。また、地方公務員等の給与にも影響することから、消費支出の減少により地域経済のさ

らなる疲弊につながるため、下記の事項を要望します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１　人事院勧告のうち「給与制度の総合的見直し」に当たっては、中止を求めること。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

小 樽 市 議 会

平成26年9月22日 否 決

平 成 ２ ６ 年
意見書案第６号

小 樽 市 議 会

国家公務員の給与制度の総合的見直しの中止を求める意見書（案）

林　下　孤　芳

新  谷  と  し

北  野  義  紀



第３回定例会

提出者 小樽市議会議員

同

同

平成 26年 9月 22日

議決年月日 議決結果

安倍晋三内閣が閣議決定した「改訂成長戦略」にカジノ解禁が盛り込まれました。継続審

議になっているカジノ合法化法案（特定複合観光施設区域の整備の推進に関する法案）を安

倍首相は、次の臨時国会で成立を目指しています。社会の風俗を害する行為として刑罰で禁

じられている「賭博」の合法化です。しかも、具体的な規制策や弊害への対策は全て、カジ

ノ合法化法成立後１年以内に、政府の責任で整備する「実施法」段階に先送りし、白紙委任

のようにカジノ合法化だけを決めるという乱暴なものです。

日本弁護士連合会は、カジノ合法化法案に反対する意見書を発表しました。意見書は、政

府が進める「アベノミクス」の「第５の矢」と位置付けられるカジノ合法化について、その

経済効果のプラス面のみがけん伝され、経済的なマイナス要因の可能性について「客観的な

検証はほとんどされていない」と指摘し、暴力団対策・マネーロンダリング（資金洗浄）対

策・ギャンブル依存症の拡大・多重債務問題再燃の危険性・青少年の健全育成への悪影響―

など、カジノ解禁がもたらす問題点を挙げています。

今年８月、厚生労働省は病的ギャンブラーが全国で推計536万人になると発表しました。

成人全体の4.8パーセントで諸外国に比べて日本の割合が高いと指摘されています。

よって、国においては、社会を壊し、国民を苦しめるカジノ合法化をきっぱり断念するこ

とを強く求めるものです。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

小 樽 市 議 会

平成26年9月22日 否 決

平 成 ２ ６ 年
意見書案第７号

小 樽 市 議 会

カジノ合法化法に反対する意見書（案）

林　下　孤　芳

新  谷  と  し

北  野  義  紀



第３回定例会

提出者 小樽市議会議員

同

同

平成 26年 9月 22日

議決年月日 議決結果 可否同数により議長裁決

平 成 ２ ６ 年
意見書案第８号

小 樽 市 議 会

電力料金再値上げ申請を認可しないことを求める意見書（案）

成　田　祐　樹

林　下　孤　芳

新  谷  と  し

　北海道電力は７月31日に、電力料金値上げの認可を国に申請しました。

今回の値上げ案は、国の認可が必要な家庭向けの平均が17.03パーセント、国の認可が不

必要な企業向けの平均が22.61パーセントで、どちらも昨年９月の値上げの２倍を超える大

幅なものです。

標準的家庭（契約電流30アンペア、電力使用量260キロワットアワー）では、１か月1,069

円、14.78パーセント上がって月額8,302円となり、道民の暮らしと営業に重大な影響を及ぼ

すことは明らかです。

今回の再値上げに関しては、「節電ももう限界」、「もっと経営努力を示してほしい」

と、道民はもとより経済界、道内自治体からも厳しい批判の声が揚がっています。

北海道電力は値上げ理由を、泊原発の再稼働が遅れ、電力供給の８割を依存する火力発電

の燃料費が急増したためとしています。しかし、道民の多数は原発ゼロを願い、再稼働を

願っていません。

今回の再値上げ案の発表を前に、国（経済産業省）からは、一層の経営努力による経費圧

縮を求める要請があったと報道されています。しかし、求められたような経営努力や社長ら

重役陣の人件費の削減も曖昧なままです。

昨年の値上げと今回の再値上げ申請の背景には、電力需要の４割を原発に依存する北海道

電力固有の原発依存体質が大きく影響しています。今、北海道電力がやるべきことは原発の

早期再稼働ではなく、原発ゼロを願う多数の道民の声に応え、安全で再生可能な自然エネル

ギーへの転換です。

よって、本市議会は、北海道電力が電力料金の再値上げ認可申請を撤回することを強く求

めるとともに、国や道においては認可申請に対し厳しい姿勢で臨み、認可しないことを求め

るものです。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

小 樽 市 議 会

平成26年9月22日 否 決



第３回定例会

提出者 小樽市議会議員

同

同

同

平成 26年 9月 22日

議決年月日 議決結果 賛 成 多 数

日米両政府は、沖縄県の米海兵隊普天間基地に配備されている垂直離着陸機ＭＶ－２２オ

スプレイの作戦、訓練など行動範囲を全国に一気に拡大する動きを強めています。防衛省が

オスプレイ訓練移転先として、北海道大演習場をはじめ、全国で５か所を候補地としている

ことが判明しました。

オスプレイは、米海兵隊が任務とする他国への侵攻作戦を強化するため導入した新型輸送

機です。開発段階で墜落事故を繰り返し多数の死者を出しています。2012年の普天間基地へ

の配備直前にも、アフリカ・モロッコで墜落し米兵２名死亡、米フロリダ州で墜落し５名が

負傷など事故を相次いで起こしています。一連の事故はオスプレイの元技術データ主任分析

官が述べているように「オートローテーション機能（自動回転）の欠如により事故はいつか

起こり得る」、「エンジンが停止すればオスプレイは操縦不能になり、どこにでも墜落す

る」という構造的欠陥によるものです。防衛省の「航空機の安全性の確保に関する訓令」に

よっても、「全発動機が不作動である状態で、できる限り自動回転飛行により安全に侵入

し、及び着陸できるものでなければならない」と、航空法に準拠し、自衛隊機にも自動回転

能力を求めており、防衛省が定める安全基準を満たしていないものです。

アメリカでは、オスプレイの騒音や環境に悪影響を与える可能性があると、テスト飛行を

取りやめたところもあります。ところが米軍は、沖縄では「学校や病院を含む人口密集地域

上空を避ける」とした日米合意に違反する危険な飛行を繰り返しています。

政府は2015年度から陸上自衛隊に導入するオスプレイを佐賀空港に配備することにしまし

た。沖縄県の仲井真弘多知事が、普天間基地に代わる新基地建設のため名護市辺野古沿岸域

の埋立てを承認したのと引換えに、現在24機態勢のオスプレイの半分程度を県外に配備する

よう求めたことによります。これは、辺野古の海兵隊新基地を拠点にしてオスプレイの沖縄

配備を恒久化するとともに、騒音被害や墜落など重大事故の危険を全国に拡散するものでし

かありません。

よって、本市議会は、道（市町村）民の生命、財産及び安心・安全な生活を守る立場か

ら、国に対し、ＭＶ－２２オスプレイの国内への配備及び北海道はもとより全国への訓練地

移転と訓練空域拡大を行わないよう強く求めます。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

小 樽 市 議 会

平成26年9月22日 可 決

平 成 ２ ６ 年
意見書案第９号

小 樽 市 議 会

オスプレイの配備、全国への訓練地拡散に反対する意見書（案）

中　村　岩　雄

高　橋　克　幸

林　下　孤　芳

新  谷  と  し



第３回定例会

提出者 小樽市議会議員

同

同

同

平成 26年 9月 22日

議決年月日 議決結果 賛 成 多 数

低迷していた日本経済が今再び力を取り戻しつつある中で、政府は、さらなる日本の前進
に向けて、新たな成長戦略を発表するなど積極的な姿勢で取り組んでいます。

長年の課題であった少子高齢化に終止符を打ち、懸念される人口急減社会への道を断つた
め、合計特殊出生率の向上や子育て支援策の拡充、ワークライフバランスの推進に全力で取
り組む時に来ているとともに、東京への一極集中や地方経済の衰退による地域の活力低下に
対し、新たな雇用の場の創出や、新たな魅力の創造、あらゆる機能の集約化を図り、地方の
活性化を急速に進めることは広く国民の利益に資することになります。

よって、国においては、下記の事項について適切な措置を講じられるよう強く要望しま
す。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１　立法、司法、行政を始め、経済・金融や研究・学術の機関などを全国の地方都市に分散
　させること。
２　地方において中枢的な機能を担うことのできる都市については、近隣市町村と連携し、
　その地方の発展を支えるとともに、国内全体の推進力として力を発揮できる体制を構築す
　るために、様々な権限の委譲を含め、行政上の機能を一層充実させるとともに、地域活性
　化のプラットフォームとして集中的な投資を行うこと。
３　人口増加を目指す定住圏等において、新たな雇用の場を創出し、若い世代が暮らしやす
　く、子育てしやすい環境づくりに取り組めるよう、地域再生に高い効果が期待される事業
　について、地域の使いやすさを重視した再編や拡充を行うこと。
４　首都圏から全国へ、大都市から地方への人の流れを生み出せるよう、Ｕターン、Ｉター
　ンの促進や地域おこし協力隊、新・田舎暮らし隊の推進、都市高齢者の地方への住み替え
　を容易にする支援措置等に取り組むこと。
５　地方における企業誘致や起業を促進するために必要な財政上、税制上の措置を講ずるこ
　と。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

小 樽 市 議 会

平成26年9月22日 可 決

平 成 ２ ６ 年
意見書案第１０号

小 樽 市 議 会

魅力ある地方都市の構築へ向けた施策の推進を求める意見書（案）

成　田　祐　樹

松　田　優　子

鈴　木　喜　明

林　下　孤　芳



第３回定例会

提出者 小樽市議会議員

同

同

同

同

平成 26年 9月 22日

議決年月日 議決結果 全 会 一 致

軽度外傷性脳損傷は、交通事故や高所からの転落、転倒、スポーツ外傷などにより、頭部

に衝撃を受け、脳内の情報伝達を担う「軸索」と呼ばれる神経線維が断裂するなどして発症

する病気です。

主な症状は、高次脳機能障害による記憶力・理解力・注意力の低下を始め、てんかんなど

の意識障害、半身麻ひ、視野が狭くなる、匂い・味が分からなくなるなどの多発性脳神経麻

ひ、尿失禁など複雑かつ多様です。

この病態は、世界保健機構（ＷＨＯ）において定義付けがなされており、他覚的・体系的

な神経学的検査及び神経各科の裏付け検査を実施すれば、外傷性脳損傷と診断することがで

きると報告されています。

しかしながら、この軽度外傷性脳損傷は、日本の医療において知られておらず、また、Ｍ

ＲＩなどの画像検査では異常が見つかりにくいため、労災や自賠責保険の補償対象にならな

いケースが多く、働けない場合には経済的に追い込まれるケースもあるのが現状です。

さらに、本人や家族、周囲の人たちもこの病態を知らないために誤解が生じ、職場や学校

において理解されずに、悩み、苦しんでいるケースが多々あります。

　以上のことから、医療機関を始め、国民・教育機関への啓発・周知が重要と考えます。

よって、国においては、現状を踏まえて、下記の事項について適切な措置を講じるよう強

く要望します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１　業務上の災害又は通勤災害により軽度外傷性脳損傷となり、後遺障害が残存した労働者

　を、労災の障害（補償）年金が受給できるよう、労災認定基準を改正すること。

２　労災認定基準の改正に当たっては、他覚的・体系的な神経学的検査法など、画像に代わ

　る外傷性脳損傷の判定方法を導入すること。

３　軽度外傷性脳損傷について、医療機関を始め国民、教育機関への啓発･周知を図ること｡

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

小 樽 市 議 会

平成26年9月22日 可 決

平 成 ２ ６ 年
意見書案第１１号

小 樽 市 議 会

軽度外傷性脳損傷に関わる周知及び労災認定基準の改正などを要請する意見書（案）

吹　田　友三郎

斉  藤  陽一良

斎　藤　博　行

中　島　麗　子

佐々木 　 　茂



第３回定例会

提出者 小樽市議会議員

同

同

同

同

平成 26年 9月 22日

議決年月日 議決結果 全 会 一 致

子育て支援は、国や各自治体の取組により、妊娠・出産・育児と切れ目のない支援策が講
じられてきましたが、現在、大きな議題になっているのが出産前と直後の対応です。特に、
妊娠中からの切れ目のない継続的な支援が必要です。

出産により女性の心身には大きな負担が生じます。特に出産直後から１か月間は、身体的
な負荷に加えて、急激なホルモンバランスの変化で、精神的に不安定になる傾向が強く、十
分な休養とサポートが必要です。

近年、晩婚・晩産により女性の出産年齢が年々高くなってきています。出産する女性の親
も高齢化しており、十分な手助けを受けられない状況があります。また、核家族化が進み、
地域との交流も希薄化している中で、不安を抱えたまま母親としての育児がスタートする
ケースが多くなっています。

良好な母子の愛着形成を促進する上で、出産直後の１か月間が最も大事な時期であり、さ
らには産後早期の親子関係が、虐待や育児放棄の予防・早期発見などの役割も果たすと言わ
れています。したがって、出産直後の母親への精神的・身体的なサポートは欠かせないもの
となってきています。

国は平成26年度の予算に、これまで支援が届かなかった出産後の女性の心身をサポートす
る「妊娠・出産包括支援モデル事業」を計上しました。少子化対策を進めるに当たって「産
後ケア対策」は喫緊の課題であり、早急に確立する必要があることから、下記の項目の実現
を強く求めるものです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１　「妊娠・出産包括支援モデル事業」を着実に実施すること。その上で、本事業の成果を
　速やかに検証し、全国の自治体で円滑に産前・産後の支援、特に産後ケアを提供できる体
　制を構築すること。
２　モデル事業の展開に当たっては、経済的な理由により、産後ケアが受けられないことが
　ないよう、利用者負担軽減策を同時に実施すること。
３　単なる家事支援ではなく、出産後の母子のこころとからだの適切なケアが提供できるよ
　う、産後ケアを担う人材育成を目的とした研修を行うこと。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

小 樽 市 議 会

平成26年9月22日 可 決

平 成 ２ ６ 年
意見書案第１２号

小 樽 市 議 会

産後ケア体制の支援強化を求める意見書（案）

吹　田　友三郎

川　畑　正　美

斉  藤  陽一良

上　野　智　真

斎　藤　博　行



第３回定例会

提出者 小樽市議会議員

同

同

同

同

平成 26年 9月 22日

議決年月日 議決結果 全 会 一 致

独立行政法人日本学生支援機構の奨学金制度は、経済的理由により修学が困難な大学生等
を対象とした国が行う貸与型の奨学金で、無利息の第一種奨学金と年３パーセントを上限と
する利息付きの第二種奨学金があります。平成24年度の貸付実績は、第一種が約40万2,000
人、第二種が約91万7,000人となっています。

しかしながら、近年、第一種、第二種とも、貸与者及び貸与金額が増加する中、長引く不
況や就職難などから、大学を卒業しても奨学金の返還ができずに生活に苦しむ若者が急増し
ており、平成24年度の返還滞納者数は約33万4,000人、期限を過ぎた未返還額は過去最高の
約925億円となっています。

同機構は、返還が困難な場合の救済手段として、返還期限の猶予、返還免除、減額返還な
どの制度を設け、平成24年度からは無利息の第一種のみ「所得連動型無利子奨学金制度」を
導入しています。さらに、平成26年度からは延滞金の賦課率の引下げを実施しています。し
かし、これら救済制度は要件が厳しく、通常の返還期限猶予期間の上限が10年間であるな
ど、様々な制限があることに対して問題点が指摘されています。

よって、政府においては、意欲と能力のある若者が、家庭の経済状況にかかわらず、安心
して学業に専念できるよう、下記の事項の実現を強く要望します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１　高校生を対象とした給付型奨学金制度は拡充を行い、大学生などを対象とした給付型奨
　学金制度を早期に創設すること。
２　所得が一定額を超えた場合に、所得に応じて返還ができる所得連動返還型の奨学金制度
　を創設すること。
３　授業料減免を充実させるとともに無利子奨学金をより一層充実させること。
４　海外留学を希望する若者への経済的支援を充実させるため、官民が協力した海外留学支

　援を着実に実施すること。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

小 樽 市 議 会

平成26年9月22日 可 決

平 成 ２ ６ 年
意見書案第１３号

小 樽 市 議 会

奨学金制度の充実を求める意見書（案）

秋　元  智　憲

成　田　祐　樹

小　貫　　　元

鈴　木　喜　明

佐々木 　 　秩



第３回定例会

提出者 小樽市議会議員

同

同

同

同

平成 26年 9月 22日

議決年月日 議決結果 全 会 一 致

昨今、「合法ハーブ」等と称して販売される薬物（いわゆる「危険ドラッグ」＝脱法ハー

ブ、脱法ドラッグ）を吸引し、呼吸困難を起こしたり、死亡したりする事件が全国で相次い

で発生しています。特に、その使用によって幻覚や興奮作用を引き起こしたことが原因と見

られる重大な交通事故の事案が度々報道されるなど、深刻な社会問題となっています。

危険ドラッグは「合法」と称していても、規制薬物と似た成分が含まれているなど、大麻

や覚醒剤と同様に、使用により人体への危険が発生するおそれがあり、好奇心などから安易

に購入したり、使用したりすることへの危険性が強く指摘されています。

厚生労働省は、省令を改正し、昨年３月から「包括指定」と呼ばれる方法を導入し、成分

構造が似た物質を一括で指定薬物として規制しました。また、本年４月には改正薬事法が施

行され、指定薬物については覚醒剤や大麻と同様、単純所持が禁止されました。

しかし、指定薬物の認定には数か月を要し、その間に規制を逃れるために化学構造の一部

を変えた新種の薬物が出回ることにより、取り締まる側と製造・販売する側で「いたちごっ

こ」となっています。また、危険ドラッグの鑑定には簡易検査方法がないため捜査に時間が

かかることも課題とされています。

よって、政府においては、危険ドラッグの根絶に向けた総合的な対策を強化する必要があ

ることから、下記の事項について措置を講じるよう強く求めます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１　インターネットを含む国内外の販売・流通等に関する実態調査及び健康被害との因果関

　係に関する調査研究の推進、人員確保を含めた取締態勢の充実を図ること。

２　簡易鑑定ができる技術の開発を始め鑑定時間の短縮に向けた研究の推進、指定薬物の認

　定手続の簡素化を図ること。

３　薬物乱用や再使用防止のために、「危険ドラッグ」の危険性の周知及び学校等での薬物

　教育の強化、相談体制・治療体制の整備を図ること。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

小 樽 市 議 会

平成26年9月22日 可 決

平 成 ２ ６ 年
意見書案第１４号

小 樽 市 議 会

「危険ドラッグ（脱法ハーブ）」の根絶に向けた総合的な対策の強化を求める意見書（案）

安　斎　哲　也

川　畑　正　美

斉  藤  陽一良

上　野　智　真

斎　藤　博　行



第３回定例会

提出者 小樽市議会議員

同

同

同

同

平成 26年 9月 22日

議決年月日 議決結果 全 会 一 致

全国各地で異常な大雨に見舞われ、土砂災害が相次ぎ、死者や行方不明者が発生するなど甚大な被

害をもたらしています。北海道でも宗谷管内礼文町で高さ50メートル、幅50メートルにわたり崩れた

土砂が住宅を直撃し、２人が亡くなりました。また、河川の氾濫によって家屋、商店、農作物、工場

などが浸水し、市民生活や営業にも大きな影響を及ぼしています。

これほどの大災害が起きてしまったのは、「１時間の雨量が100ミリを超すような記録的なも

の」、「50年に一度の大雨」ということもありますが、共通した問題として、大雨に対する対策が遅

れていることです。土砂災害警戒区域の指定作業の遅れ、警戒区域に指定するための現地調査の未実

施、砂防ダム整備・河川整備の遅れ、避難指示・避難所の受入れ体制作り等、災害に襲われた際、被

害を最小限に食い止める対策とその後の対応を改善することが求められています。

土砂災害の対策で最も大切なことは、危険箇所を周知し、避難対策を整備することと施設整備を行

うことです。

北海道には約１万2,000もの土砂災害危険箇所がありますが、法律に基づき指定する「土砂災害警

戒区域」は約1,400か所と、指定率は全国でも最低水準の12パーセント程度にとどまっています。

警戒区域に指定されたら、土砂災害防止法に基づき、市町村の地域防災計画に災害発生時の避難路

や避難所などの記載、ハザードマップ作成、さらに特別警戒区域に指定されたら、宅地開発が許可制

になるなど土地利用に規制などの対策が講じられます。

海に囲まれた北海道には、礼文町のように海岸沿いの崖下に居住する地域が多数点在します。警戒

区域に指定するための現地調査を急ぎ、その結果を住民に周知することが求められています。

　河川の点検を行い、氾濫の危険性がある所の整備が急がれています。

今回のような大災害が全国どこでも起こり得ることを前提に、災害を防ぐ対策を抜本的に見直し、

警戒を強めるべきです。

　よって、国においては、下記の対策を講じるよう強く求めます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１　警戒区域指定促進に必要な危険箇所調査に伴う事業費の国庫負担割合（現在３分の１）を増額す

　ること。

２　危険区域の施設整備対策を強めること。

３　既に危険区域に建設されている住宅に対しては、全国各地で実施している「宅地防災工事助成制

　度」などの制度化を検討すること。

４　河川整備費を増額すること。

　以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。

小 樽 市 議 会

平成26年9月22日 可 決

平 成 ２ ６ 年
意見書案第１５号

小 樽 市 議 会

土砂災害対策及び治水対策の促進を求める意見書（案）

安　斎　哲　也

小　貫　　　元

松　田　優　子

濱　本　　　進

山　口　　  保



第３回定例会

提出者 小樽市議会議員

同

同

同

同

平成 26年 9月 22日

議決年月日 議決結果

地域主権改革・地方分権改革の「義務付け・枠付けの見直し」によって、これまで国が定

めた基準が直接に規律していた自治事務については、国の基準に代わって、自治体が条例で

定めた基準に基づいて事務の執行が行われることになりました。このことにより地方自治体

は、政省令によって条例制定基準の「従うべき基準」、「標準」、「参酌すべき基準」とい

う３つの類型を基に条例を制定します。

条例制定の際、地方自治体が定める基準が、国の基準（「従うべき基準」、「標準」、

「参酌すべき基準」）と同一ということで、条例に政省令をそのまま引用する方式が採られ

ることがあります。しかし、このような条例の立案方式では、条例本文を読んでも条例で定

められている基準を見ることができません。政省令と同一の基準であっても、条項を抜き書

きした方式にし、条例に基準を明記することが、市民協働のまちづくりを推進することにつ

ながります。

さらに、政省令が改正される場合には、市の基準も自動的に変わり、議会の議決を経ずに

内容が変更されることは、議会の権利を侵害する方式です。これは、地方自治法や憲法が定

める自治体の条例制定権の実質を政省令に委ねることになり兼ねません。このような条例の

立案方式は、議会制民主主義、地方自治を軽視するものであり、認めることはできません。

国の政省令と同一の基準で定める場合は、せめて抜き書き方式にするべきです。

よって、当市議会として、条例の提案に当たっては、政省令をそのまま引用する方式を採

用しないことを決定するものであります。

　以上、決議します。

小 樽 市 議 会

平成26年9月22日 否 決

平 成 ２ ６ 年
決議案第１号

小 樽 市 議 会

議決権を奪う政省令引用方式の条例提案の不採用に関する決議（案）

小　貫　　　元

川　畑　正　美

中　島　麗　子

新  谷  と  し

北  野  義  紀
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付託
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議    決
年 月 日

議決
結果

1 平成26年度小樽市一般会計補正予算 H26.9.3 市長 H26.9.10 予 算 H26.9.16 可 決 H26.9.22 可 決

2
平成26年度小樽市国民健康保険事業
特別会計補正予算

H26.9.3 市長 H26.9.10 予 算 H26.9.16 可 決 H26.9.22 可 決

3
平成26年度小樽市介護保険事業特別
会計補正予算

H26.9.3 市長 H26.9.10 予 算 H26.9.16 可 決 H26.9.22 可 決

4
平成26年度小樽市後期高齢者医療事
業特別会計補正予算

H26.9.3 市長 H26.9.10 予 算 H26.9.16 可 決 H26.9.22 可 決

5
平成26年度小樽市病院事業会計補正
予算

H26.9.3 市長 H26.9.10 予 算 H26.9.16 可 決 H26.9.22 可 決

6
平成25年度小樽市一般会計歳入歳出
決算認定について

H26.9.3 市長 H26.9.10 決 算 H26.9.10
継 続
審 査

H26.9.22
継 続
審 査

7
平成25年度小樽市港湾整備事業特別
会計歳入歳出決算認定について

H26.9.3 市長 H26.9.10 決 算 H26.9.10
継 続
審 査

H26.9.22
継 続
審 査

8
平成25年度小樽市青果物卸売市場事
業特別会計歳入歳出決算認定につい
て

H26.9.3 市長 H26.9.10 決 算 H26.9.10
継 続
審 査

H26.9.22
継 続
審 査

9
平成25年度小樽市水産物卸売市場事
業特別会計歳入歳出決算認定につい
て

H26.9.3 市長 H26.9.10 決 算 H26.9.10
継 続
審 査

H26.9.22
継 続
審 査

10
平成25年度小樽市国民健康保険事業
特別会計歳入歳出決算認定について

H26.9.3 市長 H26.9.10 決 算 H26.9.10
継 続
審 査

H26.9.22
継 続
審 査

11
平成25年度小樽市土地取得事業特別
会計歳入歳出決算認定について

H26.9.3 市長 H26.9.10 決 算 H26.9.10
継 続
審 査

H26.9.22
継 続
審 査

12
平成25年度小樽市住宅事業特別会計
歳入歳出決算認定について

H26.9.3 市長 H26.9.10 決 算 H26.9.10
継 続
審 査

H26.9.22
継 続
審 査

13
平成25年度小樽市簡易水道事業特別
会計歳入歳出決算認定について

H26.9.3 市長 H26.9.10 決 算 H26.9.10
継 続
審 査

H26.9.22
継 続
審 査

14
平成25年度小樽市介護保険事業特別
会計歳入歳出決算認定について

H26.9.3 市長 H26.9.10 決 算 H26.9.10
継 続
審 査

H26.9.22
継 続
審 査

15
平成25年度小樽市産業廃棄物処分事
業特別会計歳入歳出決算認定につい
て

H26.9.3 市長 H26.9.10 決 算 H26.9.10
継 続
審 査

H26.9.22
継 続
審 査

16
平成25年度小樽市後期高齢者医療事
業特別会計歳入歳出決算認定につい
て

H26.9.3 市長 H26.9.10 決 算 H26.9.10
継 続
審 査

H26.9.22
継 続
審 査

17
平成25年度小樽市病院事業決算認定
について

H26.9.3 市長 H26.9.10 決 算 H26.9.10
継 続
審 査

H26.9.22
継 続
審 査

18
平成25年度小樽市水道事業決算認定
について

H26.9.3 市長 H26.9.10 決 算 H26.9.10
継 続
審 査

H26.9.22
継 続
審 査

19
平成25年度小樽市下水道事業決算認
定について

H26.9.3 市長 H26.9.10 決 算 H26.9.10
継 続
審 査

H26.9.22
継 続
審 査

20
平成25年度小樽市産業廃棄物等処分
事業決算認定について

H26.9.3 市長 H26.9.10 決 算 H26.9.10
継 続
審 査

H26.9.22
継 続
審 査

21
小樽市資金基金条例の一部を改正す
る条例案

H26.9.3 市長 H26.9.10 予 算 H26.9.16 可 決 H26.9.22 可 決

22
小樽市山林基金条例の一部を改正す
る条例案

H26.9.3 市長 H26.9.10 経 済 H26.9.17 可 決 H26.9.22 可 決

23
小樽市手数料条例の一部を改正する
条例案

H26.9.3 市長 H26.9.10 厚 生 H26.9.17 可 決 H26.9.22 可 決

24
小樽市手数料条例及び小樽市薬事法
施行条例の一部を改正する条例案

H26.9.3 市長 H26.9.10 厚 生 H26.9.17 可 決 H26.9.22 可 決

25
小樽市総合福祉センター条例及び小
樽市福祉医療助成条例の一部を改正
する条例案

H26.9.3 市長 H26.9.10 厚 生 H26.9.17 可 決 H26.9.22 可 決

26
小樽市児童発達支援センター条例の
一部を改正する条例案

H26.9.3 市長 H26.9.10 厚 生 H26.9.17 可 決 H26.9.22 可 決

27
小樽市特定教育・保育施設及び特定
地域型保育事業の運営に関する基準
を定める条例案

H26.9.3 市長 H26.9.10 厚 生 H26.9.17 可 決 H26.9.22 可 決

28
小樽市家庭的保育事業等の設備及び
運営に関する基準を定める条例案

H26.9.3 市長 H26.9.10 厚 生 H26.9.17 可 決 H26.9.22 可 決

29
小樽市営住宅条例の一部を改正する
条例案

H26.9.3 市長 H26.9.10 建 設 H26.9.17 可 決 H26.9.22 可 決

本 会 議
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30 小樽市非核港湾条例案 H26.9.3 議員 H26.9.10 総 務 H26.9.17 否 決 H26.9.22 否 決

31
小樽市教育委員会委員の任命につい
て

H26.9.22 市長 ― ― ― ― H26.9.22 同 意

意見書案
第１号

希望する教職員全員の再任用と必要
な交付税追加措置を国に求める意見
書（案）

H26.9.22 議員 ― ― ― ― H26.9.22 否 決

意見書案
第２号

希望する教職員全員の再任用を求め
る意見書（案）

H26.9.22 議員 ― ― ― ― H26.9.22 否 決

意見書案
第３号

「高校・大学教育の無償化」の前進
を求める意見書（案）

H26.9.22 議員 ― ― ― ― H26.9.22 否 決

意見書案
第４号

「新たな高校教育に関する指針」の
見直しを求める意見書（案）

H26.9.22 議員 ― ― ― ― H26.9.22 否 決

意見書案
第５号

「行き届いた教育」の前進を求める
意見書（案）

H26.9.22 議員 ― ― ― ― H26.9.22 否 決

意見書案
第６号

国家公務員の給与制度の総合的見直
しの中止を求める意見書（案）

H26.9.22 議員 ― ― ― ― H26.9.22 否 決

意見書案
第７号

カジノ合法化法に反対する意見書
（案）

H26.9.22 議員 ― ― ― ― H26.9.22 否 決

意見書案
第８号

電力料金再値上げ申請を認可しない
ことを求める意見書（案）

H26.9.22 議員 ― ― ― ― H26.9.22 否 決

意見書案
第９号

オスプレイの配備、全国への訓練地
拡散に反対する意見書（案）

H26.9.22 議員 ― ― ― ― H26.9.22 可 決

意見書案
第１０号

魅力ある地方都市の構築へ向けた施
策の推進を求める意見書（案）

H26.9.22 議員 ― ― ― ― H26.9.22 可 決

意見書案
第１１号

軽度外傷性脳損傷に関わる周知及び
労災認定基準の改正などを要請する
意見書（案）

H26.9.22 議員 ― ― ― ― H26.9.22 可 決

意見書案
第１２号

産後ケア体制の支援強化を求める意
見書（案）

H26.9.22 議員 ― ― ― ― H26.9.22 可 決

意見書案
第１３号

奨学金制度の充実を求める意見書
（案）

H26.9.22 議員 ― ― ― ― H26.9.22 可 決

意見書案
第１４号

「危険ドラッグ（脱法ハーブ）」の
根絶に向けた総合的な対策の強化を
求める意見書（案）

H26.9.22 議員 ― ― ― ― H26.9.22 可 決

意見書案
第１５号

土砂災害対策及び治水対策の促進を
求める意見書（案）

H26.9.22 議員 ― ― ― ― H26.9.22 可 決

決議案
第１号

議決権を奪う政省令引用方式の条例
提案の不採用に関する決議（案）

H26.9.22 議員 ― ― ― ― H26.9.22 否 決

行財政運営及び教育に関する調査に
ついて（総務常任委員会所管事務）

― ― ― 総 務 H26.9.17
継 続
審 査

H26.9.22
継 続
審 査

市内経済の活性化に関する調査につ
いて（経済常任委員会所管事務）

― ― ― 経 済 H26.9.17
継 続
審 査

H26.9.22
継 続
審 査

市民福祉に関する調査について（厚
生常任委員会所管事務）

― ― ― 厚 生 H26.9.17
継 続
審 査

H26.9.22
継 続
審 査

まちづくり基盤整備に関する調査に
ついて（建設常任委員会所管事務）

― ― ― 建 設 H26.9.17
継 続
審 査

H26.9.22
継 続
審 査

その他会議に
付した事件



請願・陳情議決結果表
総務常任委員会

  ○陳 情

議    決
年 月 日

結 果
議    決
年 月 日

結 果

2～
145

新「小樽市室内水泳プール」の早期建設
方について

H23.7.4 H26.9.17 継続審査 H26.9.22 継続審査

151
～
280

新「小樽市室内水泳プール」の早期建設
方について

H23.9.13 H26.9.17 継続審査 H26.9.22 継続審査

283
～
289

新「小樽市室内水泳プール」の早期建設
方について

H23.11.28 H26.9.17 継続審査 H26.9.22 継続審査

293
旧小樽税務署敷地への新「小樽市室内水
泳プール」建設方等について

H24.2.27 H26.9.17 継続審査 H26.9.22 継続審査

294
～
308

新「小樽市室内水泳プール」の早期建設
方について

H24.2.27 H26.9.17 継続審査 H26.9.22 継続審査

319
所得税法第56条を廃止し、自家労賃を経
費として認めることを求める意見書提出
方について

H25.9.3 H26.9.17 継続審査 H26.9.22 継続審査

325
～
534

「第６次小樽市総合計画」の「後期実施
計画」の早期での新「市民水泳プール」
の建設方について

H25.12.9 H26.9.17 継続審査 H26.9.22 継続審査

535
～
739

「第６次小樽市総合計画」の「後期実施
計画」の早期での新「市民水泳プール」
の建設方について

H26.2.28 H26.9.17 継続審査 H26.9.22 継続審査

741
～
809

「第６次小樽市総合計画」の「後期実施
計画」の早期での新「市民水泳プール」
の建設方について

H26.6.12 H26.9.17 継続審査 H26.9.22 継続審査

810
所得税法第56条の廃止を求める意見書提
出方について

H26.6.23 H26.9.17 継続審査 H26.9.22 継続審査

811
特定秘密の保護に関する法律の廃止を求
める意見書提出方について

H26.8.29 H26.9.17 不 採 択 H26.9.22 不 採 択

812
～
834

「第６次小樽市総合計画」の「後期実施
計画」の早期での新「市民水泳プール」
の建設方について

H26.9.5 H26.9.17 継続審査 H26.9.22 継続審査

経済常任委員会

  ○陳 情

議    決
年 月 日

結 果
議    決
年 月 日

結 果

290
国定公園「ニセコ・積丹・小樽海岸」の
中心地区「オタモイ海岸」の早期整備方
について

H23.11.29 H26.9.17 継続審査 H26.9.22 継続審査

本 会 議

番号 件 名
提 出
年 月 日

委 員 会 本 会 議

番号 件 名
提 出
年 月 日

委 員 会



厚生常任委員会

  ○請 願

議    決
年 月 日

結 果
議    決
年 月 日

結 果

2
ＪＲ南小樽駅のバリアフリー化の要請方
について

H24.6.19 H26.9.17 継続審査 H26.9.22 継続審査

  ○陳 情

議    決
年 月 日

結 果
議    決
年 月 日

結 果

1
天狗山ロープウェイ線における最上団地
停留所利用時の料金設定改善要請方につ
いて

H23.7.4 H26.9.17 継続審査 H26.9.22 継続審査

310 銭函駅へのエレベーター設置方について H24.6.13 H26.9.17 継続審査 H26.9.22 継続審査

314
小樽市女性国内研修事業の再開方につい
て

H24.9.4 H26.9.17 継続審査 H26.9.22 継続審査

316
北西部地区における「一時的保育事業」
の実施方について

H24.11.21 H26.9.17 継続審査 H26.9.22 継続審査

320
朝里におけるまちづくりセンター建設方
について

H25.9.4 H26.9.17 継続審査 H26.9.22 継続審査

321
受動喫煙防止条例の制定等受動喫煙防止
諸施策の強化方について

H25.9.6 H26.9.17 継続審査 H26.9.22 継続審査

835
国民健康保険に対する国庫負担の増額を
求める意見書提出方について

H26.9.9 H26.9.17 継続審査 H26.9.22 継続審査

建設常任委員会

  ○陳 情

議    決
年 月 日

結 果
議    決
年 月 日

結 果

309
住宅リフォーム助成制度予算の増額方に
ついて

H24.6.13 H26.9.17 継続審査 H26.9.22 継続審査

312
市による火災崩壊家屋の撤去及び空き家
対策の策定方について

H24.8.28 H26.9.17 継続審査 H26.9.22 継続審査

740 市道御膳水仲通線の側溝改修方について H26.6.9 H26.9.17 継続審査 H26.9.22 継続審査

学校適正配置等調査特別委員会

  ○陳 情

議    決
年 月 日

結 果
議    決
年 月 日

結 果

282 小樽市立西陵中学校の存続方について H23.11.21 H26.9.18 継続審査 H26.9.22 継続審査

291
小樽市立塩谷小学校及び塩谷中学校の存
続方について

H24.2.20 H26.9.18 継続審査 H26.9.22 継続審査

本 会 議

番号 件 名
提 出
年 月 日

委 員 会 本 会 議

番号 件 名
提 出
年 月 日

委 員 会

本 会 議

番号 件 名
提 出
年 月 日

委 員 会 本 会 議

番号 件 名
提 出
年 月 日

委 員 会
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